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 １.陳情第１３号～陳情第１５号 一括上程 ·····················································  １４ 
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第２号（６月１０日）（火曜日） 

 １.開  議····································································································  １６ 

 １.議案第３９号 上程 ···················································································  １６ 

   説明、質疑、総務文教委員会付託 

 １.議案第４０号 上程 ···················································································  １６ 

   説明、質疑、各常任委員会付託 

 １.一般質問····································································································  １８ 

   池山 節夫 議員 ······················································································  １８ 

   １ 市政について 

    （１）宇喜多秀家公の大河ドラマ化に向けて 

    （２）公用車のカーナビでのＮＨＫ受信料について 

    （３）燃やせるごみ袋について 



 

 

－２－ 

   ２ 教育行政について 

    （１）小学校の在り方について 

    （２）中学校の部活動について 

   前田 隆 議員 ··························································································  ２６ 

   １ 基金について 

    （１）基金積立状況と今後の積立予定について 

      ア 財政調整基金、市有施設整備基金の現在高と令和６年度決算確定 

        後の積立予定は 

    （２）ふるさと応援寄附金の令和６年度実績と７年度の現状推移は 

    （３）積立基金運用について 

      ア 基金の運用はどのようになされているのか。実績は 

   ２ 少子化に伴う小学校の今後について 

    （１）児童数の現状と５年後予測数及び課題 

      ア 令和７年度の各小学校の新入生数及び児童数は 

      イ 2030年度の各小学校の新入生及び児童の予測数と2025年度比増減 

        は 

      ウ ５年後予測数における垂水小学校及び少人数小規模校の状況と課 

        題は 

    （２）少子化に伴う学校の在り方について 

      ア 学校運営協議会の意見取りまとめ結果と検討委員会設置はどうな 

        ったか 

      イ 検討委員会の位置づけと目的・機能及び教育委員会の関わり方は 

      ウ 検討委員会後の展開について 

   ３ 公営住宅等の長寿命化計画について 

    （１）概算工事費の検証 

      ア 概算工事費と実際の工事費との開きについて 

      イ 今後の工事費と計画の見直しが必要だが対応は 

    （２）用途廃止の公営住宅について 

      ア 現在の入居世帯数はいくらか。退去に向けた住み替えの状況は 

      イ 廃止後の跡地利用はどのように検討・計画されているか 

      ウ マイナス入札での処分検討は 

   堀内 貴志 議員 ······················································································  ３５ 

   １ 垂水市の活性化対策について 

    （１）温泉施設の活性化について 



 

 

－３－ 

    （２）「花の街」としての再構築について 

    （３）地元食材を使う飲食店への支援について 

   ２ Ｊクレジット制度の導入について 

    （１）垂水市としてＪクレジット制度への参加を検討しているか 

    （２）他自治体の事例を参考に、垂水市での可能性をどう評価しているか 

    （３）市有林の管理状況、森林組合との連携体制はどうなっているか 

   ３ 再犯防止推進計画について 

    （１）再犯防止推進計画の策定についてどのように考えているか 

   ４ 自主文化事業について 

    （１）自主文化事業の年間計画はどのように決定されるのか 

    （２）市民の声やニーズはどのように反映されるか 

    （３）これまでの取組と課題について 

    （４）文化会館の年間稼働率についてどの程度か 

   ５ 市民館の調理室の施設整備について 

    （１）利用状況の現状と課題について 

    （２）利用者の声を聴いて、施設改修の必要性は 

   ６ パワハラの防止対策について 

    （１）庁内におけるパワハラの実態について 

       相談件数、認知件数、離職及び療養休暇の取得等 

    （２）メンタルヘルスとパワハラの関係 

    （３）パワハラの防止対策について 

      ア 組織の改善と再発防止策 

      イ 第三者相談窓口の活用 

   池田 みすず 議員 ···················································································  ４７ 

   １ たるみず元気プロジェクト・健康チェックについて 

    （１）過去７年間の効果について 

    （２）参加者を増やすための取組は 

   ２ 熱中症対策について 

    （１）クーリングシェルターの指定について 

   ３ 小中学校体育館の空調整備について 

    （１）今後の空調設備の整備計画は 

   ４ 男女共同参画の推進について 

    （１）第２次垂水市男女共同参画基本計画について 

      ア 今年度見直しの年であるが、これまでの成果及び課題等の評価は 



 

 

－４－ 

      イ 重点目標「政策・方針決定過程への男女共同参画の推進」におい 

        て、市の審議会等への女性委員の登用の割合は 

      ウ 重点目標「地域コミュニティに対する男女共同参画の推進」にお 

        いて、施策の方向の中に「男女共同参画の視点を取り入れた防災 

        体制の確立」があるが、防災会議の女性委員の現況及び今後の対 

        応について 

      エ 女性消防団員の活動状況や人員等の現況について県内の状況と併 

        せて伺う 

    （２）避難所運営について 

      ア 避難所開設に伴う配置職員の女性の割合は 

   ５ 小・中学校における生活習慣病予防対策について 

    （１）児童生徒の肥満の傾向について 

    （２）学校における取組について 

    （３）食育・健康教育の観点からの取組について 

    （４）小児生活習慣病予防健診を実施する考えは 

   ６ 給食費無償化事業について 

    （１）市外に通う児童生徒数は 

    （２）市外に通う児童生徒も対象とすべきと考えるが見解は 

   持留 良一 議員 ······················································································  ５８ 

   １ 市長の政治姿勢について～平和行政の推進を 

    （１）日本被団協のノーベル平和賞受賞に関係して 

      ア 受賞について市長の見解は 

      イ 政府は被爆国として核兵器禁止条約に署名・批准し、核保有国に 

        禁止条約への参加を呼び掛ける必要性があると考えるが見解を 

      ウ 核兵器廃絶および恒久平和の実現にむけ自治体で取り組めること 

        はあるのか（自治体としての非核都市宣言等） 

   ２ 会計年度任用職員の雇用安定化について 

     ～雇用の安定は、住民サービス向上につながる最大の保障 

     ～会計年度任用職員は、市民のために働く公務労働者 

     ～安心して長く働き続けられるように 

    （１）国の会計年度任用職員制度の導入等に向けた事務処理マニュアルか 

       ら「３年目公募」に関する記述が削除されたことに関係して 

      ア なぜ削除されたのか。公募は必須でないと理解していいのか 

      イ 再度の任用が考えられる場合でも必ず公募を実施する必要がある 



 

 

－５－ 

        のか 

      ウ 公務労働者としての自覚と能力向上等のために、職員の研修はど 

        う保障され、推進されているか 

   ３ 図書館～身近に使いやすい図書館を 

     ～運営に地域住民が参加することは図書館の活性化にもつながる 

     ※令和元年５月法改定により首長所管に 

    （１）図書館協議会（平成28年度から「協議会経費」を地方交付税措置し 

      ている）の設置について 

      ア 19市の設置状況と大隅管内の設置状況は 

      イ 図書館協議会を設置し、住民の参加で身近で使いやすい図書館運 

        営をさらに進めることができるのではないか 

   ４ エアコン助成・創設の検討を 

     ～熱中症から命と健康を守る取組を 

     ～そもそも自治体が独自の補助に踏み出さざるを得ないのは、生活保護 

      世帯へのエアコン支給要件があまりにも厳しすぎる 

    （１）毎年の猛暑から住民の命と健康をどう守るかが引き続き自治体の課 

       題である。 

      ア 生活保護世帯へのエアコン設置費用支給に関する厚生労働省の「通 

        知」は、厳しすぎると意見があるが見解は（厚生労働省社会・援 

        護局長の通知「生活保護法による保護の実施要領の取り扱いにつ 

        いて」の一部改正平成30年６月27日） 

      イ 一部の自治体には高齢者世帯など一定の条件（高齢者・障害者世 

        帯で非課税世帯等）へのエアコン購入・設置費用の補助制度があ 

        るが認識と見解は 

      ウ 高齢者の生活実態はどのように把握されているか（エアコンの有 

        無）。高齢者の生活実態調査の項目にエアコンの有無の検討を。 

        また、生活保護世帯の実態調査も 

      エ エアコン助成・創設の検討を 

   新原 勇 議員 ··························································································  ７０ 

   １ 契約保証不明金について 

    （１）契約保証不明金の時効が来たが、警察からの説明と市の対応と市長 

       から市民への説明は 

   ２ 防災対策について 

    （１）梅雨入りしたが対策は 



 

 

－６－ 

       河川の寄り洲除去、堤防の修復状況等、避難所の備蓄、電源等 

   ３ 県道について 

    （１）県道71号線垂水南之郷線の現状は 

    （２）県道72号線垂水大崎線の道路拡幅は 

   ４ 垂水市住宅取得費助成金交付事業について 

    （１）交付実績について 

    （２）転入世帯100万円を段階的にできないか 

   ５ 人手不足対策について 

    （１）自治体と連携したスキマバイト設置について 

   ６ 帯状疱疹定期接種について 

    （１）接種状況について 

    （２）定期接種になって何が変わるのか 

 １.日程報告····································································································  ７７ 

 １.散  会····································································································  ７７ 

    ────────────────────── 

第３号（６月１１日）（水曜日） 

 １.開  議····································································································  ８０ 

 １.一般質問····································································································  ８０ 

   川畑 三郎 議員 ······················································································  ８０ 

   １ 梅雨等の防災対策 

    （１）梅雨・台風の時期となった。防災対策の状況をお知らせください 

   ２ 農地中間管理機構（農地バンク）について 

    （１）現在の状況は 

    （２）貸借時手数料が導入されている県があるとの事だが 

   ３ 海岸の整備について 

    （１）小浜地区の海岸に暖竹が茂っている。除去は出来ないか 

   ４ 事前予約型タクシーについて 

    （１）牛根地区の実証運行結果について 

    （２）今後の事業展開について 

   ５ 漁業振興について 

    （１）今年度のもじゃこ採捕について 

    （２）人工種苗の実績と効果は 

    （３）カンパチ祭について 

   ６ 協和地区における観光整備は 
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    （１）海潟地区の観光整備の現状について 

    （２）にこ展望所について 

    （３）にこ展望所の維持管理について 

   梅木 勇 議員 ··························································································  ８９ 

   １ 市営墓地について 

    （１）今年度の維持管理について 

    （２）環境整備について 

   ２ 軽自動車税の減免について 

    （１）種別割の減免について 

      ア 公益のため直接専用する軽自動車等に対する種別割の減免につい 

        て 

      イ 減免件数は 

    （２）身体障害者等に対する種別割の減免について 

      ア 減免件数は 

      イ 申請書類について 

   ３ 有害鳥獣対策について 

    （１）拡充された有害鳥獣捕獲期間のサル・ニホンジカ・イノシシの実績 

       は 

    （２）狩猟免許取得環境対応について 

   ４ 牛根中学校跡地等の事業進展について 

    （１）ローカル10,000プロジェクトについて 

      ア 地域経済循環創造事業とは 

    （２）施設の事業計画について 

       ～事業の規模、雇用等 

   髙橋 理枝子 議員 ···················································································  ９８ 

   １ 不登校への対応について 

    （１）校内教育支援センターの取組の成果について 

   ２ 防災道の駅について 

    （１）防災道の駅たるみずはまびらの役割について 

    （２）防災道の駅たるみずはまびらを活用した観光振興について 

   ３ 契約保証不明金285万円時効後の対応について 

    （１）不明金事件発生から時効までの経緯を 

    （２）時効後の対応について 

    （３）再発防止について 



 

 

－８－ 

   ４ こどもの危機管理について 

    （１）こどもの危機管理の現状について 

    （２）何か事案が起きたときの対応は 

   ５ 戦後80年を考える 

    （１）本市の戦争遺跡について 

    （２）浜平特殊地下壕の今後について 

   ６ 女性の活躍推進について 

    （１）女性の声を聴く機会は 

    （２）垂水市の女性活躍推進会議設置予定はないか 

   ７ 書かない窓口について 

    （１）書かない窓口の説明を 

    （２）今後の方向性について 

   感王寺 耕造 議員 ··················································································· １０９ 

   １ 桜島活動火山対策について 

    （１）５月12日より火山活動が活発化している。姶良カルデラ下のマグマ 

       は、大正噴火時に匹敵する蓄積量となっている。現状と今後の動向 

       は 

    （２）令和７年３月県は、桜島火山避難計画を策定した。しかし、基本指 

       針が示されているにすぎない。今後実効性のある避難計画を４市協 

       議会で取りまとめていかなければならないが、タイムスケジュール 

       と現時点での課題、問題点はないのか 

    （３）火山防災教育について、市民に対し桜島の活動の歴史や今後の防災 

       教育を進めることが重要であると考えるが、本市の今後の対応は 

   ２ カスタマーハラスメント・パワーハラスメントについて 

    （１）庁舎内・教育委員会管轄でカスハラ、パワハラの事案はないのか 

    （２）カスハラ、パワハラについての研修等防止対策はどうなっているか 

    （３）カスハラに関する条例の考えは 

   ３ 公益通報制度について 

    （１）通報があった場合の対応は整備できているのか 

   ４ 有害鳥獣について 

    （１）鹿屋市は捕獲アプリの導入を行っているが、ＡＩを活用した被害軽 

       減の取組の考えはないのか 

    （２）イノシシ捕獲後、高齢化により止め刺しが困難であり、電気止め刺 

       し機への補助要望の声を聞くが、きちんと対応すべきでは 
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   ５ 耕作放棄地・周辺環境の整備について 

    （１）耕作放棄地が有害鳥獣の住処となっている。地域住民で維持管理を 

       してきたが高齢化、マンパワーの不足により継続が困難になってき 

       ている。ラジコン草刈機購入への補助金・レンタルに対する助成金 

       等の考えは 

   ６ 出産のできる産婦人科不足について 

    （１）鹿児島市・いまきいれ総合病院が出産対応を８月以降休止すると発 

       表された。市民が出産できる環境整備が必要と考えるが対応は 
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令 和 ７ 年 第 ２ 回 垂 水 市 議 会 定 例 会  

 
１．会期日程 

 

月 日 曜 種 別 内 容 

５ ・２８ 水 
本会議  

会期の決定、議案等上程、説明、質疑、討論、一部表決、

一部委員会付託 

 委員会 国道整備促進特別委員会 

５ ・２９ 木 休 会   

５ ・３０ 金 〃  （質問通告期限：正午） 

５ ・３１ 土 〃   

６ ・ １ 日 〃   

６ ・ ２ 月 〃   

６ ・ ３ 火 〃   

６ ・ ４ 水 〃   

６ ・ ５ 木 〃   

６ ・ ６ 金 〃   

６ ・ ７ 土 〃   

６ ・ ８ 日 〃   

６ ・ ９ 月 〃   

６ ・１０ 火 本会議  一般質問 

６ ・１１ 水 
〃  一般質問 

 委員会 桜島火山活動対策特別委員会 

６ ・１２ 木 休 会 委員会 産業厚生委員会       （現地視察・議案審査） 

６ ・１３ 金 〃 委員会 総務文教委員会       （現地視察・議案審査） 

６ ・１４ 土 〃   

６ ・１５ 日 〃   

６ ・１６ 月 〃   

６ ・１７ 火 〃   

６ ・１８ 水 〃   

６ ・１９ 木 〃 委員会 議会運営委員会 

６ ・２０ 金 本会議  
委員長報告、質疑、討論、表決、議案等上程、説明、 

質疑、討論、一部表決、一部委員会付託 
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２．付議事件 

件            名 

 

報告     令和６年度垂水市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について 

報告     令和６年度垂水市一般会計継続費繰越計算書の報告について 

議案第３５号 垂水市税条例の一部を改正する条例 案 

議案第３６号 垂水市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例及び垂水市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 案 

議案第３７号 令和７年度垂水市一般会計補正予算（第１号） 案 

議案第３８号 令和７年度垂水市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 案 

議案第３９号 垂水市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例 案 

議案第４０号 令和７年度垂水市一般会計補正予算（第２号） 案 

議案第４１号 令和６年度垂水市水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について 

議案第４２号 令和６年度垂水市病院事業会計決算の認定について 

議案第４３号 令和６年度垂水市漁業集落排水処理施設事業会計決算の認定について 

意見書案第７号 「カリキュラム・オーバーロード」の改善を求める意見書 案 

意見書案第８号 ゆたかな学びの実現・教職員定数改善、義務教育費国庫負担制度の負担率の引

上げをはかるための、2026年度政府予算に係る意見書 案 

垂水市議会議員定数等調査特別委員会の設置について 

議会運営委員会の閉会中の所掌事務調査の件について 

各常任委員会の閉会中の所管事務調査の件について 

 

陳 情 

陳情第１３号 「カリキュラム・オーバーロード」の改善を求める意見書採択の陳情について 

陳情第１４号 ゆたかな学びの実現・教職員定数改善、義務教育費国庫負担制度の負担率の引上

げをはかるための、2026年度政府予算に係る意見書採択の陳情について 

陳情第１５号 健康増進等に係る環境整備（垂水新港緑地帯）に係る陳情について 
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令和７年５月28日午前10時開会 

 

 

   △開  会 

○議長（北方貞明）  皆さん、おはようござい

ます。定刻、定足数に達しておりますので、た

だいまから令和７年第２回垂水市議会定例会を

開会いたします。 

   △開  議 

○議長（北方貞明）  これより本日の会議を開

きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付いたしたと

おりであります。 

   △会議録署名議員の指名 

○議長（北方貞明）  日程第１、会議録署名議

員の指名を行います。 

 会議録署名議員は会議規則第80条の規定によ

り、議長において髙橋理枝子議員、川畑三郎議

員を指名いたします。 

   △会期の決定 

○議長（北方貞明）  日程第２、会期の決定を

議題といたします。 

 去る５月21日、議会運営委員会が開催され、

協議がなされた結果、本定例会の会期をお手元

の会期日程表のとおり、本日から６月20日まで

の24日間とすることに意見の一致を見ておりま

す。これに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、会期は本日から６月20日までの24日間と

決定いたしました。 

   △諸般の報告 

○議長（北方貞明）  日程第３、諸般の報告を

行います。 

 監査委員から、令和７年４月分の出納検査結

果報告がありましたので、お目通しください。 

 次に、第101回全国市議会議長会定期総会が

開催され、本市議会から梅木勇議員が議員在職

10年以上の一般表彰を授与されましたので、こ

こに御報告いたします。 

 なお、議会閉会後に表彰状の伝達式を行いま

すので、議場にいらっしゃる皆様方はしばらく

お残りください。 

 また、５月25日、東京都のアートホテル日暮

里ラングウッドにおいて、第52回関東垂水会が

開催され、本市議会から池田みすず議員、髙橋

理枝子議員、そして私が参加してまいりました。 

 以上で、議長報告は終わります。 

   ［市長尾脇雅弥登壇］ 

○市長（尾脇雅弥）  皆さん、おはようござい

ます。先日開催されました令和７年第１回臨時

会後の主な事項につきまして御報告いたします。 

 初めに、総務関係についてでございます。 

 まず、垂水市総合防災訓練についてでござい

ます。５月27日に水之上地区公民館にて、地元

住民や自主防災組織など17名が参加して、大

雨・洪水等に対する災害発生時の災害応急対策

の確認と課題の抽出等を図上訓練形式にて実施

し、防災意識の高揚と知識の向上を図ったとこ

ろでございます。 

 次に、企画政策関係についてでございます。 

 まず、大隅総合開発期成会についてでござい

ます。５月15日に鹿屋市にて大隅４市５町で構

成する大隅総合開発期成会の第47回総会が開催

され、大隅地域の一体的な開発を推進するため、

国・県に対する要望項目等について協議してま

いりました。特に錦江湾横断道路の早期実施路

線化とカンパチ人工種苗の普及につきましては、

本市から強くその必要性について意見を申し上

げたところでございます。 

 なお、国・県に対する要望は８月以降を予定

しております。 

 次に、福祉関係についてでございます。 

 まず、おでかけチケット交付事業についてで

ございます。本年度から交付金額を5,000円に

増額するとともに、鴨池垂水フェリーでも利用
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可能としております。５月19日現在、交付人数

は3,374名、交付率は約57％となっており、昨

年度より早いペースでの交付が行われておりま

す。 

 次に、介護保険事業についてでございます。 

 本年度から介護保険事業におけるＤＸ推進の

一環として、福祉課と地域包括支援センター、

加えて介護事業所などの関係機関において、チ

ャットツールによる地域介護ネットワークを構

築し、本格運用を開始したところでございます。

この取組により、介護事業所においては、業務

報告などをはじめとする業務の効率化やそれに

伴う職員の負担軽減、関係者間におけるネット

ワークの活性化による緊急時の情報共有の迅速

化などが期待されており、現在までに各事業所

からそれらの効果が現れているとの報告が寄せ

られているところでございます。 

 次に、水産商工観光関係についてでございま

す。 

 ４月末から大型連休における主な観光事業、

観光拠点の状況について御報告いたします。 

 初めに、高峠つつじ祭りにつきましては、４

月26日、27日の２日間にわたり、高峠つつじヶ

丘公園にて大野地区の皆様による地元特産品の

販売や、室田牧場による地元食材を生かしたハ

ンバーガーの販売、鹿児島大学演習林内ハイキ

ングなどのイベント等が行われ、昨年度のおよ

そ２倍となる約2,600人のお客様にお越しいた

だいたところでございます。また、今年の高峠

つつじは近年まれに見るすばらしい開花状況で

あったことから、ゴールデンウイーク期間中に

は昨年度の３倍となる約9,000人のお客様にお

越しいただいたところでございます。 

 次に、ぐるっとたるみずスタンプラリーにつ

いてでございます。４月26日から５月６日まで

の11日間、垂水市観光協会主催により、市内６

か所の観光施設を巡り、スタンプを集めて応募

すると、抽せんでカンパチなどの特産品が当た

る形式で開催されたところでございます。期間

中は天候にも恵まれ、昨年度の２倍となる約

350人の応募があったことから、垂水市内を周

遊する契機となり、地域経済の活性化につなが

ったものと考えているところでございます。 

 次に、土木関係についてでございます。 

 まず、中央地区冠水対策についてでございま

す。昨年度に完成いたしました垂水９号線につ

きましては、現在のところ目立った冠水は確認

されていないことから、一定の効果があったも

のと考えております。 

 また、本年度は旭町、下宮町の冠水対策工事

を実施することとしており、現在発注に向け準

備を行っており、６月12日に常任委員会視察を

予定しているところでございます。 

 次に、学校教育関係についてでございます。 

 まず、中学生を対象とした「夢の実現！学び

の教室」についてでございます。本教室には23

名の申込みがあり、４月26日に開講いたしまし

た。本教室では英語検定受験対策コースを設け

ており、中学生の約半数が英検に挑戦しており

ます。 

 また、本年度からは小学生の英検受験会場を

垂水市内に設けるなど、小学生が受験をしやす

い環境づくり、英検受験率の向上に努めている

ところでございます。 

 次に、情報活用能力育成に係る文部科学省研

究開発学校についてでございます。今年度から

文部科学省の研究開発学校として４年間の指定

を受け、子供たちの情報活用能力の育成を図っ

てまいります。 

 そのため、５月20日に情報教育や地域創生に

ついて全国的に御活躍されている専門家をお招

きをして、第１回運営指導委員会を開催し、研

究の方向性や進め方につきまして様々な御意見

やアイデアをいただいたところでございます。 

 次に、社会教育関係についてでございます。 

 まず、生涯学習事業についてでございます。
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５月18日に市民館にて生涯学習オープニングフ

ェアを開催し、市民講座の開講式や各講座の紹

介や活動報告などを行ったところ、関係者を含

め約100名の御参加をいただき、生涯学習への

機運醸成が図られたものと考えているところで

ございます。 

 以上でございます。 

○議長（北方貞明）  以上で、諸般の報告を終

わります。 

   △報告（令和６年度垂水市一般会計繰越

明許費繰越計算書の報告について及

び令和６年度垂水市一般会計継続費

繰越計算書の報告について） 

○議長（北方貞明）  日程第４、令和６年度垂

水市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告につ

いて及び日程第５、令和６年度垂水市一般会計

継続費繰越計算書の報告について、この２件を

一括議題といたします。 

 報告を求めます。 

○財政課長（草野浩一）  令和６年度垂水市一

般会計繰越明許費繰越計算書につきまして御報

告申し上げます。 

 令和６年度の歳出予算の経費のうち、年度内

にその支出を終わらない見込みのあるものにつ

きまして、地方自治法第213条の規定により、

令和７年度に繰越して使用することを令和７年

第１回定例会の令和６年度補正予算（第８号）

で御承認を受け、先の第１回臨時会の補正予算

（第９号）で繰越明許費の補正を御報告いたし

ましたが、その繰越明許費について、同法施行

令第146条第２項の規定に基づき繰越計算書を

調製しましたので、今議会に御報告申し上げる

ものでございます。 

 繰越された経費は、配信しております令和６

年度垂水市一般会計繰越明許費繰越計算書のと

おりでございますが、繰越事業の内容について

御説明申し上げます。 

 ２款総務費１項総務管理費の垂水市消防本部

のハラスメント等疑い事案に関する第三者委員

会業務委託は、現在、垂水市消防本部を含む垂

水市が関与しない形で事実確認調査の業務を進

めていただいておりますが、申出人からの聞き

取り内容を踏まえた対象職員への確認作業に時

間を要し、年度内での業務完了が困難なことか

ら、令和７年度へ繰越しを行ったものでござい

ます。 

 同じく国道220号牛根境の光ケーブル支障移

設事業は、国土交通省による情報ボックス移設

完了後の令和７年２月頃に着工する予定でした

が、情報ボックス移設に係る資材調達の遅延に

より、国土交通省による情報ボックス移設が令

和７年４月以降に延期されたため本事業を着工

できず、繰越しを行ったものでございます。 

 ３款民生費１項社会福祉費の非課税世帯に対

する価格高騰支援給付金は、令和６年12月20日

に本事業を開始し、令和６年度中に2,664世帯

への支給を行ったところですが、77世帯におい

て確認書等が未返送のため年度内の事業完了が

困難となりましたことから、令和７年度へ繰越

しを行ったものでございます。 

 ２項児童福祉費の非課税世帯に対する物価高

騰支援給付金（こども加算）は、プッシュ型給

付での支給は令和６年度中に完了したところで

ございますが、確認書等の提出による支給につ

きましては、先ほどの説明と同様、確認書等が

未返送のため年度内の事業完了が困難となりま

したことから、令和７年度へ繰越しを行ったも

のでございます。 

 ６款農林水産業費１項農業費の堆肥センター

トラックスケール取替修繕は、トラックスケー

ル製造において計量法に基づく検定に一定期間

を要することが判明し、年度内に完了すること

が困難であるため繰越しを行ったものでござい

ます。 

 同じく農業水路等長寿命化・防災減災事業は、

使用しなくなった農業用ため池の廃止に向けて
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の測量設計業務を行っておりますが、対象地域

の住民説明会を行ったところ、隣接する集落水

道の枯渇を心配する声が多く聞かれたことから、

地域住民への疑問を払拭することを目的として、

新たに渇水期におけるため池と貯水槽との水位

計観測業務を追加したことにより、年度内に完

了することが困難となったことから繰越しを行

ったものでございます。 

 ７款商工費１項商工費の家計を応援商店街プ

レミアム付商品券臨時発行事業は、物価高騰対

応重点支援地方創生臨時交付金を活用してプレ

ミアム付商品券発行事業を実施するものでござ

いますが、令和６年度中の事業完了が困難なこ

とから令和７年度へ繰越しを行ったものでござ

います。 

 ８款土木費２項道路橋梁費の桜島口牛根麓線

のり面工事は、着工前測量の結果、図面と現場

に乖離が生じたため、当初計画にあった高エネ

ルギー柵の規格を再検討することとなり、工期

内に完了することが困難となったため繰越しを

行ったものでございます。 

 ６款住宅費の柊原団地建替新築工事（造成）

は、既存住宅の解体工事を令和６年７月から11

月まで実施し、敷地の造成工事を同年12月から

実施しておりましたが、既存住宅の解体工事に

おいて、発注前の内訳書の確認や県の発注前ヒ

アリング資料の作成に時間を要したため、当造

成工事の工期を十分に確保できなくなったこと

から繰越しを行ったものでございます。 

 ９款消防費１項消防費の新しい地方経済・生

活環境創生交付金は、国の令和６年度補正予算

で、デジタル田園都市国家構想交付金の名称か

ら変更されたものでございますが、その補正予

算が令和６年12月17日に成立し、当交付金事業

の交付決定が３月下旬となったため、令和６年

度中の事業完了が困難なことから令和７年度へ

繰越しを行ったものでございます。 

 10款教育費５項社会教育費の垂水島津家墓所

災害復旧事業は、令和６年台風10号に起因する

樹木飛散により新たに石造物が罹災したもので、

年度内での完了が困難であることから繰越しを

行ったものでございます。 

 11款災害復旧費１項農林水産施設災害復旧費

の林業施設現年発生補助災害復旧事業は、令和

６年６月の梅雨前線豪雨により被災した林道海

潟麓線災害復旧工事でございますが、災害査定

を同年９月18日から20日にかけて受検し、災害

復旧事業の認定を受けた後、同年10月から発注

準備、工事発注を行ったところですが、年度内

に標準工期を確保できないことから繰越しを行

ったものでございます。 

 以上12事業、繰越明許費全体としましては総

額２億9,339万2,000円となり、繰越しに要した

財源は、国県支出金、地方債、諸収入、一般財

源でございます。 

 以上で終わります。 

 続きまして、令和６年度垂水市一般会計継続

費繰越計算書につきまして御報告申し上げます。 

 ２款総務費１項総務管理費の垂水市庁舎耐震

改修事業及び９款消防費１項消防費の消防庁舎

耐震改修事業、消防・救急デジタル無線設備強

化事業につきまして、令和６年度に設定した歳

出予算の経費のうち年度内に支出をしなかった

予算について、地方自治法施行令第145条第１

項の規定により、令和７年度に逓次繰越しを行

い、繰越計算書を調製しましたので、今議会に

御報告申し上げるものでございます。 

 繰越された経費は、配信しております令和６

年度垂水市一般会計継続費繰越計算書のとおり、

支出をしなかった２事業合計で1,943万6,000円

を令和７年度へ繰り越すものでございます。 

 なお、財源につきましては、令和６年度中に

市有施設整備基金の繰入れを行い、繰越金とし

て計上いたしております。 

 以上で報告を終わります。 

○議長（北方貞明）  以上で、日程第４、令和
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６年度垂水市一般会計繰越明許費繰越計算書の

報告について及び日程第５、令和６年度垂水市

一般会計継続費繰越計算書の報告についての２

件の報告は終わりました。 

 ただいまの報告は、地方自治法施行令第146

条第２項の規定により報告されるものですので、

御承知おきお願いいたします。 

   △議案第35号・議案第36号一括上程 

○議長（北方貞明）  日程第６、議案第35号及

び日程第７、議案第36号の議案２件を一括議題

といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第35号 垂水市税条例の一部を改正する条

例 案 

議案第36号 垂水市特定教育・保育施設及び特

定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例及び垂水市家庭的保育事業等

の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例 案 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（北方貞明）  説明を求めます。 

○税務課長（吉崎亮太）  議案第35号垂水市税

条例の一部を改正する条例案について御説明申

し上げます。 

 今回の改正は、令和７年度税制改正の大綱を

受け、地方税法及び地方税法等の一部を改正す

る法律の一部を改正する法律等が令和７年３月

31日に公布され、４月１日に施行されたことに

伴い、条文を整理するものでございます。 

 改正内容につきまして、新旧対照表により御

説明申し上げます。 

 １ページをご覧ください。 

 第18条は、納税通知書等の送付先が明らかで

ない場合、市が納税通知書等を保管していると

いう旨を本庁及び両支所の玄関に設置していま

す市の掲示場に書面で提示して行う公示送達に

ついて、インターネットを用いる公示送達の定

義を追加する改正でございます。 

 第18条の３は、第18条の改正に伴う規定の整

理でございます。 

 第34条の２は、納税義務者の合計所得金額か

ら控除すべき所得控除額について、19歳以上23

歳未満である特定控除対象扶養親族、いわゆる

特定親族に係る特定親族特別控除の創設に伴い、

特定親族特別控除額を追加する改正でございま

す。 

 １ページ下段から２ページ下段までの第36条

の２は、特定親族に係る特定親族特別控除の創

設に伴い、市民税の申告に関する公的年金等受

給者の申告義務に係る規定において、特定親族

特別控除額を追加する改正でございます。 

 ２ページをご覧ください。 

 ２ページ下段から３ページ上段までの第36条

の３の２は、市民税の申告書の記載事項に特定

親族を追加する改正でございます。 

 ３ページをご覧ください。 

 第36条の３の３は、公的年金等受給者の扶養

親族等申告書の規定において特定親族を追加す

る改正でございます。 

 ３ページ下段から５ページまでの附則第16条

の２の２は、加熱式たばこに係るたばこ税の課

税標準の特例について、加熱式たばこ１箱の重

量ごとに紙巻きたばこの本数に換算する課税標

準の特例を新設する法律改正に合わせて改正す

るものでございます。 

 以上で説明を終わります。御審議いただきま

すようお願い申し上げます。 

○保健課長（永田正一）  議案第36号垂水市特

定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運

営に関する基準を定める条例及び垂水市家庭的

保育事業等の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例案について御説明

申し上げます。 

 本議案は、子ども・子育て支援法施行規則等

の一部を改正する内閣府令に基づき、関連する
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条例の一部を改正しようとするものでございま

す。 

 改正の概要でございますが、家庭的保育事業

者等は、保育の提供に際し、保育所、幼稚園、

認定こども園等の連携施設を適切に確保しなけ

ればならないこととされており、その確保につ

きましては、経過措置や市町村が認める場合、

連携施設の確保をしないことができるといった

措置を設けておりましたが、今回、経過措置の

延長またその取扱いに係る改正が行われたため、

本市の条例につきましても、内閣府令に準じ、

その一部を改正しようとするものでございます。 

 改正の方法でございますが、この家庭的保育

事業につきましては、子ども・子育て支援新制

度の特定地域型保育に位置づけられており、連

携施設の確保につきましては、表題にあります

２つの条例で規定しておりますことから、この

２つの条例を条立てで一括して改正しようとす

るものでございます。 

 それでは、改正の内容について、添付してお

ります新旧対照表で御説明いたします。 

 まず、第１条関係は、垂水市特定教育・保育

施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部を改正するものでござい

ますが、条例第37条及び第42条第１項は改正に

伴う項ずれ等の整理を行うものでございます。 

 次に、第42条第１項第１号は、同号で定めて

おります支援の内容を「保育内容支援」と定義

づけるものでございます。 

 次に、第42条第１項第３号は、同条内に２つ

の項を追加したため項ずれを整理するものでご

ざいます。 

 ２ページでございますが、第42条第２項及び

第３項は、保育内容支援について今回新たに追

加したものでございます。 

 まず、第２項は、第42条第１項第１号で定め

る保育内容支援に係る連携施設の確保が著しく

困難であると認める場合は、次の第１号で定め

る保育内容支援連携協力者を適切に確保し、ま

た第２号で定める役割分担や責任の所在が明確

化されていることなど、全ての条件を満たすと

認める場合は連携施設の確保をしないことがで

きることを定めるものでございます。 

 次に、第３項は、第２項で定める保育内容支

援連携協力者を定義づけるもので、協力者とし

て小規模保育事業Ａ型等とすることを定めるも

のでございます。 

 次に、第４項は、改正前の第２項を改正する

ものでございますが、内容は代替保育に係る連

携を見直すもので、改正前におきましては、代

替保育の提供に係る連携施設の確保が著しく困

難であると認める場合、第１号及び第２号の条

件を満たすと認めるときには連携施設を確保し

ないことができるという規定でございましたが、

今回の改正で改正前の第１号と第２号を第１号

として整理し、新たに第２号として代替保育連

携協力者の確保のために必要な措置を講じても

なお連携協力者の確保が著しく困難であるとい

う要件を加え、第１号、第２号のいずれかを満

たすときには連携施設を確保しないこととする

ことができると改めようとするものでございま

す。 

 次に、第５項は改正前の第３項を改正するも

のでございますが、代替保育連携協力者につい

て文言を整理するものでございます。 

 次に、３ページでございますが、制定附則第

４条は、条例第42条第１項で定める連携施設の

確保につきまして、10年間の経過措置が定めら

れておりましたけれども、今回の改正で５年延

長し、15年に改めるものでございます。 

 次に、４ページでございますが、第２条関係

は垂水市家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準を定める条例の一部を改正するもので

ございます。 

 改正の内容につきましては、第１条の改正と

同様の内容となりますので、説明は省略させて
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いただきます。 

 最後に、条例改正案の改正附則についてでご

ざいますが、この条例は公布の日から施行しよ

うとするものでございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○議長（北方貞明）  ただいまの説明に対し、

これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 ただいまの議案２件については、いずれも所

管の各常任委員会にそれぞれ付託いたします。 

   △議案第37号上程 

○議長（北方貞明）  日程第８、議案第37号令

和７年度垂水市一般会計補正予算（第１号）案

を議題といたします。 

 説明を求めます。 

○財政課長（草野浩一）  議案第37号令和７年

度垂水市一般会計補正予算（第１号）案につい

て御説明申し上げます。 

 主な補正の内容を記載いたしました参考資料

を別途配信しておりますので、併せてご覧くだ

さい。 

 今回の補正の主な理由でございますが、人事

異動に伴う人件費、国の物価高騰対応重点支援

地方創生臨時交付金に係る給付事業、道路維持

改良工事などに係る増額等によるものでござい

ます。 

 今回の補正は、歳入歳出とも１億7,088万

5,000円を増額し、補正後の歳入歳出予算総額

は147億3,788万5,000円となります。補正の款

項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、３ページから５ペー

ジまでの第１表歳入歳出予算補正に掲げてある

とおりでございます。 

 ６ページの第２表債務負担行為の補正をご覧

ください。 

 変更の内容でございますが、令和７年度当初

予算において、通学バス運行委託事業に係る債

務負担行為を設定しておりましたが、限度額に

不足が生じましたので、補正を行うものでござ

います。 

 ７ページの第３表地方債の補正をご覧くださ

い。 

 変更の内容でございますが、道路橋梁整備事

業の過疎債は、道路維持改良工事の追加に伴う

増額でございます。今回の補正に伴う起債額を

右の欄に示しております限度額に変更し、本年

度の借入限度額を９億7,590万円にするもので

ございます。 

 続きまして、事項別明細にて歳出の主なもの

を御説明申し上げます。 

 11ページをご覧ください。 

 ２款総務費１項総務管理費１目一般管理費の

補償、補痾及び賠償金は、契約保証金の不明金

について、刑事事件時効成立による雑部金の補

痾に係るものでございます。 

 10目企画費の負担金、補助及び交付金のまち

づくり交付金は、各地区の地域づくり策定推進

委員会において策定した地域振興計画に基づく

事業に対するものでございます。 

 同じくコミュニティ助成事業は、松ヶ崎地区

の辺田地域において、地域の防災・防犯を向上

させ、地域住民の安心・安全なコミュニティ活

動に寄与するために防犯灯を整備するもので、

財源は一般財団法人自治総合センターの助成金

でございます。 

 同じく空き家リフォーム促進事業補助金は、

今後の申請見込みに対する増額でございます。 

 ２項徴税費２目賦課徴収費の委託料は、定額

減税の不足額給付に伴う電算システム改修に要

する経費でございます。 

 12ページをご覧ください。 

 ３款民生費１項社会福祉費１目社会福祉総務

費の委託料は、訪問給食費の物価高騰に伴う市
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負担分の増額でございます。 

 同じく需用費、役務費、扶助費は、低所得者

支援及び定額減税補足給付金の不足額給付に要

する経費でございます。 

 13ページをご覧ください。 

 ２項児童福祉費１目児童福祉総務費の備品購

入費は、子育て支援センターの室内大型遊具の

購入に係るものでございます。 

 14ページをご覧ください。 

 ６款農林水産業費１項農業費10目堆肥セン

ター費の備品購入費は、堆肥センター用４トン

ダンプの更新に係る経費でございます。 

 15ページをご覧ください。 

 ７款商工費１項商工費３目観光費の委託料は、

千本イチョウ園シャトルバス運行及び警備委託

業務に係るものでございます。 

 ４目観光施設整備費の修繕料は、森の駅たる

みずコテージの内装修繕等に係るものでござい

ます。 

 16ページをご覧ください。 

 ８款土木費２項道路橋梁費１目道路維持費の

調査、測量、設計、監理等委託は、市道垂水25

号線排水路劣化点検、下市木地区集落道測量設

計の増額に加え、今年度計画しておりました市

道元垂水原田線のり面対策工事において、当該

工事範囲が埋蔵文化包蔵地であることが判明し、

市教育委員会による試掘調査を行ったところ、

陶磁器などの遺物や石積みなどの遺構が確認さ

れ、埋蔵文化財発掘調査を行うことになったた

め、当調査費を工事請負費から組替えを行うも

のでございます。 

 同じく工事請負費（単独）は道路維持改良工

事の増額、工事請負費（補助）は、先ほど御説

明いたしました市道元垂水原田線のり面対策事

業を埋蔵文化財調査費へ組み替えるものでござ

います。 

 ３項河川費１目河川維持費の工事請負費は、

下宮地区水路改修工事に係るものでございます。 

 17ページをご覧ください。 

 ９款消防費１項消防費２目非常備消防費の備

品購入費は、消防団活動備品の整備として小型

無線機を購入するもので、財源は一般財団法人

自治総合センターのコミュニティ助成金でござ

います。 

 10款教育費１項教育総務費２目事務局費の報

償費及び旅費の費用弁償は、学校のあり方検討

委員会に要する経費でございます。 

 同じく行政事務委託は、冒頭債務負担行為の

補正で御説明申し上げました通学バス運行委託

事業に不足が生じましたので、増額するもので

ございます。 

 電算システム改修・導入業務委託は、校務用

パソコンの更新に伴う設定作業などに要するも

のでございます。 

 18ページをご覧ください。 

 ２項小学校費３目小学校施設整備費の修繕料

は、市内小学校施設の修繕料の増額でございま

す。 

 19ページをご覧ください。 

 ６項保健体育費３目学校給食費の修繕料は、

学校給食センター修繕料の増額でございます。 

 負担金、補助及び交付金は、学校給食費の値

上げに係る増額でございます。 

 以上が歳出の主なものでございますが、これ

らに対する歳入は前に戻っていただきまして、

８ページの事項別明細書の総括表及び10ページ

からの歳入明細にお示ししてありますように、

それぞれの事務事業に伴う国庫支出金、繰入金、

諸収入、地方債を補正し、収支の均衡を図るも

のでございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○議長（北方貞明）  ただいまの説明に対し、

これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

○池山節夫議員  よく分からなかったから、詳

しくちょっと説明してくれないと。11ページの
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補痾金、総務費の一般管理費、285万4,000円、

分かりやすく説明してくれないと、詳しくとい

うかな。 

○総務課長（園田 保）  この補痾金につきま

しては、議会でもこれまでいろいろ議論されて

いるところでございます。 

 刑事事件の公訴時効、これが今年の３月26日

に時効が確定いたしました。これまでは、時効

になるまで請求先不明、今回は時効が確定した

ということは、誰がどのようにどこでなくなっ

たかというのが分からなかったということにな

ります。 

 これまでは、そういう事情が分かった段階で

請求先が判明するものですから、それに対して

調定を上げて歳入予算を組み、補痾をしようと

いうことで、これまで補痾金の予算計上をして

いなかったところでございますけど、この請求

先が、今のところ刑事事件としての公訴時効が

確定したということで、一般財源をもって補痾

をしようとするものでございます。 

 以上です。 

○議長（北方貞明）  それでよろしいですか。 

○池山節夫議員  たしかこの金額に関しては、

市長は何かしなかったかな、お金を出すという、

その辺のことはどうなるの。たしか私の記憶間

違いじゃなければ、そこについて。 

○総務課長（園田 保）  市長におかれまして

は、たしか令和４年の11月号の広報誌でも直筆

で掲載されていると思いますけれども、この時

点で市長の責任として何らかの責任を取らない

といけないということを表明されました。そこ

から、それを受けまして、令和４年の11月から

令和６年の８月までの間です。当時、選挙があ

りましたので、一部、一定期間減額をされてお

りませんけれども、総額で285万4,091円の給与

の減額をされているところです。 

 ですので、これはそこに補痾するということ

ではなく、それに見合う全額を減額するという

ことで、市長が表明されておられるところでご

ざいます。 

○副市長（坂元裕人）  総務課長の今の答弁に

少し補足をさせてください。 

 市長は、令和４年の11月号の広報誌で、市民

への説明と自らの責任について、このように述

べておられるんです。「今回の契約保証金に関

する不明金につきまして、このような事案が発

生したことに対し、心から深くお詫び申し上げ

ます。私自身、このことを踏まえ、事案の解決

に至っていないことを大変厳しく受け止めてお

ります。市の責任者である私が、現時点で一定

の責任を取る必要があると判断いたしました。

具体的には、不明金となっている285万円に見

合う全額を私の責任において対応させていただ

きたいと考えております」と表明され、先ほど

総務課長からもありましたとおり、令和４年11

月から令和６年８月までの間、総額285万4,091

円の給料を市長自ら減額されております。した

がいまして、道義的責任は十分果たされている

ものと考えているところでございます。 

 なお、このことについて顧問弁護士に確認を

したところ、本市の認識と同様、既に市長は道

義的責任を果たしているものと考えるとの助言

をいただいたところでございます。 

 以上でございます。 

○池山節夫議員  その金額に見合うのを減額さ

れて、市の財政としては、言い方はどうか分か

らないけど、補痾されたような感じになってい

るわけですよね。そこでまた、再度これを補痾

する必要があるのかって質問が成り立つか、ち

ょっと聞きたい。どっちでもいい、総務課長で

も財政課長でも。 

○総務課長（園田 保）  皆様、今までの議会、

委員会等で、特別委員会もありましたので、説

明をしているところでございますけれども、こ

の雑部金、要するに一般会計から１回支出をし

た額とか保証金等の一時預かり金、ここが不明



－13－ 

になっているということでございますので、こ

の雑部金の会計に一般会計から支出をするとい

う形でございますので、ここで初めてこの雑部

金の中がきれいになるという認識でおります。 

 以上です。 

○議長（北方貞明）  よろしいですね。 

 ほかに質疑はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 本案については、所管の各常任委員会に付託

いたします。 

   △議案第38号上程 

○議長（北方貞明）  日程第９、議案第38号令

和７年度垂水市国民健康保険特別会計補正予算

（第１号）案を議題といたします。 

 説明を求めます。 

○市民課長（福元美子）  議案第38号令和７年

度垂水市国民健康保険特別会計補正予算（第１

号）案について御説明申し上げます。 

 ２ページに記載してありますように、今回の

補正は歳入歳出それぞれ39万5,000円を増額し、

歳入歳出予算額の総額を22億5,100万3,000円と

するものでございます。 

 補正の理由でございますが、令和６年12月２

日より国民健康保険被保険者証の発行が終了し、

現在発行済みの被保険者証が本年７月末、完全

に有効期限を迎えることとなります。このこと

から、今回の更新時にはマイナ保険証及び資格

確認書での対応となり、その周知・徹底を図る

ためのリーフレットを作成する印刷製本費等を

増額しようとするものでございます。それでは、

歳入歳出補正予算事項別明細により御説明いた

します。 

 初めに、歳出から御説明いたします。 

 ８ページをお開きください。 

 １款総務費１項総務管理費１目一般管理費の

10節需用費の消耗品費は、マイナ保険証及び資

格確認書の取扱い等に関し、被保険者等に確実

に周知・広報することに係る用紙代でございま

す。 

 印刷製本費は、周知・広報するためのリーフ

レット及び封筒の印刷代を増額するものでござ

います。 

 11節役務費の通信運搬費は、リーフレットの

郵送代でございます。 

 これに対する歳入でございますが、７ページ

にありますとおり、今回増額した歳出の財源に

つきましては、社会保障・税番号制度システム

整備費等補助金と国特別調整交付金を全額充当

する予定でございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○議長（北方貞明）  暫時休憩いたします。11

時５分から再開いたします。 

     午前10時52分休憩 

 

     午前11時５分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 先ほどの市民課長の説明に対し、これから質

疑を行います。質疑はありませんか。 

○新原 勇議員  保険証がなくなるということ

で、これ、そういう話じゃなかったですか。使

える病院はいいんですけど、紙の保険証だと、

まだ使えない、整骨院とかあんまをする場所と

か、そういうところはどのようにしたらいいん

ですか、今から。 

○市民課長（福元美子）  マイナ保険証をお持

ちでない方には紙の資格確認書が交付されます。 

 あと、マイナ保険証だけでひもづけしていら

っしゃる方につきましては、資格情報のお知ら

せが配付されます。その資格情報のお知らせに

記号番号等が記載されていますので、そちらを

お持ちいただくこともできます。 

 以上です。 
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○議長（北方貞明）  よろしいですか。 

 ほかに質疑ありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 本案については、総務文教委員会に付託いた

します。 

   △陳情第13号～陳情第15号一括上程 

○議長（北方貞明）  日程第10、陳情第13号か

ら日程第12、陳情第15号までを一括議題といた

します。 

 陳情第13号及び陳情第14号については総務文

教委員会に、陳情第15号については産業厚生委

員会にそれぞれ付託いたします。 

   △錦江湾横断道路推進特別委員会の委員

の選任について 

○議長（北方貞明）  日程第13、錦江湾横断道

路推進特別委員会の委員の選任についてを議題

といたします。 

 ここで暫時休憩いたします。 

     午前11時７分休憩 

 

     午前11時８分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 お諮りいたします。錦江湾横断道路推進特別

委員会の委員の選任については、委員会条例第

８条第１項の規定により、池山節夫議員、堀内

貴志議員、梅木勇議員、前田隆議員、宮迫隆憲

議員、髙橋理枝子議員の６名を指名いたしたい

と思います。これに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、ただいま指名いたしました６人を錦江湾

横断道路推進特別委員会委員に選任することに

決定いたしました。 

 ただいま選任いたしました委員の方々は、次

の休憩時間に委員会を開き、正・副委員長の互

選を行い、その結果を御報告願います。 

 ここで暫時休憩いたします。 

     午前11時８分休憩 

 

     午前11時９分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 錦江湾横断道路推進特別委員会における正・

副委員長の互選の結果について報告がありまし

たので、お知らせいたします。 

 錦江湾横断道路推進特別委員会委員長に池山

節夫議員、副委員長に宮迫隆憲議員でございま

す。 

 以上で、本日の日程は全て終了いたしました。 

   △日程報告 

○議長（北方貞明）  明29日から６月９日まで、

議事の都合により休会といたします。 

 次の本会議は、６月10日及び11日の午前９時

30分から開きます。 

   △散  会 

○議長（北方貞明）  本日は、これをもちまし

て散会いたします。 

     午前11時10分散会 
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令和７年６月10日午前９時30分開議 

 

 

   △開  議 

○議長（北方貞明）  皆さん、おはようござい

ます。定刻、定足数に達しておりますので、た

だいまから休会明けの本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程はお目通しください。 

   △議案第39号上程 

○議長（北方貞明）  日程第１、議案第39号垂

水市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条

例案を議題といたします。 

 説明を求めます。 

○選挙管理委員会事務局長（福元美子）  議案

第39号垂水市報酬及び費用弁償条例の一部を改

正する条例案について御説明申し上げます。 

 現在、開会中の第217回国会において成立い

たしました国会議員の選挙等の執行経費の基準

に関する法律の一部を改正する法律が令和７年

６月４日に公布され、同日から施行されたこと

に伴い、垂水市報酬及び費用弁償条例の一部を

改正しようとするものでございます。 

 改正の主な内容は、最近における物価の変動

等を考慮し、選挙等の円滑な執行を図るため、

国会議員の選挙等の執行について、国が負担す

る経費の基準が改定されたことに伴い、本市に

おける選挙長等の報酬額を国の基準に基づき見

直しを行うものでございます。 

 それでは、添付してあります新旧対照表で御

説明申し上げます。 

 第２条別表にあります選挙長の報酬額を１万

600円から１万2,200円へ、開票管理者の報酬額

を１万600円から１万2,200円へ、選挙立会人・

開票立会人の報酬額を8,800円から１万100円へ、

投票管理者の報酬額を1万2,600円から１万

4,500円へ、投票立会人の報酬額を１万700円か

ら１万2,400円へ、期日前投票管理者の報酬額

を１万1,100円から１万2,800円へ、期日前投票

立会人の報酬額を9,500円から１万900円へ改定

するものでございます。 

 なお、附則としまして、この条例は公布の日

から施行しようとするものであります。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

○議長（北方貞明）  ただいまの説明に対し、

これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 ただいまの議案については、総務文教委員会

に付託いたします。 

   △議案第40号上程 

○議長（北方貞明）  日程第２、議案第40号令

和７年度垂水市一般会計補正予算（第２号）案

を議題といたします。 

 説明を求めます。 

○財政課長（草野浩一）  おはようございます。

議案第40号令和７年度垂水市一般会計補正予算

（第２号）案について、御説明申し上げます。 

 補正の主な理由でございますが、新聞等報道

がございましたとおり、令和７年５月27日に国

の令和７年度一般会計予備費使用に係る閣議決

定が行われ、物価高騰対応重点支援地方創生臨

時交付金の推奨事業メニュー分の交付限度額が

示されました。 

 国は、今回の措置の趣旨である米国の関税措

置が我が国の物価等に与える影響が不透明であ

ることを踏まえ、物価高対策にも万全を期すた

め、柔軟かつ早期の執行に取り組むよう、可能

な限り早期の予算化を求められましたことから、

今回増額を行うものでございます。 

 今回の補正は、歳入歳出とも2,887万3,000円

を増額し、補正後の歳入歳出予算総額は147億

6,675万8,000円となります。 

 補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並

びに補正後の歳入歳出予算の金額は、３ページ
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から４ページまでの第１表、歳入歳出予算補正

に掲げてあるとおりでございます。 

 ８ページをご覧ください。 

 ３款民生費１項社会福祉費１目社会福祉総務

費の需用費から扶助費までは、今議会に上程し

ております補正予算（第１号）案にて低所得者

支援及び定額減税補足給付金の不足額給付に係

る経費を予算計上しておりますが、補正予算の

編成段階では、令和７年度市・県民税等の賦課

前に、令和６年所得税情報を使用して対象者の

試算を行っていたため、賦課決定後に改めて試

算を行った結果、補正予算（第１号）案に計上

した額では不足が見込まれることが判明しまし

たことから、今回増額を行うものでございます。 

 ７款商工費１項商工費２目商工業振興費のプ

レミアム付商品券事業補助金は、冒頭申し上げ

ましたとおり、物価高騰対応重点支援地方創生

臨時交付金推奨事業メニュー分の交付限度額と

して1,039万5,000円が示されたことから、市民

の皆様や市内事業所など、市内全体に広く行き

渡る支援事業として、先月19日から応募受付が

始まっております商品券事業の発行総額の増額

を行うものでございます。 

 これらに対する歳入は、前に戻っていただき

まして、５ページの事項別明細書の総括表及び

７ページの歳入明細にお示ししてありますよう

に、国庫支出金、財政調整基金繰入金を補正し、

収支の均衡を図るものでございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○議長（北方貞明）  ただいまの説明に対し、

これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

○持留良一議員  １点だけ重点支援地方創生臨

時交付金の推奨事業メニューということで、交

付限度額が確定したということだったんですけ

ども、実際どれだけの交付がされたのか。そし

てまた、その間、限度額と一時分で来た関係で、

この辺りで何らかの物価高騰対策ということは

考えられなかったのか。この２点について。 

○財政課長（草野浩一）  実際どれだけ交付さ

れたのかというのは、先ほど御説明申しました

とおり、上限額を示されました1,039万5,000円

が限度額です。これまで活用していいというこ

とで示されておりますので、この額を基準に考

えて補正を組んだところでございます。 

 ２点目に実際にほかのことということで、い

ろんな検討されたのかということだと思います

が、初めに、昨今の社会情勢等を踏まえる物価

高やアメリカ関税を踏まえた対策につきまして

は、まず国においては、４月にアメリカ関税の

措置を受けた緊急パッケージというのを打ち出

しており、大きく５つの緊急対応に取り組んで

いるところでございます。鹿児島県においても、

当初予算や今回の県の６月補正の中で、原油価

格物価高騰等総合緊急対策に取り組んでいるよ

うでございます。 

 本市においても、令和７年度当初予算や繰越

予算を取り組んでおり、一日でも早く成果が表

れるよう、４月から早急な予算執行をお願いし

ているところでございます。 

 そのような中、今回の補正は、先ほど理由を

申し上げましたとおり、５月27日に、国は令和

７年度一般会計予備費の使用に係る閣議決定を

行い、アメリカ関税を受けた緊急パッケージの

一環として、生活者や事業者に対し、消費、事

業継続の下支えを支援するため、地方公共団体

が行う地域の実情に応じた重点的・効果的な支

援に要する費用として、物価高騰対応重点支援

地方創生臨時交付金の交付限度額を示した上、

今回の趣旨を踏まえ、可能な限り早期に予算化

し、柔軟かつ早期に執行を取り組むよう通知が

あったところです。 

 そのため、市といたしましては、交付限度額

が５月27日の定時の後に示されましたので、そ

の翌日に、水産商工観光課、農林課、保健課、

福祉課など関係課に情報提供し、関係団体等へ
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情報収集をお願いしたところでございます。 

 その後、６月２日に副市長を交え、関係団体

など聞き取り状況等を踏まえ、生活支援者であ

る食料品価格等への支援として、訪問給食や学

校給食については、今議会に上程しております

補正予算（第１号）案において先行して対応し

ていること、事業者支援である医療機関、介護

施設等に対する物価高騰対策支援については、

県事業を活用して既に取り組んでいること、農

林水産業における飼料高騰等への対策支援につ

いては、当初予算の中で取り組んでいることな

ど、国の支援を待たずにして先行して取り組ん

でいることを踏まえ、最終的に市民の皆様や市

内事業者など、市内全体に広く行き渡る支援事

業として、先月19日から応募受付が始まってお

りますこもんそ商品券事業の発行総額の増額を

行うこととしたところでございます。 

 なお、アメリカ関税に対する対策につきまし

ては、本市においても、中小企業や市民への影

響は懸念されるところですが、現時点において、

新聞報道等と同様に、中小企業の相談窓口とな

っている県や市には相談はなく、影響は見受け

られていないものの、今後の影響は見通せない

ことから、引き続き、今後の状況や国・県の動

向を注視しつつ、市長からはこれまでの対応と

同様、必要に応じて適切な対応を取るよう指示

を受けているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（北方貞明）  ほかに質疑ありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 ただいまの議案については、所管の各常任委

員会に付託いたします。 

   △一般質問 

○議長（北方貞明）  日程第３、ただいまから

一般質問を行います。 

 １回目の質問は登壇して行い、再質問は質問

席からお願いいたします。 

 なお、本日の質問時間は、答弁時間を含めて

１時間以内といたします。 

 また、質問回数については、制限なしといた

します。 

 また、いずれも初回の発言時間を20分以内に

制限しますので、御協力のほどお願いいたしま

す。 

 それでは、通告に従って順次質問を許可いた

します。 

 最初に、13番、池山節夫議員の質問を許可い

たします。 

   ［池山節夫議員登壇］ 

○池山節夫議員  おはようございます。 

 昨日は午後７時過ぎに、大隅地方に線状降水

帯が発生したと発表されました。肝付町前田で

は午後７時半までの１時間で69.5ミリの非常に

激しい雨が降り、今朝までの合計では382.5ミ

リに達したようです。指宿市では、降り始めか

らの24時間の雨量が350ミリに達しております。

災害なく梅雨明けを迎えられることを祈りたい

と思います。 

 それでは、議長に発言の許可をいただきまし

たので、先の通告順に従って質問してまいりま

す。市長、教育長、関係課長の御答弁をよろし

くお願いいたします。 

 市政について。宇喜多秀家公の大河ドラマ化

に向けてということで質問いたします。 

 関ヶ原の戦いに敗れた岡山城主宇喜多秀家公

は、同じ西軍の武将だった島津義弘を頼って鹿

児島へ逃れてこられました。島津家は垂水市牛

根麓の平野家に秀家公の身辺警護を命じたとあ

ります。 

 ５月15日、岡山市議会より６名の議員が来ら

れて、牛根地域に伝わる歴史を聞き、潜居跡を

見学され、今でも潜居跡がきれいに整備されて

いることにうれしく感じたとコメントをされて

おります。 
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 2023年11月には、岡山市などが官民連携して

戦国宇喜多家を顕彰する会を立ち上げられ、大

河ドラマ実現に向けて署名活動をされているよ

うです。 

 私は、平成25年第４回定例会で宇喜多秀家公

大河ドラマ実現に向けた取組について伺ってお

りますが、今回の岡山市の動きを受けての対応

について、まず伺います。 

 公用車のカーナビでのＮＨＫ受信料について。

５月22日、さつま町は公用車に設置しているテ

レビ放送が受信できるカーナビについて、ＮＨ

Ｋと必要な契約を結んでおらず、受信料未払い

があったと明らかにいたしました。南日本新聞

では、今後、県内の各自治体にも、カーナビ受

信料の未払い発覚が広がる可能性を指摘してお

ります。 

 その後、鹿児島県、日置市、鹿児島市、薩摩

川内市、そして、肝付町、南大隅町、錦江町と

広がりを見せております。垂水市での現状をお

伺いいたします。 

 燃やせるごみ袋について。 

 先日、市民の方から要望を受けましたので、

担当課としては大変難しい答弁となったと考え

ますが、市民からの声としてお許しをいただき

たいと思います。 

 今、年金で生活されている方にとっては燃や

せるごみ袋の購入も負担になっているとのこと

で、できるならスーパーマーケットで販売され

ている安いビニール袋で代用できないかという

要望です。見解を伺います。 

 教育行政について。 

 小学校の在り方について。 

 北方議員が、令和３年第３回定例会において、

牛根３小学校の統合について質問をされており

ます。年々市内での出生数も減少している現況

を見ますと、そろそろ市内全小学校の在り方に

ついて検討する時期に来ているのではと考えま

す。 

 そこで、まず来年から数年間の市内全地区の

小学校入学予定人数について伺います。 

 垂水中央中学校の部活動について。 

 鹿児島県学校部活動地域連携等推進協議会が

５月26日に開催され、2025年度に国の実証事業

に取り組む自治体が、前年度の11市町村から知

名町が撤退して10に減ると報告されました。知

名町は部活動の運営を民間事業者や団体に委ね

る地域移行ではなく、学校が運営する部活動に

外部の人材を配置する地域連携に方針転換した

とあります。垂水中央中学校では全ての部活動

に部長として先生が配置されておりますが、先

生の負担を減らすためにも検討が必要かと考え

ますが、見解を伺います。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  おはようご

ざいます。宇喜多秀家公の大河ドラマ化の要望

に向けての動きにつきましてお答えいたします。 

 初めに、宇喜多秀家公と本市の関係性につき

ましてでございます。 

 秀家公は、豊臣秀吉政権の五大老の１人であ

り、備前の国、岡山城主として1590年に岡山城

の築城を開始され、近世的な城下町の建設や商

工業の人々を城下に集めて礎を築き、今の岡山

市の発展に尽力されましたことから、岡山市で

は岡山市をつくった大名として非常に人気が高

く、有名でございます。 

 1600年の関ヶ原の戦いで西軍の副大将を務め

ましたが、敗軍の将となり、同じ西軍の有力武

将であった島津義弘公を頼り鹿児島へ逃れてき

たところ、義弘公は牛根麓の有力者であった平

野家に秀家公の身辺警護を命じ、現在の牛根麓

の平野川の近くに２年３か月潜居された史実が

ございます。 

 このような御縁から、それ以降、平野家の皆

様と岡山市の関係者による相互交流が継続して

いるところでございます。 

 次に、大河ドラマ化の要望に向けての動きに
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つきましてでございます。 

 令和５年11月に岡山市におきまして、戦国宇

喜多家を顕彰する会の設立総会が開催され、本

市も御案内をいただいたことから出席したとこ

ろでございます。この会は宇喜多家の子孫を顧

問に、地元の岡山市や岡山商工会議所、おかや

ま観光コンベンション協会、西日本旅客鉄道株

式会社、宇喜多家史談会、それに、宇喜多家と

ゆかりのある本市や東京都の八丈町等で構成さ

れており、宇喜多家を描いた大河ドラマを官民

連携して誘致することを目的に設立された会で

ございます。 

 具体的な取組事業としましては、大河ドラマ

実現に向けた要望活動をはじめ、地元岡山県内

での機運醸成や全国に向けてＰＲ活動などを展

開することを定めております。本格的な活動を

開始された令和６年度につきましては、特設サ

イトを公開し、署名活動が開始され、ＮＨＫに

対して要望活動が実施されたところでございま

す。 

 本市におきましても、市の施設へのポスター

掲出のほか、垂水小学校近くの歴史文化の活動

拠点である有馬邸に上り旗を掲出するなど、Ｐ

Ｒ活動を実施しているところでございます。 

 また、令和６年の秋の産業祭や広報たるみず

の令和７年１月号で署名活動を行い、約320筆

の署名を事務局へ発送したところでございます。

この署名でございますが、公式サイトで確認し

ましたところ、先月31日時点で全国各地から４

万5,000人を超える署名が集まっているようで

ございます。 

 今後も、戦国宇喜多家を顕彰する会と連携し

ながら、大河ドラマ化の実現に向けて、しっか

りと努力してまいりたいと考えているところで

ございます。 

 以上でございます。 

○消防長（松尾智信）  おはようございます。

それでは、公用車のカーナビでのＮＨＫ受信料

についての質問にお答えいたします。 

 消防本部が所管しております消防車両及び救

急車両につきましては、現在カーナビを設置し

ている消防車両が３台、救急車両が２台の計５

台ございますが、全ての車両においてテレビチ

ューナーを取り外しており、テレビの視聴がで

きない状態であるため、ＮＨＫとの受信料契約

は行っていないところでございます。 

 以上でございます。 

○総務課長（園田 保）  公用車のカーナビで

のＮＨＫ受信料についてお答えいたします。 

 現在、本庁舎におけるＮＨＫの受信料は総務

課で一括管理しており、財政課で管理しており

ます公用車につきましても同様に総務課で納付

をしております。 

 今年度の受信契約は備えつけテレビが６台、

カーナビにテレビを視聴できる機能を有してい

る車両は９台ありまして、全車両の受信料を総

務課で納付をしているところでございます。 

 以上でございます。 

○生活環境課長（有馬孝一）  燃やせるごみ袋

の廃止につきましてお答えいたします。 

 本市の指定ごみ袋につきましては、ごみの減

量化と適正な分別、資源循環の促進を目的とし

まして、平成８年10月に、燃やせるごみ袋及び

燃やせないごみ袋の導入、平成14年11月に、ダ

イオキシン類対策特別措置法に伴う、垂水市清

掃センターの焼却業務の終了及びごみの分別を

11品目から26品目への変更に併せまして、資源

ごみ袋の導入を行い、ごみの減量化及び資源化

の促進を図っているところでございます。 

 導入に伴い、本市のごみの再資源化率は令和

５年度で44.3％となっており、国や県と比較し

て高い数値となっているところでございます。 

 御質問のありました燃やせるごみ袋の指定ご

み袋の廃止を行った場合、ごみの分別意識の低

下や資源ごみと混入した燃やせるごみ量の増加、

そのことによるごみの再資源化率の低下、また、
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再資源化できない焼却・埋立てごみ量の増加に

よる処理施設の負荷の増大及び処理コストの増

大など、多くの課題があると考えられるため、

現在のところ燃やせるごみ袋を含めた指定ごみ

袋の廃止は困難であると考えております。 

 なお、現在のところは資源ごみ袋の価格が燃

やせるごみ袋と比較して安価でありますことか

ら、資源化できるごみについては、できるだけ

資源ごみとして出していただくこと、また、燃

やせるごみ袋は、大・小・特小と３サイズあり

ますことから、ごみの量に応じた適切なサイズ

のごみ袋の利用を推進することで負担軽減も図

られるものと考えております。 

 今後も、本市の循環型社会への実現へ向けた

取組に対して、御理解、御協力いただきたいと

思います。 

 以上でございます。 

○学校教育課長（川﨑史明）  おはようござい

ます。令和７年度の各小学校の新入生数及び今

後の市全体の入学生の推移につきまして、お答

えいたします。 

 まず、今年度の学校ごとの新入生の人数でご

ざいますけれども、新城小学校が３人、垂水小

学校が43人、水之上小学校が４人、柊原小学校

が５人、協和小学校が４人、牛根小学校が１人、

松ケ崎小学校が１人となっており、垂水市全体

としましては、新入生61人でございました。 

 次に、今後の市全体の入学生の推移につきま

して、お答えいたします。 

 令和７年度の新入生は市全体で61人でござい

ましたが、令和８年度が59人、令和９年度が57

人、令和10年度が42人、令和11年度が43人、令

和12年度と13年度はいずれも35人と推移する見

込みでございます。 

 以上でございます。 

 続きまして、部活動の地域移行・地域連携に

ついての垂水中央中学校の現状はにつきまして

お答えいたします。 

 まず初めに、最近の国の動向をお伝えいたし

ます。 

 昨年度、スポーツ庁、文化庁が地域スポー

ツ・文化芸術創造と部活動改革に関する実行会

議の最終取りまとめを公表いたしました。その

中で、部活動を地域全体で連携して行う取組で

あるとして、地域移行から地域展開へ名称を変

え、令和13年度までに、休日は全ての部活動に

おいて、地域展開の実現を目指す方向性が示さ

れました。 

 しかしながら、地域の中で部活動指導経験の

ある人材や専門性の高い指導員を確保すること

は、全国的な課題となっております。 

 そこで、本市では、令和４年度に垂水市内の

スポーツ競技及び吹奏楽に係る団体の代表者に

よる垂水市地域部活動推進協議会を設置し、垂

水中央中学校の部活動における指導員の人材確

保の協力を依頼しております。さらに、学校教

育課で作成したチラシを市内外に配布するなど、

広く人材確保に努めているところでございます。 

 垂水中央中学校の現状といたしましては、12

の部活動のうち、昨年度は男子バレー部、サッ

カー部、剣道部の３つの部活動に４人の指導員

を、今年度は現在のところ、剣道部、女子バト

ミントン部、野球部の３つの部活動に３人の指

導員を配置することになっております。 

 また、本市におきましては、部活動指導員に

は、休日だけでなく、指導可能な平日の指導も

行っていただいております。教員の業務改善に

大きくつながっているとのことでございます。

中学校が指導員を必要とする部活動は、人事異

動により毎年変わることが課題となっておりま

す。今後も垂水市地域部活動推進協議会とのさ

らなる連携、広報・周知の工夫等により人材の

確保に一層努めてまいります。 

 以上でございます。 

○池山節夫議員  まず、宇喜多秀家公の大河ド

ラマ化に向けて、平成25年ですか、質問をして
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います。市長が就任されて間もない頃だったと

思うんですけれども、そのときの答弁を見てみ

ますと、岡山市から招待を受けて宇喜多秀家公

のそのフェスタがあると。そこに３年連続で参

加させていただいて、挨拶もしておりますとい

う答弁があるんです。 

 私は提案として、姉妹都市とか、そういう何

か連携をして、宇喜多秀家公をぜひＮＨＫの大

河ドラマにしていくような運動をしてください

というお願いをして、市長も前向きな答弁をさ

れているんですけど、市長にお伺いしますけど、

その後、向こうの市長が代わったりして、連続

では行かれてないんじゃないかなとは思うんで

すけど、今ちょっと水産商工観光課長に聞いた

ら、署名活動もしてるし、結構連携されてずっ

とやってこられたのかとか思うんですけど、市

長はその就任当時、私が一般質問したその後の

経緯というのと、この件についての市長の見解

をお伺いします。 

○市長（尾脇雅弥）  大河ドラマ化へ向けての

見解ということでお答えをしたいと思います。 

 今、御紹介があったように、私自身、市長に

就任をした直後の平成23年５月に、宇喜多秀家

公とゆかりの深い平野家におきまして、岡山か

らお越しになられた皆様とお会いする機会があ

りまして、そのことが御縁となって、それ以降、

岡山城の周辺で開催をされる桃太郎まつりに御

案内を賜り、同イベントで、現代の秀家公とそ

の正室、豪姫を決める宇喜多秀家フェスに岡山

市長とともに審査員として出席させていただい

ているところでございます。コロナ禍によりイ

ベント自体の中止や出席することに制限があっ

た期間もございましたけれども、今年度は、大

河ドラマ化に向けて、戦国宇喜多家を顕彰する

会の皆様が、先ほど説明があったように本格的

に活動を展開されておりますことから、関連イ

ベントが開催される場合は、また、現地に赴い

て、岡山市をはじめ、構成団体と歩調を合わせ

ながら、積極的に大河ドラマの誘致に寄与して

まいりたいと考えているところでございます。 

 大河ドラマ化された場合の効果などの見解に

つきましては、宇喜多家とのつながりがある本

市の歴史の再確認と次世代への継承、ロケ地巡

礼などによる観光資源としての価値の創出と向

上、自分たちのまちが大河ドラマで放送された

という子供たちを含む市民における郷土愛の醸

成、撮影やプロモーションを通じた地場産業や

地元経済への経済効果、誘致活動からロケなど

を通じて、市民の皆様や行政、企業、教育機関

等が連携して取り組むことで、市民協働による

プロジェクト型のまちづくりにつながるなどの

効果が考えられます。 

 また、秀家公の地元である岡山市や関係団体

との相互理解が深まり、友好都市や友好団体と

いうような関係性が構築され、新たなビジネス

や観光交流の契機となることも期待していると

ころでございます。 

 豊臣五大老のうち、唯一大河ドラマ化されて

いないのが秀家公でありまして、多くの歴史フ

ァンがドラマ化を待ち望んでいるという心強い

声援もございます。大河ドラマの魅力やメッ

セージにより、感動や興奮を市民の皆様と共有

できるという楽しみもございます。このような

ことから、垂水市がより発展していくためにも、

大河ドラマ化の実現を目指して、関係団体と連

携をしながらしっかりと取り組んでまいりたい

と考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○池山節夫議員  頑張ってもらいたいと思いま

す。コロナがあったりして途絶えたりしたのは

あるんでしょうけど、ぜひ五大老の最後の１人

ということで、ぜひＮＨＫの大河ドラマになる

と、垂水の全体、牛根の観光にも役立つと思い

ますので頑張っていただきたいと思います。 

 それでは、次に入りますが、公用車のカーナ

ビ、さっき答弁あったんですけど、未納はない
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のか。さっきの答弁では未納はないのかなと理

解なんですけど、その辺についてないんですか。 

○総務課長（園田 保）  先ほどの答弁で現在

というふうに申し上げたところですが、過年度

の未払いというのが新聞紙上でも話題になって

いるところでございます。 

 ＮＨＫの受信料につきましては、毎年度11月

頃にＮＨＫから次年度の契約台数について調査

が行われておりまして、令和６年度の調査で、

カーナビのテレビにも受信料が発生するという

ことに初めて本市でも気づいたところでござい

ます。そのため、令和７年度に新年度予算要求

の中で、カーナビのテレビチューナー分、新た

に９台分を追加し、今年度契約したところでご

ざいます。令和５年度までの調査では、カーナ

ビのテレビに受信料が発生するということに対

して、ちょっと認識不足があったということで

ございます。 

 この件につきましては、既にもうＮＨＫに問

合せを行っているところでございまして、今後、

カーナビの設置時期、年度ごとの台数を精査の

上、受信料を支払うこととなる見込みでござい

ます。こちらの試算ですけれども、消防、本庁

分合わせて55万円程度というふうに試算してお

ります。 

 以上でございます。 

○池山節夫議員  私もこの新聞で見たときはち

ょっとびっくりしたんです。新聞を見て、未納

になるんだと思って、これはどういうことだと

思ってずっと読んでいったら、事業所だけだと。

私の家庭も、車あるんですけどカーナビがつい

てまして、それで、そのことについて、全部め

いめい契約しないといけないのかなと思ったら、

事業所だけだということで、普通の一般家庭は

大丈夫だと、ほっと安心したんですけど、議員

が未納だと言われたら困るなと思って、それで、

事業所だけだということで、なかなかこれはほ

かのところも結構多くて、認識がなかったとい

うのが大まかなとこですか。だから、その点に

ついては、ここで一般質問で明らかにして、新

聞の方が来ていらっしゃいますから、明日載る

んじゃないかな。そのことで決着をつけておき

たいと思います。 

○議長（北方貞明）  すみません。先ほどの答

弁で修正があるということで。 

○総務課長（園田 保）  すみません。先ほど、

私、55万円ほどと答弁しましたけれども155万

円として訂正いたします。 

○池山節夫議員  55万円が155万円になるとま

た質問の仕方が違ってということなんですけど、

しようがないと思います。この質問は終わりま

す。 

 次は、ごみ袋、これは要望を受けて、本当に

私も答弁するほうも大変だろうなと思いながら

質問したんです。市民の方は、スーパーで100

枚で何か250円ぐらいで薄い透明なビニール袋

を売っているんだと。あれにしてくれって言わ

れるわけです。私たち議員としては、大体全部

分かってますから、いや無理なんだけどなとは

思いながら、一応要望してみますということで

一般質問をいたしました。さっきの課長の答弁

で、大体そういう答弁しかできないでしょうし、

あんなもんでしょう。私は市民の方には、さっ

き課長が言われたように、大中小いろいろある

から、それで何とかしてくださいというふうに

お答えをしておきます。もし、今のこの要望が

ちょっと頭の隅にあったら、またいろんなこと

を考えておいてください。 

 以上で、そのごみも終わります。 

 今度、教育行政ですけど、平成３年でしたか、

北方議員が牛根の小学校のことで質問されてい

るんです。それからもう何年かたちまして、さ

っき言われたように、だんだん子供の出生率が

減って、垂水全体で令和11年43人、もう12年、

13年は35人になると。そうすると、１クラス、

２クラスと全部で、そういうときに来て、教育
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長、今の副市長が教育長から、今度は新しく明

石教育長になられて、せっかくの機会ですから、

これから先の垂水の教育行政に対する思いと、

こういうふうに減っていく、この小学校の在り

方について、教育長の見解をお伺いします。 

○教育長（明石浩久）  垂水市の教育の進め方

についてお答えいたします。 

 教育とは人づくりであり、社会の中で自分ら

しく生きることのできる一人前の人間を育てる

営みであると考えております。私自身これまで

垂水中央中学校の校長として４年間、学校教育

課長として２年間の合わせて６年間、本市の教

育に携わらせていただきましたが、教育行政施

策の充実ぶりを大変ありがたく思い、感謝して

おりました。よりよい地域社会づくりに向けた

垂水市さわやかあいさつ運動、また、子供たち

の夢を育む学びの教室や夢いっぱい教室、英語

力向上総合プラン、そして、豊かな感性を育む

ブックスタート事業や和田英作・香苗記念絵画

コンクールなどは、まさに人づくりの基本とな

る事業であるというふうに考えております。 

 さらに、全国的に高い評価を受けているＧＩ

ＧＡスクールのまち垂水の取組におきましては、

今年度から文部科学省指定の研究開発学校とし

ての研究がスタートいたしました。新しい教科、

情報活用科を新設し、子供たちが文房具として

タブレット端末を活用する力を育成するととも

に、総合的な学習の時間で学び体験したことを

広く情報発信する学習を展開してまいりたいと

考えているところでございます。 

 坂元前教育長をはじめ、歴代の教育長の方々

の思いを受け止め、諸施策のさらなる推進に努

めますとともに、私自身、郷土愛をテーマとし

て、子供たちのふるさと垂水に対する思いが一

層高まり、将来にわたってふるさとに貢献しよ

うとする子供の育成に誠心誠意取り組んでまい

る所存でございます。 

 続きまして、小学校の在り方につきまして、

お答えいたします。 

 少子化が全国的にも大きな課題となっている

中、先ほど学校教育課長が答弁しましたとおり、

本市におきましても、子供の数は年々減少して

おり、今年度の小学校１年生は61人となってお

ります。また令和５年度に本市で生まれた子供

の数は、先ほど議員も言われました全体で35人

と急減している状況がございます。 

 こうした状況から、令和６年度に開催されま

した各学校の学校運営協議会の中で、垂水市全

体の今後の学校の在り方について調査・審議す

る検討委員会を立ち上げることが必要かどうか

について、保護者向けにアンケートを取りまし

たところ、全ての学校運営協議会から、学校の

在り方を検討する委員会の設置が必要であると

の意見の申出を頂いたところでございます。 

 教育委員会といたしましては、この申出を踏

まえ、本年４月１日付で垂水市立学校の在り方

検討委員会設置要綱を制定いたしました。今後、

学校や幼稚園、保育所、認定こども園の代表者

と保護者、また、各地区の代表者、有識者を委

員として委嘱させていただき、検討委員会を開

催いたしますことから、私から踏み込んだ発言

は差し控えさせていただきたいと思っておりま

す。 

 学校は児童生徒の教育のための施設でありま

す。また一方で、地域のコミュニティーの核と

しての性格を有し、防災、保育、交流の場など

様々な機能を併せ持っております。このことか

ら、今後の学校の在り方につきましては、学校

教育の直接の受益者である子供や保護者の声を

重視しつつ、地域住民の皆様の御意見を伺い、

合意形成を図りながら進めていかなければなら

ない重要案件であると考えております。 

 垂水の未来を担う子供たちのために、審議が

丁寧に進められるよう配慮してまいります。 

 以上でございます。 

○池山節夫議員  確かに教育長のほうから踏み
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込んだ発言は、今の時点ではできないと思いま

す。そういう声を聞きながら、難しい問題だと

思います。頑張って、みんながいいという方向

へ進めていただきたいと思います。 

 最後のこの中学校の部活動なんですけど、教

育長でも学校教育課長でもいいんですけど、私、

入学式でずっと先生の紹介を聞いてて、垂水は

全部に先生たちがちゃんと部長でついておられ

るんだなというのを見て、垂水中央中学校はい

いんだなと思ってたんですけど、新聞にこうい

うのがあったから質問をしたんですけど、垂水

中央中学校の部活動、さっき剣道とか外部から

指導者を招いていると言われましたけど、垂水

中央中学校のその部活動に関して、全体に関し

てのその活動状況について、教育長でいいかな。

じゃあ、いいほうなんですか。どんなふうに捉

えていらっしゃいますか。どっちでもいいです。

まず課長から行きますか。 

○学校教育課長（川﨑史明）  現在、垂水中央

中学校では、12の部活動について全ての教員が

分担して指導を行ってもらっているところでご

ざいます。 

 議員お尋ねの指導員と、それから、顧問との

関係、これにつきましてでございますが、指導

員につきましては、休日や指導可能な平日に、

子供たちの指導に当たっていただいているとこ

ろでございます。 

 また、顧問につきましては、大会申込み等の

事務的な業務、それから、指導員と子供たちと

の連絡調整、それから、指導員が不在のときの

部活動指導を行っております。競技経験がない

教員が受け持っている部活動に、この部活動指

導員を配置することにより、子供たちにとりま

しても、専門的な指導を受けられる貴重な機会

となっております。 

 以上でございます。 

○教育長（明石浩久）  御質問ありがとうござ

います。この地域指導員が配置される前に校長

をしておりましたので、そのときの実情から申

し上げますと、やはり部活動の負担が大きいと

いうことで、みんなで公平に分担しましょうと

いうことで、全員が正顧問、あるいは副顧問と

いうことで、各部活動を担当しておりました。

技術的な指導は正顧問を中心に、それから、事

務的な面、いろいろな経費のこととか、大会申

込みとか、そういったことについては副顧問の

ほうでというようなことで進めておりました。 

 今回、指導員が徐々に配置されるようになっ

てまいりまして、昨年度から鹿屋市からも１名、

今年度は桜島からも１名ということで、市外か

らも手を挙げていただくようになりましたので、

またこういったところの働きかけを十分に行い

ながら、中学校の先生方の負担軽減に努めてま

いりたいと思っているところでございます。 

 以上でございます。 

○池山節夫議員  分かりました。私、入学式の

ときに、部長といって先生を紹介されたときに、

部長さんが指導されるのかという、これは誤解

なんですけど、部長、この先生が指導ができる

のかなと思ったりした部があったんです。それ

で伺ったりしてるんですけど、その方が顧問と

いう、指導をされる方との連絡をしたりという

ことならよく分かるんです。その辺のところが

よく分からなかったから質問しました。それで、

外部からコーチ、指導員を呼んでいるというこ

とであれば、垂水中央中学校の部活動は非常に

うまく行ってるんじゃないかなと思います。 

 以上で、私の質問を終わります。頑張ってく

ださい。 

○議長（北方貞明）  ここで暫時休憩いたしま

す。 

 次は10時35分から再開いたします。 

     午前10時22分休憩 

 

     午前10時35分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き、会議
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を開きます。 

 ３番、前田隆議員の質問を許可いたします。 

   ［前田 隆議員登壇］ 

○前田 隆議員  おはようございます。ちょっ

と今日は目の調子が悪いので読み違えるかもし

れませんが、よろしくお願いいたします。 

 この４月より、執行部も副市長をはじめ、課

長の交代があり、新たにスタートしました。

我々議会のほうも、議長、副議長と委員会構成

の入れ替えがあり新たな体制となりました。お

互いに垂水市のために、建設的で有意義な議論

が行われる市議会を目指して努力していきまし

ょう。 

 さて、今回は基金についてと少子化に伴う小

学校の今後について、それから、公営住宅等長

寿命化計画についての３問質問いたします。関

係各課の簡潔な答弁をよろしくお願いいたしま

す。 

 それでは、議長の許可を頂きましたので、早

速質問に入っていきます。 

 まず１点目の積立基金状況と今後の積立予定

について。当初予算で財政調整基金、市有施設

整備基金の基金繰入れが示され、また、令和６

年度補正予算で特別交付税の基金積立金も示さ

れました。 

 そこで質問ですが、現段階での財政調整基金、

市有施設整備基金の現在高は幾らか。また、令

和６年度決算確定後の余剰積立金予定は幾らか、

見込みで構いませんのでお示しください。 

 それから、それぞれに幾らぐらい積立てが見

込まれるのかも教えてください。 

 次に、２点目のふるさと応援寄附金の令和６

年度実績と７年度の現状推移について。 

 令和６年度ふるさと応援寄附金の最終実績は

20億円に達したのか、また令和７年度の出だし

の状況は前年比でどうなのか。売れ筋返礼品の

状況等を教えてください。 

 次に、２番目の少子化に伴う小学校の今後に

ついて、質問に移ります。 

 水之上小学校の今年３月の卒業式と４月の入

学式に参列いたしました。卒業生は13名で、新

入生は４名でした。このまま推移すると、全学

年複式学級となり、さらには統廃合が現実味を

帯びてくると感じました。また、本市の子供の

出生数は35名前後にまで減少しております。 

 そこで、市内各小学校の児童数と小学校の今

後について伺っていきたいと思います。 

 先ほどの池山議員の質問と重なりますが、ま

ず１点目、児童数の現状と今後の予測数につい

て、令和７年度の各小学校の新入生数及び児童

数は幾らか、まず伺います。 

 次に、2030年度の各小学校の新入生及び児童

数の予測数と2025年度比増減をお示しください。 

 次に、３番目の公営住宅等長寿命化計画につ

いて質問に移ります。 

 垂水公営住宅等長寿命化計画に沿って、現在、

柊原市営住宅等建て替え工事が実施されており

ます。市営住宅の建て替えや改善工事等の事業

プログラムが令和６年度から令和15年度まで10

年間示され、また一方で、用途廃止の公営住宅

も検討されております。そこで、今回は建て替

え工事等の概算工事費の検証と用途廃止の公営

住宅について、２点質問いたします。 

 まず、１点目の概算工事費の検証について。

垂水市公営住宅等長寿命化計画は10年間の概算

工事費は約18億4,000万円とされておりますが、

今日の資材高騰や人件費のアップに伴い、工事

費が増大し、計画との乖離が予想されます。こ

れは、今日の社会経済情勢からやむを得ません

が、今、建設中の柊原市営住宅の工事費で検証

すると、今年度当初予算で示された建て替え工

事費５億3,857万円と事業計画で示されている

概算工事費２億6,000万円とは大きな開きがあ

ります。長寿命化計画の工事費試算の１戸当た

り撤去費200万円、工事費3,000万円は、当時妥

当な金額だったと思います。そこで、人件費、
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資材費の経費増は理解するものの、事業計画の

概算工事費と実際の工事費がなぜこんなに開き

があるのか説明を求めます。 

 次に、２点目の用途廃止の公営住宅について、

老朽化等事業の高度利用の可能性が低い等の理

由で用途廃止と判断された公営住宅が、令和15

年度までの10年間で73戸と予定されております。

人口減少を考えるともう少し減少させてもいい

のではと考えますが、それはさておき、計画を

実施するには、入居者がゼロにならないとでき

ません。ただ、現在でも用途廃止予定の公営住

宅には入居者が住んでおられます。 

 そこで質問ですが、令和10年度までに用途廃

止の公営住宅が37戸ありますが、現在の入居世

帯数はいくらか。また、その方々の退居に向け

た住み替えの状況はどうなっているのか伺いま

す。 

 以上で、１回目の質問を終わります。 

○財政課長（草野浩一）  財政調整基金、市有

施設整備基金の残高と現在高と、令和６年度決

算確定後の積立予定につきまして、お答えいた

します。 

 初めに、令和６年度決算につきましては、ま

だ確定しておりませんので、あくまでも現時点

での見込額の答弁となりますことを御了承くだ

さい。 

 まず基金の現在高でございますが、財政調整

基金は、令和６年度中に２億3,528万4,000円を

取り崩し、４億1,559万3,000円を積み立てまし

たので、令和６年度末残高は約17億7,200万円

となる見込みでございます。 

 次に、市有施設整備基金でございますが、令

和６年度中に４億7,556万1,000円を取り崩し、

２億5,473万1,000円を積み立てましたので、年

度末残高は約20億9,489万円となる見込みでご

ざいます。 

 続きまして、今後の積立予定額でございます。

まず、財政調整基金でございますが、財政調整

基金の積立ては、地方財政法第７条第１項に、

各会計年度において、歳入歳出の決算上、剰余

金を生じた場合においては、当該剰余金のうち

２分の１を下回らない金額を積み立て、または

償還期限を繰り上げて行う地方債の償還の財源

に充てなければならないと規定されております。 

 そのため、現時点で見込んでおります令和６

年度決算の剰余金約３億6,400万円のうち、翌

年度へ繰り越す財源3,764万5,000円を差し引い

た約３億2,600万円の２分の１を下回らない金

額約１億6,300万円を積み立てる必要がござい

ますが、かねてより議会等で申し上げておりま

すとおり、年度内に発生する災害や情勢の変動

など、早急に措置を要する事態に対応するため、

災害復旧に要する費用の３回相当額分を積み立

てるようにしており、その目標額である15億円

程度の積立残高は維持したいと考えております。 

 次に、市有施設整備基金につきましては、こ

れまで議会でも答弁しておりますとおり、令和

７年度決算時において、財源の余裕がある場合、

積立てを行ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○企画政策課長（堀留 豊）  ふるさと応援寄

附金の令和６年度実績と７年度の現状推移につ

いて、お答えいたします。 

 初めに、令和６年度の寄附金実績でございま

すが、19億1,186万8,100円であり、前年度比

132.16％となっております。 

 増加の主な要因としましては大きく２点ある

と考えております。１点目は、ポータルサイト

における返礼品紹介ページの刷新でございます。

より分かりやすく返礼品の魅力を伝えるために、

返礼品の画像や説明文等の刷新を行ったことか

ら、高い効果があったと感じたところでござい

ます。 

 ２点目は、ウェブ上の広告であるＲＰＰ広告、

いわゆる検索連動型広告等の導入でございます。

これは、ポータルサイトにおける検索窓から検
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索したキーワードに対応して表示される広告で

ございますが、この広告を導入して返礼品及び

本市のＰＲを実施できたことから、こちらも高

い効果があったと感じたところでございます。 

 また、返礼品の産品基準厳格化により、昨年

10月以降、複数の自治体で取り扱っていた温泉

水につきまして、本市のみで取り扱うこととな

ったことも、前年度比増の要因の一つであると

推察しております。 

 続きまして、今年度の寄附金状況について、

お答えいたします。 

 ５月31日現在の寄附額は２億5,602万1,000円、

前年度比で171.09％となっております。今年度

は温泉水を使用した飲料や焼酎、豚肉、そして

ブリ、カンパチ等の海産物等の返礼品が御好評

をいただいているところでございます。 

 また、近年、物価高騰の影響から、家計の足

しとなる日用品や時間効率化を重視した家庭内

での調理方法、いわゆる時短調理に活用できる

食料品などが返礼品として好まれる傾向があり、

本市におきましても、温泉水を毎月お届けする

定期便や調理時に使いやすい小分けした食料品

が御好評をいただいているところでございます。 

 本年度の取組でございますが、寄附申込みか

ら返礼品お届けまでの期間の短縮化や返礼品の

バリエーション拡充、ふるさと納税市場のトレ

ンドや寄附者ニーズを捉えた施策を展開し、寄

附額の増加に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○学校教育課長（川﨑史明）  まず、令和７年

度の各小学校の新入生及び児童数につきまして、

お答えいたします。 

 先ほどの池山議員への答弁と重なるところが

ございますけれども、学校ごとの人数といたし

まして、新城小学校は、新入生３人で全校児童

17人、垂水小学校は、新入生43人で全校児童

305人、水之上小学校は、新入生４人で全校児

童47人、柊原小学校は、新入生５人で全校児童

34人、協和小学校は、新入生４人で全校児童26

人、牛根小学校は、新入生１人で全校児童10人、

松ヶ崎小学校は、新入生１人で全校児童８人と

なっており、垂水市の小学校全体といたしまし

ては、新入生61人で全校児童は447人でござい

ます。 

 次に、2030年度の各小学校の新入生及び児童

の予測数と、2025年度比増減につきまして、お

答えいたします。 

 ５年後の2030年度の学校ごとの人数といたし

ましては、新城小学校は、新入生２人で全校児

童13人となり、今年度に比べ４人減少する見込

みでございます。垂水小学校は、新入生24人で

全校児童217人となり、今年度に比べて88人減

少する見込みでございます。水之上小学校は、

新入生４人で全校児童28人となり、今年度に比

べ19人減少する見込みです。柊原小学校は、新

入生２人で全校児童15人となり、今年度に比べ

19人減少する見込みです。協和小学校は、新入

生１人で全校児童17人となり、今年度に比べ９

人減少する見込みです。牛根小学校は、新入生

がおらず、全校児童２人となり、今年度に比べ

８人減少する見込みでございます。松ヶ崎小学

校は、新入生１人で全校児童２人となり、今年

度に比べ６人減少する見込みでございます。垂

水市の小学校全体としましては、新入生は35人

で全児童数は297人となり、小学生は、今後５

年間で150人減少する見込みとなっております。 

 以上でございます。 

○土木課長（福留健一）  概算工事費と実際の

工事費の開きにつきまして、お答えいたします。 

 まず、垂水市公営住宅等長寿命化計画につき

ましては、平成25年３月に初めて策定し、計画

期間を10年間と定め、社会情勢の変化等を考慮

し、５年ごとに計画の見直しを行っているとこ

ろでございます。現在は、平成31年２月と令和

６年２月に計画の見直しを実施いたしました。 
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 現計画では、令和６年度から令和15年度まで

の10年間としており、建替計画の概算工事費に

ついては、受託業者が当時の刊行物などを参考

に算出した概算の工事費であり、実施設計によ

るものではございません。実際に建替えを行う

場合は、基本設計で配置計画や規模を定め、実

施設計を発注するための概略図面や工事費の見

積りを行っております。 

 このようなことから、計画から実施設計まで

の数年間で、社会情勢や経済状況の変化により、

概算工事費と実際の工事費に差が出ているもの

と考えております。特に、国の国際公約2050年

カーボンニュートラルの実現を踏まえて、令和

６年度より、国土交通省が住宅・建築物分野の

目標として、2025年までに住宅及び小規模建物

にも省エネルギー基準への適合が義務化されま

した。そのため、令和７年度に建築する柊原団

地は、省エネ義務化に適合する建物として、太

陽光発電設備の設置、高断熱、高気密での建設

が義務づけられたため、長寿命化計画策定時の

概算工事費と実際の工事費に差が出たものでご

ざいます。 

 以上でございます。 

 続きまして、現在の入居世帯退居に向けた住

み替え状況につきまして、お答えいたします。 

 現計画では、10年間で用途廃止予定の公営住

宅は８団地73戸としており、１年当たりの用途

廃止予定戸数は10年間で案分計算し、年７戸程

度、５年間で37戸としております。 

 御質問の入居世帯数でございますが、73戸に

対し34戸の入居数でございます。 

 この計画におきまして、用途廃止予定戸数を

年度ごとに掲載しており、実際の解体は、全て

の入居者が退居された後に行うこととなってお

りますが、老朽化が著しい場合は、入居者と相

談の上、近隣の市営住宅に転居していただき、

その後、解体した事例もございます。 

 計画期間10年間の用途廃止予定戸数と解体工

事費用を年度ごとに記載しておりましたことは

大変分かりづらく、また誤解を招く表現となっ

ておりましたことから、次回の計画見直しの際、

改めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  ありがとうございます。それ

では、一問一答方式で２回目の質問に入ります。 

 基金積立状況等、今後の積立予定について答

弁いただきました。財政調整基金は、今年度当

初予算繰入れ分を差し引くと15億7,915万円に

なります。それに剰余金を２分の１以上積み立

てると17億4,200万円程度になりそうです。自

然災害等以外に繰り入れても、15億円は割らな

いように、さらに18億円程度は積立てを目指し

ていってほしいなと思います。 

 また、市有施設整備基金も当初予算繰入れ分

を差し引くと14億2,000万円程度になります。

積立てに関しては、決算で余裕があった場合と

の答弁でしたが、こちらも上積みをよろしくお

願いいたします。今後の備えに対してお願いい

たします。 

 基金は使うための基金であり、使ってはため、

ためては使う好循環の利活用を望みます。 

 ところで、今年度の当初予算における柊原市

営住宅の市有施設整備基金への繰入れは、市債

抑制の観点からも有効な判断だったと評価して

おります。今後、このような公共施設の更新費

用の財源に、市有施設整備基金の果たす役割は

大きくなってきています。 

 そこで質問ですが、市有施設整備基金の利活

用に関し、今後充当する大きな事業は、主にど

んなものがあるか伺います。 

○財政課長（草野浩一）  市有施設整備基金の

利活用で今後大きな事業はどのようなものがあ

るのかの御質問にお答えいたします。 

 市有施設整備基金は、御承知のとおり、大規

模な市有施設の整備を図ることを目的に設置さ

れたものでございますが、この市有施設整備基
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金の活用につきましては、予算編成時における

国県補助金や地方債など、財源の状況も勘案し

て決定することとなります。 

 御質問の今後、市有施設整備基金を活用した

大規模な整備につきましては、現時点において

断言はできかねますが、考えられる事業といた

しましては、継続事業であります本庁舎耐震改

修事業や、垂水小学校防火戸改修事業がござい

ます。また、今年度実施設計等を予算化してい

る主な事業といたしましては、中央地区グラウ

ンドゴルフ場の整備や新城及び境地区公民館の

耐震診断、学校給食センター空調設備等改修工

事、垂水中央運動公園施設整備等がございます

ので、実施設計等の業務完了後の総事業の見込

みを踏まえて、限られた財源の中で、予算編成

時の状況に応じて活用を検討してまいりたいと

考えております。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  分かりました。ありがとうご

ざいます。今後ますます基金の利活用は、財源

調整、施設の整備、起債抑制の観点からも重要

になってきます。 

 市有施設整備基金や財政調整基金の積立ては、

特別交付税と繰越剰余金でしか現状、積立てが

できない状況から、可能な限り積み立て、柔軟

な財政運営ができるよう要望して、次に移りま

す。 

 次の２点目のふるさと応援寄附金の令和６年

度の実績と７年度の現状推移について答弁いた

だきました。20億円には届きませんでしたが、

大きく伸び、ふるさと応援寄附金は自主財源の

乏しい本市にとっては貴重な財源です。多くの

事業に活用されていることは承知しております

が、今年度のスタートも予想以上に好調のよう

ですので、さらに活用が広がるよう、応援寄附

金の増加を期待いたします。ふるさと応援寄附

金は、これで終わります。 

 それでは、次の３点目の質問に入ります。積

立基金の運用について。 

 金利上昇で預貯金等の利息は増えております

が、国債等を所有している自治体は、時価が下

がり、含み損が生じていると聞いております。 

 そこで質問ですが、本市は基金の運用はどの

ようにされているのか。運用益など実績はどう

なのかについて、会計課長に伺います。特に国

債などの有価証券を購入し運用しているのか、

また、定期預金は基金のどれぐらいを預け、そ

の運用益はどれぐらいか、３年間の推移などを

お示しください。 

○会計課長（坂口美保）  基金の運用はどのよ

うになされているのか、実績はにつきまして、

お答えいたします。 

 基金の運用につきましては、地方自治法第

241条において、基金は、確実かつ効率的に運

用しなければならないと規定され、その運用の

状況については、監査委員の審査の後、その書

類を議会に提出しているところでございます。 

 御質問の本市における基金の運用につきまし

ては、金融機関の経営状況や預金利率を考慮し

て定期預金で運用しているところで、国債等の

購入はございません。 

 定期預金での運用状況でございますが、過去

３年間の実績で申し上げますと、令和５年３月

末の基金残高51億6,600万円のうち、51億800万

円を定期預金で運用しており、令和６年３月末

の基金残高51億8,100万円のうち48億2,500万円、

令和７年３月末基金残高55億5,700万円のうち

55億3,900万円を定期預金で運用しており、３

か年平均で97％を定期預金で管理しているとこ

ろでございます。 

 また、基金運用益収入は、令和４年度が156

万4,000円、令和５年度が110万6,000円、令和

６年度が186万6,000円となっております。今年

に入ってから、定期預金金利が上昇傾向にあり

ますことから、基金益収入は増加すると見込ま

れます。 
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 以上でございます。 

○前田 隆議員  分かりました。ありがとうご

ざいます。 

 定期預金の運用益も今後増加が見込まれ、財

源確保の一助となるようです。それでは基金に

ついては、これで終わります。 

 次に、２番目の児童数の現状と５年後予測数

について答弁いただきました。池山議員の質問

と重なりますが、組み立て上、そのまま続けさ

せていただきます。 

 少子化の進展で、５年後の垂水小学校は新入

生１学級となり、小規模校では新入生がゼロや

１人の学校も複数出てくることが分かりました。 

 そこで質問ですが、５年後予測数における垂

水小学校及び少人数小規模校の状況と課題を改

めて伺います。 

○学校教育課長（川﨑史明）  ５年後予測数に

おける垂水小学校及び少人数小規模校の状況と

課題はにつきまして、お答えいたします。 

 まず垂水小学校についてでございますが、現

在、通常学級で申し上げますと、各学年２学級

ずつの12学級でございます。５年後の児童数の

予想を基に学級編制をいたしますと、４年生以

上は各学年２学級が維持できますが、３年生以

下はそれぞれ学年１学級となります。１学級編

制の学年では、同じ仲間と６年間過ごすことに

より、結びつきが深くなるという利点がござい

ます。一方で、子供同士の人間関係に課題が生

じ、配慮が必要になった場合でも、クラス替え

ができないという課題がございます。 

 次に、垂水小学校以外の小学校につきまして

は、全学校で完全複式学級となります。また、

多くの学校で学年によっては１人しかいないと

いう状況が生じることが見込まれます。小規模

校では、学級の人数が少ないことで、一人一人

に目が届きやすいという利点がございますが、

一方で、同学年の友達と会話をしたり、遊んだ

り、時には喧嘩をしながら仲直りや折り合いの

つけ方を学ぶなど、小学校期における社会性の

基礎を育む機会が少なくなることが心配されま

す。 

 また、小規模校における学習面におきまして

は、担任による細やかな見届けや個別指導によ

り基礎学力の向上は図られやすいという利点が

ございます。一方で、学年１人の学級では、調

べ学習で困った際に友達に尋ねたり、教え合っ

たりすることや考え方を交流することが難しく、

学習指導要領で求められている対話的な学びや

協働的な学びが十分に行えないという課題がご

ざいます。そのほか、音楽の合唱・合奏や体育

のソフトボール、サッカーなどのチーム競技、

友達と協力しながら作品を作り上げる図工など、

学習内容によっては活動が制限されることが考

えられます。 

 また、２学級以下となる極小規模校につきま

しては、学校機能が低下してしまうという課題

が考えられます。２学級となった場合は、養護

教諭や事務職員は配置されず、他校との兼務と

なるケースもあり、学校運営に支障を来すこと

も危惧されるところでございます。 

 これまで小規模校の学校は、地域の中の学校

として、地域の方々から教育活動への様々な協

力をいただきながら、細やかな連携の基、相互

に協力する体制づくりを行ってまいりました。 

 今後さらに児童数、学級数が減少し、学校の

職員数が減少することにより、これまでのよう

な相互協力の体制をどう維持していくかも課題

となるところでございます。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  ありがとうございます。状況

は予想以上に深刻のようです。 

 児童数の減少は全国的な問題であり、学校の

在り方も各地で検討されています。本市も児童

数減少から、児童の豊かな人間関係の構築や職

員数の減少による学校の機能低下などの課題が

出てきます。その課題や情報等は各学校運営協
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議会に示され、そこで学校の在り方については

協議がなされたようですが、議会でも学校の在

り方について、令和６年第４回定例会で同僚議

員が質問されております。その質問に対する答

弁では、先ほどの池山議員のところでも分かっ

てはいるんですが、今後想定される課題などを

話した上で、今後どのような環境で学ばせるこ

とが垂水の子供たちにとってよいのかなど議論

する検討会を立ち上げることが必要かどうか、

学校運営協議会の場で考えていただくようお願

いしたと答弁されております。 

 また、今後の学校運営協議会の役割として、

アンケートなど実施して、その結果を踏まえ、

検討会の立ち上げが必要かどうかの意見取りま

とめをお願いしているとのことでした。 

 そこで、学校運営協議会の意見取りまとめ結

果と検討委員会設置はどうなったのかについて、

改めて伺います。 

○教育総務課長（小池康之）  学校運営協議会

の意見取りまとめ結果と検討委員会設置はどう

なったかについて、お答えいたします。 

 令和６年度に開催されました各学校の第２回

学校運営協議会の中で、本市の少子化の現状、

学校規模による学習面・生活面でのメリット・

デメリット、児童数が少ないことによる一般的

に考えられている課題、複式・小規模校の課題

への市教育委員会の対応、今後、児童数が減少

することで懸念される課題などについて、説明

を行ったところでございます。 

 その後、垂水市全体の今後の学校の在り方に

ついて審議する検討委員会を立ち上げることが

必要かどうかについて、各学校の運営協議会に

おいて、保護者向けのアンケートを実施してい

ただきました。その保護者アンケートや地域の

方々の意見を基に、第３回学校運営協議会にお

いて協議していただいた結果、全ての学校運営

協議会から、学校の在り方を検討する委員会の

設置が必要であるとの意見の申出を頂いたとこ

ろです。 

 教育委員会といたしましては、その申出を踏

まえ、垂水市立学校の在り方検討委員会設置要

綱を制定したところでございます。現在、本市

議会において、市全体で組織される検討委員会

に係る経費を補正予算案として計上し、御審議

いただいているところでございます。御承認を

頂きましたら、学校や幼稚園、保育所、認定こ

ども園の代表者と保護者、また、各地区の代表

者、有識者による検討委員会を開催したいと考

えております。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  ありがとうございます。全て

の学校運営協議会から、こうして必要だという

申出があったと。また、在り方検討委員会設置

要綱を制定されたということでした。それでは、

その検討委員会について、検討委員会の位置づ

けと目的及び教育委員会の関わり方について、

説明を求めます。 

○教育総務課長（小池康之）  検討委員会の位

置づけと目的・機能及び教育委員会の関わり方

はについて、お答えいたします。 

 垂水市立学校の在り方検討委員会につきまし

ては、教育委員会からの諮問を受け、垂水市全

体の今後の学校の運営に関し、必要な事項を調

査及び審議することを目的としております。 

 具体的な調査及び審議内容につきましては、

少子化傾向にある中での学校の在り方に関する

ことや、学校の施設整備に関することなどにな

ります。児童生徒数の減少による学校の小規模

化に加え、本市の学校施設の多くはおおむね建

築後50年を経過していることから、施設整備も

課題となっております。 

 望ましい教育環境の中で、児童生徒が安心し

て学校生活を送れるよう方向性を審議していた

だくことになります。 

 また、教育委員会といたしましては、諮問機

関である検討委員会から出された答申の方向性
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を踏まえ、準備を進めていくことになります。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  位置づけや目的は分かりまし

た。諮問機関の検討委員会には十分な資料と情

報提供をお願いし、方向性や合意形成が導き出

されるようお願いいたします。 

 また、関わり方については、検討委員会から

方向性や合意形成の答申を受けてから準備を進

めていくとのことでした。ただ、検討委員会に

よる合意形成には様々な考えがあり時間を要す

ると思います。今後、児童数減少が進み、方向

性に合意形成がなされ、検討委員会から答申が

出された後の次の段階、検討委員会後はどのよ

うに展開されていくのか、教えてください。 

○教育総務課長（小池康之）  検討委員会後の

展開についての御質問にお答えいたします。 

 検討委員会から答申が出されましたら、市議

会をはじめ、市民の皆様にも御報告し情報を共

有させていただきます。教育委員会といたしま

しては、出された答申の内容を踏まえ、教育委

員会会議での審議や新たな委員会の発足など、

俯瞰的な観点から必要な準備を進めてまいりま

す。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  分かりました。新たな委員会

の発足等の必要な準備があるということでした。

いずれにせよ、そういう段階が来ることは予想

されますのでよろしく準備のほどお願いいたし

ます。 

 ところで、坂元前教育長は、ＧＩＧＡスクー

ルをはじめ、ＩＣＴを活用した遠隔授業など、

先進的な取組を展開され成果を上げておられま

す。明石教育長には、今後もこれを引き継ぎ、

発展させて、全国の最先端をいく子供のＤＸ教

育に力を注いでいただきますようお願いいたし

ます。 

 また、少子化に伴う小学校の今後の在り方に

ついても、子供にとって望ましい教育環境を視

野に入れながら、段階を踏んで順序よく取り組

んでいただきますようお願いいたしまして、こ

の件は終わります。 

 次に、３番目の事業計画の概算工事費と実際

の工事費の開きについて、答弁いただきました。

公共施設である市営住宅は、省エネ義務化に適

合した良質な住宅を提供する必要があることか

ら、高額になることは理解いたしました。ただ、

あまりに工事費が増大すると、財政上、計画執

行に支障が生じます。 

 長寿命化計画の概算工事試算は、当時１戸当

たり撤去費200万円、工事費3,000万円と妥当な

金額だったと思われます。しかし、先ほどの答

弁から、実際の工事費が約２倍となり、今後、

柊原市営住宅同様、高額になれば、概算工事費

18億4,000万円は大幅に狂い、37億円以上にな

ります。財政面からも、長寿命化計画そのもの

に影響が出ます。 

 早晩、工事費と計画の再検討、見直しが必要

ですが、どのような考え、対応されるのか伺い

ます。 

○土木課長（福留健一）  今後の工事費と計画

の見直しの必要性につきまして、お答えいたし

ます。 

 先ほど答弁させていただきましたが、垂水市

公営住宅等長寿命化計画の計画期間は10年間と

しておりますが、５年ごとに見直しを行うこと

としているところでございます。 

 計画の見直しにつきましては、将来的な人口

の推計や社会情勢の変化、公営住宅法の改正な

どを考慮しながら、適正な公営住宅の管理戸数

と概算工事費の算出などの見直しを行ってまい

りたいと考えております。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  分かりました。しっかりと見

直しをお願いいたします。 

 これから公営住宅に限らず、公共施設の更新

やインフラ整備が増大します。資材費や人件費
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も高騰します。このような状況から、送料もさ

らに縮減し、持続可能な見直し改定を行い、市

民の理解を得ることが重要と考えますので、よ

ろしくお願いして、次に移ります。 

 次の現状37戸の用途廃止の廃止住宅の入居世

帯はいくらか。また、その方々への退居に向け

た住み替えの状況について答弁いただきました。

５年間で37戸はどこかという具体的な計画では

なく、用途廃止予定73戸を10年間で案分し、５

年間の37戸の廃止予定としたものとは分かりま

した。 

 答弁では、37戸中、まだ入居中の公営住宅が

半数近くあるようです。住み替えについては、

現状無理に住み替えや退居を勧められないこと

は理解しますが、計画の進捗が危ぶまれます。 

 用途廃止に関しては、待つばかりでなく、い

い方法はないか検討・調査を要望しておきます。 

 それでは、次に、廃止後の跡地利用はどのよ

うに検討・計画しているのか伺います。 

○土木課長（福留健一）  用途廃止後の跡地利

用につきまして、お答えいたします。 

 用途廃止後の跡地利用につきまして、現計画

では、公園や広場などの公共用地として活用を

検討することとしておりますが、利活用の予定

がない場合は、行政財産から普通財産へ変更し、

財政課へ所管替えを行うこととしております。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  用途廃止の跡地利用は分かり

ました。ところで、廃止後の跡地利用は解体し

更地にして活用、または売却する方針のようで

すが、撤去費用がかかります。公共施設の売却

にマイナス入札を実施し、民間払い下げを行っ

ている事例もあるようです。このほうが施設の

撤去、売却が一挙に進みます。 

 本市も公共用地としての利用が見込めず、売

却となる公営住宅はマイナス入札で処分、検討

してはどうかと思います。この提案に見解を伺

います。 

○財政課長（草野浩一）  お答えいたします。 

 初めに、地方公共団体が所有する公有財産は、

地方自治法第238条第３項に行政財産と普通財

産とに分類するとされ、同条第４項に、行政財

産とは、普通地方公共団体において、公用また

は公共用に供し、または供することと決定した

財産をいい、普通財産とは、行政財産以外の一

切の公有財産をいうと定義されております。 

 分かりやすく申しますと、行政財産とは、特

定の公共目的のために使用される財産ですが、

普通財産は、そうでない財産、いわゆる使用目

的のない財産ということになります。そのため、

普通財産は行政財産と異なり、主として、経済

的価値の発揮を目的としており、経済的価値を

保全することによって、間接的に市の行政に貢

献させるため、管理・処分されるべき性質のも

のとされ、普通財産の処分につきましては、地

方自治法第237条第２項に、普通地方公共団体

の財産は、条例または議会の議決による場合で

なければ、適正な対価なくして譲渡し、貸し付

けてはならない旨が規定されているところでご

ざいます。 

 そのようなことから、本市においては、公有

財産を処分する際には、不動産価額評定委員会

を開催し、評定された適正な価格により、一般

競争入札などを実施し、譲渡や交換などをして

おりますが、不落となった場合は随時、売却物

件として売却を進めているところでございます。 

 議員御提案のマイナス入札制度でございます

が、建物解体を条件とした公有地売却の一般入

札でございます。入札参加者は、土地活用を前

提とした独自の土地評価額や建物解体費用の見

積額などを基に入札しますが、落札金額がプラ

スの場合は、建物解体条件つき土地売買となり

ます。 

 一方、落札金額がゼロ円またはマイナスの場

合は、その差額を自治体が負担する建物解体つ

き土地無償譲渡となるもので、全国初のマイナ
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ス入札が埼玉県深谷市で実施されて以降、北海

道室蘭市や千葉県野田市などでも実施されてい

るようでございます。 

 現在、県内はもとより、九州内の自治体にお

きましてマイナス入札を実施しているところは

ないと認識しておりますが、公共施設で進む老

朽化問題の打開策とも一部報道がなされている

ことから、本市におきましても、市民の財産で

あるということを念頭に、地方自治法が定めて

おります適正な対価という課題整理や導入する

ことのメリット・デメリットなど、今後調査・

研究してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  ありがとうございます。公有

財産のうち普通財産の整理も今後必要です。い

ろいろな手を尽くして、用途廃止の公営住宅の

有効活用や売却がなされることを祈りまして、

以上で質問を終わります。どうもありがとうご

ざいました。 

○議長（北方貞明）  次に、堀内貴志議員の質

問を許可いたします。 

   ［堀内貴志議員登壇］ 

○堀内貴志議員  皆様、お疲れさまです。まず

５月９日の臨時会のときにもお話をさせていた

だきましたけれども、２年間、皆様の御支援、

御協力を頂きながら議長職を全うできましたこ

とに、改めてこの場をお借りして感謝申し上げ

ます。本当にありがとうございました。議長と

いう立場から、この２年間、円滑な議会運営を

心がけてまいりましたので、一般質問を控えて

おりました。本日は久しぶりの一般質問でござ

います。 

 そして、本日の質問項目、私としては意外に

も多くて６項目あります。したがって、深掘り

することはできないかもしれませんので、御答

弁に納得できない案件につきましては、次回の

一般質問でも継続して引き続き質問したいと考

えております。どうかそのことも考慮していた

だいて積極的な御答弁をお願いいたします。 

 まず１つ目は、垂水市の活性化対策について

質問をいたします。 

 垂水市はかつて花と温泉と渓谷のまちという

キャッチフレーズの下、多くの観光客や市民に

親しまれてきました。しかし、現在では温泉施

設の閉鎖や減少、また、まちの中で花が感じら

れる場の減少などにより、その面影は薄れつつ

あります。また、垂水市が誇る豊かな食材も市

内の飲食店で十分に活用されるとは言い難い状

況です。 

 こうした状況を踏まえ、地域資源の再評価と

活用による地域活性化についてお尋ねいたしま

す。 

 まずは、温泉施設の再活性化についてです。 

 市内の温泉施設は、かつて観光資源として重

要な役割を果たしておりましたが、現在はその

数も少なく老朽化も進んでいます。温泉は観光

誘客と地域のにぎわい創出に寄与する重要な資

源だと思っております。市として、既存の温泉

施設のリニューアル支援や温泉を中心とした新

たな観光プログラムの開発など、再活性化に向

けた取組を検討すべきと考えておりますが、ど

のようなお考えか、お尋ねいたします。 

 花のまちとしての再構築について。 

 花のまちという言葉は、かつて垂水市のイ

メージの一つでしたが、現在ではその印象は薄

れてしまっていると感じます。垂水市としては、

数年前から道の駅たるみずはまびらの国道沿い、

そして、旧フェリー乗り場前のロータリー付近

において、年間680万円の予算を投入して花壇

作りを鹿屋市の業者に委託している事業があり

ます。この事業についても、花のまちをイメー

ジさせるために実施している事業だと思います

が、他の事業も考えるべきではないかと思いま

す。 

 先日の５月25日、朝の７時頃ですけれども、

用事がありまして鹿屋に向かう途中の柊原地区
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を通ったときに、地域の皆様方がそろって国道

沿いの花壇の植え替えをしておりました。大変

すばらしい光景だと思いましたし、地域を挙げ

て国道沿いの花壇の手入れをされているんだと

いうふうで感動しました。 

 例えば、垂水市として市内に季節の花を植え

る取組や、市民と連携した花作りイベントの開

催、公園や通学路への花壇整備など、市を挙げ

た花のある風景の再構築が必要ではないかと思

います。 

 このような施策を通じて、花のまち垂水のブ

ランドを再び市民の誇りとして、観光にもつな

げる取組になりますし、引いては、また垂水市

を訪れた方々が住んでみたいと、移住につなが

るものと思います。市のお考えをお聞かせいた

だきたいと思います。 

 ３つ目が、地元食材を使う飲食店への支援に

ついてであります。 

 垂水市は黒豚、カンパチ、ブリ、豊富な野菜

など、地元食材に恵まれた地域でありながら、

これらの食材を生かした飲食店の数は減少傾向

にあります。物価高騰や仕入れ価格の上昇によ

り、地元飲食店の経営が厳しくなっているとの

声も聞いております。地元食材を活用する飲食

店に対し、仕入れ補助や販売促進支援などの形

で、市が積極的に支援を行うことが地域経済や

食文化の活性化につながるものと考えますが、

市としての支援策について、御見解をお伺いし

ます。 

 大きな２つ目は、Ｊ癩クレジット制度の導入

についてであります。近年、全国的にカーボン

ニュートラルの取組が加速する中で、地域の資

源や取組を価値化できる制度として、Ｊ癩クレ

ジット制度が注目を集めています。Ｊ癩クレジ

ット制度は、地方自治体が森林資源を活用して、

温室効果ガスの吸収量をクレジットとして認証、

販売し、地域の環境保全と経済活性化を図る仕

組みであります。 

 私たちの垂水においても、豊かな森林資源が

ある地域なので、環境価値として評価、収益化

できる可能性があり、市民にもプラスになる事

業だと感じています。 

 他の自治体でも、既に具体的な成果を上げて

いる多くの事例があります。例えば、北海道下

川町では、森林整備を通じてＪ癩クレジットを

発行し、得た収益を地域の森林資源に活用して

おります。島根県雲南市では、バイオマス発電

の取組がクレジット化され、市のＰＲにもつな

がっています。 

 いずれも環境にも地域にも優しい事業として

評価されており、民間企業からの協力やふるさ

と納税との連携も広がっています。 

 本市も、例えば森林資源、再エネルギーの活

用、小型水力や太陽光といった身近な取組を、

この制度を通じて見える化し、地域内経済に還

元していくチャンスだと考えます。特に、地元

での取組が収益化され、企業との連携も生まれ

る可能性もあるという点で、まさに持続可能な

地域経済づくりに寄与する施策ではないかと思

います。 

 そこで、まずこの点について質問いたします。

垂水市として、Ｊ癩クレジット制度への参加を

検討できないものか。他の自治体の事例を参考

に、垂水市の可能性をどう評価しているのか。

３つ目が、市有林の管理状況、森林組合との連

携体制はどうなっているのか、お尋ねいたしま

す。 

 大きな３つ目は、再犯防止推進計画の策定に

ついて、質問いたします。 

 近年、全国的に再犯者の割合が高止まりして

おり、社会全体として再犯防止への取組が喫緊

の課題となっております。鹿児島県においても、

同様に刑務所や少年院から出所者のうち、一定

数が再び犯罪に及ぶ状況が続いております。 

 私は保護司として、日々再犯のおそれのある

方々と向き合い、地域の中で立ち直りを支援し
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ておりますが、本人の意欲だけでは更生は困難

であり、行政による就労、住居、医療福祉の支

援、そして、市民の理解と協力が必要不可欠で

あります。 

 国においては、平成28年、再犯防止推進計画

が策定され、これを受けて地方自治体において

も、地方版再犯防止推進計画の策定が求められ

ており、既に全国の都道府県のほとんどが制定

しています。鹿児島県においては、平成31年３

月に策定した鹿児島県再犯防止推進計画に基づ

き、再犯の防止等の取組を推進してきました。

そして、これまでの施策や成果や課題を踏まえ

て、令和６年３月に第２次鹿児島県再犯防止推

進計画を策定いたしました。このように、鹿児

島県では、既に再犯防止推進計画を策定してお

りまして、全体的な方向性は示されております

が、実際の支援の現場は、市町村レベルにあり

ます。 

 しかしながら、本市においては、計画の策定

については、検討段階にとどまっていると伺っ

ております。 

 再犯防止は、犯罪者を支援するためのものだ

けではなく、市民の安全を守り、犯罪被害を未

然に防ぐための施策でもあります。市民が安心

して暮らせる地域社会を実現するためには、行

政としての明確な方針と、それを実行するため

の計画が必要であります。 

 毎年、この７月、社会を明るくする運動の強

調月間でもあります。まさに、地域社会全体で、

更生支援や再犯防止に取り組む機運を高める好

機であり、市としても積極的な指標を示す時期

であると考えます。 

 そこで、以下の点について質問いたします。

本市における再犯防止推進計画の策定状況と、

今後のスケジュールについてお伺いします。ま

た、計画策定に当たり、保護司や更生保護施設、

社会福祉協議会、医療機関、教育機関など、他

機関との連携はどのように行っていくのか。犯

罪被害防止、市民の安全という観点から、市と

して再犯防止をどのように位置づけていくのか、

社会を明るくする運動の趣旨を踏まえ、地域住

民との連携や市民啓発についてどのように取り

組んでいくのか、この４点についてお伺いいた

します。 

 大きな４つ目は、自主文化事業についてであ

ります。 

 ここ数年、落語、講演が連続しており、文化

事業の内容に多様性がないように感じられます。

特定の世代だけでなく、もっと多くの世代が楽

しめるような企画を検討すべきではないかと考

えています。自主文化事業の年間計画はどのよ

うに作成されているのか。また、その計画の決

定の過程に市民の声やニーズをどのように反映

しているのか。これまでの取組と課題について。

また、その文化事業の会場である文化会館は、

維持費がかかる割に稼働率が低いように感じて

います。もっと有効活用の余地があると思いま

す。文化会館の年間稼働率は現在どの程度かに

ついて、お尋ねいたします。 

 大きな５つ目は、市民館調理室の施設整備に

ついてであります。 

 市民館調理室について、利用される市民の

方々から、お湯が出ないために冬場の洗い場が

大変である。調理台について衛生面に問題があ

るなどといった声が寄せられています。まずは、

このような現状について、市として把握されて

いるのでしょうか。 

 この調理室は、食生活改善推進協議会や生涯

学習の中で、高齢者の料理教室や親子クッキン

グ、また、垂水市が実施する健康チェックの際

の調理場として、また、子供食堂を運営されて

いる方々など、多くの市民に利用されています。

そういうような場所で、温水が出ず、衛生面に

も心配があるというのは、市民の健康や安全に

関わる深刻な問題だと思います。この状況につ

いて、市としてどう受け止めておられるのか、
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お尋ねをいたします。また、調理室の衛生管理

や点検はどのような体制で、どれくらいの頻度

で行われているのか、お聞きいたします。 

 最後は、パワハラ防止の対策について質問い

たします。 

 私は、このパワハラ問題については、令和３

年第４回12月の定例会において一般質問し、問

題提起した経緯があります。その後、令和５年

10月の消防本部においてパワハラの問題が発生

し、その件については、この定例会に第三者委

員会業務委託費の繰越しが報告されております。

そのことから、いまだに全ての解決に至ってい

ない現状にあると思います。 

 本日は、改めてパワーハラスメントに対する

警告と抑止の観点から、職員におけるパワーハ

ラスメントの防止対策について、質問させてい

ただきます。 

 近年、全国的にパワハラに対する通報や労働

問題が社会問題化しており、働く人々のメンタ

ルヘルスや職場環境の健全化が問われておりま

す。本市におきましては、職場内でパワハラを

受けているとの声が、具体性は乏しいものの複

数寄せられているという事実がございます。ま

た、これと同じくして、精神的な不調を理由に

療養休暇を取得している職員が複数名いるとい

う状況も聞いております。 

 こうした背景から、私は、パワハラの実態と

メンタル不調の因果関係、そして、組織体質そ

のものに根本的な課題があるのではないかと懸

念をしております。 

 そこでまず伺います。本市は、職場内におけ

るパワハラの実態把握をどのように行っている

のか。また、抽象的な声であっても、それをど

う受け止め、調査や対応につなげているのか。

相談件数、認知件数など、現在の取組状況につ

いてお示しください。 

 療養休暇を取得している職員の中には、職場

の人間関係や上司からの指導の在り方により、

心身に不調を来しているケースもあると伺って

います。離職や療養休暇の取得状況について教

えてください。 

 さらに懸念される点として、過去にパワハラ

行為を指摘された職員が、その後に管理職に昇

任したということがあってはならないと思いま

す。このような昇任に当たり、過去の行為や周

囲からの信憑性がどのように考慮されたのか、

また、パワハラ歴を昇任、昇格の判断にどのよ

うに反映しているのか、明確な基準があるのか

をお示しください。 

 以上で、１回目の質問を終わります。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  垂水市の活

性化対策につきまして、お答えいたします。 

 初めに、温泉施設の活性化についてでござい

ます。 

 現在、本市内には日帰り型の温泉施設が６件、

宿泊型の温泉施設が４件ございます。海潟温泉

を中心とした垂水温泉郷は、昭和の前半、指宿、

霧島と並び、鹿児島三大温泉地と言われたよう

であり、美肌の湯と称される泉質で、現在でも

人気が高く、令和６年１月から12月までの１年

間の利用者は14万3,311人を記録しております。 

 これまで継続的に実施している主な活性化対

策でございますが、教育旅行生の受入家庭に対

して、温泉入浴割引チケットを配付し、温泉施

設の活用の推進や温泉文化の魅力向上に努めて

いるところでございます。 

 また、令和６年度におきましては、本市、鹿

児島市、姶良市、霧島市で構成する錦江湾奥会

議の取組としまして、熊本県や福岡県を中心に

約２万部が配布されているフリーペーパー「お

となの旅日和」に、本市の温泉の魅力を掲載し

て、誘客を図ったところでございます。 

 次に、花のまちとしての再構築について、お

答えいたします。 

 本市における花のまちのシンボルでもあり、

本市の花でもある高峠つつじにつきまして、本
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議会初日の市長の諸般の報告でもありましたと

おり、近年稀に見るすばらしい開花状況であっ

たことから、ゴールデンウイーク期間中には、

昨年度の３倍となる約9,000人のお客様にお越

しいただき、観光振興が図られたところでござ

います。 

 また、市民の皆様におかれましても、高峠つ

つじの美しさに感動され、美しい環境を大切に

することへの御理解や郷土への誇りや愛着、地

域に貢献しようとする心の醸成につながったも

のと考えているところでございます。 

 また、花いっぱい運動花壇整備委託事業によ

り、道の駅たるみずはまびら及び旧垂水港ロー

タリーの２か所における年２回の花の植えつけ

を行っているところでございます。道の駅たる

みずはまびらにおきましては、花壇の花の美し

さに惹かれて来場したというお客様や、インス

タグラムをフォローしたというファンの方がい

らっしゃいますことから、主に市外の方を対象

に、誘客や施設の魅惑向上に寄与していること

と考えているところでございます。 

 旧垂水港ロータリーにおきましては、主に市

民の方から、あそこにある花を譲ってほしいと

いう御相談や、同じような花壇をほかの場所に

も設置してほしいという御意見を頂いていると

ころでございます。 

 ほかにも、牛根境鉄道記念公園の桜や、旧牛

根中学校付近の鉄道跡地のアジサイロード、柊

原地域における国道220号沿いの花壇など、市

内における四季折々の花を楽しめる場所が数多

くございます。 

 引き続き、市民の皆様と一緒になって、花の

魅力を活用したまちづくりを進めるとともに、

フラワーツーリズムを軸とした誘客に努めるこ

とで、花のまち垂水のブランド化を図ってまい

りたいと考えているところでございます。 

 次に、地元食材を使う飲食店への支援につい

て、お答えいたします。 

 まず、地元食材を使う飲食店につきましては、

地域の一次産業の振興と地産地消の推進、集い

の場の提供などに寄与しているものと考えてい

るところでございます。提供する飲食店側は、

新鮮な食材の提供、食材の安全性確保、地域と

の連携強化、地域内での収益循環などのメリッ

トがあり、消費者にとりましては、身近な場所

から新鮮な食材を得ることができる。消費者自

らが生産状況等を確認でき、安心感が得られる。

食について親近感を得るとともに、生産と消費

の関わりや伝統的な食文化、食育について理解

を深める絶好の機会となる。環境に優しい生活

につながるなどのメリットがあると言われてお

ります。 

 議員の御指摘のとおり、市内飲食店において

は、物価高騰により仕入れ価格は年々上昇して

おり、経営を維持するためには、上昇額分を提

供価格に転嫁するか、地元以外の食材に変更す

るなどの対応をせざるを得ない状況であると認

識しているところでございます。 

 そのような状況で、飲食店からの直接の御要

望もございますことから、水産商工観光課では、

現在どのような支援策があるのか調査・研究を

行っているところでございます。 

 以上でございます。 

○企画政策課長（堀留 豊）  Ｊ癩クレジット

制度への参加の検討について、お答えいたしま

す。 

 議員からも御説明がございましたとおり、

Ｊ癩クレジット制度とは、適切な森林管理によ

り、ＣＯ２等の排出削減量や吸収量をクレジッ

トとして国が認証する制度でございます。この

クレジットは売却が可能であることから、面積

の約77％を森林が占める当市においては、一定

の効果が期待できるものと考えております。 

 同制度につきましては、既に他自治体との連

携実績がある企業から、令和６年11月に制度導

入について御提案を頂ききましたことから、検



－40－ 

討を開始したところでございます。 

 次に、他自治体の事例を参考に、垂水市での

可能性をどう評価しているかについて、お答え

いたします。 

 先ほど御説明した提案企業からの御提案の後、

関係課とともに情報収集を行い、令和７年２月

上旬、関係課同席の下、この提案企業とオンラ

イン形式での協議を行ったところでございます。

協議では、本市がＪ癩クレジット制度を導入し

た場合の概算収益見込みや、事業化を行う際の

スケジュール等について、具体的な御提案を頂

いたところでございます。その際、本市の市有

林のみでは収益を見込めないことから、大隅森

林組合様が管理する個人所有の私有林も加えた

形で事業を実施してはどうかとの御提案も併せ

て頂いたところでございます。 

 この提案を受け、２月下旬に関係課、大隅森

林組合様、提案企業による協議を行ったところ

でございます。この協議では、収益見込みやス

ケジュール案が改めて示されたほか、事業化に

際しては、森林の主伐計画や再造林計画を加味

する必要があることや、地権者へのアプローチ

方法について検討する必要があることなどの課

題について共通認識がなされたところでござい

ます。 

 本取組を推進するためには、本市のみならず、

大隅森林組合様との連携が不可欠であることか

ら、今後につきましては、大隅森林組合様の見

解を踏まえた上で、制度の導入可能性について

検討を行ってまいりたいと考えているところで

ございます。 

 以上でございます。 

○農林課長（森 秀和）  市有林の管理状況、

森林組合との連携体制はどうなっているかにつ

きまして、お答えいたします。 

 本市の森林面積は１万2,791ヘクタールとな

っており、保有者形態別での森林面積は、国有

林3,944ヘクタール、私有林8,449ヘクタール、

県有林60ヘクタール、市有林338ヘクタールを

合わせた公有林が398ヘクタールとなっており

ます。森林面積のうち民有林は8,847ヘクター

ルで、森林面積の69.2％を占めており、杉、ヒ

ノキを主体とした人工林面積は4,118ヘクター

ルで、人工林率46.5％となっております。 

 市有林の管理状況につきましては、間伐や下

刈り、作業道の修繕などの維持管理を大隅森林

組合へ委託して行っているところでございます。

また、市有林の監視業務につきましては、市有

林の保全を目的に、山腹崩壊、土砂流出、異常

気象後の調査・点検などを、山林看守人に委託

して、市有林の保全に努めているところでござ

います。 

 市有林の適正な維持管理を行うために、本格

的な利用期を迎えている杉、ヒノキの主伐を中

心の施業、主伐後の再造林、再造林後の下刈り、

枝打ち、間伐など、循環型施業を実施するため

に、その基礎調査を実施し、生育状況や資産価

値、必要な施業の把握を行うことが重要と考え

ておりますことから、大隅森林組合と共同して

取り組んでおります。 

 いずれにいたしましても、調査委託につきま

しては、利用期を迎えた杉、ヒノキの主伐も視

野に入れ、総合的な森林施業を目的に、森林組

合とも緊密な連携を取りながら、森林の有する

多面的機能が発揮されるよう努めてまいります。 

 以上でございます。 

○福祉課長（新屋一己）  再犯防止推進計画の

策定について、どのように考えているかにつき

まして、お答えいたします。 

 法務省が公表している令和６年版再犯防止推

進白書によりますと、令和５年度の全国の再犯

者率は47％と高い数値となっており、刑事事件

におきましては、罪を犯した人の約半数の方が

繰り返し罪を犯してしまうというデータになっ

ております。 

 そのようなこともあり、平成28年12月に施行
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された再犯の防止等の推進に関する法律に基づ

き、国は再犯防止推進計画を策定し、犯罪をし

た者等が社会から取り残されることなく、円滑

に社会復帰し、地域社会の一員として活躍でき

る地域共生社会の実現を推進することで、再犯

を防止し、住民の皆様の安全で安心して暮らせ

る地域社会の実現を目指すこととしております。 

 また、再犯の防止等の推進に関する法律では、

再犯の防止等に関する責務は、国だけでなく各

市町村にもあることが明記され、各市町村にお

きましても、国との適切な役割分担を踏まえて、

その地域の状況に応じた施策を策定するなどの

再犯防止推進計画の策定が努力義務として定め

られているところでございます。 

 そのようなことから、本市におきましても、

令和７年度中に、垂水市再犯防止推進計画を策

定する予定としており、現在までに、国・県や

他市町の計画を参考にして、素案を作成してい

るところでございます。 

 今後のスケジュールとしましては、市の関係

各課、保護司会等の御協力を得ながら、素案を

完成させ、広報誌や市のホームページ、パブリ

ックコメントで広く市民からの意見を頂き、12

月議会において議会への報告を予定しておりま

す。 

 また、計画の策定に当たりましては、垂水市

保護司会をはじめ、警察、垂水市社会福祉協議

会などからの御意見も賜り、市として、垂水市

地域社会福祉計画の下位計画の一つとして位置

づけ、誰もが安心して暮らせる社会の実現を目

指し、関係機関との連携、情報共有等を行いな

がら、再犯防止推進計画の円滑な推進に努めて

まいります。 

 なお、計画策定後の周知につきましては、現

在、保護司会を中心に、垂水高校等の協力など

を得ながら、社会を明るくする運動や保護司だ

よりの全戸配布など積極的に周知をしていただ

いておりますが、市としましても、広報誌、市

ホームページなどへの掲載など、継続的に市民

への周知を行い、再犯防止と罪を犯した人々の

社会復帰支援についての理解を深めてまいりた

いと考えております。 

 以上でございます。 

○社会教育課長（大迫隆男）  自主文化事業の

年間計画がどのように決定されるかについて、

お答えいたします。 

 まず、瀬戸口藤吉翁顕彰事業であるふるさと

コンサート・グランプリコンサートは、毎年開

催しております。その他の自主文化事業につき

ましては、落語や講演会、音楽コンサート等の

中から、出演者との調整や予算等の面から、実

施可能なものを決定しているところでございま

す。 

 次に、市民の声やニーズの反映について、お

答えいたします。 

 前年度までに実施した自主文化事業への感想

等も考慮しながら、当該年度の事業を決定して

いるところでございます。近年、開催が続いて

いる落語につきましては、次年度も開催してほ

しいとの要望等が多いことを踏まえ取り組んで

いるところでございます。 

 次に、これまでの取組と課題につきまして、

お答えいたします。 

 これまでの取組といたしまして、恒例となっ

ております瀬戸口藤吉翁顕彰事業であるコン

サートにつきましては、平成11年度から開催し、

これまで多くの市民へ上質な音楽を提供し、好

評を得ております。また、平成29年度から実施

しております落語は、昨年度で６回目の開催と

なりました。来場された市民からは、笑いが止

まらず元気をもらった。来年も楽しみにしてい

るなどの感想を頂いております。 

 昨年度、演劇「桜舞～花征きて～」が８年ぶ

りに上演されました。この演劇は、わくわくど

きどき夢教室の一環として、市内の小中学生を

無料招待し、平和について深く考える学びの機
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会としたところでございます。 

 本年３月には、青山学院大学陸上競技部・長

距離ブロック監督の原晋氏による講演会を開催

し、過去最多となる約900人に御来場いただい

たところでございます。 

 課題といたしましては、毎年落語会を楽しみ

にされる市民がいらっしゃる一方で、ファミ

リー向けや高齢者向けなどを望まれている方も

おり、多様な催しを工夫していく必要があると

考えております。 

 今後は、社会教育委員の会議で御意見を伺っ

たり、文化会館内にアンケート箱を設置するな

ど、市民の意見や要望を反映した自主文化事業

となるよう努めてまいります。 

 次に、文化会館の年間の稼働率について、お

答えいたします。 

 文化会館は、市主催事業や自主文化事業、音

楽関係への貸館事業、各種団体によるイベント

や練習等での利用がございます。文化会館には、

大ホール、リハーサル室、５つの楽屋、会議室、

ロビー・ホワイエの各施設があり、年間利用可

能日数における稼働率は、昨年度84％で、例年

70％以上の稼働率を維持しております。 

 次に、市民館調理室の利用状況と課題につい

て、お答えいたします。 

 市民館の調理室は、主に食生活改善推進員連

絡協議会及び市保健課等に利用されており、令

和６年度におきましては、年間39回、延べ384

人の方々に利用されているところでございます。 

 施設の維持管理につきましては、職員が定期

的に点検を行い、害虫駆除や清掃を行っている

ところでございます。また、施設が昭和52年建

設のため老朽化していることから、施設の修繕

及び備品の交換等が課題となっております。 

 以上でございます。 

○総務課長（園田 保）  庁内におけるパワハ

ラの実態について、お答えいたします。 

 議員の御質問につきましては、令和５年第１

回の定例会での一般質問においても同様の質問

がありましたが、初めに、パワハラの相談件数

及び認定件数につきまして、これまでパワハラ

ではないかという相談は数件受けております。

その際は、相談者からその内容の聞き取りを十

分に行った上で、客観的な視点でパワハラの類

型に該当するかどうかの確認を行い、相談者の

求めに応じて相手方や関係職員からの事実確認

を行い、相談事案の早期解決に向けて、中立・

公平・公正な立場で慎重な対応に努めていると

ころでございます。結果としまして、現在のと

ころパワハラの認定にまで至った事案はござい

ません。 

 次に、職員の離職状況につきましては、令和

２年度から令和６年度までの５年間における中

途退職者数は、市職員で20名、消防職員６名の

計26名でございます。退職希望者に対しまして

は、必ず面談による聞き取りを行い、退職理由

などの確認を行っておりますが、その際、退職

の理由といたしまして、転職によるキャリアア

ップや、家業を含む家庭の事情など様々でござ

います。 

 次に、療養休暇の取得状況につきましては、

令和７年５月末現在で市長部局、教育委員会、

消防本部を含めて、６名の職員が休職及び病気

休暇となっております。 

 以上でございます。 

 続きまして、メンタルヘルスとパラハラの関

係につきまして、お答えいたします。 

 議員御指摘のとおり、本市としましても、メ

ンタルヘルスとパラハラ等のハラスメントの関

係は非常に密接で、ハラスメントはメンタル不

調に陥る一つの要因と考えております。そこで、

本市では、平成29年度からストレスチェック制

度を活用し、自己のストレス状況について気づ

きを促すとともに、その結果を基に、集団分析

による職場環境の改善を通じて、メンタルヘル

ス不調の未然防止に取り組んでいるところでご
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ざいます。 

 昨年度は、メンタルヘルス対策事業を委託す

る事業者に講師を依頼し、11月に管理職を対象

としたメンタルヘルス研修を実施いたしました。

この研修では、ハラスメントのない職場づくり

をテーマにした講演と、事例を用いて所属長と

しての対応方法について、グループワークを実

施しております。引き続き、ハラスメント防止

も含め、メンタルヘルス研修を通じて、全職員

が安心して働ける職場環境づくりに取り組んで

まいります。 

 次に、議員御質問のパワハラを行った職員の

管理職へ登用する際、明確な基準はあるのかに

つきましては、先ほど答弁いたしましたとおり、

これまでパワハラを認定した事案は発生してい

ないところであり、また、管理職へ任用するた

めの明確な基準を設けているものではなく、職

員の職歴やスキル等を総合的に判断しているも

のでございます。その際に、全ての職員に対し

て、公平かつ公正な機会が与えられるべきと考

えており、過去の勤務歴などを考慮しつつ、職

員個々の成長と経験値等を総合的に評価し、管

理職としての適正を判断するものとなっており

ます。 

 今後、パワハラ認定による処分を受ける職員

が発生した場合、職員個人はもとより、パワハ

ラに至った要因を振り返った上で、再発防止の

ための研修や専門家によるカウンセリング等を

考えております。 

 以上でございます。 

○議長（北方貞明）  ここで暫時休憩いたしま

す。 

 次は、１時20分から再開いたします。 

     午後０時11分休憩 

 

     午後１時20分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

○堀内貴志議員  それでは、垂水市の活性化対

策について、２回目の質問をしたいと思います。 

 垂水の活性化対策といいましても、様々いろ

んなことがありますけど、本日は、キーワード

として、温泉施設と花のまちと食材について、

３つをテーマにして挙げさせていただきました。 

 まず、温泉施設についてであります。 

 温泉施設のリニューアル支援、温泉を中心と

した新たな観光プログラムの開発、これは、垂

水市が本来持つ魅力を再発見し、未来へつなげ

ていくための第一歩だと思っております。ポテ

ンシャルも非常に高い観光資源だと思います。

現在稼働している温泉施設についても、このま

まの状況であれば、垂水市から温泉施設がなく

なるのではないかという危機感すら持っており

ます。そして、温泉施設に対する支援をしなけ

ればならない時期に来ているのではないかと思

います。 

 私は、過去、一般質問の中で、垂水市の温泉

施設に宿泊された方々から徴収した入湯税につ

いて、その入湯税の分だけでも温泉施設の活性

化に特化して助成してはどうかと提案をさせて

いただいたことがあります。市民と行政が協力

し、持続可能なまちづくりを進めていくことが

大変重要だと思っていますが、温泉施設に対す

る支援策についてどういうふうに考えているの

か。それが一点。 

 もう一つ。花のまちの再構築については、現

在、680万予算を使って、道の駅垂水はまびら

の国道沿いと旧フェリー乗り場、ロータリーの

２か所において、鹿屋市の業者を使って整備し

ています。確かに花の咲いている時期はきれい

ですけれども、問題点は、これが全市的に美化

には至っていないというところに課題があるの

ではないかと思います。もっと市全体が花で鮮

やかな明るい魅力的なまちづくりを目指して、

市民自らが仕組みを構築できるものでなければ

ならない。 
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 そこで、例えば「花いっぱいプロジェクト」

と題して、高齢者を中心にして、地域住民の生

きがいや小売の創出をする。あと、ＳＮＳを活

用した市内外への魅力の発信、これをやってい

ただきたいなという提案です。予算はこの680

万、これを組替えして、この予算を使って地域

別花壇整備予算への配分、地区ごとに予算を配

分して、市民が花を植えて、そして育て、管理

する活動を促す。地区によっては、ボランティ

ア団体だったり、学生だったりとの連携も期待

できる。 

 そして、これだけでは終わりません。今度は

「花いっぱいコンテスト」を開催する。年数回、

地区ごとの取組内容で評価する。ＳＮＳで発信

したそれを、投稿のいいね数、あと、シェア数

で評価する。それで、現地視察して、景観で評

価をする。そのために、やっぱりＳＮＳの活用

に資する発信をしなければならない。これを各

地区の花壇や取組をＳＮＳ、インスタグラム、

Ｘで配信すると。 

 あと、このＳＮＳをするためには、高齢者に

やっぱり共有しなければいけない。高齢者向け

のデジタル支援もするんだと。ＳＮＳ投稿をサ

ポートする講座を開設し、若者との交流の機会

をつくると同時に、高齢者のデジタル機器への

理解を促す。タイミングよく垂水高校が、国の

支援事業でＤＸ事業が認可されました。だから、

垂水高校生とコラボして高齢者に教えるという

取組もいいのではないか。そのことによって、

高齢者と若者が交流する場がつくれるというの

を考えると、夢が広がってくるんですよ。この

地域別花壇整備予算への配分について、検討で

きないかということが一つ。 

 あと、地域食材を使う飲食店への支援につい

て、地元飲食店からやっぱり仕入れ価格が上が

っていると、先ほども答弁の中でもお話があり

ました。経営が困難になってくる、ひょっとし

たら飲食店がなくなるかもしれないと、そうい

う危機感を感じているし、垂水の食材を食べさ

せてくれるところが垂水からなくなるというこ

とも考えられるんです。大変心配しています。

だから、支援する必要があるのではないかと。

私が仮に考えたこの支援事業、垂水市地元食材

活用飲食店応援補助金、もう一回言います。垂

水市地元食材活用飲食店応援補助金、仮の名前

ですね。こんな補助金を出して、例えば、対象

経費を３分の２補助をすると。上限は30万円と

するというような、いろいろな仕組みがあると

思いますけど、市としてそのような制度を考え

る余地はないのかということをお聞きしたいと

思います。私のこの提案を含めて、本当は課長

に聞いてから市長に最後に聞こうと思いました

けども、時間がありませんので、私の提案を含

めて、市として今後どのようなビジョンを持っ

て地域資源の再活用と再活性化に取り組んでい

くのか、改めて市長に見解をお聞きして終わり

たいと思います。 

○市長（尾脇雅弥）  垂水市の活性化対策につ

きましてお答えいたします。 

 初めに、温泉施設の活性化についてでござい

ます。 

 温泉の魅力は、心身のリフレッシュと健康効

果にあると考えるところでございまして、観光

による誘客に必要な三大要素の一つでもござい

ます。私自身、温泉所在地の垂水市長として説

得力のあるＰＲを行い、広くこの魅力を周知し

たいと考え、平成28年１月に温泉分析書の読み

方や入浴法などを受講するセミナーに参加し、

温泉ソムリエの資格を全国の市長で初めて取得

をしたところでございます。 

 本市内の温泉を御利用されるお客様は、泉質

だけではなくて、施設の雰囲気や料金、移動距

離などの諸条件を勘案して各施設を選定されて

いると推察しており、各施設におかれましても、

それぞれのよさを工夫しながら営業をされてお

られますが、例えば、全国的な物価上昇による
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燃料費の出費や建築物の老朽化、担い手不足の

問題など、行政と一緒になって今後の対策を考

え、議論していく必要があると考えているとこ

ろでございます。 

 このようなことから、現在、策定を進めてい

る垂水市観光振興計画におきまして、温泉を活

用した観光振興を盛り込む予定であり、温泉所

在都市協議会において、温泉施設の活性化に係

る財源確保の要望を継続しながら、本市の歳入

予算における入湯税の有効活用を図り、もって、

貴重な地域資源である温泉の再活用に取り組ん

でまいりたいと考えているところでございます。 

 次に、花のまちとしての再構築につきまして

お答えいたします。 

 花によるまちづくりとは、花に代表される自

然全てに感謝の気持ちをささげながら、その力

を借りて住みよい快適な生活環境をつくってい

くということであると認識しているところでご

ざいます。昔から引き継がれてきた花の名所や、

各地域が誇る花の名所、これからつくっていく

花の名所、多くの方にお楽しみいただけるよう

に戦略的に植栽する花壇など、多様な花の名所

の在り方が美しい風景や町並みを創出し、市民

全体が我がまちを誇りに思うような花によるま

ちづくりを展開していきたいと考えているとこ

ろでございます。 

 このようなことから、現在実施している事業

は継続して、堀内議員からの御提案について、

新たな候補地の選定や、規模を拡大して事業を

展開できないかなど、引き続き調査研究を行う

よう、所管課に指示してまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、地元食材を使う飲食店への支援につい

てお答えいたします。 

 本市には、高隈山系を源とする温泉水、自然

の恩恵を受けて育った垂水市漁協カンパチ「海

の桜勘」、牛根漁協「ぶり大将」、温泉水で育

った豚「桜島美湯豚」など、魅力あふれる食材

が数多くございます。これまでに私自身トップ

セールスマンとして、このすばらしい食材を国

内外に向けましてＰＲ活動や販路拡大に努めて

まいりました。これまでにお取引のございまし

た日本航空様や山形屋様をはじめ、取引業者の

皆様からも、本市食材に対しまして高い評価を

いただいているところでございます。 

 そして、現在進行形で今月２日から７月31日

までの２か月間、シェラトン鹿児島におきまし

て、垂水の食材を使用したイタリアンフェアが

開催されております。本年５月で開業２年目を

迎えたシェラトン鹿児島様において、県内自治

体で２回目のフェアが開催されるのは、本市が

初めてでございます。このことは、本市食材が

高い評価をいただいている証であると再認識い

たしているところでございます。 

 このすばらしい食材を本市内で提供されてい

る飲食店への支援策についてということでござ

いますが、本市食材を地元で食する飲食店の活

性化につきましては、本市が掲げます観光振興

に重要なことであり、交流人口、関係人口の増

加に大きく寄与するものと考えておりますこと

から、これまでいただいている声を国や県にお

届けし、国や県の動向を注視しながら、必要な

施策及び財源確保について所管課に指示してま

いりたいと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  ありがとうございます。温泉

事業、課題は施設の老朽化、これも大変重要な

課題だと思いますので、どうか温泉事業に支援、

そして、花いっぱいプロジェクト、大変夢のあ

る事業だと思いますので、垂水市で取り組んで

いただければなというふうに思います。 

 これらの施策、垂水市が本来持つ魅力を再発

見し、未来へつなぐための第一歩だと思います。

市民と行政が協力して持続可能なまちづくりに

努めていくこと、これが重要でありますので、

そのことを強くお願いして、この質問は今日は



－46－ 

終わりにしたいと思います。 

 ２つ目、Ｊ癩クレジット制度導入についてで

すね。 

 実は、去年の11月18日ですかね、コンサルの

人と担当課長とちょっと話をさせていただいて、

そのとき検討しますと、調査・検討をしますと

いうことで、進むかなと思ったら、半年たって

も目に見えてこないというところで、この質問

をテーマに挙げさせていただきました。 

 このＪ癩クレジット制度を実現するためには、

様々な課題があることは十分承知しております。

特に制度が少し複雑であることも、自分は理解

しております。逆に言えば、そこを超えると、

確実に収益、脱炭素の実績という、自治体にと

って二重のメリットが得られる制度になると思

います。むしろ専門的だからこそ、外部のコン

サルなどを活用しながら進めるべきと考えてお

ります。すばらしい取組であるので、ぜひとも

具体的に実現していくことを求めます。 

 ３つ目、再犯防止推進計画についてでありま

す。 

 再犯の背景には、就労、住居、福祉、地域社

会における支援体制の不足があると言われてい

る。それは、答弁の中でもお話しされました。

地域自治体こそが、これらを総合的に支援でき

る最も身近な行政機関だと思います。 

 このたび、本市においても、本年度中に再犯

防止推進計画を策定するという計画があるとい

うことでしたので、心強く思っております。 

 ちなみに、垂水市の保護司会、定員10名に対

して10名の保護司がおります。垂水市の保護司

会は肝属保護区に入りまして、鹿屋、垂水市、

肝付町、東串良町、２市２町で71名の保護司が

いるということで活動しております。７月が

「社会を明るくする運動」で強調月間になりま

すので、様々な活動をやっていきますし、７月

17日はリナシティで講演会も開催する予定でお

ります。これは「犯罪被害者の家族の思い」と

いうテーマで、要は、被疑者がいる反面、その

裏には被害者がいるんだよと、被害者の思いを

ちょっとでも感じてくださいということで、そ

の講演会を開きます。もし皆さん都合がよろし

ければ、リナシティ７月17日に開催しますので、

来ていただければと思います。 

 いずれにしましても、再犯防止の観点から、

いろんな面でいろんな団体と協力していくこと

が必要不可欠であります。市民の安心、安全を

守るためにも、暮らしの安心、安全を守るため

にも、ぜひともこの再犯防止推進計画に取り組

んでいただければなと思いますので、私も保護

司として共に頑張っていきたいと思います。 

 ４つ目ですね、自主文化事業。時間が迫って

きましたね。落語がちょっと続いているという

ことで、決して落語が悪いということで言って

おりません。落語は笑いが止まらずということ

で、評判いいということであれば、笑いが止ま

らないテーマとしては、ほかには落語以外にも、

例えばの話で吉本演芸、そういう、何ですか、

コントも入れてもいいんじゃないかなと。だか

ら、いろんな考えの下に、一つのテーマでなく

て、いろんな考えの下に、若者から高齢者まで

が幅広い世代が楽しめる多様な文化活動、この

企画が求められているのではないかなというふ

うに思います。 

 先ほど文化会館の稼働率について、実績で

84％とおっしゃいました。年間365日、日数計

算で84％と出たと思いますけど、この利用者は、

大半は幼稚園や小・中学校、高校、あと吹奏楽

団、それらの団体、減免措置のある団体ばかり

で、一日借りている場合じゃないんです。一日

中借りているというとでもないんですよね。リ

ハーサル室だけ借りているというところがある。

それも稼働率に入っているのではないかなと。

一日例えば８時間としても、使わない時間があ

るわけですよ。それを含めると、この84％の稼

働率は、私はちょっとおかしな稼働率になるの
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ではないかなと思いますので。問題は、その稼

働率と収益性をどのように考えていくのかとい

うことが問題になってくるんです。文化会館と

いうのは、やっぱり市の予算も投入しています

から、それなりに少しは収益につながるような

事業をしなければいけないのかなと思いますけ

ど、時間がありませんので、この稼働率、収益

性についても、今後、検討しながら進んでもら

えればなというふうに思いますし、平成５年４

月に文化会館が落成したんですよね。そのとき

には何か鳥羽一郎も来たとか、10周年記念のと

きには山本譲二も来たとかいう話もありますの

で、今後、２年後には35周年ありますし、40周

年もやってきますので、そういった取組をやっ

ていただきたいなと思います。 

 あとは、市民館調理室の施設整備についてで

ありますけれども、市民からの要望です。率直

にお尋ねします。温水機の設置による手洗い・

洗い場の環境改善、調理台の改修・張り替え等

の衛生面など、段階的な改善が必要だと思いま

す。この改善について、市として早期に、予算

措置を含めて対応を検討する予定があるのかど

うか、あるかないかでちょっと答えていただき

たいと思います。 

○社会教育課長（大迫隆男）  利用者の声を聞

いて施設改修の必要性は、につきましてお答え

いたします。 

 これまで調理室の修繕や備品の交換等につき

ましては、必要性を十分に検討した上で予算計

上し、対応しているところでございます。 

 ここ数年の整備につきましては、令和３年度

にガステーブル４台、ガス炊飯器４台、令和４

年度にガステーブル４台及び炊飯器を４台購入

したところでございます。令和７年度につきま

しても、食生活改善推進員連絡協議会に市民館

講座を担っていただいていることから、御要望

のございましたまな板及び子供用の包丁につい

て、既に購入したところでございます。 

 御質問にございました給湯器の設置につきま

しては、設置器具の設置場所、工法等について

検討が必要なことから、関係課と協議してまい

りたいと考えております。また、調理台に設置

されている木製天板につきましては、老朽化し

衛生上の課題があることから、金属製の天板と

交換できないか、関係課と検討してまいりたい

と考えております。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  この問題については、食生活

改善推進員連絡協議会、また、こども食堂を運

営する方々、多くの市民の方々が利用する施設、

一刻も早く改善されることを切に要望して、質

問を終わります。 

 時間がありません。パワハラの問題について

は、様々あると思います。答弁の中で、離職し

ている方が５年の間に中途が20名、消防が６名、

26名、療養休暇も５月７日現在６名ということ

でありますので、ハラスメントとメンタルヘル

スの関連性についてしっかりと調査して、今後

そういうことがないように対策を取っていただ

きたいというふうに思います。本市が職員一人

一人の声を丁寧に拾い上げて、健全で働きやす

い職場環境を築いていくことが大切だと思いま

す。 

○議長（北方貞明）  堀内議員、まとめてくだ

さい。 

○堀内貴志議員  そのことを切にお願いして、

私の質問を終わりたいと思います。ありがとう

ございました。 

○議長（北方貞明）  お疲れさまでした。 

 次に、５番、池田みすず議員の質問を許可い

たします。 

   ［池田みすず議員登壇］ 

○池田みすず議員  議長の許可をいただきまし

たので、先に通告しておりました項目について

質問いたします。明確な御答弁をお願いいたし

ます。 
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 まず、たるみず元気プロジェクト・健康チェ

ックについてお伺いいたします。 

 この健康チェックは、健康に関する様々な

データを収集・分析し、垂水市の健康長寿及び

子育て支援に最適な取組を提案してもらうこと

を目的に実施されています。平成29年度から令

和６年度までの８年間で5,000人を超える市民

が参加され、本市の有効な施策となっています。 

 この健康チェックにつきましては、本事業の

共同者である鹿児島大学の学会発表等でも取り

上げられたと報告もありました。昨年度の参加

者においては、70歳代36.8％、60歳代24.6％、

50歳代15％となっており、アンケートでは、

94.4％の方から「受診してよかった」と御意見

をいただいております。改めてこの事業の効果

についてお伺いいたします。 

 次に、熱中症対策についてお伺いいたします。 

 昨年の夏は、エルニーニョ現象と地球温暖化

の影響もあり、民間の気象会社では過去最も暑

い夏と報じるなど、全国的に記録的な猛暑とな

りました。 

 本市の熱中症による搬送件数は、令和４年が

22件、令和５年が28件、令和６年が34件と、毎

年かなりの量で救急搬送されています。 

 昨年の第３回定例会で、本市において、クー

リングシェルターは垂水市市民館が１か所のみ

とのことでしたが、その際、本市の特色でもあ

る南北37キロもある海岸線の地形や高齢者が多

いことを考慮しますと、少なくとも新城支所や

牛根支所など、クーリングシェルターを新たに

指定する必要があるのではないかと提案してお

りましたが、その後どのようになったのか伺い

ます。 

 次に、小・中学校体育館の空調設備について

お伺いいたします。 

 国は、学校施設の整備について、老朽化が

ピークを迎えている現状を踏まえ、計画的・効

率的な長寿命化計画を図るため、子供たちの多

様なニーズに応じた教育環境の向上を推進して

きており、その老朽化対策として、ほか公共施

設との複合化・共用化、非構造部材の耐震対策、

避難所としての防災機能強化、洋式化を含めた

トイレ改修などを推進しております。 

 中でも力を入れているのが、災害時に避難所

となる学校体育館への空調設備であります。昨

年９月１日時点での全国の公立学校の空調設置

率は18.9％で、年間平均進捗率は約3.4％にと

どまっていると発表しております。 

 これまで同僚議員からも同様の一般質問をさ

れておりますが、空調が設置されていない学校

体育館の大半は、断熱性能も確保されておらず、

体育の授業や部活動での利用を控える学校が増

えているなど、教育活動にも支障が生じており

ます。一方で、冬場は凍えるような寒さとなる

ことから、避難された市民の健康確保が難しく

なることは予想されるところです。事実、令和

６年に起きた能登半島地震の際は、空調が設置

されている教室等、被災者の生活拠点に切り替

えた学校が多くあったと報道されております。 

 この状況を受け、国は令和６年度補正予算に

おいて、体育館に空調整備する自治体への特例

交付金を新設し、断熱性能の確保を要件に、関

連工事を含めた費用の２分の１を補助すること

で、設置率を今後10年で95％まで押し上げたい

考えを示しているようです。 

 本市においては、今年３月、学校施設等長寿

命化計画に基づく垂水小学校の体育館改修工事

が完了し、学びの場としてだけではなく、出入

り口の段差解消などバリアフリー化され、車椅

子の方も使用しやすい多目的トイレ機能も設置

するなど、より避難所としての機能を意識した

ものになっております。 

 そこで、今後の本市の小・中学校の体育館の

空調設備の整備計画についてお伺いいたします。 

 次に、男女共同参画の推進についてお伺いい

たします。 



－49－ 

 国は、男女共同参画社会基本法の交付施行日

である平成11年６月23日を踏まえ、毎年６月23

日から29日までの１週間を男女共同参画週間と

しており、令和７年度は、「誰でも自分らし

く」というキャッチフレーズの下、国・地方公

共団体などが男女共同参画社会づくりに対する

国民の理解と関心を高めるため、様々な行事が

予定されております。 

 そこで、本市において令和３年３月に策定さ

れた第２次垂水市男女共同参画基本計画につい

て伺います。この計画では、男女共同参画社会

を形成する上で、その根底をなす基本理念「男

女の人権の尊重」が市民一人一人の意識に深く

浸透し、家庭、学校、職場、地域社会などのあ

らゆる場で実現される地域環境が形成されるこ

とを目指し、一人一人の人権が尊重され、多様

な生き方が選択でき、個性や能力が発揮できる

社会づくり、誰もが安心して暮らすことができ

る社会づくりを基本目標としております。また、

この基本目標を実現するために、７つの重点目

標が設定され、基本施策が展開されるものでご

ざいますが、この計画は、今年度、見直しの年

となっているようですが、これまで実施した事

業等の成果及び課題についてお伺いいたします。 

 次に、小・中学校における生活習慣病予防対

策についてお伺いいたします。 

 本年２月に公表された県の学校保健統計調査

確報で、県内の児童生徒の肥満傾向児の出現率

は、全国と比べると、男子では５つの年齢階層

で上回り、女子に至っては10の年齢階層で上回

っているようです。この調査は、子供の肥満が

増加傾向にあるとの報道がある昨今、生活習慣

病は大人だけが注意すべき問題ではないと考え

ており、生活習慣病のリスクを持つ子供は、お

よそ10％から20％いるという研究発表もあるよ

うです。 

 そこで、本市の小・中学校の年齢別肥満傾向

児の出現率についてお伺いいたします。 

 次に、給食費無償化事業についてお伺いいた

します。 

 給食費の無償化につきましては、本市におい

ては令和５年９月２学期から実施され、昨年の

第３回定例会において、97.2％の保護者の方が

経済的負担の軽減につながっており、また、無

償化された給食費相当額を子供のための費用に

使用されるなど、子育てや教育のために有効に

活用されているものと考えていると答弁されて

います。 

 昨今、子育て世代の方と話をする機会があり、

その方から「自分の子供は市外の学校に通って

いるので、給食費の無償化の恩恵を受けていな

いので家計が厳しい」との声が寄せられました。 

 そこで、市外に通う児童生徒はどのくらいい

るのか、人数について伺います。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○保健課長（永田正一）  健康チェックの過去

７年間の効果についてお答えいたします。 

 昨年度、鹿児島大学からのアドバイスをいた

だきながら健康チェックに参加した方々と参加

していない方々のデータを比較し、健康チェッ

クの事業効果を検証しました。検証は、健康チ

ェックに参加することが難しい状態の方が比較

対象とならないよう、平成30年度に既に要介護

１以上の認定を受けていた方については、分析

するデータから削除した上で、令和６年度にお

ける延べ1,865人の参加者のデータと年齢構成

等の条件を同一にした非参加者のデータの比較

分析を実施したところでございます。 

 まず、介護認定の状況と介護給付費の比較に

ついてでございますが、介護認定率につきまし

ては、非参加者の認定率が8.2％に対しまして、

参加者が6.8％と、参加している方のほうが

1.4％低い結果でございました。さらに、要介

護認定を受けた方の中でも、要介護３以上の割

合は、非参加者が28.9％に対して、参加者が

11.8％と低く抑えられており、逆に要支援１・
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２の軽度の方の割合は、非参加者が28.5％に対

して、参加者は44.1％となっております。よっ

て、介護認定率につきましては、参加している

方のほうが認定率が低く、また、介護度も軽度

に抑制されている結果となりました。その要因

としまして、健康チェックに参加することで健

康意識が高まるとともに、様々な健康教室に参

加していただいていることで、生活機能の維持

や介護予防につながっているのではと考えてい

るところでございます。 

 次に、介護給付費についての比較でございま

すが、令和６年４月から９月までの10割分の介

護給付費を基に比較したところ、参加者の方が

非参加者より年間で一人当たり約４万5,000円

低い結果となりました。比較対象の1,865人全

体で考えますと、年間で約8,500万円の開きが

あり、健康チェックに多くの方が参加すること

によって、40歳以上の市民が負担する介護保険

料の適正化にもつながることが期待されると考

えております。 

 最後に、医療費についての比較でございます

が、健康チェックを３回以上受診した方で、国

民健康保険被保険者または後期高齢者医療被保

険者の486人について10割分の医療費を比較し

ましたところ、参加者の方が非参加者より年間

で一人当たり約５万4,000円低い結果となりま

した。この内容につきましては、今年３月号の

広報誌で紹介させていただくとともに、５月13

日に開催されました鹿児島県公衆衛生学会にお

きまして、当課の保健師が報告をしたところで

ございます。 

 このほかの結果としましては、健康チェック

は疾患を見つけることを目的としたものではご

ざいませんが、参加された後、すぐにお伝えし

たほうがいいと判断される疾患が見つかった方

には、報告会を待たずに病院への受診勧奨を行

っており、これまで137人に電話連絡などをし

ております。中には、心臓の一部の血管が詰ま

っており、心臓カテーテル手術につながった方

や、初期の舌がんが見つかった方などもおられ、

多くの感謝の声をいただいているところでござ

います。このように、早い段階で適切な治療に

つながったことが、医療費の適正化にもつなが

っているものと考えております。 

 このようなことから、担当課としましては、

健康チェックに参加すること自体を健康意識を

高めるきっかけにしていただきたいと思ってお

り、より多くの皆様に参加していただきたいと

考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○生活環境課長（有馬孝一）  クーリングシェ

ルターの指定につきましてお答えいたします。 

 クーリングシェルターにつきましては、熱中

症特別警戒アラートが発表されたときに、熱中

症による人の健康に係る被害の発生を防止する

ため、暑さをしのぐ場所として市長が指定し、

一般開放する施設として、令和６年度の気候変

動適応法の一部改正により創設されました。 

 本市の対応といたしましては、指定するため

の最低限の基準といたしまして、適当な冷房設

備を有すること、それから、必要かつ適切な空

間が確保されていることとされておりますこと

から、この基準に該当する施設として、令和６

年６月３日に垂水市市民館１階ロビーを指定い

たしましたが、垂水市内の各地区でも熱中症特

別警戒アラートに対応できる施設を指定してほ

しいという要望があり、関係課及び各地区公民

館と協議を行い、最低限の基準を満たせること

が確認できましたことから、これまでの垂水市

市民館に加えて、今回新たに市内８地区公民館

を令和７年６月１日に指定いたしました。この

ことにつきましては、市ホームページや市報７

月号で発信するなど、周知・広報を行ってまい

ります。 

 以上でございます。 

○教育総務課長（小池康之）  今後の空調設備
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の整備計画は、についてお答えいたします。 

 近年、気温の変化に伴い、全国各地で熱中症

による事故が発生しており、本市の学校現場に

おきましても、気象庁と環境省による熱中症警

戒アラートの発表などに注意しながら教育活動

を行っております。 

 また、熱中症は、それほど高くない気温でも、

温度などその他の条件により発生していること

を踏まえ、活動の場所や種類にかかわらず、全

学校に設置された測定装置による暑さ指数に基

づき、活動の継続または中止の判断を適切に行

っております。 

 各教室においては、空調設備やサーキュレー

ターなどを活用し、より望ましい環境の中で授

業等を行っているところでございます。 

 一方、本市の小・中学校の体育館には空調設

備の設置はなく、大型送風機などを数台稼働し、

館内に暑さがこもらないように換気を行ってい

るところでございます。 

 全国の学校体育館の空調設備設置率が２割程

度である中、災害時には避難所としても活用さ

れているところも多くあり、文部科学省におい

て、学校施設における体育館等への空調設備の

整備促進として、空調設備臨時特例交付金が新

設されたところでございます。本交付金の交付

対象といたしまして、避難所に指定されている

こと、対象施設の断熱性が確保されていること

が要件となっており、電源確保のための電気設

備の整備を含めた技術的な精査や多額の予算が

必要になることから、今後、他自治体の動向を

注視しつつ、関係課と協議を行ってまいりたい

と考えております。 

 以上でございます。 

○企画政策課長（堀留 豊）  第２次垂水市男

女共同参画基本計画について、これまでの成果

及び課題等の評価についてお答えいたします。 

 初めに、第２次垂水市男女共同参画基本計画

でございますが、令和３年３月に策定し、計画

期間を令和３年度から12年度までの10年間とし

ており、議員が御指摘のとおり、令和７年度が

計画見直し年度となっているところでございま

す。 

 御質問のうち、これまでの成果についてでご

ざいますが、当計画に掲げた７つの重点目標に

関係する全67の具体的事業について、進捗状況

の評価を実施しております。なお、評価につい

ては、事業進捗度に応じた評価指標を用いまし

て、進捗状況評価を行っているところでござい

ます。 

 令和６年度分の評価でございますが、現在、

関係課からの事業報告を集約しているところで

ありますことから、令和５年度分の評価で申し

上げますと、事業目標の８割以上を達成した事

業が14事業、事業目標の４割から７割を達成し

た事業が53事業であり、事業目標の４割に満た

ない達成率となった事業はありませんでした。

男女共同参画の担当課としましても、この第２

次垂水市男女共同参画基本計画に基づき、男女

共同参画社会の実現に向けた施策を推進するこ

とにより、事業目標の達成率が向上しているこ

とが成果であると評価しており、また、池田議

員が会長を務めておられます垂水市男女共同参

画推進協議会においても、同様の評価をいただ

いているところでございます。一方で、先ほど

申し上げました53事業が、事業目標の４割から

７割の達成度評価にとどまっていることが課題

であると認識しているところでございます。 

 次に、第２次垂水市男女共同参画基本計画の

見直しでございますが、令和５年３月に策定さ

れた第４次鹿児島県男女共同参画基本計画や、

令和５年12月に一部変更のあった国の第５次男

女共同参画基本計画との整合性を図りつつ、当

計画に掲げる具体的施策をより効果的に推進し

ていくことを念頭に、計画の見直しを行いたい

と考えているところでございます。 

 以上でございます。 
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○学校教育課長（川﨑史明）  児童生徒の肥満

の傾向につきましてお答えいたします。 

 肥満度を測る指標といたしまして、ＢＭＩ指

数が一般的には用いられております。ＢＭＩ指

数は身長と体重から計算でき、標準値を22とし、

25以上の値が肥満傾向であるとされております。 

 この指数による本市の肥満傾向の児童生徒の

割合は、令和５年度におきましては、小学生が

全国9.2％に対し、本市は14.7％、中学生が全

国10.2％に対し、本市は13.8％とやや高くなっ

ております。また、令和６年度におきましても、

小学生が全国8.6％に対し、本市は11.2％、中

学生が全国10.1％に対し、本市は16.6％と、

小・中学生ともに高い水準で推移しております。 

 しかし、令和７年度、今年度の４月ですけれ

ども、結果を見ますと、本市の小学生は前年度

より２ポイント減の9.2％、中学生は前年度よ

り4.7ポイント減の11.9％と、前年度に比べか

なり低くなっており、改善の傾向が見られてお

ります。 

 引き続き、市外に通う児童生徒数につきまし

てお答えいたします。 

 現在、垂水市に居住しながら市外の学校に通

っている児童生徒数につきましては、私立中学

校、県立中学校を合わせて５人、特別支援学校

への通学が６人、区域外就学の申請による他自

治体への通学が４人の合計15人でございます。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  御答弁いただきました。 

 それでは、ここから一問一答方式で２回目の

質問をいたします。 

 まず、たるみず元気プロジェクト・健康チェ

ックについてですが、令和３年第４回定例会に

おいて、健康チェックの参加者数は1,500人を

目標としているとのことであります。私は、個

人的には、参加される御高齢の方が固定化して

いるのではないかと危惧しています。担当課と

してもこれまで議論を重ね、改善もされてきた

と思いますが、新規の参加者が増えないのが現

状ではないでしょうか。 

 そこで、今後、参加者を増やすためにどのよ

うな取組を考えておられるのか伺います。 

○保健課長（永田正一）  健康チェックの参加

者を増やすための取組につきましてお答えいた

します。 

 主な取組として、まずは、多くの市民の皆様

に健康チェックの内容や効果を知っていただき

参加していただきたいという思いから、周知活

動の拡充・徹底を図っているところでございま

す。周知方法としましては、個人や事業所へ封

書による郵送案内や広報紙、ホームページへの

掲載に加え、特に今年度から市内事業所へのポ

スター貼付等を実施しております。 

 また、昨年度から地域で開催される高齢者サ

ロンや各種団体の会議等を活用させていただき、

出向いていっての対面周知活動を重点的に実施

しており、昨年度は55か所で実施したところで、

今年度もさらに広げていく予定でございます。

対面での周知内容としましては、健康チェック

のメリットはもとより、参加した方からの感想

をお伝えするように心がけており、健康チェッ

クによって疾患が見つかった方の声や、介護保

険・医療保険への事業効果などをお伝えしてい

るところでございます。 

 また、気軽に参加しやすい取組としまして、

参加したくても身体的にハンディキャップがあ

り、特定の健診項目を受けることができないな

どの声もお聞きしていましたことから、今年度

から身体的に負担のある検査はしていただかな

くてもいいように見直しを図り、案内チラシに

も「無理に健診項目を全部受ける必要はありま

せん」と記載し、周知を行っているところでご

ざいます。 

 そのほかの取組としましては、健康チェック

を楽しみながら参加していただくために、健康

づくりに関するすてきな商品が当たる抽せん会
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の実施や健康ポイントの付与、また、参加者全

員へ1,000円分のＱＵＯカードのプレゼントを

実施しております。さらに、参加した方が周り

の方をお誘いしやすくなる取組としまして、紹

介した方、紹介された方それぞれに1,000円分

のＱＵＯカードをプレゼントする紹介特典も実

施しているところでございます。このような取

組を通じて多くの市民の皆様に健康チェックに

参加していただき、事業の目的であります健康

寿命の延伸や介護給付費、医療費の適正化につ

なげていきたいと考えているところでございま

す。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  この事業は、健康チェック

から得られたデータを基に、高齢化率の高い本

市が全国のモデルとなるよう、健康で長生きし

て生活できるよう、様々な取組の基礎データに

なると考えています。これまで健康チェックに

参加されていない方々に対して、どのような形

で参加していただくかを議論、検討し、介護予

防や病気の早期発見等、健康チェックを受ける

必要性やメリットを積極的に周知し、新たな参

加者が増える取組をしていただくことを期待し

て、この質問を終わります。 

 次に、熱中症対策についてですが、今回、私

が言ったクーリングシェルターの指定を拡充す

る提案に対して、地区公民館まで指定を広げら

れたことに、心から敬意を表したいと思います。 

 本市において、地区別の救急搬送数を見ると、

高齢者が多いことは理解しています。今後は、

移動手段や熱中症の予防・対策が課題となって

きますので、所管課を中心に関係機関等と連携

を図りながら、しっかりと対応していただくこ

とを期待して、この質問を終わります。 

 次に、小・中学校体育館等の空調設備につい

てですが、近年の異常気象や災害の発生を鑑み

ると、避難所でもある学校の体育館の空調設備

の整備は、早急な対応が必要ではないでしょう

か。全国に目を向けると、避難所である体育館

の空調設備は、全て行っている自治体もあるよ

うです。限られた財源の中で様々な事業をしな

ければならないことは十分に理解しております

が、市民の安全、安心を確保するという点、特

に子供たちや高齢者の安心、安全を考えると、

優先順位は高いと思われないでしょうか。災害

は、いつ何時発生するか分からないんです。今

のうちにしっかりと備えておくことが重要で、

まさしく市民の命を守る施策だと思いますので、

前向きに取り組んでいただきますようお願いし

て、この質問を終わります。 

 次に、第２次垂水市男女共同参画基本計画に

ついてであります。先ほども申し上げましたと

おり、この計画では、基本計画一人一人の人権

が尊重され、多様な生き方が選択でき、個人や

能力が発揮できる社会づくり、誰もが安心して

暮らせることができる社会づくりを実現するた

めに、７つの重点目標が設置されております。

その重点目標の一つである政策・方針決定過程

への男女共同参画の推進では、現状と課題とし

て、この計画策定時において、本市の審議会と

委員に占める女性の割合は21.5％、議会議員に

占める女性の割合は7.1％、振興会長で4.9％と

低く、女性の参画が進んでいない本市において

は、多くの女性が地域活動等あらゆる分野に参

加し、大きな役割を担っているにもかかわらず、

様々な割合が示すように、政策・方針決定過程

への女性参画の拡大に向けた環境整備に取り組

むことが必要であるとされております。 

 そこで、具体的施策の一つである市の審議会

等への女性委員の登用について、目標値を30％

と定めておりますが、現在の登用率について伺

います。 

○企画政策課長（堀留 豊）  市の審議会等へ

の女性委員登用割合についてお答えいたします。 

 第２次垂水市男女共同参画基本計画を掲げた

重点目標の一つに、政策・方針決定過程への男
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女共同参画の推進を掲げており、この重点目標

に関係する具体的施策の一つとして、市の審議

会等への女性委員の登用促進を掲げているとこ

ろでございます。 

 議員御質問の市の審議会等への女性委員の登

用割合でございますが、第２次垂水市男女共同

参画基本計画の初年度である令和３年度は

22.4％、令和４年度が22.2％、令和５年度が

23.7％、令和６年度が27.7％となっており、

徐々に女性の登用割合が上昇してきております

が、当計画における目標値である30％には達し

ていない状況でございます。 

 男女双方が女性参画の意義について認識を深

め、あらゆる分野における政策・方針決定過程

への女性参画の拡大に向けた環境整備を行うた

めには、市の審議会等への女性委員登用促進は

大変重要でありますことから、これまで以上に

関係課との調整・連携を強化し、女性委員のさ

らなる登用促進を図りたいと考えているところ

でございます。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  同じく重点目標の地域コミ

ュニティに対する男女共同参画の推進の現状と

課題の中では、災害が発生すると、平時の固定

的性別役割分担意識が強化され、男女で異なる

ニーズや状況が配慮されないことなどが、被災

者をさらに困難な状況に追い込み、その回復や

復興を遅らせることがある。そのため、男性中

心の防災分野に女性の参画を拡大するとともに、

男女共同参画の視点を取り入れた防災体制を確

立するよう取り組む必要があるとされ、その施

策の方向として、男女共同参画の視点を取り入

れた防災体制の確立があります。 

 そこで、本市の地域防災計画の作成時もつか

さどっている防災会議の委員について、女性委

員の状況と今後の考えについてお伺いします。 

○総務課長（園田 保）  防災会議の女性委員

の現況及び今後の対応につきましてお答えいた

します。 

 垂水市防災会議は、垂水市地域防災計画及び

垂水市水防計画を作成及び、その実施を推進す

ることなどが所掌事務でございます。 

 防災会議の委員につきましては、会長及び委

員20名以内をもって組織し、委員構成は、市長

をはじめ指定地方行政機関の職員のうちから市

長が任命する者や、海上自衛隊第１航空群司令、

または陸上自衛隊第12普通科連隊長、もしくは

その指名する自衛官などから組織することと規

定されており、委員の選出につきましては、各

団体から御推薦いただき任命しているところで

ございます。現在の委員は、九州農政局鹿屋駐

在所地方参事官、大隅地域振興局総務企画部長、

海上自衛隊第１航空群司令などで組織されてお

ります。 

 今後の対応につきましては、繰り返しになり

ますが、防災会議の所掌事務は、垂水市地域防

災計画及び垂水市水防計画を作成する会議であ

ることから、それぞれの機関から推薦される委

員は、一定程度決定権を持った方であると推察

しているところでございます。今後、女性の委

員も任命されることがあるかとは存じますが、

現在のところはいらっしゃいません。 

 なお、女性の視点という点では、本市の地域

防災計画案を作成する際に、事前に庁内所属長

に確認を行っておりますことから、現在のとこ

ろ、２名の女性職員の意見は反映されているも

のと存じます。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  ありがとうございます。具

体的にどのような意見があったか教えていただ

けますか。 

○総務課長（園田 保）  すいません。今この

場で、どのような女性の意見があったかという

のは、ちょっと資料を持ち合わせておりません。 

○議長（北方貞明）  よろしいですか。 

○池田みすず議員  分かりました。 
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 次に、この後の避難所運営にも関係してきま

すが、本市の女性消防団員の活動状況や人員等

の現況について、県内の状況と併せて伺います。 

○消防長（松尾智信）  女性消防団員の活動状

況や人員等の現況についてと県内の状況は、に

ついての質問にお答えいたします。 

 垂水市の女性消防団員につきましては、平成

28年に第５分団に初めて入団され、これまで26

人の女性消防団員が垂水市民の生命及び財産を

守り、さらには、安心・安全なまちづくりに尽

力されておられます。現在、21名の女性消防団

員が在団しており、火災時の後方支援をはじめ、

春及び秋の火災予防運動広報や災害時における

避難広報、行方不明者の捜索、消防訓練に従事

され、それに加え、各種イベント等での団員募

集も行っておられます。 

 また、平成31年３月には、女性消防団員のみ

で構成する任意団体「垂姫隊」を発足させ、各

種会合での活動報告や意見交換、情報収集を行

うなど、積極的な活動も行っておられるところ

でございます。 

 今後は、女性ならではの視点や地域住民との

コミュニケーション能力、防災啓発活動への貢

献など、様々な側面で消防団の活動を活気づけ

ることが期待されるところでもあり、また、女

性消防団員の増加は、消防団全体の組織の活性

化や多様性の向上にもつながるものと考えてい

るところでございます。 

 なお、県内の女性消防団員の人数及び活動内

容につきましては、県消防協会に確認しました

ところ、令和６年10月１日現在で661名の女性

消防団員が在団されています。しかしながら、

活動内容につきましては把握されていなかった

ため、消防協会肝属支部１市４町に確認しまし

たところ、本市と同様の活動に加え、災害避難

所での運営の手助けを試験的に行っている自治

体があることを確認したところでございます。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  防災会議の女性委員、女性

消防団員の活動状況について答弁いただきまし

た。このことを踏まえ、避難所運営について伺

います。 

 地域防災計画の中で、避難所の運営体制の整

備としては、市は避難所ごとに避難所の運営に

当たる管理責任者をあらかじめ定めておくとと

もに、本来の施設管理者との連携の下で、運営

における女性の参画を推進し、住民の自主防災

組織やボランティア組織と協力して、避難所に

避難した被災者の実態やニーズの迅速な把握及

び避難所の効率的な管理運営がなされるよう、

避難所の管理運営体制の整備に努めるとされて

おります。 

 そこで、昨年度、避難所が開設されたときの

配置職員の女性の割合についてはどうなってお

りますか。 

○総務課長（園田 保）  避難所開設に伴う配

置職員の女性の割合についてお答えいたします。 

 避難所の運営につきましては、垂水市災害対

策本部規定第７条第１項の規定により、税務課

長を避難対策部長として、市民課長を副部長と

して避難所の運営を行っているところでござい

ます。 

 避難所における配備要員の女性の割合につき

ましては、所属職員の人事異動等で毎年度増減

がありますが、令和６年度に避難所を開設した

際、配備された女性の割合は、配備された延べ

人数の約15％でございます。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  本市の避難所運営は、災害

警戒本部、災害対策本部の避難対策部を構成し

ておられる税務課や市民課職員が担っておられ

ますが、そういった中で女性職員を各指定避難

所に配置するのは、正直厳しいということは認

識しております。ただ、姶良市では、避難所開

設時に女性消防団員が運営をサポートする体制

を構築しており、地域住民の安心、安全に貢献
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されています。また、女性消防団員の制服は、

住民にとって頼もしい存在として認識されてお

り、避難所の円滑な運営にも貢献していると思

います。垂水市においても、女性職員や女性消

防団員が避難所運営に積極的に参加できるよう

な体制を構築することで、市民の安全、安心を

より一層高めることができると考えていますの

で、女性職員や女性消防団員が避難所運営に参

加できることを期待して、この質問を終わりま

す。 

 次に、小・中学校における生活習慣病予防対

策についてであります。 

 本市の児童生徒の肥満傾向について、全国や

県と比べて、今年度は全国平均まで減少する見

込みのようですが、令和５年、６年は、小・中

ともに全国平均より高く、先ほども申しました

が、子供の肥満は増加傾向にあるとの報道もあ

り、実際に本市でも、実感としてそのように感

じておられる方は多いのではないでしょうか。 

 その肥満傾向にある背景には、運動量の不足、

外食などによる摂取カロリーの増大、特に脂

肪・炭水化物成分の上昇など、環境的要因が指

摘されています。肥満傾向については、小児期

において適切な対応により、ほとんど治すこと

が可能であると言われており、国民医療費の抑

制から見れば、費用対効果の観点からも大切な

学校保健の課題であると考えております。 

 そこで、教育委員会及び各学校における取組

について伺います。 

○学校教育課長（川﨑史明）  学校における取

組につきましてお答えいたします。 

 昨年度から今年度にかけて肥満傾向の児童生

徒が減少した最も大きな要因としましては、一

昨年度、昨年度の結果を基に、養護教諭部会を

中心に課題意識を持って話し合い、各学校で行

った様々な取組にあると考えております。 

 具体的には、これまでも学級活動や保健の授

業で指導してきた、健康によいバランスの取れ

た食事の取り方や運動の仕方、睡眠時間を確保

する生活リズムのつくり方などを、肥満とのつ

ながりを意識した意図的・計画的な指導が行え

るように工夫いたしました。中でも、食に関す

る指導を行う際には、給食センターで勤務する

栄養教諭を全小・中学校に派遣し、食の大切さ

について指導を行っております。 

 さらに、夏休み等の教育相談の機会に、担任

だけでなく養護教諭も同席し、一人一人の健康

チェックカードを基に、バランスのよい食事や

おやつの取り方、家族全員でできる運動などに

ついて紹介する相談や指導を行ったことで、効

果が高まったと考えているところでございます。 

 今後も、児童生徒一人一人の実情に応じた健

康教育の充実について、保護者の理解や協力を

得ながら、より一層取組を進めてまいります。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  近年、ライフスタイルの

様々な変化で、肥満・高コレステロールの子供

は年々増えてきていると言われています。小・

中学校の肥満は成人肥満につながる可能性が非

常に高く、子供のときに身についたライフスタ

イルは、大人になってから変えようとしても、

なかなか変えられるものではないと考えており

ます。 

 農林課では、食を通して豊かな心と健全な体

をつくることを基本目標とした第３次垂水市食

育・地産地消推進計画を策定され、保健課では、

健康増進計画である第３次健康たるみず21を策

定しておられますが、それぞれ食育や健康教育

の観点から、具体的にどのような取組を行って

いるのか伺います。 

○農林課長（森 秀和）  食育・健康教育の観

点からの取組についてお答えいたします。 

 令和３年３月に策定した第３次垂水市食育・

地産地消推進計画に基づき、健全な心身を培い、

豊かな人間性を育むことができる社会を目指し

た食育推進のために、健康・福祉・教育関係者、
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農林水産業者、食品関連事業者等と行政機関が

それぞれの役割を生かし、連携して取り組んで

いるところでございます。 

 推進体制としましては、毎年、食育推進会議

を開催し、市民を対象としたアンケート結果を

参考にしながら、食育や地産地消に対する意識

や取組などを把握し、計画の進捗状況の確認を

行うなど、第３次垂水市食育・地産地消推進計

画の目標達成に努めているところでございます。 

 農林課での具体的な取組としまして、肝属生

活研究グループ垂水支部の協力の下、小学生を

持つ市内の親子、子育て支援センターの利用者、

児童クラブの児童を対象として料理教室を開催

し、和食や郷土料理の伝承につなげております。

また、味噌づくり教室も実施しており、地元産

の野菜を使用して郷土料理も同時に作ることで、

地場産物や伝統料理の食文化を学び、食育・地

産地消への関心を深めるとともに、親子で健康

教育について考える機会としております。その

ほか、地元農家の協力の下、小学生の児童を対

象とし、田植えから脱穀まで手作業で行うこと

で、米作りの大変さと食への感謝の気持ちを深

め、食育推進につなげております。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  保健課の健康たるみず21で

は、次世代の健康について、朝食を毎日食べる

人の割合が、小学生に比べ中学生では低い結果

となっており、子供たちの食環境は年齢が上が

るにつれ複雑化し、朝食の欠食だけでなく、栄

養の偏り、肥満などの課題も多いだけではなく、

それらが心身の成長と発達に与える影響も予想

されることから、妊娠期・幼少期から食の取組

が不可欠であると現状の課題が示されておりま

す。 

 そこで、文部科学省は事例として、通常の学

校健康診断に昼食前採血などを加えた小児生活

習慣予防健診が紹介され、鹿児島県においては

鹿児島市が実施されておりますが、本市におい

てこの健診を実施する考えはないかお伺いいた

します。 

○学校教育課長（川﨑史明）  小児生活習慣病

予防健診を実施する考えは、につきましてお答

えをいたします。 

 小児生活習慣病予防健診は、医師会と連携し、

肥満傾向の児童生徒が無料で病院受診をできる

ようにしたものでございます。実際に予防健診

を勧めている自治体に問合せをしたところ、受

診率はあまり高くないとのことでございます。

その理由としましては、病院受診への抵抗感が

高いことが考えられます。先ほど御説明いたし

ましたように、昨年度、本市において養護教諭

部会を中心にした肥満予防への取組は、保護者

にとりましても病院受診に比べて心理的な抵抗

感が低く、取り組みやすかったことが効果につ

ながったものと考えております。 

 教育委員会といたしましては、この取組を継

続し、児童生徒の肥満の状況を確認しながら、

小児生活習慣病予防健診の必要性について検討

してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  子供の肥満については、環

境的要因が指摘されています。これまでも、こ

れからも、学校等において食育を中心に取り組

んでいかれるはずですが、子供自身の変化が少

しずつ見られると、さらに取り組むはずです。

そのためにも、目に見える指標として、この小

児生活習慣病予防健診を実施していただき、一

人でも生活習慣病の子供たちが減少することを

期待して、この質問を終わります。 

 次に、給食費無償化事業についてであります。 

 垂水市外に通う児童生徒の数は、私立中学校

が４人、私立支援学校が６人、県立小・中学校

が５人、合わせて15人とのことで理解いたしま

した。市外の学校に通う子供たちが、御家庭の

都合で選択されていることは理解しています。

事実として、特別支援学校等は市外にしかない
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のが現状です。 

 本市の給食費無償化は、県内でも先駆けて実

施されているところですが、県内では特別支援

学校に通う児童生徒も対象にしている自治体も

あります。特別支援学校では、学用品費、修学

旅行費など保護者が負担する教育関連経費につ

いて、家庭の経済状況等に応じ補助する就学奨

励費があると聞いておりますが、現状では家計

が厳しいとの保護者からの声については、何ら

かの対応が必要だと思います。私は特別支援学

校に通う児童生徒も対象とすべきではないかと

考えますが、見解を伺います。 

○市長（尾脇雅弥）  池田議員の御質問の給食

費無償化事業について、私の考えを述べさせて

いただきます。 

 国がようやく令和８年４月から小学校の給食

費を無償化するという動きがある中、本市にお

きましては、令和５年９月から小・中学校給食

費無償化事業を実施しております。議員からあ

りました市外に通う児童生徒も対象とすべきと

考えるが、見解につきましては、今後、事業の

さらなる拡充を図り、実施に向けた協議を行う

ように関係課に指示したところでございます。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  ありがとうございます。本

市の子育て支援は、他市と比べても本当に手厚

いと思っています。今後も声なき声をしっかり

と聞きながら、さらなる支援策を検討していた

だき、本市において少しでも子育て世代が増え

ていくことを期待して、私の一般質問を終わり

ます。 

○議長（北方貞明）  これで暫時休憩いたしま

す。 

 次は、２時45分から再開いたします。 

     午後２時31分休憩 

 

     午後２時45分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、11番、持留良一議員の質問を許可いた

します。 

   ［持留良一議員登壇］ 

○持留良一議員  それでは、よろしくお願いし

たいと思います。 

 最初の質問は、市長の平和への取組について

の政治姿勢について伺います。 

 広島・長崎に原爆が投下されてから、今年で

80年が経過しようとしています。あの原爆投下

でその年のうち21万人が死亡し、その後も放射

能によって被爆者の命が奪われ続けています。

被爆者は核兵器の非人道性を訴え、禁止、廃絶

を求め続けてこられました。その訴えが核兵器

使用の手を縛り、2017年には国連で核兵器禁止

条約が採択され、2024年には日本原水協、いわ

ゆる被団協の方々がノーベル平和賞を受賞され

ました。 

 しかし、今、世界には核兵器が１万2,000発

も保有され、核の脅威が横行し、世界は核戦争

の危機に直面しています。今こそ唯一の戦争被

爆国である日本政府が、核兵器禁止条約に署

名・批准し、核保有国に禁止条約への参加を呼

びかける先頭に立つべきだと考えます。さらに、

核兵器禁止条約は2021年に発行し、核兵器は人

類史上初めて違法となりました。 

 そこで、以下の点について問います。 

 １点目は、日本原水禁被爆者被害者団体協議

会がノーベル平和賞を授与されたことについて、

市長の見解を伺います。 

 ２点目は、政府は被爆国として核兵器禁止条

約に署名・批准し、核保有国に核禁止条約への

参加を呼びかける必要性があると考えますが、

考えを伺います。核兵器廃絶及び恒久平和の実

現に向けて自治体で取り組めることはあると思

いますが、例えば、自治体の非核都市宣言など

を含めて取り組める可能性があると思いますけ

ども、見解を伺います。 
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 次の質問は、会計年度任用職員の雇用安定の

促進を求めることについて質問します。 

 総務省は昨年６月に、会計年度任用職員の事

務処理マニュアルから３年目の公募に関する記

述を削除しました。また、２年を超える連続雇

用は可能であることも確認されました。これに

より、さらに会計年度職員の雇用の安定化の促

進が図られることが期待されます。 

 雇用の安定は、住民サービスの向上につなが

る最大の保証であり、会計年度職員は市民のた

めに働く公務労働者でもあります。今まででは、

来年も雇用されるか分からない不安から、人材

流出や欠員が生じる懸念やおそれもありました。

また、行政の窓口で相談する住民から見れば、

正規か非正規かは全く関係ありません。だから

こそ、住民が安心して行政のサービスを受けら

れるためにも、会計年度任用職員が安心して長

く働き続けられるような環境の整備への取組が、

今、自治体に求められていると考えます。 

 そこで、以下の点について質問いたします。 

 １点目は、なぜ削除されたのか。公募は必須

でないと理解していいのかということです。 

 ２点目は、再度の任用が考えられる場合でも、

必ず公募を実施する必要があるのかという点で

す。 

 ３点目は、公務労働者としての自覚と技術向

上等のために、職員の研修はどう保証され、推

進されているのか伺います。 

 次の質問は、身近に使いやすい図書館の運営

に地域住民が参加することは、図書館の活性化

にもつながるという観点から、図書館協議会設

置について質問をいたします。 

 図書館法には、14条に「図書館協議会を置く

ことができる」と法的根拠が書かれています。

しかし、図書館協議会は必置義務ではありませ

ん。そんな中、全国でも図書館協議会を必置と

するような法改正等の運動も行われています。

図書館は地域の拠点であり、その運営に地域住

民が参加することは、図書館の活性化にもつな

がるものです。しかし、図書館法に規定されて

いる図書館協議会が置かれているのは、図書館

設置自治体の６割程度にしか過ぎません。 

 そんな中、政府は2016年度から市町村におけ

る図書館協議会経費を地方交付税措置としまし

た。これは、関係する人たちの長年にわたる運

動の成果であり、これを確実に生かす取組が求

められています。 

 そこで、以下の点について質問をします。 

 19市の設置状況と大隅管内の設置状況につい

て伺います。 

 ２点目は、図書館の役割や目的、住民の参加

で身近で使いやすい図書館運営のためにも設置

する必要があると考えますが、見解を伺います。 

 最後の質問は、熱中症から命と健康を守る取

組について質問をいたします。 

 先ほども熱中症の被害の状況が、具体的な年

度ごとの数字も池田議員のほうからも報告があ

りましたが、毎年の猛暑から住民の命と健康を

どう守るかが、引き続き自治体の課題となって

います。既に今年も熱中症被害が全国的にも出

始めています。 

 垂水市では、行政組織が一体となった取組が

毎年行われていますが、この夏の気象庁の予想

は猛暑で、気温は高い見込みであると報道もさ

れています。熱中症が心配されるところです。 

 熱中症の中でも特に留意しなければならない

のは、屋内での対策です。昨年の市の調査でも、

エアコンがあっても、電気代が心配と使用して

いないなどの課題、ケースも明らかになってい

ます。エアコンを使用することは、命を守る上

でも非常に重要なことであり、市の呼びかけ事

項でも最も優先されている対策となっています。 

 しかし、電気代の負担は、市民生活、特に年

金暮らしの高齢者にとっては困難になってきて

います。さらに、今年は物価高騰等の影響もあ

り、例年にも増して使用を控える高齢者等が広
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がる事態が予想、懸念されます。また、経済的

理由により、エアコンの設置・購入自体が困難

な方々も少なくありません。また、買換えが困

難な世帯もあります。さらに、生活保護世帯へ

の一時金扶助でエアコン購入・設置費用が支給

されるのは、一部の受給者に限られているなど

の課題があります。こんなときだからこそ自治

体が住民の命を守るという役割と責任を発揮す

べきときだと考えますが、そこで、以下の点に

ついて質問いたします。 

 一つは、生活保護世帯へのエアコンの設置費

用支給に関する厚労省の通知は、厳し過ぎると

いう意見があります。見解を伺いたいと思いま

す。通知は、先ほど皆さんのお手元に議長の許

可を得て配付してありますので、ポイントにつ

いてはマーカーを記してありますので、ぜひご

覧になっていただければというふうに思います

し、また参考にしていただければと思います。 

 ２点目は、一部の自治体には高齢者世帯など

一定の条件、高齢者・障害者世帯、非課税世帯

等へのエアコンの購入・設置費用の補助制度が

あります。そもそも自治体が独自の補助に踏み

出さざるを得ないのは、生活保護世帯へのエア

コンの支給要件があまりにも厳し過ぎるからと

考えます。認識と見解について伺います。 

 ３点目は、高齢者の生活実態をどのように把

握されているのか。エアコンの有無も含めて、

どのような形で把握されているのかお聞きしま

す。また、高齢者の生活実態調査の項目に「エ

アコンの有無」の検討もぜひ、なければ入れて

いただきたいし、また、生活保護世帯の実態調

査もお願いしたいと思います。 

 ４点目は、エアコン助成創設へ向けての、こ

のような状況の中、検討はできないのか、その

ことをお伺いして、１回目の質問を終わります。

再質問については保留といたします。 

○市長（尾脇雅弥）  受賞について市長の見解

は、につきましてお答えいたします。 

 初めに、日本被団協がノーベル平和賞を受賞

されましたことに、心よりお祝いを申し上げた

いと思います。このたびの受賞は、これまでの

多大な努力を積み重ねてきた被爆者の皆様の活

動が、世界的に認められた結果であると考えて

おります。 

 日本被団協は、被爆者の悲痛な経験を基に、

核兵器廃絶を求める声を絶えず上げ続け、その

実現のために御尽力されたことにより、日本だ

けでなく、世界中で平和への機運を押し上げる

原動力となっております。今回の受賞を機に、

国内外でより多くの人々が平和への願いを共有

するきっかけとなることを、心から願っており

ます。 

 以上でございます。 

○総務課長（園田 保）  政府は被爆国として

核兵器禁止条約に署名・推進し、核保有国に禁

止条約へ参加を呼びかける必要性があると考え

るが、見解を、についてお答えいたします。 

 今ほど市長が申されましたように、今回の受

賞を機に、国内外でより多くの人々が平和への

願いを共有し、その実現に向けた様々な行動を

起こすきっかけとなることを願っておりますが、

本市としましては、安全保障は国家の根幹に関

わる国の専管事項であり、国権の最高機関であ

る国会の場で取り扱われるべきものと考えてお

ります。 

 それから、核兵器廃絶及び恒久平和の実現に

向けて自治体で取り組めることはあるのか、に

つきましてお答えいたします。 

 先ほど、安全保障といった問題は国家の根幹

に関わる国の専管事項であることを述べさせて

いただきましたが、鹿児島県内においても非核

平和都市宣言や平和都市宣言を行っており、本

市の市議会におきましても、平成12年に非核平

和都市宣言をしております。 

 このような中、本市としましては、教育分野

において、昨年、自主文化事業で市内の小・中
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学生をはじめ市民向けに、平和学習の一つとし

て、戦争を題材とした舞台劇を開催しておりま

す。そのほかにも、市立図書館内で、戦時中の

講演を通じて、平和の大切さを学ぶ機会を提供

しているところでございます。 

 以上でございます。 

 ２番目の会計年度任用職員の雇用の安定化に

ついて、いわゆる３年目公募に関する記述が削

除されたことに関連して、なぜ削除されたのか、

についてお答えいたします。 

 国においては、期間業務職員の適切な採用に

ついての通知文書の一部改正により、令和６年

６月28日付で、公募によらない再度の採用回数

の上限を連続２回までとする取扱い、いわゆる

３年目公募の文言が削除されました。この改正

に合わせて、平成30年10月18日付の総務省自治

行政局公務員部長名で発出されておりました会

計年度任用職員制度の導入に向けた事務処理マ

ニュアルのＱ＆Ａにつきましても、いわゆる３

年目公募に関する記述が削除されたものでござ

います。 

 これまでの制度では、公募によらず継続して

再度の採用することができるのは、原則２回ま

でとするもので、この文言が削除されたことに

より、再度の採用に関する取扱いが見直された

ものでございます。 

 本市としましては、議員御質問の公募は必須

ではないのではないかという認識ではなく、あ

くまでも会計年度任用職員の再度の任用に当た

っては、平等取扱いの原則、成績主義を踏まえ、

できる限り幅広く募集を行うことが望ましいと

の考えの下、今後も引き続き毎年度の公募を行

っていきたいと考えております。 

 続きまして、再度の任用が考えられる場合で

あっても、必ず公募を実施する必要があるのか、

につきましてお答えいたします。 

 先ほどお答えいたしました、総務省自治行政

局公務員部長の通知文書となる会計年度任用職

員制度の導入に向けた事務処理マニュアルのＱ

＆Ａに、会計年度任用職員の再度の任用につい

ては、選考においては、公募を行うことが法律

上必須ではないが、できる限り広く募集を行う

ことが望ましいと記載があります。また、この

記載以外にも、会計年度任用職員の再度の任用

について、募集に当たっては任用回数や年齢に

よる制限を設けることは、平等取扱いの原則や

成績主義の観点から避けられるべきものとされ

ており、均等な機会の付与の考え方を踏まえた

適切な募集を行うことが求められているところ

でございます。 

 こうした国の通知内容を踏まえた上で、本市

におきましては、会計年度任用職員制度が開始

されてから現在まで、任用回数や年齢による制

限を設けず、全職種において毎年度公募を行っ

ているところでございます。 

 続きまして、公務労働者としての自覚と能力

向上のために職員研修はどう保障され、推進さ

れているのか、につきましてお答えいたします。 

 本市におきましては、令和元年度までは臨時

職員として雇用を行っておりました。令和２年

度の改正地方公務員法の施行に伴い、新たに会

計年度任用職員の制度が創設され、臨時職員の

雇用条件や任用手続が明確化されたことで、働

く職員にとって、よりよい労働環境が提供され

ることを目指した改正でございました。 

 制度の円滑な移行を実現するために、本市で

は、令和元年度に臨時職員を対象とした説明会

を実施しました。この説明会では、会計年度任

用職員制度の目的や地方公務員法の服務規律等

が適用されること、給与・勤務時間等の処遇が

変更されることなど、今後の雇用に関する具体

的な手続について説明を行い、当時の臨時職員

の皆様に理解を深めていただく機会を設けたも

のでございます。 

 また、制度が開始された令和２年度以降、ハ

ラスメント研修、公務員倫理研修、情報セキュ
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リティ研修などを実施し、本市の会計年度任用

職員として業務に従事する上で、自覚と能力向

上に取り組んでいるところでございます。 

 以上でございます。 

○社会教育課長（大迫隆男）  19市の設置状況

と大隅管内の設置状況についてお答えいたしま

す。 

 19市の図書館協議会の設置状況につきまして

は、本市と奄美市以外の17市に設置されており

ます。また、大隅管内の図書館協議会の設置状

況につきましては、本市と肝付町及び錦江町以

外の３市３町に設置されております。 

 続きまして、図書館協議会を設置し、住民の

参加で身近で使いやすい図書館運営をさらに進

めることができるのではないか、につきまして

お答えいたします。 

 現在、本市は図書館協議会は設置しておりま

せんが、調査いたしましたところ、平成18年３

月議会において、図書館協議会に関する条文を

削除する垂水市立図書館条例の一部を改正する

条例案の議会議決により、本市の図書館協議会

は廃止されました。当時、図書館協議会を廃止

することとなった主な理由といたしましては、

図書館協議会が実質的な付議案件が少なく、図

書館の利用状況を報告する会となっているのが

現状であり、当時の垂水市行財政改革での協議

会等の見直しにより、今後の図書館の運営・管

理については、行政側で直接進めていくことと

し、それに伴い、図書館協議会を廃止すること

となったと会議録に記載されております。 

 図書館協議会の設置根拠につきましては、図

書館法第14条に「公立図書館に図書館協議会を

置くことができる」と規定され、同条第２項に

「図書館協議会は図書館の運営に関し館長の諮

問に応ずるとともに、図書館の行う図書館奉仕

につき、館長に対して意見を述べる機関とす

る」となっております。 

 図書館奉仕の面から現状を見てみますと、令

和６年度の蔵書数は、県内公立図書館の平均蔵

書数５万9,000冊を上回る約８万4,000冊、また、

年間来館者数は約１万4,000人でございました。

利用者からは、市立図書館に寄せられる御意見

等につきまして、毎月１回実施しておりますス

タッフミーティング等において情報を共有し、

業務の改善等に努めているところでございます。 

 さらに、図書館に対する御意見をいただく場

として、まず、社会教育委員の会議において、

図書館活動の促進をテーマに協議を行っており

ます。次に、教育委員会定例会におきまして、

子供の読書活動の充実に向けた提言をいただく

などしております。また、学校訪問でも、読書

冊数や発達の段階に応じた選書等について教育

委員から意見をいただいたり、市立図書館との

連携について話題にしていただいたりしており

ます。さらに、垂水市教育委員会外部評価委員

会におきましても、市立図書館の利用促進につ

いて毎年評価をいただいております。 

 加えて、外部評価委員会からは、ブックス

タート事業の継続実施や読書の必要性の市民へ

の周知について意見や提言をいただいており、

図書館の運営に生かしているところでございま

す。 

 今後もこうした状況を検証しながら、図書館

協議会の再設置の必要性を見極めてまいりたい

と考えております。 

 以上でございます。 

○福祉課長（新屋一己）  生活保護世帯へのエ

アコン設置費用支給に関する厚生労働省の通知

は厳しすぎるとの意見があるが、見解は、につ

きましてお答えいたします。 

 生活保護世帯におけるエアコン購入費用につ

きましては、基本的には、生活保護費のやりく

りにより計画的に購入していただくものとなっ

ていたところでございますが、平成30年６月27

日付の生活保護法による保護の実施要領につい

ての一部改正により、気候変動による温暖化で
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熱中症予防の観点から、エアコン設置について、

生活保護開始時にエアコン設置がない者、単身

者が長期入院・入所後に退院・退所し、新たに

単身で居住を始める場合に居住住居にエアコン

設置がない者、災害による場合、転居先にエア

コンがない場合、犯罪や同一世帯に属する者か

ら暴力を受け、生命、身体の安全を確保するた

め借家等に転居する場合に、転居先にエアコン

設置がない者のいずれかに当たる場合、かかる

費用を生活保護費から支出できるようになった

ものでございます。 

 なお、通知で示された５つの条件の中に、既

存のエアコン買換えの費用は含まれておらず、

かかる費用は従前の取扱いどおり、基本的には

生活保護費のやりくりにより計画的に購入して

いただくものとなっているなど、一部支援が難

しくなるなどのケースが出てくることも想定さ

れますが、生活保護制度は社会全体の税金を財

源として成り立っていることから、支出には基

準が求められ、エアコン設置に関しても必要性

と緊急性を精査したうえで、支給の可否を判断

することが重要であると考えます。 

 しかしながら、ケースによってはエアコン設

置について支援が必要とされる方もいるかと思

いますので、様々な制度の許す範囲の中で、命

と健康を守る取組を優先して支援していきたい

と考えております。 

 以上でございます。 

 続きまして、高齢者世帯など一定の条件への

エアコン購入・設置費用の補助制度があるが、

認識と見解は、につきましてお答えいたします。 

 年々夏の暑さが増してくる昨今、エアコン購

入に関して一部自治体で購入・設置に助成があ

ることは確認しているところでございます。 

 鹿児島県内におきましては、鹿児島市が今年

度に省エネ家電への買換えについて補助金助成

を行うという情報を得ております。これにつき

ましては、高齢者等に限らず、鹿児島市在住者

が既存のエアコン、テレビ、冷蔵庫等を鹿児島

市内の店舗を利用して省エネ家電に買い換えた

場合に、上限３万円とした補助事業のことでご

ざいます。 

 県外に目を転じますと、高齢者世帯や障害者

手帳をお持ちの方がいらっしゃる世帯に対し、

現状エアコンがないか、壊れているということ

を条件として、兵庫県加古川市や鳥取県境港市、

大阪府泉佐野市などでエアコン購入助成時の補

助金事業を行っているようでございます。 

 現在、垂水市ではエアコン購入時の補助金助

成事業は行っておりませんが、今後、他市町の

状況や実績、市民ニーズ等を確認させていただ

きたいと考えております。 

以上でございます。 

 次に、高齢者の生活実態はどのように把握さ

れているか、につきましてお答えいたします。 

 高齢者の生活実態把握につきましては、在宅

において要介護者となっている方は、介護保険

事業所のケアマネジャー等の介護職員や医療機

関からの情報により把握しており、その他の支

援が必要とされる方の情報につきましては、地

域の民生委員からの情報や、地域包括支援セン

ターのケアマネジャーや看護師が訪問すること

により、必要な情報を把握しているところでご

ざいます。それらの方々につきましては、民生

委員、介護事業所職員、地域包括支援センター

職員などの訪問の際にエアコンの有無を確認し、

熱中症予防として利用を促しているところでご

ざいます。 

 さらに、これだけでは十分とは言えないこと

から、毎年、民生委員からの情報を基にして、

要支援となるような方を中心に、300件ほどＮ

ＰＯ法人に自宅を訪問して調査をいただいて、

家族の状況や健康状態、困り事などの聞き取り

調査を行い、必要な支援につなげているところ

でございます。 

 次に、高齢者実態調査の調査項目に「エアコ



－64－ 

ンの有無」を追加することへの検討でございま

すが、この調査につきましては、３年に１回の

介護保険事業計画の策定時に行う調査であり、

本年度中に行う予定ではございますが、調査開

始時期が秋から冬になることから、先ほどお話

ししましたＮＰＯ法人の調査が早ければ８月末

頃から行える予定であるので、この調査に今年

から「エアコンの有無」を追加し、毎年調査を

行いながら、同時に、熱中症予防の呼びかけや

相談なども実施することで対応していきたいと

考えております。 

 最後に、生活保護世帯の状況でございますが、

令和７年５月末時点の本市の被保護世帯数は

108世帯であり、そのうち在宅生活をしている

世帯は83世帯であり、その中で、住居にエアコ

ンが設置されている世帯は69世帯ございます。

エアコン未設置の14世帯のうち、先ほどの通知

以前に保護開始となっている世帯が７世帯でご

ざいますが、現在までにエアコン設置の要望が

ないところでございます。また、通知後の保護

開始世帯につきましても、エアコン未設置が７

世帯でございますが、保護開始時に説明を行い、

エアコン設置の意思確認を行った上で未設置と

なっているものでございます。 

 なお、ここ数年、生活保護世帯の方が室内で

熱中症を原因とした救急搬送が１件ございまし

たが、保護開始時における設置までの期間にお

いて熱中症となったもので、現在はエアコン設

置が完了しており、そのほか、室内での熱中症

として救急搬送された方はいない状況でござい

ます。 

 以上でございます。 

 次に、エアコン助成・創設の検討につきまし

てお答えいたします。 

 まずは、熱中症からの命と健康を守る取組と

いうことでございますので、保健課と連携しな

がら、市民に対しての家の中での温度管理への

注意喚起や、暑さを感じない方もいらっしゃる

ことから、まめに水分補給するなどの熱中症予

防への啓発等を図ってまいります。 

 その中で、エアコン助成等につきましては、

現在までにエアコン設置に関する補助金の要望

は福祉課にはないところではございますが、気

候の変動など状況は変わってきますので、先ほ

ど答弁いたしましたＮＰＯ法人の調査結果や他

自治体の事業や実績などを参考に、今後の調

査・研究とさせていただきたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○持留良一議員  それでは、一問一答で再質問

を行っていきたいというふうに思います。 

 被団協のノーベル平和賞受賞に関してという

ことで、先ほど市長のほうも自らの見解を述べ

られました。その中で、特に被団協の田中煕巳

さんが、ノーベル平和受賞式での講演で重要な

ことを語っていらっしゃるんですよね。核兵器

の保有と使用を前提とする核抑止論ではなく、

核兵器は一発たりとも持ってはいけないという

のが、原爆被害者の心からの願いなんだと。２

点目に、核兵器の保有と使用を前提とする核抑

止論ではなく、核兵器は一発たりとも持っては

いけないというのが、原爆被害者からの心から

の願いですと。そして最後に、３点目に言われ

たのが、それは日本政府が核兵器禁止条約に参

加することですということなんですよ。市長、

この被爆者、田中煕巳さんの思いをどのように

受け止められますか。 

○市長（尾脇雅弥）  軽々に申し上げられませ

んけれども、世界が平和であってほしいという

こと、そのために核兵器は要らないよというよ

うなことなのだと思います。基本的には同じ考

えです。世界が平和であるべきだと思いますが、

方法論として、ウクライナの例もありますよう

に、放棄して、それが全ていくという世界情勢

ではないことも一方であると思いますので、そ

こは共通目的のために段階を踏んで、その大き
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な目標に達成するように、それぞれの立場で頑

張っていくということだと思います。 

○持留良一議員  ２つの方法があると思うんで

すよね。一つは、やはりこういう声に応えた形

で、日本政府に対して参加しなさいよというこ

とを強く訴えていくということと、もう一つは、

やはりそれに関係して、私たちが平和を次世代

にしっかり語り継いでいくという継承、取組だ

と思うんですよね。 

 今日、ちょっと紹介したいところは、長崎県

の時津という町の取組なんですけれども、ここ

は長崎県だということで、どうしても被爆との

関係は切っても切れないし、そういう取組がど

うしても求められていくし、全国的にも先頭に

立って頑張っていくというところがあると思う

んですけれども、そういう中でも、一つは、核

兵器平和推進の基本に関する条例というのを平

成20年につくっているんですね。この第３条に

は「核兵器の製造、保有、持込み及び使用に協

力しない」と、こういうことを地方から声を上

げているということと、また、今年戦後80年と

いうことで、平和の取組ということで、平和で

語り伝えるということで、こういう企画もされ

ているということ。それから、核兵器のない平

和な世界へということで、核兵器廃絶平和への

町宣言というのもやっていらっしゃいます。こ

ういう形でいろんな取組をされているわけなん

ですよね。当然やっぱりそこは、この条例にあ

るような形で政治が、市政がその運営に当たっ

ていくんだということを表しているし、長崎と

してのやっぱり役割、責任もあるかと思うんで

すよね。 

 では、私たちに何ができるかということが、

先ほど紹介されましたけど、議会が2009年でし

たかね、やっているということ。これは、議会

としてそこまでなんですよ。やっぱり市として

この宣言をやっていくということの意味は、そ

こが中心となっていく行政が、学校だったら教

育の問題、また、地域だったら平和の取組の問

題、８月６日、９日には何らかの取組をやって

いこうとか、様々なそういうことができるのが、

行政ができる主体的な取組だと思う。議会はな

かなかそういうことはできないんですよね。予

算もないです。予算権もないですのでね。だか

ら、そういう意味で、2020年でしたかね、市民

団体の方々から平和宣言をぜひやってほしいと

いう取組も、要望として出ていたと思うんです

が、御記憶あるかと思うんですけども、このこ

とで、先ほど言ったとおり、行政のやる役割が

大きいんだということで、ぜひ市長には都市宣

言として、行政としてその取組をやっていくん

だという、こういう考え方はないのか、お聞き

をしたいと思います。 

○市長（尾脇雅弥）  ちょうど先月、九州市長

会が長崎でありました。長崎市長の分科会の中

で、そういうお立場から、世界平和のために長

崎の立場での発言を聞きました。そのことに異

論はありません。ただ、先ほど言いました、世

界平和といっても方法論がいろいろあります。

先ほどウクライナの例も申し上げました。世界

有数の核保有国がなくした瞬間に今の現状。た

らればはありませんけれども、保有していたら

子供たちが亡くなったり攻撃を受けることもな

かったのかもしれないという考え方もあります。

理想は、なくしてみんなでやることなのですが、

相手のあることでもありますから、そこは先ほ

ど担当課長が申し上げたような、国が我々の何

百倍もの情報を持っていろんなことを考えなが

ら、また、国の専権事項として御判断をされる

ことでありますから、気持ちはありますけれど

も、そのことで目的どおりにいくかどうかとい

うのは別の話でありますから、より慎重に考え

ていくべきだというふうに思っています。 

○持留良一議員  最後の質問にしますけれども、

私たちが、じゃあ、今、何ができるのかという

ことだと思うんですよね。その運動の一環、ま
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た、平和を築くという、世界の平和を築くため

に何ができるかということだと思うんですよね。

常にやっぱり発信し続けることだということ。

その根拠になるのが、行政としてのそういう平

和宣言をきちんとやるべきだと思うんですが、

その宣言をやる考えがあるのかないのか、それ

をお聞きして、この問題の質問を終わります。 

○市長（尾脇雅弥）  その宣言というか、我々

ができることというのは、戦争はやってはいけ

ないということですね。悲惨な状況になるとい

うことはもう間違いないことでありますから、

冒頭申し上げましたけど、誰も戦争したいとは

思っていない。平和であってほしいという気持

ちはあります。なので、そのことの方法論とし

てはいろいろ議論がありますので、繰り返しに

なりますけれども、その目的のために間違いが

あってはいけませんので、しっかり手順を踏み

ながら、やるべきことをやっていくということ

だと思います。 

○持留良一議員  今年になって、県内でも２か

所が町としての宣言をしているみたいです。全

国自治体平和都市宣言協議会というのがありま

して、その中に今年は湧水町、大崎町、東串良

町などが参加して、平和宣言をやったというふ

うになっています。ぜひそういう周りの変化も、

まだ取組も動き始めていますので、この垂水で

も平和都市宣言をぜひ行政としてやっていただ

きたいと、そのことを強く要望しておきたいと

いうふうに思います。 

 次の問題に移りたいと思います。 

 会計年度任用職員の問題についてお伺いした

いと思います。 

 先ほどるる答えていただきましたが、確認事

項なんですけれども、課長のほうにちょっと確

認しますが、法の改正を受けて、上限の回数を

問わず、公募によらない再採用が可能になった

と理解していいのか、この点を一点、まず確認

しておきたいと思います。 

○総務課長（園田 保）  先ほど申し上げまし

たとおり、これまでは、公募によらない採用が

２年間が限度だったということで、３年目に規

定されたものが削除されたということでござい

ます。 

 以上でございます。 

○持留良一議員  国の通達の前段の部分にも、

こういうことが書いてありますね。先ほど言わ

れた「地方公務員法の平等扱いの原則及び成績

主義を踏まえ、客観的な能力実証を行うことに

より適正な運用に努めること」としております。 

 次に、一方で、「少子高齢化の進展や労働力

人口の減少など社会情勢の変化に伴い、適正な

人員確保が課題となっています」という。一方

では、課題となっていながら、そういう形での

きちっと一年、単年度雇用でやっていくという

この問題、矛盾というのかな。ある意味では矛

盾だと思うんですが、そこでお聞きしたいんで

すけれども、公募は新規採用に限るというのは、

これは自治体独自でできるんですか。 

○総務課長（園田 保）  先ほど、何回もお話

ししておりますように、これまでは３回連続は

できませんよと。２回目まではできたわけです

よね。これに関して、垂水市は、これが会計年

度の制度上、１会計年度の任用というのがござ

いますので、そこの任期、任用を終了したい方

の意向もあるわけです。それも含めて毎年度、

現在働いている方に対しても、新たな公募に関

しての公募という形を取らせていただいて、現

在働いている方の継続した雇用の規模、任用の

規模、それも含めて公募という形で、今、運用

しているところでございます。 

 以上でございます。 

○持留良一議員  もう一点。「期間業務職員の

適切な採用に当たっての留意点」という文章が

あります。公募によらない再採用を行う場合と

は、例えば、「仮に公募を行った際に、一定数

の応募者を見込めるものの、職場内の職務経験
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を有することにより公務の能力的な運営に相当

程度資することが想定され、公募への応募より

も、むしろ職場内の職務経験を有する者を任用

することが適切であると任命権者が判断する場

合等が考えられる」と。「なお、任命権者が公

募によらない採用を行うに当たっては、採用と

する者の期間業務員としての従前の勤務実績の

他、当該に就かせようとする業務の必要性、当

該業務に求められる知識、経験、労働市場にお

ける人材確保等も考慮するということ」という

ことで、非常に複雑になってきていて、もっと

単純に言えば、先ほど言ったとおり、公募はも

う新規採用でいいんじゃないかと。今までの整

理をしちゃうとですね。そのことに人材も確保

もできるし、そういう人材が他のところにとい

うことも起き得ないんじゃないかと思うんです

が、やっぱりこの再採用に当たっての公募とい

う、ここがやっぱり大きなネックになっている

と思うんですけども、この点については、採用

との関係によっては、そういう問題はないと、

今の時点で理解していいんでしょうか。 

○総務課長（園田 保）  問題があるとかない

とかということではなくて、公募という形を取

っておりますけれども、実際公募と言われまし

ても、現在働く方々の希望、継続して働きたい

希望の意思確認というのもございます。また、

そこで期限内に提出されない方は、お辞めにな

るという希望というのもございます。そういう

形で、新たな新規の採用と合わせて公募という

形で、いろいろな書類も複雑化にならないよう

に、同じ書類で運用しているところでございま

す。 

○持留良一議員  この点での最後の質問なんで

すけども、先ほど言いましたとおり、私は、市

民のために働く公務労働者だと。会計年度任用

職員であろうが、一般の正規の職員であろうが、

基本は全く変わらないわけですよね。市民から

見たら、会計年度職員だから、正規だからとい

う区別はしませんよね、窓口に来たら。いろい

ろな判断の結果、任されている中身があるかと

思うんですけれども、公務労働者だということ

をまず私は確認したいんですけども、市長、こ

の点については、市長の認識を伺います。 

○市長（尾脇雅弥）  市民の皆様の目線からと

いうことであれば、御存じの方は御存じですけ

れども、相談に来られて、人によって対応が違

うということでもいけませんし、分からない場

合は上席に確認するということでありますから、

そういう仕組みに、今なっているということで

ございます。 

○持留良一議員  そういうことで、ぜひ今後、

この公務労働者としての会計年度任用職員の皆

さんに対して研修とか、それをバックアップし

ていく体制、なおかつ、やっぱり市民から見た

らどういう運営がされて、結果として市民サー

ビスが後退するようなことがあっては、これは

ならないと思いますので、その点も含めて研修

をよくやっていただきたいと思います。いろい

ろ調べてみたら、あるみたいですね、研修の中

身がですね。ぜひそのことで公務労働者として

の自覚を高めていけるように取り組んでいただ

ければというふうに思います。 

 次が、図書館の問題でしたね。図書館に関す

る問題で考える３つの資料があるんですね。公

立図書館の図書館協議会における諸課題という

ので論文がまとめられています。もう一つは、

図書館法改正をめぐる議論。日本図書館協会に

対する考察とか、それからあと、先ほど紹介し

ましたけども、図書館協議会を必要とする法改

正の要望書という形で出てきています。 

 これで特に見たいのは、図書館における問題

で、図書館協議会というところであるんですけ

れども、調査により見えた課題ということです

けども、図書館法に基づく図書館協議会を設置

しているのは、回答館中64％であり、それに類

似する協議会を設置しているのは７％。傾向と
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して、直営だと図書館協議会の設置の割合が高

いと。直営の多い市町村ほど図書館協議会の割

合が高いということ。先ほど類似協議会のこと

も何か話されましたけれども、設置にとどまる

理由は、あるいは、協議会未設置の理由は、図

書館について住民からの意見聴取する代替的な

手段を持っている地方公共団体は、図書館が考

えているためであることが多いというような形

で述べられています。 

 それと、類似協議会については、図書館法を

根拠としていない機関であり、条例または要綱

によって位置づけられているものであるという

ようなことと、それからまた、こんなことも書

いてあります。「図書館に関する委員が専任さ

れているかどうか、議論を行う十分な時間が保

証されているかどうか、図書館に関する市民の

意見の反映は低くなる。すなわち、定例会の開

催時期は、まあ開催時間の問題まで書いていま

すけれども、要するに、図書館に関する市民の

意見は低くなると、ないと。図書館の協議会が

ないと低くなると。類似のそういうのが設置さ

れていても、十分な意見が反映されていないと。

図書館協議会の場では、それをさらに深めた議

論や具体的な図書館サービス活動につながる提

言をすることが可能であると。何よりも図書館

法によって位置づけられた組織であることから、

その意見は一定の法的な重みがあると言える。

そして、条例がないとか、人が足りないという

のは論外である」と、こんな形で調査結果なん

かがまとめられています。決定的に図書館協議

会があるなしで何がどう違うんでしょうか、教

育長。 

○教育長（明石浩久）  私自身、平成11年度か

ら13年度までの３年間、鹿児島県立図書館に勤

務いたしました。県立図書館は県内全域を所管

する広域図書館でありますことから、県内各地

から委員の皆様にお集まりいただき、図書館協

議会を開催することは、図書館サービスに関す

る御意見や御要望をいただくために必要不可欠

なことであると感じておりました。 

 本市におきましては、先ほどの社会教育課長

の答弁にございましたように、教育委員会定例

会、また、教育委員会外部評価委員会、社会教

育委員の会議等において御意見、御要望等をい

ただいているところでございます。 

 大事なことは、議員もおっしゃったとおり、

図書館サービスに関する意見や要望をいただく

場を意図的に設定して、図書館の運営に生かし

ていくことだと思っております。今後も本市の

取組を検証するとともに、議員もお話しされた

国の動きも注視しながら、図書館協議会の必要

性について見極めてまいりたいと思っておりま

す。 

 以上でございます。 

○持留良一議員  すいません。決定的に違うの

は、図書館長の諮問機関、意見機関であると。

これはもう決定的な違いがあるわけなんですよ

ね。そのことによって、具体的なメリットとい

うことで、図書館に関する図書館サービスの向

上に必要な幅広い専門的な意見を聞けるととも

に、情報共有、協力体制の構築ができる、また、

実務者の目線による現場の意見をいただけるな

ど、こういうのができて、そして、結果として、

それが諮問機関として意見ができて、その中身

は、教育委員会も尊重する義務が課せられる附

属機関であるというような位置づけだと。これ

は間違いないかどうか確認したいと思うんです

けど、間違いないでしょうか。 

○教育長（明石浩久）  市長による図書館長も

任命できるという規定でございますので、そう

いうことであれば、議員の言われるとおりだと

いうふうに思っております。 

○持留良一議員  いろいろな課題もあろうかと

思います。さっきから設置状況を見ても、県内

19市、それから、大隅管内でもできているとい

うふうに思います。やっぱり住民がそこに参加
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できるということと、図書館の活性にもつなが

るんだというようなこと、これが設置されてい

るところの目的や、当然様々なその中での課題

もあろうかと思いますけれども、その設置され

ていることの意味が、先ほど言いましたとおり、

意見を具体的に教育委員会も尊重してもらうよ

うな中身になっていくんだと。より具体性、実

践性がここでも発揮されていくんじゃないかな

と思います。ぜひ今後も図書館協議会設置へ向

けて努力をしていただきたいというふうに思い

ます。そのことを最後に述べたいと思います。 

 じゃあ、最後のエアコン助成の問題ですね。

これは皆さんのお手元に届いているかと思いま

すけども、開いていただくと、マーカーで引い

てあります。2018年度以降は相変わらず頑とし

て設置することはできないという状況の中で、

平成30年に法の改正によって設置ができるとい

うふうになりましたけれども、それにおいても

様々な問題点、課題があるんだということがこ

の中に書いてあります。 

 この中で、２ページのところ、アからオ、そ

れから、ウ。この中でアからオいずれかに該当

し、当該保護者世帯に属する被保護者に熱中症

予防が特に必要とされる者がいる場合であって

という形で、単純には出せない、そういう中身

だと、専門家の人たちもこの問題については意

見を述べて、分かりにくいという声もあるんで

すけども、この点について、市長も資料を渡し

てあったと思うんですが、どのように受け止め

られたでしょうか。 

○市長（尾脇雅弥）  先ほどいただきましたの

で、詳細を見ておりませんけれども、そういう

国のルールというのは、あってしかるべきだと

思います。 

○持留良一議員  この中でやはり問題だという

のは、二重にチェックが入ってきていると。だ

からこそ、先ほど紹介したように、全国の自治

体の中でも、自治体独自に制度をつくって出し

ているというところがあるわけなんですよね。

この点については、どのような受け止めでしょ

うか。 

○市長（尾脇雅弥）  それぞれの市町で力を入

れているところ、そうじゃないところというの

はあると思いますので、全部やっているという

ことではありませんが、そういったのをやって

いる自治体もあるということで認識しておりま

す。 

○持留良一議員  これは、大事な命を守る問題

だというふうに思うんですよね。制度的にも、

制度はスタートしたけども、生活保護では2018

年以前は駄目ですよと。今度は、2018年以降は

様々な厳しい条件をつけてやってきていると。

そういう中でも、こんな形で自治体独自に助成

をして、特にこの熱中症対策について取組をし

ているということだと思うんですよね。そのこ

とは、確かにそれぞれの自治体の考え方もある

かと思いますが、じゃあ、どうしてこういう熱

中症が予想される中でこういう方々をどう守っ

ていくのかという点での市長の考え方があった

ら、お聞かせください。 

○市長（尾脇雅弥）  いろんな考え方がありま

すけれども、必要性、緊急性ということで、先

ほど担当課長が申し上げたようなことでござい

まして、本市におきましては、今、エアコン設

置、未設置のうちの７世帯ですね、当面の対象

者としては。この７世帯の皆様にもヒアリング

をしながら対応しているということであります

ので、先ほどありました、いろんな状況に応じ

ては、必要に応じて、やらないわけではないん

だけれども、自助・共助・公助という中で皆さ

んそれぞれ生きておられて、生活保護には該当

しないけれども、一生懸命頑張って自分なりに

やっていこうという方もおられます。生活保護

がいいとか悪いとかという話ではなくて、しっ

かりとそのことも精査しながら、必要に応じて

個別に必要ということがあれば、何らかの対策
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を考えるということでございますので、そうい

うアプローチもしておりますし、その答えをい

ただいた上で、持留さんがおっしゃる理想みた

いなのは分かりますが、現実的に財源もかかり

ますし、現実的な対応をする中で、そういった

ところで間違いがないように、ヒアリングをし

ながら行っているというのが現状だと思います。 

○持留良一議員  もう最後になりますけれども、

国の制度が様々な形で対象者に対して厳しい条

件をつけたり、また、新たな条件をつけるとい

う状況の中で、特に高齢者や障害者、低所得者

の方々は大変厳しい生活条件の中で、特に物価

高騰という今年は大きな影響もありますけども、

それに応えていくというのが、本来のやっぱり

自治体の責任、役割として何ができるか、市長

が言われたとおり、何ができるのかということ

だろうと思うんですよ。だから、そのことにお

いては、これは大事な問題、命を守る問題だと。

国がそういう様々な政策の中である中で、問題

点もある中で考えられるのは、やっぱりそうい

う中だからこそ、市町村が住民の命を守るとり

でとして役割を果たしていくんだと。ぜひその

役割を果たしていただけるよう要望して、私の

質問を終わります。 

○議長（北方貞明）  ここで暫時休憩いたしま

す。 

 次は、３時55分から行います。 

     午後３時44分休憩 

 

     午後３時55分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、２番、宮迫隆憲議員の発言の順位であ

りましたが、本日欠席しておりますので、会議

規則第51条第４項の規定により、通告の効力を

失いましたので、次に、４番、新原勇議員の質

問を許可いたします。 

   ［新原 勇議員登壇］ 

○新原 勇議員  今日、最後の登壇になりまし

たので、皆さん、よろしくお願いします。諸事

情があり、宮迫議員の一般質問が無効になると

いうことですが、事故なので遅れたり、他事案

等もあることから、運営委員会等で質問ができ

るなど、順番の入替えなど、申合せ等により配

慮していただくようよろしくお願いいたします。 

 ５月16日、九州南部の梅雨入りが、沖縄・奄

美より例年に比べて２週間も早く入り、また、

近年の雨の降り方が異常であるため、災害の対

策をお願いします。また、晴れた日には気温も

30度を感じるほど暑く、体調の変化についてい

けない時期でもあります。 

 厚生労働省も職場における熱中症対策の強化

について、６月１日より労働安全衛生規則が施

行され、管理を怠れば６か月以下または50万円

以下の罰金となっています。各担当部署も企業

への周知徹底を、もう一度声かけをお願いしま

す。 

 また、物価高騰対策で、プレミアム付商品券

の申込みが６月20日までになっております。早

めの申込みと、また、７月15日からの使用につ

いては、地元の商店街をできるだけ利用できる

ようよろしくお願いいたします。 

 事前に通告してありますので、各関係課、よ

ろしくお願いいたします。 

 契約保証不明金についてですが、平成29年12

月から平成30年３月にかけて４件で285万3,560

円の時効が来ましたが、警察からの説明と、市

のこれからの対応と、当然公費を使うのですか

ら、市長から市民への説明はどのようにされる

のかをお聞かせください。 

 防災対策について。 

 前回の質問でも本城川寄り洲の堆積について

質問しましたが、今年は例年より早く梅雨前よ

り工事が進んでいるようです。県河川の寄り洲

除去、堤防の修復状況など、分かる範囲で教え

ていただきたい。また、避難所の備蓄、電源等
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についてもお聞かせください。 

 県道についてですが、まずは、県道71号線垂

水南之郷線の現状についてですが、２月16日か

ら高隈川の斜面崩落により通行止めで、地元企

業または利用されている方も大変不便を強いら

れています。また、地元関係者にも近々説明会

も開かれると聞いていますが、今の現状と工法、

または、片側通行も近いのではと声も聞かれま

すが、現状について詳しくお聞かせください。 

 移住・定住の一環で、今年度、住宅取得助成

金交付事業で子育て転入世帯が200万円に増額

されています。非常にいい制度になっています

が、交付実績はどのようになっているのかお聞

かせください。 

 人手不足対策について。 

 農業、観光業、ものづくり産業、サービス業、

福祉業、どこの産業も人手不足です。全国を見

ても、人手不足による倒産。2024年上半期にお

ける前年比は、７割が人手不足で倒産。規模縮

小など、経済にも影響が出てきています。 

 垂水市も同様、人口減とともに働き手不足は

直面しています。ハローワークやチラシなどを

掲載しても、人が全く募集に来ないと聞いてい

ます。今や多様な働き方が求められている中、

個人のスケジュールや家庭の事情に合わせて柔

軟な雇用を求める人が増えていると聞きます。

例えば、垂水市内のコンビニオーナーが、労働

不足で空きが出るということで、民間の隙間バ

イトマッチングサービスで３時間募集したとこ

ろ、鹿児島市内から大隅半島に遊びのついでに

３時間仕事をして、そのままドライブに行った

という話も聞きました。民間では仕事内容にト

ラブルが発生している事例もありますが、今や

自治体と企業が協力し、地域に根差した求人マ

ッチングサービスを構築しています。民間だけ

より自治体が連携することにより、求人情報の

信頼性やデジタルに不慣れな求職者の個別対応

といった利点をもたらしています。垂水市も自

治体と連携した隙間バイトシステムを利用して

はいかがと見解を伺います。 

 帯状疱疹定期接種について。 

 私が令和３年第３回の定例会で帯状疱疹ワク

チンの接種助成の導入を勧めてから、令和６年

第１回定例会にて北方議長、篠原議員もワクチ

ンの助成を訴えられ、６年度より県内の19市で

一番早く帯状疱疹ワクチン接種助成が始まりま

した。ありがとうございました。感謝しており

ます。国のほうも定期接種となり、テレビ等で

も詳しく放映されています。 

 垂水市の接種状況について、免疫が５年くら

いもつ生ワクチンと、免疫が９年以上と言われ

る不活化ワクチンについての接種割合がどのく

らいなのかお聞かせください。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○総務課長（園田 保）  契約保証金の不明金

についてお答えいたします。 

 本事案につきましては、令和元年11月15日に

鹿屋警察署に被害届を提出してから、警察の捜

査に全面的に協力することで事案の解明に努め

てまいりましたが、昨年12月に１件目の公訴時

効が成立してから、最後の４件目が本年３月26

日をもって公訴時効を迎えたため、翌日の令和

７年３月27日にこちらから鹿屋警察署に電話に

て問合せをしたところ、事案の解明に至らず、

公訴時効が成立したことを確認したところでご

ざいます。 

 そこで、市としましては、時効成立後の直近

となる本会議において、歳計外現金の不足分を

補痾するための補正予算案を提出させていただ

いたものであります。 

 市民の皆様への説明につきましては、令和４

年11月の広報たるみずにおいて、「不明金の概

要とこれまでの経緯」と題してお知らせさせて

いただいておりますが、今回、警察の捜査でも

解決できず、本事案の刑事事件の時効を迎えた

ことを踏まえ、改めて市民の皆様に対しまして
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は、広報たるみずを通じて御説明したいと考え

ております。 

 以上でございます。 

○土木課長（福留健一）  本城川と中俣川の河

川の寄り洲除去、堤防の修復状況等につきまし

てお答えいたします。 

 県の大隅地域振興局河川港湾課によりますと、

本城川については、補正予算を活用し、本年３

月に寄り洲除去や護岸工事を発注し、現在、下

本城橋付近から牧橋付近までの約1,200メート

ルの区間の工事を進めているとのことです。ま

た、中俣川については、河口部の寄り洲除去工

事が５月に完了したとのことでございます。 

 県の管理河川における寄り洲除去や護岸の修

復等の防災対策については、引き続き市におい

ても現場を確認し、必要に応じて適時要望して

まいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○総務課長（園田 保）  避難所の備蓄、電源

等についてお答えいたします。 

 本市では、台風等の様々な自然災害に対応す

るため、防災用品及び飲料水等の防災備蓄品の

充実に取り組んでおり、今年度も在庫等の確認

を行い、本格的な出水期と台風時期に備え、補

充を進めております。今年度は、既にミルク72

本、歯ブラシ300本、簡易トイレ10基を発注し、

今後、温泉水や携帯用の食事でございますリゾ

ットなどの発注に向けて準備を進めているとこ

ろでございます。 

 また、昨年度、新しい地方経済・生活環境創

生交付金の交付が採択されたことにより、避難

所用のポータブル電源の購入をするため、現在、

事務を進めているところでございます。既に配

備済みのポータブル発電機と合わせて使用する

ことで、これまで以上に充実した電源の確保が

図られるものと考えております。 

 以上でございます。 

○土木課長（福留健一）  県道71号線垂水南之

郷線の現状につきましてお答えします。 

 県の大隅地域振興局土木建築課によりますと、

県道71号線垂水南之郷線については、令和７年

２月16日に鹿屋市上高隈地内において地滑りが

発生し、全面通行止めとなっております。現在、

地滑りを抑制するための応急押さえ盛土工を施

工中であり、今後、地下水位観測等の調査ボー

リングや観測を実施し、専門家の意見を踏まえ、

対策工法の検討を行う予定であります。この

ボーリング調査や観測には長時間の通行止めが

予想されますことから、応急的な工事による片

側交互通行を検討しているとのことでございま

す。できるだけ早期復旧に努めますが、しばら

く時間を要することも考えられますことから、

道路利用者や地域住民への情報提供等を適切に

行っていきたいとの回答をいただいております。 

 以上でございます。 

○企画政策課長（堀留 豊）  垂水市住宅取得

費助成金交付事業の交付実績についてお答えい

たします。 

 初めに、垂水市住宅取得費助成金交付事業の

目的でございますが、本市における子育て世帯

と市外からの転入者が住宅を取得された際に助

成金を交付することにより、子育て世帯の移

住・定住の促進を図ることを目的としていると

ころでございます。 

 本事業の助成内容でございますが、助成金の

額を３段階に設定し、その助成金の額ごとに、

対象となる世帯の要件設定を行っているところ

でございます。まず、世帯内に中学生以下の子

供または妊婦がいる市内に居住する世帯が500

万円以上の住宅取得を行った場合に、50万円を

交付いたします。次に、市外からの転入者・転

入世帯が本市で500万円以上の住宅取得を行っ

た場合には100万円を交付し、市外からの転入

世帯のうち、世帯内に中学生以下の子供または

妊婦がいる子育て転入世帯が本市で500万円以

上の住宅取得を行った場合は、200万円を交付
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することとしております。 

 なお、この市外からの子育て転入世帯への助

成金につきましては、令和６年度まで150万円

でございましたが、さらなる移住促進を図るた

めに、令和７年度より200万円に引き上げたと

ころでございます。 

 御質問の交付実績でございますが、転入者及

び子育て転入世帯への交付実績が、平成26年度

の制度開始以降、令和６年度末までで60件の助

成件数があり、市内子育て世帯への交付実績が、

平成28年度の制度開始以降、令和６年度末まで

で157件の交付実績となっており、当事業によ

り子育て世帯の移住・定住の促進に一定の効果

があったと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

 続きまして、スキマバイトの設置についてお

答えいたします。 

 当市におきましても、基幹産業である農業・

漁業分野における繁忙期の人手不足や、介護分

野における慢性的な人手不足の実態があり、人

口減少、特に生産年齢層の減少や担い手不足等

の状況を踏まえますと、行政としましても看過

できない喫緊の課題として認識しているところ

でございます。 

 このため、本年３月に策定した第６次垂水市

総合計画兼第３期垂水市まち・ひと・しごと創

生総合戦略におきましては、目指すべきまちの

将来像である「豊かな食と自然を未来へつなぎ 

みんなでつくる笑顔あふれるまち垂水市」を実

現するために掲げた４つの基本目標のうち、一

つを「多様な働き方を推進する」とし、時間や

場所にとらわれない柔軟な働き方を推進してい

るところでございます。 

 また、同計画兼戦略における基本目標の一つ

に、「結婚・出産・子育ての希望をかなえる」

を掲げているところでございますが、具体的な

事業として、子育て中のスキマ時間を活用する

子育て世代のテレワーカー育成事業を展開して

いるところであり、同事業につきましても、多

様な働き方の推進に適合するものと考えている

ところでございます。 

 議員御質問の、それぞれのライフスタイルや

事情に合わせ様々な働き方を選択できるスキマ

バイトにつきましては、多様な働き方の推進に

合致することに加え、本市の潜在的な労働力の

喚起や、子育て世帯やひとり親世帯の就労支援

にもつながることが期待されますことから、導

入について検討すべき事項と認識しています。 

 このようなことから、既に他自治体における

事例について調査研究を行っているところであ

り、去る５月26日には、他自治体と連携事例の

ある企業である株式会社タイミー様と担当レベ

ルの協議を行ったところでございます。株式会

社タイミー様は、求人企業と働き手をマッチン

グするスキマバイトのプラットフォームを提供

する企業であり、今回の協議では、タイミー様

から、場所や時間にとらわれないスキマバイト

を通じて、人手不足の解消や子育て世代、シニ

ア世代の雇用機会の拡充、地域外からの人材流

入等を通じた地域活性化について、他自治体と

の連携事例を交え、提案があったところでござ

います。 

 今後は、このスキマバイトの設置も含め、多

様な主体がより柔軟な働き方を選択することが

できる環境を整備することで、人手不足や担い

手不足等の課題解決や産業振興、地域活性化に

寄与するよう、より一層努めてまいりたいと考

えているところでございます。 

 以上でございます。 

○保健課長（永田正一）  帯状疱疹予防接種の

接種状況についてお答えいたします。 

 本市におきましては、昨年８月から任意接種

として、50歳以上の方を対象に帯状疱疹予防接

種の助成を実施しております。 

 帯状疱疹予防接種のワクチンとしましては、

先ほど説明していただきましたとおり、不活化
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ワクチンと生ワクチンの２種類がございますが、

不活化ワクチン接種者に対しましては１回当た

り１万5,000円を２回分、生ワクチン接種者に

対しましては5,000円の助成を実施しておりま

す。 

 昨年度の接種状況でございますが、合計で

169名の方が接種されており、不活化ワクチン

の接種者が132名の78.1％、生ワクチンの接種

者が37名の21.9％となっております。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  ２回目は一問一答でお願いい

たします。 

 契約保証金が時効になったことは、非常に残

念であります。手口に関しても、闇に葬られた

わけです。時効に対しては、広報たるみずでお

知らせするのも大事だと思いますが、公金を使

うので、やはり市長の生の声を聞きたいと思わ

れますので、市長から今回の件に対してお願い

いたします。 

○市長（尾脇雅弥）  今回のことに関しては、

今、担当課長が申し上げたようなことでござい

まして、経緯はもうそのとおりでございます。

今回、本当に事案が発生して、庁内でいろいろ

調べ、なかなか厳しいということで、警察のほ

うにお願いをしながら協力をしてきたというこ

とでございました。なかなか、通常こういう類

似案件というのは、時間の経過とともに原因が

特定できて、その後も対応ができるというのが

一般的だと思いますけれども、なかなか、今、

説明があったとおりの状況が続いているという

ことで、時効が来てしまいましたので、大変、

以前からお話をしておりますけれども、私とし

ては遺憾あり、市民の皆様方には申し訳なかっ

たということでございます。それが全容でござ

います。 

○新原 勇議員  ありがとうございました。二

度と同じ事件が起こらないように、二重三重の

チェック体制でお願いいたします。 

 次に、防災対策について、県河川を中心に聞

きましたが、３月補正で大分進んでいるという

ことで、寄り洲除去量が多いので、近隣住民が

少しでも安心されると思われます。特に本城川

の河川の氾濫が起きると、床上浸水など、近隣

の住民は大雨のたびに避難を余儀なくされてい

ます。 

 九州南部は、３月～５月の降水量は116％と

多く、３月末には屋久島でも時間118ミリの雨

も記録されております。それで、昨日まで線状

降水帯など、非常に梅雨のまだはしりと言えど

も、強い雨が降っておりますので、ぜひ、また、

台風においても近海で発生するということが報

告されていますので、住民と一緒にもう一度確

認をするという啓発活動をお願いいたします。 

 避難所への備蓄、テント等、ここ最近、随分

充実しつつあります。今回もミルクなど、簡易

トイレなど用意してあります。また、発電機の

ガソリンの入替えなど、また、公民館等の待機

する職員に対して、発電機や電源等の器具の使

い方や備蓄の点検の指導もお願いいたします。 

 あと、これは要望なんですけども、台風時、

市の体育館の正面が非常に風が強いときがあり、

お年寄りが正面から入ろうとして、非常に危な

いのを見かけたことがあります。そのときに、

受付は入り口でも、風の状況に応じて垂中側と

か、児童公園側も入り口であるという表示をお

願いと要望いたします。 

 あと、停電についてですが、台風時は、下宮

から浜平、柊原、新城と停電が長引きます。去

年の10月か11月か、新城方面でも停電がありま

した。市民に原因の説明がなく、困惑しており

ます。市長、九電に電力送電の脆弱性を強化す

るように要請をお願いします。 

 次に、県道71号線なんですけども、現状につ

いては分かりました。一刻も早く片側通行だけ

でも通ることを期待します。まだ市民の声から、

工事関係者のトラックが非常に多く通るという
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ことで、カーブも多いですので、急いでいるの

は分かりますが、安全に対する配慮もぜひお願

いしたいと思っております。 

 次に、県道72号線牛根二川から岳野に通じる

県道ですが、ここはまだ、大型がまだまだ通れ

ません。軽自動車でもすれ違うのに危ない箇所

もあります。桜島の海底爆発が起こったとき、

国道が封鎖されるとき、また、居合わせたトラ

ックの避難も72号線に入ってくれば、物資や資

材の搬入に支障を来します。この72号線が牛根

地区の生命線です。そんな観点からも早急な拡

幅が望ましいが、現在の拡幅状況についてお聞

かせください。 

○土木課長（福留健一）  県道72号線垂水大崎

線の道路拡幅につきましてお答えします。 

 県の大隅地域振興局土木建築課によりますと、

県道72号線垂水大崎線については、道路幅員が

狭く、急カーブが連続し、大型車の通行に支障

を来している牛根上工区の約640メートル区間

について、現在、道路を谷側へ前出ししての工

事に着手しているとのことでございます。 

 市としましては、本路線は、桜島火山対策と

しての避難体制の強化や、地域住民の生活道路

として重要な道路であると認識しております。

引き続き、県には事業の整備促進をお願いして

いるところでございます。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  ありがとうございました。国

土強靱化計画もこの５年間で、今年で終わりま

す。新しい国土強靱化が作成されます。ぜひ防

災の面でも、この72号線の早急な拡幅を国や県

に強く要請をお願いいたします。 

 次に、住宅取得助成金交付事業についてです

が、実績も大分あるということで、非常に住宅

取得については大変喜ばしいことだと思ってお

ります。 

 その中で、移住・定住を図られて非常にいい

ことは分かっているんですけれども、ある建築

関係者の人から、垂水の家は非常に安く、中古

物件をリフォームしても500万円にも満たない、

200～300万円しかならないという家もあると聞

いています。500万円で買われた人は、転入世

帯で100万円、子育て転入世帯で200万円交付さ

れますが、500万円以下の人たちはリフォーム

の上限15万円しか交付されないという。気の毒

ではないかと。せっかく縁あって垂水市に転入

されたわけなので、購入金額に応じた交付制度

を検討されてはいかがかと思うんですけども、

市長の見解をお願いいたします。 

○市長（尾脇雅弥）  段階的な助成金交付につ

いてということの御質問だと思いますので、お

答えしたいと思います。 

 御指摘のとおり、中古住宅の購入を行う場合、

500万円未満の住宅取得費となるケースも想定

されているところでございます。全国的に人口

減少社会を迎えている中、移住・定住政策によ

り、少しでも多くの方に垂水市に住んでいただ

けるようにしなければなりません。そういった

中で、私は公約に「笑顔があふれるまち」を掲

げ、子育て支援・教育に力を入れているところ

でございます。現在、給食費の無償化をはじめ、

子ども医療費の窓口負担無料化の拡充、ＧＩＧ

Ａスクール構想をはじとする教育環境の整備な

ど、ほかの自治体に比べ一歩先を行く取組を進

めていると考えておりますが、一方で、今、御

指摘いただいた、この地で暮らす住環境の整備

についても、まずは、移住や定住希望者の経済

的側面からの支援についても、御提案の内容を

しっかり精査して、前向きに検討してまいりた

いというふうに考えております。 

○新原 勇議員  市長、ありがとうございまし

た。前向きに検討ということで、ぜひやっても

らいたいと思います。アパートに住むのでなく、

持家を持つことは、経済にも貢献しているとい

うことです。税金も入りますし、定住されやす

い交付制度をお願いいたします。 
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 人手不足についてなんですけども、今、検討

すべきことで、タイミーさんといろんな話をし

ているということで、非常にいいことだと思っ

ています。本当に垂水の子育て世代の人なんか

でも、高齢者の方でも、１時間でも２時間でも

できる仕事があれば、使うほうもそれなりに仕

事の発注があると思います。先ほど言いました

ように、いろんな自治体がスキマバイトに対し

て導入を図っております。仕事の内容を細分化

することにより、できる仕事も出てきています。 

 今、日本では、自分の予定に合わせて働きた

いという人が増えており、総務省の調査で、非

正規の雇用形態の選択理由として、「自分の都

合のいい時間に働きたい」が32％、「育児・介

護の両立がしやすい」が10.9％います。家を空

けられない内職的な仕事も需要があり、スキマ

バイトから定職をされた方もいらっしゃいます。

ぜひ早くこの制度設計をよろしくお願いいたし

ます。 

 次に、帯状疱疹定期接種についてですが、た

くさんの方が接種されていることが分かり、た

いへん喜ばしいことです。先ほども言いました

が、定期接種になり、テレビ報道等やコマーシ

ャルでも取り上げていますが、定期接種によっ

てどのように変わるのかお聞かせください。 

○保健課長（永田正一）  定期接種になって何

が変わるのか、につきましてお答えいたします。 

 まず、定期接種と任意接種の違いでございま

すが、定期接種は、予防接種法に基づき実施す

る予防接種であり、任意接種は、定期接種の対

象外である予防接種で、個人が希望して実施す

るものとなります。 

 この帯状疱疹予防接種につきましては、議員

からありましたとおり、国の方針により今年度

から定期接種に位置づけられたところですが、

定期接種の対象者は年度内に65歳を迎える方、

または、60歳から64歳の方でヒト免疫不全ウイ

ルスによる免疫機能の障害を有する者を対象と

しており、５年間の経過措置としまして、70歳、

75歳、80歳、85歳、90歳、95歳、100歳及び、

本年度に限り100歳以上の方が対象と定められ

ております。この方針により５年かけて65歳以

上の方全てが接種することが可能となるところ

ですが、本市におきましては、既に50歳以上の

方を対象としておりまして、65歳になるのを待

たずとも、幅広い年代の方が希望するときに接

種できる制度としているところでございます。 

 定期接種の開始で変わった点としましては、

定期接種の対象者の方には、はがきでお知らせ

をしているという点がございますが、運用面に

おいての変更はなく、助成額につきましても、

定期・任意にかかわらず同様の助成内容として

おります。ですので、市民の皆様から見ても特

に何が変わったということもございませんので、

現在のところ定期接種・任意接種が混在してお

りますが、特に現場での混乱等もなく実施でき

ているところでございます。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  今、国のほうも帯状疱疹ワク

チンのほうが、国保税の在り方から考えると、

費用対効果があると見込んだことでしょう。実

際、帯状疱疹にかかった方などの体験を聞くと、

治るまで１年以上かかったなど、発症すると重

症化する方もいます。 

 国のほうは、定期接種で65歳から５年、先ほ

ど説明がありましたとおり推奨しています。そ

して、はがきが来たことによって、住民の方も

大分この帯状疱疹に対して認識が増えてきたか

と思っております。 

 国の統計では、日本人の９割が水疱瘡ウイル

スを持っていると言われます。帯状疱疹も若年

層の方も発症しますが、50歳代から増え、60歳

代から急激に増えていますので、重症化をしな

いために早めのワクチン接種をお願いします。 

 あと、要望ですが、垂水市は１回目に国より

先にワクチンの助成をしたわけですから、２回
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目のワクチン接種の助成の在り方もぜひ検討し

ておいてください。 

 以上で質問を終わります。 

○議長（北方貞明）  ありがとうございました。 

 本日は、以上で終了いたします。 

   △日程報告 

○議長（北方貞明）  次は、明日午前９時30分

から本会議を開きます。一般質問を続行いたし

ます。 

   △散  会 

○議長（北方貞明）  本日は、これをもちまし

て散会いたします。 

     午後４時29分散会 
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令和７年６月11日午前９時30分開議 

 

 

   △開  議 

○議長（北方貞明）  皆さん、おはようござい

ます。定刻、定足数に達しておりますので、た

だいまから休会明けの本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お目通しください。 

   △一般質問 

○議長（北方貞明）  日程第１、昨日に引き続

き一般質問を続行いたします。 

 それでは、通告に従って順次質問を許可しま

す。 

 最初に、14番、川畑三郎議員の質問を許可い

たします。 

   ［川畑三郎議員登壇］ 

○川畑三郎議員  一般質問２日目のトップバッ

ターとして質問させていただきます。 

 九州南部が５月16日梅雨入りし、沖縄、奄美

より早く平年より14日、昨年より23日早く、九

州南部としてはかなり早い時期となりました。

奄美地方より早い梅雨入りは71年ぶり２回目、

沖縄より早いのは３回目であると報道されまし

た。 

 梅雨の晴れ間もありましたが、いよいよ梅雨

本番であります。大雨等の災害が心配されます。

市の防災対策について伺います。 

 農地の貸借契約は、農業経営基盤強化促進法

に基づく個人間の契約などでありましたが、本

年４月から農地バンクを通じた契約に一本化さ

れました。農地中間管理機構の現在の状況をお

知らせください。 

 海岸の整備について、長い海岸線を持つ垂水

市は、草木や雑草が海岸に生い茂っている箇所

もあります。海潟、小浜集落地区の小浜川河口

部にダンチクが繁茂しております。旅行者が桜

島を撮影している様子がたびたび見受けられま

す。バス停の付近になりますが、景観的にも除

去してほしいとの集落の方々の要望であります。

除去はできないのかお伺いいたします。 

 事前予約型乗り合いタクシーについて、今年

６月６日に策定した垂水市地域公共交通計画に

基づき、牛根３地区と中央地区を結ぶ乗り合い

タクシーの実証運行が昨年12月から本年２月に

かけて行われました。 

 本市の事前予約型乗り合いタクシーは、市内

の交通空白地域解消に向け、平成21年度より市

内４地区での運行を行ってきたと認識しており

ますが、今回牛根３地区の新たな実証運行に取

り組まれたことに対し、牛根３地区の住民も大

変喜ばれたことと思います。今回の実証運行に

係る利用状況等の結果について伺います。 

 漁業振興について質問いたします。 

 本市においての水産業、とりわけ養殖業にお

きましては、垂水・牛根両漁協を合わせて我が

国のブリ、カンパチ養殖の２割を占めており、

基幹産業中の要でもあります。これまでも水産

振興の確認のため質問させていただいておりま

す。 

 まず、ここ近年不漁となっているモジャコ漁

は５月４日に採捕を終了、漁期は48日間、平年

並みだったとお聞きいたしております。当初は、

流れ藻の出現数やモジャコ付着が少なく、低水

温などで採捕は低調であったようでありますが、

最終的な採捕量はどうだったのか、今年度のモ

ジャコ漁の現状についてお聞かせください。 

 次に、気象条件や環境の変化により、天然稚

魚の採捕が年々厳しくなってくることが十分に

考えられます。今後は、人工種苗の重要性が必

要となってきます。本市の人工種苗の取組状況

と効果についてお知らせください。 

 次に、５月４日に開催されたカンパチ祭は、

県内外から多くの方々が来場され、大変なにぎ

わいでありました。今年度は昨年のような渋滞

もなかったように感じました。漁協をはじめ、

関係者の皆様の対応がよかったのではと感心い
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たしております。そこで、今年のカンパチ祭の

状況はどうだったのかお伺いいたします。 

 協和地区の観光整備について質問いたします。 

 先月、鹿児島市で開催された観光関係者が集

まったセミナーにおきまして、旅行情報誌じゃ

らんが2024年に行った調査で、鹿児島県が全国

47都道府県の中から観光満足度ランキングで全

国１位に選ばれたと報道がありました。 

 2023年度に旅行した１万5,000人余りに行っ

た国内の宿泊旅行調査の結果であるそうです。

コロナからの再生と飛躍の象徴であり、今後の

観光振興について非常に期待するものでありま

す。 

 最近では、桜島フェリーを利用する外国人観

光客が非常に多いと聞きます。車で30分の距離

にある垂水市への誘客が大事になってくるので

はないでしょうか。私の地元、協和地区は桜島

と接続していて、観光素材があふれていると考

えます。そこで、協和地区における観光地の整

備状況についてお聞かせください。 

 １回目の質問を終わります。 

○総務課長（園田 保）  梅雨等の防災対策に

ついてお答えいたします。 

 鹿児地方気象台が５月16日午前11時に、九州

南部が梅雨入りしたとみられると発表いたしま

した。平年より14日早い、昨年と比べ23日早い

梅雨入りとなりました。 

 先月、５月20日に気象庁が発表しました３か

月予報によりますと、九州南部の向こう３か月

の降水量は、前線や湿った空気の影響を受けや

すいため、平年並みか多い見込みと予報されて

おり、常に防災対策を心がけておく必要がある

と考えております。 

 本市では、前年度実施しております防災点検

を今年度も４月22日に行い、今回、本市で初め

てとなる鹿児島県消防・防災ヘリコプター「さ

つま」を活用した上空からの防災点検を実施し、

土砂崩れなどの災害危険箇所の状況確認や、桜

島南岳山頂火口の状況について新たな視点で点

検したところでございます。 

 ５月27日には、水之上地区において垂水市総

合防災訓練を実施しました。当日は、訓練参加

者17名が地区防災計画及び個別避難計画の検証

と、水之上地区での大雨を想定した図上訓練を

行い、具体的な避難行動など活発な議論が交わ

されたところでございます。 

 このほか、本市としましては主に避難所で使

用する備蓄品についても、現在、在庫等の確認

を行い、補充を進めているところでございます。 

 以上でございます。 

○土木課長（福留健一）  梅雨・台風の防災対

策の状況につきましてお答えします。 

 御存じのとおり、本年は沖縄、奄美地方より

早く５月16日に九州南部が梅雨入りしたとみら

れるとの発表がございましたが、梅雨明けが遅

れますことでさらに雨量が増えることもあり、

災害の発生が危惧されるところでございます。 

 土木課の出水期前の対策としましては、道路

や河川の点検パトロールを実施しておりまして、

道路につきましては、損傷箇所が確認された際

は応急措置を実施し、さらに被害が拡大しない

よう、あらかじめ側溝の土砂除去や路肩補強の

ための土のうを設置するなど、建設業者や環境

整備班で対応し、災害の発生を未然に防ぐ対策

を実施しているところでございます。 

 河川につきましても、昨年、追神川と鶴田川

につきましてダンチクなどの雑草が繁茂してお

り、土砂も堆積しておりましたことから、寄洲

除去を発注し、河川断面の確保を実施したとこ

ろでございます。 

 また、飛岡川につきましても、ダンチクなど

の除去を本年５月に実施いたしました。これか

ら本格的な梅雨時期や、８月以降台風シーズン

を迎えることになりますが、点検を確実に行い

ながら、対策が必要な箇所につきましては迅速

な対応を行ってまいりたいと考えております。 
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 以上でございます。 

○農林課長（森 秀和）  農林課の防災対策状

況につきましてお答えいたします。 

 今年度も鹿児島県や垂水市土地改良区と合同

で農業用施設、林道・治山施設等の防災点検を

５月28日に実施し、点検後には除草や用水路の

土砂除去など、出水期に備えた事前対策を行っ

たところでございます。 

 また、令和６年度末までに３河川（是井川、

迫田川、井川）と３井堰（井川、新光寺、塩入

川）の寄り洲、堆積土砂の除去を行ったところ

でございます。 

 そのほか、本市の農業用ため池10施設のうち、

５施設が防災重点ため池に選定されております

ことから、ハザードマップの配布やホームペー

ジへの掲載など、広報・周知を行い、防災意識

の高揚に努めております。引き続き迅速な対応

に心がけ、防災・減災に取り組んでまいります。 

 以上でございます。 

○消防長（松尾智信）  おはようございます。

梅雨・台風の時期になったが、防災対策の状況

につきましてお答えいたします。 

 去る４月23日に県防災ヘリを使用し、上空か

らの災害復旧箇所、危険想定箇所の防災点検が

行われ情報を共有したところでございます。 

 また、５月27日には垂水市総合防災訓練が水

之上地区公民館で地区防災計画及び個別避難計

画の検証をテーマに図上訓練が開催され、有事

の際の動きについて確認したところでございま

す。 

 ６月１日には、市内消防団員を対象に水防工

法訓練を海潟さくら公園下の海岸で実施し、本

格的な出水期を前に大雨による河川災害に対す

る各種工法の手順を確認。また、消防職員によ

り土砂災害警戒区域の確認、河川の状況調査及

び水防資機材の保有状況の確認も実施したとこ

ろでございます。 

 消防団につきましても、管轄区域の危険箇所

の調査確認を行うよう指示したところでござい

ます。 

 特に危険な場所については、関係課と情報を

共有しながら、避難指示が発令された場合は必

要に応じて消防本部と連携し、各世帯を巡回す

ることとしているところでございます。例年よ

り早い梅雨入りに加え、本格的な大雨、台風

シーズンを迎えますので、消防団との連携並び

に関係機関との情報共有を図り、市民の皆様に

は正確な情報を発信し、早期の避難を呼びかけ、

人的被害ゼロに努めてまいります。 

 以上でございます。 

○農林課長（森 秀和）  農地中間管理機構に

ついて、現在の状況はにつきましてお答えいた

します。 

 農地の貸し借りは、本年４月から農地バンク

を通じた契約に原則一本化されました。令和６

年度末の利活用状況でございますが、本市の耕

地面積に対する農地バンクに貸し出された割合

は約15％となっております。 

 令和６年４月１日より相続登記の義務化が始

まりましたが、相続未登記となっている農地が

多数あり、貸借契約に当たって所有者側の相続

権の過半の同意を得るのに時間を要するなどの

課題もございます。 

 また、正式に貸借契約が成立するまで最短で

４か月程度時間を要し、耕作者から期間の短縮

ができないかなどの意見も寄せられております

ことから、本市としましては農地バンクや県に

対し利用者の声を届けていきたいと考えており

ます。引き続き農業の担い手への農地の集積・

集約化が一層加速するよう事業推進を図ってま

いります。 

 以上でございます。 

○土木課長（福留健一）  小浜地区の海岸にダ

ンチクが茂っている。除去はできないかにつき

ましてお答えいたします。 

 ダンチクにつきましては、特に飛岡川や市内
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各河川内に繁茂しており、対策に苦慮している

ところでございます。小浜川河口部の海岸にも

ダンチクが繁茂しており、年々広がっているよ

うに感じているところでございます。 

 御質問の小浜川河口付近の海岸は国道220号

のバス停付近にありまして、県外旅行者がこの

バス停から桜島を撮影している様子がたびたび

見受けられます。景観的にも除去することが望

ましいと考えておりまして、ダンチクが繁茂す

る状況写真を添え、大隅地域振興局建設部へ除

去の要望を行ったところでございます。 

 海岸の除草要望につきましては、草が繁茂す

ることで砂の飛散防止になっていること、除去

することで宅地内に砂が飛散するおそれがある

など、慎重な検討が求められることもございま

すが、振興局の回答といたしましては、除去に

向けて検討したいとのことでございました。 

 以上でございます。 

○企画政策課長（堀留 豊）  乗り合いタク

シー実証運行の結果につきましてお答えいたし

ます。 

 今回の実証運行でございますが、路線バスの

減便により中央地区までの移動が容易にできな

くなってきている状況にある牛根３地区を、垂

水市地域公共交通計画において交通空白地域と

して位置づけ、この交通空白地解消に向けた施

策としまして、事前予約型乗り合いタクシーの

運行区域を拡大するため、牛根３地区での実証

運行を行ったところでございます。 

 この実証運行の期間は、令和６年12月９日か

ら本年２月22日までとし、運行日は年末年始に

あたる12月29日から１月９日、また日曜日・祝

日を除く毎週月曜から土曜とし、運行便数は牛

根３地区から中央地区までの上り便を午前に２

便、中央地区から牛根３地区までの下り便を午

後に２便設定したところでございます。 

 次に、実証運行の結果でございますが、１日

当たり４便、合計216便の設定に対して34便の

利用予約があり、延べ47名に御利用いただき、

１便当たりの利用者数は1.4人でございました。 

 曜日別の利用では、金曜日の利用が最も多く、

次いで水曜日となりました。利用実績は以上で

ございますが、今回の利用目的や本格運行した

場合の利用意向などを調査するため、牛根３地

区に居住する全世帯を対象としたアンケート調

査も、本年２月に実施したところでございます。 

 乗り合いタクシーを利用した目的は、買物と

通院が最も多く、一方で利用しなかった理由と

しましては、自家用車があるとの回答が多い結

果となりました。本格運行した場合の利用意向

については、60代以上から年代が上がるにつれ

て利用するとの回答割合が増加し、運転免許や

自家用車を保有していない方の利用意向が高い

結果となりました。 

 今回の実証運行とこのアンケート調査により、

運転免許や自家用車を保有されない方、御高齢

の方々の乗り合いタクシーに対するニーズが高

いことを確認したところでございます。 

 以上でございます。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  おはようご

ざいます。今年度のモジャコ採捕の現状につい

てお答えいたします。 

 先ほど議員の御質問にもございましたけれど

も、今年度のモジャコ採捕期間につきましては、

３月17日から５月４日まで平年並みの48日間と

なったところでございます。 

 また、最終的な採捕量でございますが、県の

水産振興課の情報によりますと、採捕計画741

万4,000匹に対しまして、675万5,342匹となり、

充足率は91.1％でおおむね必要量を確保できた

といったところでございます。 

 今後は、自然環境の変化によりまして天然稚

魚の採捕が年々厳しくなっていくことが予想さ

れますので、稚魚の通年定量確保のためにも人

工種苗の技術向上と生産量の確保を図っていく

ことが重要だと考えているところでございます。 
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 次に、人工種苗の実績と効果についてお答え

いたします。 

 昨年度のカンパチ及びブリの人工種苗の実績

でございますが、カンパチにつきましては、垂

水市漁協関係の養殖業者５業者が９万8,000尾、

ブリにつきましては、牛根漁協関係の養殖業者

１社が２万1,000尾を購入されております。 

 本年度は、垂水市漁協関係の養殖業者９業者

が15万1,000尾、ブリにつきましては、牛根漁

協関係者の養殖業者３業者が９万5,000尾の購

入を予定されておりますことから、引き続き人

工種苗購入助成事業など支援をしてまいりたい

と考えているところでございます。 

 次に、人工種苗の効果でございますが、現段

階におきましては、確実な効果といたしまして

は、天然稚魚に比べ安価で購入できるといった

ところでございます。今後人工種苗につきまし

ては生産量の確保、また赤潮や病気に強い種苗

の開発など、技術向上に期待をしているところ

でございます。 

 続きまして、カンパチ祭の実績についてお答

えいたします。 

 今年のカンパチ祭は５月４日の１日のみの開

催でありましたが、県内外から約１万2,000人

の来場者を迎え、売上げにつきましては、カン

パチのつかみ取りなど合計で1,000万円以上の

売上げがあったと垂水市漁協から報告があった

ところでございます。 

 また、交通渋滞解消のために、今年は臨時駐

車場を牛根麓漁港、垂水市文化会館、旧フェ

リーターミナルの３か所設置し、シャトルバス

を９台体制で運用し、対策を行ったところでご

ざいます。 

 その結果、カンパチ祭における大きな交通渋

滞は発生しなかったと報告を受けているところ

でございます。 

 カンパチ祭につきましては、引き続き垂水市

漁協をはじめとする関係者と連携しながら、よ

りよいイベント運営を目指してまいりたいと考

えておりますので、御理解と御協力を賜ります

ようよろしくお願い申し上げます。 

 次に、協和地区における観光整備の状況につ

きましてお答えいたします。 

 旅行の三大人気コンテンツは、一般的に食・

宿・温泉と言われており、協和地区におきまし

ては、カンパチ、海の桜勘に代表される食、江

洋館を中心として宿泊施設の宿、美肌の湯とし

て親しまれる海潟温泉など、この三大人気コン

テンツを有している魅力のある観光地であると

認識しているところでございます。 

 また、霧島錦江湾国立公園や桜島錦江湾ジオ

パークとして指定される地形や地質の自然、映

画「ホタル」のロケ地の海潟漁港や大河ドラマ

「西郷どん」のオープニング映像に採用された

江ノ島の景観、地元では「マゼンハイ」の愛称

で親しまれ、現在は県内外から多くのお問合せ

が寄せられるにこ展望所からの眺望など、観光

地としてのポテンシャルは非常に高い地区であ

ると考えているところでございます。 

 協和地区における観光地整備につきましては、

鹿児島県の事業である魅力ある観光地整備事業

を中心に、さくら公園やホタル公園の整備、護

岸道路の着色舗装等を行ってきたところでござ

います。 

 令和６年度におきましては、荒崎パーキング

や海潟漁港、にこ展望所の案内板を設置し、垂

水市にお越しになられたお客様に対して快適か

つ安全に観光をお楽しみいただけるように、観

光地としての環境整備を行ったところでござい

ます。 

 以上でございます。 

○川畑三郎議員  それでは、一問一答方式でよ

ろしくお願いします。 

 梅雨時の防災対策ですけれども、毎年のよう

に私は質問いたしておりますけれども、先日も

線状降水帯が９日の日にできたということで、
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大変心配しているところですので、今後もいつ

災害が起こるか分からないので、それで市の対

応としてもしっかりとして、今後対応をとって

いただきたいと思います。 

 農林課のほうにおいては、今の重点ため池で

三角のため池と米山のため池が７年度、８年度

から工事が始まるわけですけれども、それも住

民のためにやることですので、早めに工事が着

工できて完成するようにお願いしていきたいと

思います。一応これは終わります。 

 農地中間管理機構についてでございます。今

説明がございましたけれども、これについて先

日の新聞等で全国９県が使用料というんですか、

一応とるというようなことが載っておりまして、

今後やっぱり財政的なことがあるので、管理機

構としてもそういう少しでも取る方向でいくの

が多いのではないかという報道がされておりま

したけれども、鹿児島県の中間管理機構につい

ては、そういう状況はどうだったんでしょうか。 

○農林課長（森 秀和）  農地バンクを通じた

貸借における手数料につきましてお答えいたし

ます。 

 今後の対応につきまして、鹿児島県農地中間

管理機構に問い合わせたところ、今現在での手

数料の導入は考えていないとのことでございま

した。 

 以上でございます。 

○川畑三郎議員  はい、分かりました。一応そ

ういうことで、これについてもなかなか貸し手

がいなくなったりということで、それを受け取

った管理機構としても、借り手にお金を払わな

ければいけないので、貸借のアンバランスなと

ころが出ると思います。しっかりとしたこれも

対策をしたほうがいいと思いますので、気をつ

けて頑張っていただきたいと思います。 

 海岸の整備です。今課長のほうで答弁してい

ただきました。前も私が一般質問にちょっと取

り上げたことがあったんですけれども、今回は

地域の方が県の方に来ていただいて見ていただ

きたいということで、要望はしているんですけ

れども、課長が県の出向ということで来ていら

っしゃるので、振興局ともよく語って、どうし

ても要望どおり取っていただけるように頑張っ

ていただきたいんですよ。 

 昔はきれいな砂浜で、いいところだったんで

すよ。ですから、余計なお金はかからないと思

うんですけれども、課長その分はよろしくお願

いしておきますからね。はい、いい答弁をもら

いましたので、取る方向でというようなことも

ありましたので、よろしくお願いします。終わ

ります。 

 それでは、事前予約の乗り合いタクシーにつ

いて質問させていただきます。 

 １回目の答弁で、今回の牛根３地区における

実証運行の結果についてお伺いし、期間中の利

用状況や、また丁寧に牛根３地区を対象とした

アンケート調査を行われたこと、そしてその結

果についてもお伺いすることができました。 

 牛根３地区については、順調にいけば今年10

月１日から本格的に運行される見込みであると

思っておりますが、この牛根３地区のルート上

に協和地区がありますよね。私は前、全協で説

明があったとき、協和地区を通るんだから協和

はどうかと言ったんですけれども、そのときは

ノーでしたけれども、この牛根のルートに協和

地区を含めることができれば、協和地区にお住

まいの皆さんも大変助かると思うんですが、こ

ういった検討もされたのかも含めて、今後の事

業展開についてお願いいたします。 

○企画政策課長（堀留 豊）  乗り合いタク

シー実証運行を踏まえた今後の事業展開につき

ましてお答えいたします。 

 実証運行の結果やアンケート調査結果を踏ま

えまして、本格運行に向けた検討を行ったとこ

ろですが、議員からの御質問にありましたとお

り、今回の実証運行を行う中で、協和地区の住



－86－ 

民の方々から牛根地区と中央地区の間の運行区

間の中で、乗り合いタクシーを利用することが

できないかといった御要望もいただいたところ

でございます。 

 この要望の理由でございますが、日中の路線

バス運行本数が少なくなってきていること、ま

た自宅からバス停までの距離があるため、高齢

の方は特にお困りになっているといった内容で

ございました。 

 ただいま申し上げました御要望を踏まえ、本

格運行について検討を行ったところでございま

すが、本市の乗り合いタクシーは国庫補助を活

用しておりますことから、牛根３地区の本格運

行に国庫補助を活用するための要件、それから

牛根３地区と中央地区を結ぶ乗り合いタクシー

運行区間に協和地区を追加するための国庫補助

要件について、鹿児島運輸支局に確認も行った

ところでございます。 

 ５月29日には、垂水市地域公共交通活性化協

議会を開催し、利用者のニーズに即した効果的

かつ効率的な運行体制による垂水市北部ルート

の新たな開設について協議し、結果、牛根３地

区及び協和地区を対象地区とする市北部と中央

地区間を結ぶ事前予約型乗り合いタクシーを、

本年10月より新たに本格運行させることといた

しました。 

 運行体制については、毎週月曜日・水曜日・

金曜日の運行とし、１日当たりの運行便数を、

上り便を午前に２便、下り便を午後に２便、計

４便としたところでございます。 

 また、協議会では以前より新城地区の方々よ

り御要望のありました小谷ルートの運行区域拡

大についても協議いたしました。小谷ルートは、

新城小谷地区及び水之上地区と中央地区を結ぶ

運行区域となっておりますが、この運行区域に

浦川内上・下振興会を追加することについて、

当協議会で決定したところでございます。 

 併せて、事前予約型乗り合いタクシーの利便

性向上のため、中央地区に乗降停留所を現在の

６か所から９か所に増設することについても決

定いたしました。このことについて、広報紙で

周知するとともに、９月に住民説明会を開催し、

地域住民の皆様へ説明を予定しているところで

ございます。 

 以上が、乗り合いタクシー実証運行を踏まえ

た今後の事業展開でございますが、今後も引き

続き市民の皆様の移動利便性向上に向けた交通

ネットワーク体系の構築に努めていきたいと考

えております。 

 以上でございます。 

○川畑三郎議員  ありがとうございました。本

年10月から乗り合いタクシー実証運行を踏まえ、

牛根３地区での本格的運行がスタートすること

について、御答弁いただきました。また、その

牛根３地区での本格運行に協和地区も追加して

いただけるということで、これは私からも感謝

申し上げたいと思います。ありがとうございま

す。 

 今後も垂水市地域公共交通計画に基づき、市

民の移動手段の確保、移動利便性の向上に向け

引き続き取り組んでいただくことを要望いたし

まして、この質問はこれで終わりたいと思いま

す。 

 続きまして、漁業振興についてです。水産商

工観光課長のほうにいろいろ説明をいただきま

した。モジャコの採捕については、私も前も語

ったんですけれども、私たちも20代の若い頃か

らモジャコ船でモジャコの採捕に行った経験が

ありまして、状況は十分分かっております。今

年度はちょっと採捕時期が早かったために、ち

ょっと取れなかったということでしたけれども、

充足が取れたと、十分じゃないけど取れたとい

うことで安堵しているところです。 

 毎年のことだと思うんですけれども、これは

天然のことですので致し方ないことだと思いま

す。 
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 そこで、人工種苗の実績と効果の中で、課長

が答弁いただきました。一番の問題は、モジャ

コは天然で藻の中に行けばどうにか取れるんだ

けど、やっぱりカンパチの問題ですね、稚魚の

問題、今外国から稚魚は仕入れてはいるけれど、

なかなか今後問題が出てくると思うんですよ。 

 ですから、やっぱり国としても県としても、

この人工種苗にもうちょっと力を入れていただ

きたいと。前も市長にもお願いしたんですけれ

ども、やっぱり水産商工観光課としても試験場

とタイアップして、県とタイアップして、この

カンパチの稚魚には力を入れていってもらいた

いなと思っております。 

 昨年からすればブリの稚魚、カンパチの稚魚

も倍近い事業者がお願いしているということで

すので、やっぱり人工種苗にみんな買ったやつ

に力を入れていけばどうにかなりそうな気がし

ますので、そこら辺も両漁協と話し合って、こ

の人工種苗については頑張っていただきたいと

いうことでお願いします。 

 カンパチ祭については、天気もよくて本当大

変なにぎわいでした。市長も森山先生も来てい

ただいて、私も夫婦で弁当を買いに行って、ア

ジを買ってということで楽しみにして帰ってき

たところでしたけど、このカンパチ祭について

は、市長も一生懸命力を入れていらっしゃると

思うんですけど、市長のこのカンパチ祭につい

てのお考えをちょっとお聞かせください。 

○市長（尾脇雅弥）  先ほど担当課長が申し上

げたように、天気にも恵まれ１万2,000人の

方々にお越しいただきました。森山先生も３時

間ほどいていただいたんですけども、全ての様

子を見ていく中で、みんなが非常に喜んで売上

げも1,000万円ということでありますから、し

っかりと垂水日本一のカンパチをＰＲできたの

ではないかというふうに思いますので、そのこ

とを基に今後も漁協と連携しながら、交流人口

200万人のためにも必要不可欠でございますの

で、さらに発展できるように課題を整理して、

次回へ向けて対応していければというふうに思

っております。 

○川畑三郎議員  では、協和地区の観光整備に

ついてであります。課長のほうからいい答弁を

いただきましたけれども、協和、海潟地区は昔

から温泉や桜島の景観など、本当に観光に恵ま

れていると思います。 

 現在でも温泉はもちろん、桜勘食堂やカンパ

チ祭など、時期によっては多くの観光客がお越

しいただいております。平成13年には、映画

「ホタル」のロケもありました。海潟地区を挙

げてみんなで炊き出しを行うなど、おもてなし

をしたところであります。引き続き観光整備を

継続していくことで、より海潟地区の魅力が向

上して、多くの観光客にお越しいただき、地区

全体、ひいては市内全体の観光経済効果が波及

するものと思います。 

 執行部におかれましては、県をはじめ関係機

関との連携や地元との調和により今後も観光振

興に取り組んでいってもらいたいと思います。 

 先ほどの答弁の中で少し気になったんですけ

れども、展望所の問題。先日看板が立っており

まして、にこ展望所というのがあると。私もに

こ展望所とは何だろうかと本当に思いました。

我々はいつもいい景色のある観光地じゃなくて、

場所があって、マゼンハイというんですよ、海

潟では。 

 その向かいが私の山で１町歩あるんですよ。

昔ミカン山だったところだから、若いときはそ

こで桜島を眺めながら、昼御飯で弁当を食べた

りしていい景色のところでしたけれども、最近

道路もできまして、さらに景色がいいところで

す。 

 市長室に行きますと、その展望所から撮った

ようないい写真がありますよね。感心いたしま

す。海潟全体が写ってていい、皆さんも市長室

に行って見てみてください。大変いい写真があ
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りますので、そういうことでありますが、この

にこ展望所というのは聞き慣れない名称ですけ

れども、具体的にどういう状況でこうなったの

か、お教えいただきたいと思います。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  にこ展望所

につきましてお答えいたします。 

 にこ展望所は、協和小学校の東側を通過する

林道海潟麓線を道なりに約１キロ進んだ標高約

100メートルの位置にあり、桜島と錦江湾、海

潟漁港や江ノ島、海潟地区の町並み、遠くには

鹿児島市内も一望できる個人所有地の展望所で

ございます。 

 地元ではマゼンハイの愛称で呼ばれ、散策

コースや撮影スポットとして活用されているよ

うでございます。 

 にこ展望所の名称につきましては、当該土地

所有者様が御自身のお孫様のお名前を展望所の

名称に使用され、ＧｏｏｇｌｅＥａｒｔｈにお

きましても、にこ展望所の名称で登録されてお

り、県内外からの問合せが増え観光客も比例し

て増加したものと推察することができるところ

でございます。 

 しかしながら、地元の方からにこ展望所の名

称で道を聞かれた際、聞き慣れない名称であっ

たため説明ができなかったという御意見等もい

ただきましたことから、垂水市観光協会と協議

して、令和６年度事業により国道220号と林道

海潟麓線の２か所の道路案内板を設置していた

だいたものでございます。 

 また、展望所につきましても、土地所有者様

の承諾を頂き、現在は仮設の看板を設置してい

るところでございますが、垂水市観光協会の令

和７年度事業により、正式な看板を設置する予

定であると伺っているところでございます。 

 以上でございます。 

○川畑三郎議員  ありがとうございます。にこ

展望所の名称の由来や現地の状況、看板設置の

件につきましては理解いたしました。また皆さ

んもゆっくり見ていただければ、景色のいい立

派な場所だと思います。 

 今後、増加するにつれて土地所有者の理解や

草木の維持管理、駐車場等の確保による安全管

理が求められることでありますが、市として今

後どのような対応を考えているのかお聞かせく

ださい。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  にこ展望所

の維持管理についてお答えいたします。 

 現在は、土地所有者様において草払いや美化

活動を実施されており、展望スペースや駐車ス

ペースを提供していただいているところでござ

います。 

 また、国道からにこ展望所までの経路の市道

小森３号線と林道海潟麓線は、いずれも垂水市

が所管する道路であることから、草木等により

通行に支障がある場合などは、所管課と連携し

環境整備に努めてまいりたいと考えているとこ

ろでございます。 

 併せて通行車両に事故がないように、看板等

を設置するなどの対策を講じて、地元住民や旅

行者の安全を確保してまいりたいと考えている

ところでございます。 

 なお、にこ展望所の北側斜面につきましては、

治山工事により樹木が植栽されているところが

ございます。この樹木の成長過程において、そ

の眺望確保が難しくなった場合は、関係機関と

調整の上、必要な眺望確保の対策に努めてまい

りたいと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○川畑三郎議員  ありがとうございます。地域

の我々は協和地区の景観のいい場所だと私は思

っておりました。自分でもここに展望所を建て

ようかというぐらいの地域でしたけど、今の治

山工事でちょっと木が大きくなっていますよね。

それも私は完了を今後しなきゃいけないと思い

ますので、所有者や観光協会もあると思います

ので、連携してしっかりと対応していって、い
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い垂水市の観光地の名所として伸びていくよう

にお願いいたしたいと思います。 

 そういうことで、課長も初めての答弁で、な

かなかだったでしょうけれども、ひとつ頑張っ

て水産のほうも、もともと水産にいたからだと

思いますよね。だから、よく分かっていると思

いますので、水産商工観光の課長として頑張っ

ていただきたいということを要望して、一応私

はこれで終わります。 

○議長（北方貞明）  次に、６番、梅木勇議員

の質問を許可いたします。 

   ［梅木 勇議員登壇］ 

○梅木 勇議員  おはようございます。今議会

８番目の登壇となりました。雨が降り続き、今

朝の明け方には激しく降り、梅雨らしい天気模

様となってきました。 

 今日の南日本新聞には、「浸水・土砂崩れ相

次ぐ。県内今日も大雨おそれ」の見出しで、

「活発化する梅雨前線の影響で鹿児島県本土は

10日も各地で大雨となった。大隅地方では、９

日夜に線状降水帯が発生。人的被害がなかった

が、床下浸水やがけ崩れが相次いだ」との記事

となっています。 

 梅雨が本格化してきました。また、台風シー

ズンとなってきます。災害がないよう願うとこ

ろですが、避難の準備や災害に対しての行動を

念頭に過ごしていかねばとの思いをしていると

ころでございます。 

 それでは、議長の許可を頂きましたので、さ

きに通告しておりました質問に入らせていただ

きますので、御答弁よろしくお願いいたします。 

 まず１問目、市営墓地について質問いたしま

す。 

 今年度の管理計画についてでございますけれ

ども、市営墓地については、これまで令和５年

第２回定例会６月議会、昨年の令和６年第２回

定例会６月議会と、これまで２回質問してきま

した。今回３回目の質問をいたしますが、まず

最初に、今年度の管理をどのように計画されて

いるのか伺います。 

 ２問目に、軽自動車税の減免について質問い

たします。 

 種別割の減免についてでありますが、公益の

ため直接専用する軽自動車等に関する種別割の

減免について、垂水市税条例第89条に、市長は

公益のため直接専用する軽自動車等のうち、必

要と認める者に対しては種別割を減免するとあ

りますが、公益のために直接専用する軽自動車

等について説明をお願いいたします。 

 ３問目に、有害鳥獣対策について質問いたし

ます。 

 拡充された有害鳥獣捕獲期間のサル、ニホン

ジカ、イノシシの実績をお伺いいたします。 

 有害鳥獣による農作物への被害防止のため、

毎年４月から10月まで有害鳥獣捕獲期間として

対策が図られてきていますが、農作物への被害

がなかなか減少しない現状から、鹿児島県が第

２種特定鳥獣に指定しているイノシシ、ニホン

ジカを令和６年度の11月１日から３月15日まで

の狩猟期間中も、有害鳥獣捕獲期間として拡充

されたが、拡充された期間のイノシシ、ニホン

ジカと以前から捕獲可能であったサルと合わせ

て捕獲数を伺います。 

 ４点目に、牛根中学校跡地等の事業進展につ

いて質問いたします。 

 ローカル10,000プロジェクトの地域経済循環

創造事業についてでございますけれども、今年

度新規事業としてローカル10,000プロジェクト

地域経済循環創造事業交付金5,000万円が広報

たるみず４月号に掲載されており、地域資源を

生かした先進的で持続可能な事業化の取組を促

進し、地域での経済循環を創造することを目的

とするもので、地方公共団体が地域の金融機関

等と連携しながら民間事業者等に対する支援を

行うもので、民間事業者による牛根中学校跡地

と牛根中央クリニック跡地を活用した事業展開
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に際し、同交付金を活用するとなっていますが、

具体的に地域経済循環創造事業の内容、採択要

件等を伺います。 

 以上で、１回目の質問を終わります。 

○生活環境課長（有馬孝一）  おはようござい

ます。市営墓地の今年度の維持管理につきまし

てお答えいたします。 

 今年度の市営墓地の維持管理計画としまして

は、まず墓地内の雑草除去、昨年度と同様年３

回実施し、墓参りをされる方々が気持ちよくお

参りできるよう努めていることとしております。 

 なお、１回目の雑草除去につきましては、先

頃実施したところでございます。 

 墓地内の樹木の伐採等につきましては、昨年

８月から９月にかけまして生活環境課の職員で

市営墓地３か所内にある支障木の伐採を実施い

たしました。今後も墓地内の枝につきましては、

大木化しないうちの伐採等、対応していきたい

と考えております。 

 昨年要望のありましたお知らせ看板等につき

ましては、経年劣化等で利用できないものにつ

きましては撤去を行い、中ノ平墓地３か所、市

木、海潟墓地にそれぞれ２か所設置いたしまし

た。今後も看板の状況等を確認してまいります。 

 未使用の墓地、いわゆる空き墓への対応につ

きましては、墓じまい等によります改葬手続の

際に、条例に基づく返納の手続について案内を

しているほか、毎年度広報紙により周知させて

いただいておりますが、今後も定期的に周知を

図り、現状復旧していただくよう努めてまいり

ます。 

 また、未使用となっております市営墓地の状

況確認につきましても、今後も空き墓の状況を

確認しながら、相続人の調査と墓石撤去等の手

続を進めてまいりたいと考えております。 

 最後に、令和７年度の市営墓地に係る維持管

理についての新たな試みといたしまして、返納

届のあった墓地の雑草を防除するため、防草

シートの購入をいたしました。この防草シート

によりまして、雑草の繁茂を減少することで、

先ほど申し上げました墓地内の雑草除去に係る

委託費の抑制と環境美化等を検証することとし

ております。 

 今後も市営墓地の適正な維持管理に努めてま

いります。 

 以上でございます。 

○税務課長（吉崎亮太）  公益のため直接専用

する軽自動車等に対する種別割の減免につきま

してお答えいたします。 

 社会福祉法人や公益社団法人などの収益事業

を行わない公益法人等が、社会福祉法第２条に

規定する社会福祉事業のために専用使用するこ

とを目的として所有している軽自動車であって、

当該公益法人が経営する施設の利用者である身

体障害者や高齢者等の送迎などに使用され、か

つ使用回数や走行距離等によって高齢者等の送

迎に供する割合が８割以上であることなどの要

件を満たしていると総合的に認められる場合、

軽自動車税の種別割を全額免除する制度でござ

います。 

 以上でございます。 

○農林課長（森 秀和）  拡充された有害鳥獣

捕獲期間のサル、ニホンジカ、イノシシの実績

につきましてお答えいたします。 

 サルは狩猟対象でないことから、狩猟期間が

定められておりませんが、年間88頭捕獲されて

おり、前年度比16頭増でございます。 

 それでは、令和６年度の狩猟期間中の捕獲実

績につきまして御説明いたします。 

 ニホンジカの捕獲はなく、イノシシにつきま

しては408頭となっております。令和６年度の

捕獲頭数は、ニホンジカの捕獲はなく、イノシ

シ772頭となっております。令和５年度と比較

しますと、イノシシ419頭の増であり、併せて

年次的な侵入防止柵整備事業を計画的に行って

いることもあって、被害面積は減少しておりま
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す。 

 また、有害鳥獣の出没通報があった際は、猟

友会へ依頼し迅速に対応していただいており、

見回り活動並びに捕獲によって一定の効果が得

られているところでございますが、引き続き農

家の皆様や猟友会と連携して対策に取り組んで

まいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○企画政策課長（堀留 豊）  地域経済循環創

造事業交付金についてお答えいたします。 

 この交付金は、議員御指摘のとおり地域資源

を生かした先進的で持続可能な事業化の取組を

促進し、地域での経済循環を創造することを目

的とするものでございます。 

 交付の対象となる要件は、４つの要件全てに

該当する持続可能な事業となっており、１つ目

の要件は産官学金の連携により、地域の資源と

資金を活用した地域密着型の事業であること。

２つ目の要件は、事業の実施により地方公共団

体の負担により直接解決・支援すべき公共的な

地域課題への対応の代替となること。３つ目の

要件は、他の同様の公共的な地域課題を抱える

地方公共団体に対する高い新規性・モデル性が

あること。最後の４つ目が、交付金事業者が地

域金融機関から受ける融資額が公費による交付

額と同額以上であり、当該融資は無担保の融資

であることとなっております。 

 この４つの条件を満たした民間事業者等の初

期投資に対し、総務省での有識者審査を経た後

事業採択がなされ、交付対象経費は施設整備費、

機械装置費、備品費、調査研究費が対象で、交

付額の上限は5,000万円でございます。 

 対象となる事業は、全国の事例から一例を申

し上げますと、廃校等の遊休施設を有効活用し

た事業、観光拠点を整備するための事業、地元

農林水産物を活用した６次産業化、新商品開発

促進のための事業、伝統工芸品等の再生のため

の事業、バイオマス・廃棄物等の地域資源を活

用した地域エネルギー事業、醸造所・ブルワ

リー・ワイナリー等の酒造関係の事業などに本

交付金が活用されており、鹿児島県におきまし

ても、平成24年度から令和６年度までに計15の

事業に対し交付決定されているところでござい

ます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  それでは、一問一答式でお願

いいたします。 

 まず、１問目の市営墓地についてであります

けれども、今年度の管理計画について答弁をい

ただきましたが、除草についてはこれまでと同

様、５月の梅雨入り前とお盆前、さらに12月の

正月前の３回の除草計画であります。 

 ５月の末に墓地を見て回りましたが、市木、

海潟墓地は５月の初め頃ですかね、中ノ平墓地

については数日前に除草作業がなされたようで、

すっきりとした状態でありました。 

 今年度の新たな取組としては、返納届のあっ

た墓地については除草対策として、防草シート

を敷いて対応していくというような取組をして

いきたいというようなことでございましたが、

全体的には海潟墓地については、使用されなく

なった墓が放置状態で、屋根が朽ちたりしてい

る墓が多数あり、景観的な影響を思うところで

ございます。 

 先ほどそれなりの手続は進めているというこ

とでございましたけれども、関係者へ条例に基

づき墓石撤去、整理の促進を進めていただきた

いと思っております。 

 次に、環境整備についてでございますけれど

も、環境整備については、これまで２年間墓地

の看板や墓地内の樹木の伐採について、また市

木墓地の使用者の方々から平成30年４月28日付

で暴風や台風の場合、民有地から越境している

大木の木切れが飛散、落下して、墓の屋根を破

損している状態が続いていることから、これを

防止するための要望をされたことを踏まえ、環
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境整備を重点に質問してきたところですが、市

木墓地の対応では、昨年の質問では前進したと

言えるような答弁ではなかったため、議会終了

後、８月１日午後、市長をはじめ担当の生活環

境課、企画政策課の皆さんに直接現地で民有地

からの墓地への越境木の状況を見ていただいた

ところでございます。 

 市長は、越境木の伐採の在り方を話されたと

ころですが、要は民有地３筆が筆界未定となっ

ていることから、対象者に何ら通知もしていな

いということでありましたので、昨年の質問で

このような状態について法の専門家である弁護

士の先生に相談をしてみてはということも述べ

ましたが、その後の対応について伺います。 

○生活環境課長（有馬孝一）  市営墓地の環境

整備、市木墓地の越境木の取り扱いのその後の

状況につきましてお答えいたします。 

 市木墓地の境界からの越境木につきましては、

議員が申されましたとおり、８月１日に市長、

議員立ち会いによる現地調査が行われ、その後

市長より土地所有者において伐採していただく

ことを基本とするが、民法改正による隣接地か

らの越境木への対応も念頭に、市ができること

を検討するよう指示されましたことから、本市

顧問弁護士へ相談いたしました。 

 顧問弁護士からは、今後の手続のため、まず

越境木の所有者を特定することをアドバイスさ

れましたことから、隣接地３筆の所有者の特定

作業に着手しまして、現在所有者・相続人等の

特定までは終了いたしております。 

 しかしながら、隣接地３筆とも筆界未定であ

り、越境木の所有者を特定できない状況である

ことや、土地所有者の相続等も関連をしますこ

とから、今後市としての対応につきまして顧問

弁護士へ改めて相談を行いまして、墓地利用者

の方の不安が少しでも早く解決できるよう取り

組んでまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  昨年弁護士の先生等にも相談

したらどうですかと申し上げたところ、相談さ

れたと。先生の指示といいますか、答えといい

ますかね、その越境木の所有者を特定しなさい

というような話だったということを伺っており

ますけれども、今の生活環境課から見ると、境

界が決まっていないというようなことから、そ

ういう逆に私は越境木を特定することは難しい

んじゃないかなと、素人ながらそう思うところ

で、それで再度その決まっていない境界につい

ては、私は去年は双方に通知をする方法はどう

かということを申し上げましたけど、その点な

んかを含めて、今課長も申されましたけど、再

度先生に相談をしていただきたいと思うところ

です。 

 そういうような状況から、私がこの件につい

ての質問を始めてから今年で２年が過ぎ、今回

が３回目の質問になりましたが、いまだ民有地

の所有者には何も通知もできず、現地は何ら変

わることなく、樹木は毎年春に新たな芽を吹き、

年々大きく成長していきます。 

 昨年８月29日、薩摩川内市に上陸した台風10

号の影響で、墓地内の相当年数の桜の木が倒木

し、担当課の職員で倒木処理をされましたが、

幸い墓には影響はありませんでした。 

 冒頭に話しました楠の木の大木の木切れが飛

散、落下して、墓の屋根が破損した方々は、お

寺の納骨堂を買われ移転されたそうですが、お

寺への移転には相当の金額が必要のようであり

ます。 

 今年も暴風や台風の襲来する時期となってま

いりましたが、墓地を使用され、墓が越境木付

近の方々は台風の接近や暴風が吹くたびに、こ

の墓のことが気がかりになられます。 

 先ほど申しましたが、最初の質問から２年が

過ぎました。私から見れば遅々とした対応の在

り方と言わずを得ないところですが、このよう

な状況から副市長には対応の在り方や状況を随
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時、聞かれて進展助言などをしていただきたい

と思いますが、どうですか。 

○副市長（坂元裕人）  ただいまの梅木議員の

お話をお伺いしながら、御心配されている思い

は十分理解いたしました。 

 そこで、御質問の案件につきましては、クリ

アしなければならない法的な事柄も多々ありま

すことから、今後も慎重に対応してまいります。 

 しかしながら、議会を待たず生活環境課とも

連携しつつ、市長と情報を共有し、進捗状況を

含め必要な情報は梅木議員にお届けしたいと考

えております。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。もっ

と速やかに積極的な対応を求めて、今回はこの

件については終わります。ありがとうございま

す。 

 次に、軽自動車税の減免についてでございま

すが、１回目で種別割減免の公益のため、直接

専用する軽自動車税と軽自動車等について答弁

をしていただきましたが、これの減免件数の実

績はどうでしょうか、お聞かせください。 

○税務課長（吉崎亮太）  減免件数につきまし

てお答えいたします。 

 現在、本市において減免の適用要件を満たし

ている公益法人がほとんど存在せず、減免の対

象となる公益法人にあっては、高齢者等の送迎

において普通乗用車等を使用しておりますこと

から、過去５年間、軽自動車税に係る減免申請

の実績はございません。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。私は、

この減免については、社会福祉協議会などの軽

自動車が対象となるのではと単純に思っており

ましたけれども、本市ではただいまの答弁のと

おり、公益のために直接専用する軽自動車等の

減免件数はないとのことでありました。 

 次に、身体障害者等に対する種別割の減免に

ついての減免件数をお伺いいたします。 

○税務課長（吉崎亮太）  身体障害者等に対す

る種別割の減免件数につきましてお答えいたし

ます。 

 令和６年度の実績において、減免件数は111

件でございます。そのうち、令和６年度の新規

に申請された減免件数は13件、令和５年度から

の継続の減免件数は98件でございます。 

 身体障害者等に係る種別割の減免につきまし

ては、申請者の負担軽減や手続の簡素化を図る

ため、初回の申請時の事項等に異動がない場合、

翌年度以降も申請書が提出されたとみなし減免

を継続することとなっております。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  減免件数は111件だというよ

うなことでありますけれども、減免は毎年申請

をしなければなりませんが、前年に減免を受け

ていれば当該年度の賦課期日において、申請時

と同様で異動がなければ条例第90条第５項を適

用され、対応されているというような答弁でご

ざいましたけれども、しかし、申請内容に異動

があった場合や、新たな障害者となり減免対象

者となられた方は申請をしなければなりません

が、それの申請に必要な申請書類はどんなもの

かをお聞かせください。 

○税務課長（吉崎亮太）  減免申請に必要な書

類につきましてお答えいたします。 

 まず、身体障害者等に係る軽自動車税の減免

対象要件でございますが、身体障害者等が所有

する軽自動車で、専らその身体障害者等が自ら

運転する軽自動車であることが要件とされてお

ります。 

 そのほかに、身体障害者等が所有する自動車

で、専らその身体障害者等の通学・通院・通所

またはなりわいのためにその身体障害者等と生

計を一にする生計同一者、または常時介護する

方が運転する軽自動車であることが要件とされ

ております。 
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 次に、減免申請に必要な書類等でございます

が、身体障害者等である本人が軽自動車を運転

する場合は、身体障害者手帳等、自動車検査証、

運転免許証、マイナンバーカード、納税通知書

が必要でございます。 

 また、身体障害者等と生計を一にする生計同

一者が軽自動車を運転する場合は、先ほど申し

上げました書類に加えて、福祉事務所長が発行

する生計同一証明書を添付する必要がございま

す。 

 身体障害者等に係る減免申請の事務手続につ

きましては、減免対象要件や障害の程度等を厳

格に確認するため、必要な書類を申請書に添付

するよう地方税法や国からの事務手続に関する

通知等、垂水市税条例に基づき事務手続を行っ

ているところでございます。 

 身体障害者等に係る軽自動車税の減免の趣旨

を踏まえ、今後も引き続き法令等を遵守した減

免手続を適切に行ってまいりたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。ただ

いまの答弁では、申請書類には本人運転の場合、

身体障害者手帳、自動車検査証などほか３点が

必要で、生計同一者運転の場合、本人運転の場

合の５点の書類と併せて、生計同一証明書が必

要であるとのことでした。 

 減免申請をされる方からは、申請内容に異動

があり、新たに申請をしなければならないが、

自分では運転できないので生計同一証明書を提

出しなければならない。証明書は市役所の福祉

課で発行されるが、市役所から遠方に住んでい

ることから、距離と時間などかなりの負担であ

るとの声があるが、地域におられる民生委員さ

んなどの証明で対応はできないかという要望が

ありますが、見解をお願いいたします。 

○福祉課長（新屋一己）  生計同一証明書につ

きましてお答えいたします。 

 生計同一証明書につきましては、身体障害者

等が通院・通学・通所またはなりわいのために

使用する自動車、軽自動車について、生計を一

にする方が運転をする場合に、その自動車・軽

自動車税の減免を申請する際、必要となる書類

でございます。 

 内容は、身体障害者等の氏名・住所・障害

名・障害者の障害の程度・手帳番号等、生計を

一にする者等の住所・氏名・身体障害者等との

関係・運転免許証番号・自動車の所有者情報と

使用目的等が記載されておりますことから、民

生委員がそれを証明することは難しいものと考

えます。 

 現在、その証明につきましては、福祉事務所

の申請により発行しているところでございます

が、発行に際しましては、障害者手帳、自動車

検査証、障害者と生計を一にし、専ら身体障害

者等の通院・通学・通所またはなりわいのため

に運転をする者の運転免許証・通院証明書等を

提示・提出していただき、これらの書類等を確

認することにより、生計同一証明書を発行して

いるところでございます。 

 このうち、通院証明書につきましては、平成

30年に福祉課と税務課が協議を行う中で、鹿児

島県や他市の状況等を参考にし、通院証明書の

内容に治療見込期間、通院回数などの内容を追

加し、今後も継続的に身体障害者等が通院を必

要とする旨の証明として、改めて医師が証明す

る通院証明の提出が必要であるとしているとこ

ろでございます。 

 自動車・軽自動車は身体障害者等の日常生活

にとって必要な生活手段であり、自動車・軽自

動車を使用することにより、身体障害者等の社

会参加の促進に寄与することが期待できること

から、自動車・軽自動車税の減免は効果的であ

り、必要な方が申請できるよう可能な限り簡素

化する必要があると考えますが、一方で自動

車・軽自動車税というものは税金の一つである
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ことから、皆様方が支え合い、共によりよい社

会をつくっていくため、公平性が重要であると

考えます。 

 このようなことから、通院による生計同一証

明書の発行の際には、通院証明書等を提出して

いただくことで毎年申請を行う必要もなく、利

用者の軽減負担にもなり、公平公正な事務取扱

いにもなっていることから、必要な書類である

と考えております。 

 しかしながら、高齢化が進行している本市に

おいては、身体障害者等も高齢化していること

から、現在自ら運転できる方も免許返納なので

通院が難しくなるケース等があることから、こ

れからも自動車・軽自動車税の減免が必要な方

に可能な限り負担がかからないような手続とす

るため、皆様の声を聞きながら近隣他市町の状

況なども注視してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。生計

同一証明書を民生委員さん等の証明で変えるこ

とはできないかというようなことを聞きました

けれど、なかなかちょっと難しいというような

答弁でございました。 

 また、それへの生計同一証明書を作成するに

当たっては、通院・通所・通学の証明が必要だ

というようなことでありますけれども、通院証

明書、通所証明書はそれぞれの施設の長が証明

をしていただくことになりますけれども、これ

らの手続をする方々からは、通院証明書には発

行日数や手数料がかかると聞いています。通院

証明書については、申請者が通院確認の委任状

を福祉課に提出し、福祉課が確認する方法か、

病院への支払い領収書では対応できないかとい

う声がありますけれども、先ほどの答弁の中で、

この通院証明書等については、以前税務課と担

当課で協議をしたというような答弁でもありま

したけれども、この証明書については、地元で

こうして協議をして対応していくというような

ことですから、何とかこれについてできないか

再度お聞きしてみたいと思います。 

○福祉課長（新屋一己）  質問にお答えいたし

ます。 

 質問につきましては、平成９年３月27日当時

の厚生省の通知の中で、本人以外が運転をする

場合に、障害者と生計を一にする者が障害者の

通学・通院・通所・なりわいのために日常的に

運転をする者であるとのことを住所地の福祉事

務所長・市町村の方が確認を受けた者の対象と

して減免を行うというふうになっておりますの

で、そこで福祉事務所が証明をする必要があり

ますし、日常的にその障害者のために運転をす

るというようなところが条件となっております

ので、やはり市が確認するものとしては、継続

的にしっかりと通院などに使うということを証

明確認する必要があると考えますので、そこの

証明につきましては必要であるというふうに考

えております。 

○梅木 勇議員  もう一回、最後の言葉は何だ

ったですか。ごめんなさい。 

○福祉課長（新屋一己）  通院証明につきまし

ては、必要なものと考えており、領収につきま

しては一時的なものでもありますので、日常的

にこの通院が必要であるとの証明にはならない

と現在では考えますので、通院証明ということ

を今引き続き必要であると考えます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。これ

の申請をされる方々は、健常者と比べそれなり

の負担を抱えながら生活をされているわけです

から、そういう方々へもっと優しい、簡便な対

応のために、今後もぜひ検討していただきたい

と思いまして、お願いしてこの件は終わります。 

 次に、有害鳥獣対策についてでありますけれ

ども、１回目で拡充された有害鳥獣捕獲期間の

捕獲数を伺いましたが、猿は年間で88頭、イノ

シシはこの期間が408頭ということで、イノシ

シは全体で772頭になっているが、昨年と比べ
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499頭増加につながったというような答弁であ

りましたが、私はこの数字を聞いて、捕獲され

た頭数分だけ被害軽減につながったと考え効果

があったと思うところでございます。 

 続いて、狩猟免許取得環境について、対応に

ついてでありますけれども、私は令和６年第４

回定例会12月議会の一般質問において、新たな

狩猟免許を取られる方や３年ごとに免許更新を

される方が、免許取得試験に必要な書類として

医師の診断書がある。垂水市内については、垂

水市内の医療期間ではなかなか診断書を作成し

てもらえず、市外の病院等でようやく作成して

もらっている現状を述べさせていただき、垂水

市内の病院で対応はできないかと相談をしてい

ただきたいと質問いたしましたが、その後垂水

中央病院に相談に行きましたと、今年１月24日

に農林課の担当者から私と垂水市猟友会長に連

絡があり、病院からはその相談した時点で、病

院からは狩猟事故で医師の診断書に対する裁判

事例はないか調べてほしいとの話があったとい

うことで、その後、農林課から総務課で調べて

もらったが、そのような事例はないということ

でしたと聞いていますが、最終的な病院の対応

をお聞かせください。 

○農林課長（森 秀和）  狩猟免許取得環境対

応につきましてお答えいたします。 

 現在、垂水市猟友会員で有害鳥獣捕獲従事者

として活動していただいている会員は44名、う

ち銃猟が16名、わな猟が42名となっております。 

 年齢別による構成は20代が２名、30代が２名、

40代が１名、50代が５名、60代以上が34名と高

齢化傾向にございます。 

 このようなことから、令和６年第４回定例会

で梅木議員からの一般質問において、有害鳥獣

を捕獲する猟友会会員を確保するために、狩猟

免許の取得に必要な診断書について垂水中央病

院で発行できないか要望がございました。 

 銃所持に関する診断書は、垂水中央病院には

指定医がいないため、同院では発行できないと

のことでございますが、狩猟免許取得及び更新

に必要な診断書については、昨年12月に同院院

長と協議の中で、個別の状況や診断に時間を要

することから、期間に余裕をもって受診してい

ただきたいとのことでございました。 

 引き続き垂水市猟友会員の皆様の活動が円滑

に行えますよう、免許取得費用や更新費用の支

援など連携して環境整備に取り組んでまいりた

いと考えております。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ただいまの答弁をもう一回確

認させてください。病院側からの対応としては、

期間中に余裕をもって受診していただきたいと

のことでございましたとありましたけれども、

中央病院では受診ができるということでよろし

いんですか。 

○農林課長（森 秀和）  はい、免許の種類と

いたしまして網猟、それとわな猟、銃が２種類

ございますが、全てにおいて受診は可能という

ことでございました。 

 これまで免許取得に対して受診を断られる

ケースがございましたが、垂水中央病院からの

受診可能との見解があったことは、進展があっ

たと考えております。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。大前

進です。ありがとうございます。 

 今年も狩猟免許試験が７月27日、鹿屋市農業

研修センターで行われます。申請期間は６月16

日から７月11日までとなっています。垂水中央

病院に相談に行っていただいたことで病院の対

応姿勢が進展し、市外の遠方まで行かなくても

よいということにつながったと思うところでご

ざいます。本当にありがとうございます。 

 免許取得受験者にはありがたいことです。今

後も狩猟環境に配慮していただきますようお願

いして、この件は終わります。 
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 次に、牛根中学校跡地等の事業進展について、

１回目でローカル10,000プロジェクト事業の具

体的な内容、採択要件、全国的な活用事例等を

答弁していただきました。ありがとうございま

した。 

 続きまして、施設の事業計画についてお伺い

いたします。 

 先日、牛根の知人宅に行ったときに、ついで

に牛根中学校跡地を学校入り口付近から見ると、

体育館で施設整備が行われているようでありま

した。地域では事業の内容や雇用などに関する

声が聞かれますが、どのような事業計画なのか

をお伺いいたします。 

○企画政策課長（堀留 豊）  牛根地区の事業

計画等についてお答えいたします。 

 今回、牛根中学校跡地と牛根中央クリニック

跡地を活用した民間事業者による新規創業計画

に対する支援策としまして、地域経済循環創造

事業交付金を活用する計画とし、令和７年３月

28日付で総務省より交付決定通知があったとこ

ろでございます。 

 総務省へ提出しました事業計画書の内容で申

し上げますと、旧牛根中学校体育館をアルコー

ル飲料の製造工場へ改修し、また旧牛根中央ク

リニックは事務所兼小売店舗へ改修する計画と

なっており、交付金事業の完了は本年11月末を

予定しているところでございます。 

 雇用については、10名程度を計画しておりま

すが、牛根地区地元住民の方々の積極的な雇用

による地域内における雇用創出を図る計画とし

ております。 

 雇用以外にも、今回の計画は多面的な地域貢

献型の新規創業を計画しておりまして、１点目

はアルコール飲料製造工程の見学ツアーを実施

することにより、市外・県外からの観光客を受

け入れ、地域の交流人口増加を図る計画、２点

目は災害等の有事の際に、工場内の空きスペー

スを地域住民の避難スペースや炊き出し支援ス

ペースとして開放することにより、地域の災害

対応力向上を図る計画、３点目は、教育機関と

連携し、小中高生向けの発酵学に関する課外事

業プログラムを開発し、教育の面における社会

貢献も行う計画、４点目は、アルコール飲料の

原材料栽培において市内の遊休農地を積極的に

活用し、市内の農地維持にも貢献しようとする

計画となっているところでございます。 

 以上が今回の事業計画の概要でございますが、

令和５年６月に策定しました第２期牛根づくり

計画において、地域のありたい姿としまして、

地元で働きたい、世代間・地域間の交流の場を

つくりたい、地区の安全を守りたいといった項

目が掲げられており、今回の事業計画は牛根地

区の課題解決、地域活性化に資する新規創業計

画になるものと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。ただ

いまの答弁で事業計画については、事業はアル

コール飲料醸造施設ということでありまして、

クリニック跡地には事務所・小売店舗として活

用していきたいと。事業に対する雇用は10人程

度というようなことで、今回交付されました

5,000万円の交付金活用事業の完了は、11月末

を予定しているというようなことだったと思い

ます。 

 この事業が開始されますと、地元雇用や周辺

農地での原料生産も行われ、地域が活性化する

ことを望む声を地域では聞かれます。牛根中学

校跡地等の整備建設の第一弾としての地域経済

環境創造事業を活用したアルコール飲料醸造施

設建設が順調に進み、事業の開始により地域の

活性化につながるよう期待して終わります。あ

りがとうございました。 

 これで私の質問を終わります。 

○議長（北方貞明）  お疲れさまでした。 

 ここで暫時休憩いたします。次は11時15分か

ら行います。 
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    午前11時３分休憩 

 

    午前11時15分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、１番、髙橋理枝子議員の質問を許可い

たします。 

   ［髙橋理枝子議員登壇］ 

○髙橋理枝子議員  こんにちは。お疲れさまで

す。 

 それでは、早速質問に入らせていただきます。 

 最初に、不登校への対応についてです。 

 昨年４月に垂水中央中学校に校内教育支援セ

ンターができました。１年間の利用状況と成果

をお答えできる範囲でお示しください。 

 次に、防災道の駅、道の駅たるみずはまびら

についてです。 

 昨年の８月８日の震度５弱、今年１月13日震

度４の地震が垂水でもありました。いずれも震

源は日向灘でした。南海トラフ大地震が現実味

を帯びてきたように思います。民間の住宅は耐

震化も進んでいない中、心配は尽きません。 

 さて、道の駅たるみずはまびらは、2021年に

防災道の駅に選定され、2025年５月14日の国土

交通省の発表、79か所選定されております79番

目に出水市の道の駅が選定されるまでは、県内

唯一の防災道の駅だったわけです。 

 少し長くなりますが、選定要件をお示ししま

す。 

 都道府県が策定する広域的な防災計画及び新

広域道路交通計画に広域的な防災拠点として位

置づけられていること、建物の耐震化・無停電

化、通信や水の確保等により災害時においても

業務実施可能な施設となっていること、災害時

の支援活動に必要なスペースとして2,500平方

メートル以上の駐車場を備えていること、道の

駅の設置者である市町村と道路管理者の役割分

担等が定まったＢＣＰ（業務継続計画）が策定

されていること、それらが整っていない場合に

ついては、今後３年程度で必要な機能、施設体

制を整えるための具体的な計画があることとな

っております。 

 広域的な防災拠点に位置づけられているとは、

自衛隊、警察、ＴＥＣ─ＦＯＲＣＥ（緊急災害

対策派遣隊）等の救援活動の拠点、緊急物資等

の基地機能、復旧・復興活動の拠点等を担う道

の駅ということです。また、これらの防災機能

の整備・強化を国の交付金で重点支援が実施さ

れるものです。 

 そこで、防災道の駅に選定されて今年で４年、

現在の状況と役割について説明を求めます。 

 次に、契約保証不明金についてです。 

 今議会37号議案、雑部金285万円の補填が一

般会計補正予算として計上されております。全

ての時効が成立した上での措置だと思います。 

 そこで改めて、何度もお聞きするようですが、

市民の皆さんに、不明金事件発生から全事件時

効成立に至るまでの経緯を時系列で簡潔な説明

を求めます。 

 次に、子供の危機管理です。 

 市内の大切な子供たちの危機管理についての

質問です。現代の子供を取り巻く環境は、想像

もしないような危険が存在します。守る側とし

て、あらゆる創造力を働かせて、子供を守る努

力をする必要があると感じます。 

 子供の危機管理の現状についてお尋ねします。 

 次に、戦後80年を考えます。 

 今年、戦後ちょうど80年となります。戦争の

記憶をリアルにお持ちの方は少なくなりました。 

 2013年（平成25年）には、広報たるみずで、

「垂水戦争証言」として10ページにわたり貴重

な証言が記録されています。垂水は、第六垂水

丸海難事故や度重なる大空襲、垂水海軍航空隊、

鹿屋海軍工廠支所、九州海軍航空隊桜島航空基

地建設など、町は戦争に飲み込まれていきまし

た。戦争のことを実体験として語れる方が少な
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くなった今、戦争への恐怖心も薄れていき、平

和であることも当たり前の日常として暮らして

います。いつも平和への思いは忘れてはいけな

いのですが、戦後80年という節目に、改めて考

える機会を持ちたいものです。 

 本市には、貴重な戦争遺跡が幾つもあります。

その中でも特に注目すべきは、浜平の巨大な浜

平特殊地下壕です。私も、議員団として中に入

らせていただきました。治山工事中に発見され、

本市も令和５年に独自調査を実施しました。専

門家から見ても、ほかに例を見ない九州最大規

模あるいはそれ以上であること、保存状態がす

ばらしいことなど、大変重要な戦争遺跡である

と認識しました。 

 そこで、本市として、このような戦争遺跡は

現在どのような形で扱われているのか伺います。 

 次に、女性の活躍推進についてです。 

 本市は、小中学校の給食無料化や、県内でも

先駆けて子ども医療費無料化及び窓口負担ゼロ

の実施、０歳児から２歳児までの保育料無料化

あるいは産婦人科サテライトクリニック開設な

ど、子育て世代にはうれしい政策があります。 

 市長におきましては、昨年12月19日に市長と

ざっくばらん会（第１回たるトーク）が試験的

に行われ、今年度から本格的に開催されると思

います。 

 このたるトークは、女性に限ったものではな

く、市民全体を対象としています。幅広い年齢

層の女性の声を聞く機会があるのか、お答えい

ただきます。 

 最後に、書かない窓口についてです。 

 本市も、市民課窓口で書かない窓口を進めて

いくとあります。業務の効率化と市民の利便性

向上を図るためにも、ぜひ成功していただきた

い政策です。 

 具体的に、それはどのようなものなのか、御

説明ください。 

 以上７項目、簡潔かつ明確な御答弁をお願い

いたします。 

○学校教育課長（川﨑史明）  校内教育支援セ

ンターの取組の成果につきましてお答えいたし

ます。 

 令和２年度からのコロナ禍を経て、不登校の

増加は全国的な課題となっており、本市におき

ましても、中学校において、令和５年度は増加

が見られました。 

 そこで、学校教育課といたしましては、不登

校への対応のため、文部科学省の不登校対策と

してのＣＯＣＯＬＯプランを活用し、昨年度、

垂水中央中学校内に校内教育支援センター、通

称（ほっとルーム）を設置し、支援員を配置い

たしました。 

 令和６年度の活用状況としましては、支援を

必要とする生徒数名が、ほぼ毎日、この（ほっ

とルーム）を利用したところでございます。 

 校内教育支援センターにおける支援の在り方

としましては、生徒に合った学びができるよう

に、担任と連携して資料を準備したり、タブレ

ット端末を活用してＡＩドリルに取り組ませた

りするなどの学習支援に加え、生徒の悩みに丁

寧に耳を傾けるなど、生徒の困り感や心情に寄

り添った支援を行ってまいりました。 

 また、支援員と職員との連携につきましては、

一人一人の登校状況や教室での様子等について

情報交換を行った上で、担任や養護教諭が定期

的に（ほっとルーム）に行き、直接生徒に声を

かけたり個別指導を行ったりするなどの支援を

行いました。 

 さらに、関係機関との連携として、スクール

ソーシャルワーカーがなかなか登校できない生

徒の家庭を訪問して（ほっとルーム）を紹介し、

生徒の登校を促す働きかけを行いました。 

 また、職場体験学習などの体験活動時には生

徒の様子を事業所に見に行き、学校や保護者に

生徒が意欲的に活動する様子を報告することで、

保護者が子供の登校意欲を支えることにもつな
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がりました。 

 このような（ほっとルーム）、教職員、関係

機関とが連携した支援を通し、年度内に教室復

帰につながった生徒も複数おりました。 

 また、令和６年度の不登校生徒数は減少し、

特に新規の不登校数は大幅に減るなどの成果を

上げることができております。 

 以上でございます。 

○総務課長（園田 保）  防災道の駅としての

道の駅たるみずはまびらの役割についてお答え

いたします。 

 防災道の駅は、国土交通省が創設した制度で、

令和３年６月11日付で全国に39駅が選定され、

本市の道の駅たるみずはまびらも選定されたと

ころでございます。先ほど議員が申されたとお

り、令和７年５月14日には全国で新たに40駅が

追加選定され、79駅の道の駅が防災道の駅とし

て選定されたところでございます。鹿児島県内

では、現在、出水市で整備が進められている、

仮称ですが、道の駅出水が新たに選定されたと

ころでございます。 

 一般的な道の駅につきましては、道路を利用

する方に対して、トイレや道路情報、快適な道

路交通環境を提供し、また物産館などを併設し

て、地域の活性化を推進する施設として全国各

地で定着しております。 

 防災道の駅は、これに加えて非常用電源や貯

水槽などを備え、防災面の備えを強化しようと

する役割を担う施設でございます。防災道の駅

の活用方法としましては、大規模災害時の広域

的な復旧・復興のため、道の駅の駐車場等を活

用して、自衛隊や警察、国土交通省ＴＥＣ─Ｆ

ＯＲＣＥなど、支援機関の活動の拠点となるこ

とを想定しております。 

 以上でございます。 

 続きまして、不明金285万円の時効後の対応

について、不明金の発生から時効までの経緯に

つきましてお答えいたします。 

 本事案につきましては、これまで議会の一般

質問や令和４年11月の広報たるみずなどで説明

しておりますが、これまでの経緯を改めてとい

うことでございますので、簡潔に御説明いたし

ます。 

 初めに、本事案は、令和元年５月22日に会計

課にて契約保証金の返還を雑部金口座より支出

しようとしたところ、金融機関より残高不足の

ため支払不能との連絡があり、会計課にて原因

調査を実施したところ、市の収入処理をしてい

ない平成29年12月から平成30年３月までに納付

された４件の契約保証に対し、返還しているこ

とが判明したものでございます。 

 判明後、令和元年６月から８月にかけて、総

務課により庁内関係者に聞き取り調査を実施す

るも問題解決に至らず、顧問弁護士に相談の上、

同年11月15日に鹿屋警察署に被害届を提出した

ものでございます。 

 その後、令和４年４月28日、市議会全員協議

会にて報告させていただきましたとおり、令和

４年６月議会最終日には契約保証金検査特別委

員会が設置され、本事案の問題の検証や再発防

止策の意見を取りまとめていただき、同年12月

議会最終日に特別委員会の提言書を頂いたとこ

ろでございます。 

 このような経過の中、警察による捜査の進捗

状況を確認しておりましたが進展はなく、令和

６年12月、１件目の公訴時効が成立し、最後の

４件目が本年３月26日をもって公訴時効を迎え

たものでございます。 

 以上でございます。 

○保健課長（永田正一）  子供の危機管理の現

状についてお答えいたします。 

 児童福祉施設及び子育て支援施設としまして

は、認定こども園や保育所等、放課後児童クラ

ブ、子育て支援センター、ファミリーサポー

ターセンターなどがございますが、子供の危機

管理対策については、国の定めるガイドライン
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等に基づき、各施設で対策を講じております。 

 子供の安全対策としては、預かり時間中の事

故防止や食べ物のアレルギー対策、感染症や熱

中症対策、突発的な病気の対応、遊具の消毒、

防犯・防災等様々なものがございますが、それ

らの事案に対応することができるよう、それぞ

れの施設において国のガイドライン等を基に安

全計画を策定し、施設内で起こり得る様々な事

案を想定の上、訓練や研修等を各施設で実施し

ていただいているところでございます。 

 このほか、施設側が行う各種訓練、研修に加

え、昨年度は市の主催で放課後児童クラブの支

援員に対し、心肺蘇生やＡＥＤの使用に関する

講習会、子供の人権を含めた安全管理に関する

研修も実施し、危機管理の意識向上を図ったと

ころでございます。 

 加えて、保健課担当職員が子育て支援セン

ターや放課後児童クラブを巡回し、支援員との

コミュニケーションを図りながら、施設内にお

ける危険箇所の把握・確認を行い、環境改善に

努めているところでございます。 

 以上のように、施設側、市側において対策は

講じているところでございますが、子供の事故

等は想定外に発生する事案が多く、安全対策に

終わりはございませんが、未然防止を基本とし

つつ、事故が発生した後の再発防止を徹底する

ことで最小限に減らしていくことは可能と考え

ておりますので、引き続き各施設に安全対策の

徹底に努めていただくよう働きかけてまいりた

いと考えております。 

 以上でございます。 

○学校教育課長（川﨑史明）  子供の危機管理

の現状につきましてお答えいたします。 

 学校における危機管理といたしましては、運

動中の事故や熱中症、食物アレルギーなど主に

健康・保健面の危機管理、地震や津波、桜島の

噴火など自然災害発生時の危機管理、不審者侵

入などの事件発生時の危機管理など、様々な種

類の危機管理が想定されます。 

 各学校では、そのような事態が発生した際に

子供たちの生命を守ることができるよう危機管

理マニュアルを作成し、避難訓練やシミュレー

ション研修などを通じて、より実効性のあるマ

ニュアルとなるよう絶えず改善を図っていると

ころでございます。 

 また、日頃から子供自身の危険予知能力を高

めていくことも大切なことであり、長期休業前

などに危険予知トレーニング、通称ＫＹＴと言

われますけれども、その教材を活用し、様々な

危険な場面を想定し、子供自身が気づき、考え、

行動する力を育てていく取組も行っております。 

 以上でございます。 

○社会教育課長（大迫隆男）  本市の戦争遺跡

につきましてお答えいたします。 

 戦争遺跡といたしましては、旧垂水海軍航空

隊によって使用された複数の特殊地下壕や、浜

平から柊原の海中に点在する魚雷航跡監視台場

跡と、新城にある震洋の基地跡などが現存して

おります。 

 また、遺物につきましては、空襲の痕跡であ

る焼夷弾や柊原地区を襲った機銃掃射の銃弾、

そのほか市民の皆様からお預かりさせていただ

いた当時の衣服や写真資料などを社会教育課が

保管しており、その一部を文化会館にて展示し

ているところでございます。 

 以上でございます。 

○企画政策課長（堀留 豊）  女性の声を聞く

機会についてお答えいたします。 

 本市では、女性を含め、市民の皆様方の御意

見をお伺いするための取組として、現在大きく

６つの広聴事業に取り組んでいるところでござ

います。 

 １つ目は１階市長席、２つ目は目安箱、３つ

目は市長公務時における市民との対話、４つ目

は各種団体等との意見交換会、５つ目は広報媒

体を活用した手段、そして６つ目は議員御指摘
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のたるトークでございます。 

 このたるトークですが、昨年12月に開催した

１回目のたるトークでは、子育て支援、女性の

健康をテーマに、市長と女性５名が意見交換を

行ったところでございます。 

 以上のような広聴事業により、女性を含め、

市民の皆様方の御意見をお伺いする機会を設け、

その御意見を市政に反映させるよう取り組んで

いるところでございます。 

 以上でございます。 

 続きまして、書かない窓口についてお答えい

たします。 

 書かない窓口とは、マイナンバーカード等の

本人確認証を利用することにより、申請書等へ

の手書き負担を軽減し、窓口の手続時間短縮に

よる住民サービスの向上や職員の業務効率化を

図るものです。 

 具体的な仕組みとしては、申請者が持参した

マイナンバーカードや運転免許証、在留カード

等の本人確認証をシステムに読み込ませ、今ま

で手書き記入が必要だった氏名、生年月日、住

所、性別等の情報を申請書に自動入力すること

により手間や誤入力のリスクを軽減し、スピー

ディーで負担の少ない窓口運用を実現するもの

です。 

 本市においては、システム導入による効果と

課題を検証するため、まずは住民票や税証明な

ど、交付申請手続の多い市民課窓口に読み取り

機器を１台導入する予定としております。 

 書かない窓口の運用スケジュールとしまして

は、本年７月に機器を購入し、ＤＸ検討部会や

市民課窓口担当職員による対象手続の選定、シ

ステム納入業者による操作研修及び運用テスト

を経て、10月頃を目標に試行的運用を開始した

いと考えております。 

 なお、運用開始時期が確定しましたら、広報

誌や市公式ホームページを通じて市民の皆様に

周知いたします。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  ありがとうございました。 

 不登校への対応なんですけれども、新しい校

内教育支援センターができて１年たったわけな

んですけれども、教室復帰を数名できたという

ふうにお聞きしました。それは本当によかった

なというふうに思います。 

 ただ、運営される中でも、課題も出てくると

思います。その点についてお尋ねします。 

○学校教育課長（川﨑史明）  昨年度の取組か

ら見えてきた課題につきましてお答えいたしま

す。 

 昨年度設置した校内教育支援センターを利用

した生徒の中には、希望する高校へ進学できた

生徒がいたり、教室へ復帰し学校生活を送るこ

とができるようになったりした生徒が増えるな

どの成果がございました。 

 一方で、南北37キロにわたる広範囲の通学状

況にある本市において、中学校へはスクールバ

スを利用する生徒も多数おります。中には、ス

クールバスに乗れずに欠席が多くなってしまう

という生徒がいるという課題もございました。 

 そこで、学校支援ボランティアの方々に定期

的に添乗していただき、生徒とのあいさつや声

かけなどスクールバスを利用しやすい雰囲気づ

くりに尽力していただいているところでござい

ます。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  ありがとうございます。南

北に広範囲であるということと、なかなかス

クールバスに乗れないという現状で、新しい取

組があるというふうに伺っていますけれども、

その内容について、御説明がありましたらお願

いします。 

○学校教育課長（川﨑史明）  課題を踏まえた

新たな取組につきましてお答えいたします。 

 昨年度末に文部科学省の不登校対策ＣＯＣＯ

ＬＯプランの中で、校内教育支援センターの機
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能強化の取組といたしまして、アウトリーチ型

の教育支援センターが提案されました。 

 これまでの校内教育支援センターとは異なり、

アウトリーチ型では生徒の住む地域や家庭まで

出向いて支援を行うため、先ほど御説明いたし

ました本市の課題を解決できると考え、垂水中

央中学校の校内教育支援センターに加えまして、

今年度は新たにアウトリーチ型の取組を行うこ

とといたしました。 

 具体的には、昨年度の不登校生徒の地域ごと

の人数を分析いたしまして、サテライト教室を

北部地区、中央地区、南部地区の３か所に設置

することとし、北部は牛根地区公民館、中央部

は水之上校区公民館、南部は南地区老人憩の家

としております。 

 サテライト教室につきましては、３地区とも

に週２回ずつ開設する予定にしており、現在、

中学校にある校内教育支援センターの支援員２

名のうち、１名が対応してまいります。 

 活動内容につきましては、校内教育支援セン

ターでの取組を参考にし、生徒の実態・要望に

応じて、タブレット端末のＡＩドリル、学習プ

リントや教材集を活用しての学習指導に加え、

オンラインによる授業参加も試みたいと考えて

おります。 

 また、スクールソーシャルワーカーとサテラ

イト教室の支援員が連携して、各サテライト教

室から家庭訪問を行うことで、これまで以上に

保護者との連携を密にし、生徒の学びを支援し

てまいりたいと考えております。 

 さらに、校内教育支援センターの場合は中学

校の生徒の支援しか行えませんが、サテライト

教室においては本人の希望や保護者の要請に応

え、小学校の不登校児童の利用もできるように

してまいります。 

 なお、サテライト教室の利用方法や内容、運

営に関する周知につきましては、児童生徒の登

校の状況を基に個別に案内し、６月中の開設を

目指しているところでございます。 

 自宅と学校が離れている生徒にとっても、ま

ずは比較的近くにあるサテライト教室に通える

ことで、学びの保障につながるものと期待して

いるところでございます。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  ありがとうございます。今

伺った取組は、多分、県内でも大変珍しい取組

で、本当に先進取組だなというふうに思ってお

ります。 

 学校長が認めれば、出席扱いになるというふ

うにも伺いました。さらに、小学生も牛根、水

之上、老人憩の家、新城ですね。だったら、行

けるかもしれないという希望が持てました。 

 ぜひ、これをしっかりと取り組んでいただい

て、子供たちのために、学校になかなか足が向

かない親子のために頑張っていただきたいとい

うふうに思います。 

 次に、防災について説明いただきました。 

 防災道の駅というのは、国の管轄であり、あ

くまでも有事、大規模災害の救援活動の拠点と

して基地機能を備えているというふうに認識し

ました。ＢＣＰ計画は国が策定したというふう

に聞いていますけれども、防災道の駅としての

要件を満たしたということで間違いないでしょ

うか。 

○総務課長（園田 保）  先ほど、髙橋議員が

述べられましたように、電源の設備であります

とか駐車場要件とか３項目ありますけれども、

その要件を全て満たしていると考えております。 

○髙橋理枝子議員  ありがとうございました。 

 では次に、視点を変えまして、県内初の防災

道の駅として選定されたことを観光振興に生か

せないかと考えました。 

 桜島が活発化したり、地震が頻発すると、観

光客や民泊など、教育旅行への影響を及ぼしま

す。持続可能な観光地づくりの発掘も課題だと

思います。 
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 県内他地区にない観光の在り方を防災の観点

から構築してはどうか、防災イベントや防災シ

ンポジウムなど、海外からの交流も視野に、ぜ

ひ次の観光振興計画に盛り込んで議論していた

だきたいと思いますけれども、その点について

いかがでしょうか。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  防災道の駅

たるみずはまびらを活用した観光振興について

お答えいたします。 

 防災道の駅の役割につきましては、先ほど総

務課長が答弁したとおりでございます。答弁に

もございましたが、防災道の駅は、災害時等の

広域的な復旧・復興のため、道の駅の駐車場等

を活用して、自衛隊や警察、国土交通省ＴＥ

Ｃ─ＦＯＲＣＥなど、支援機関の活動拠点とな

ることが想定されていると、いわゆる広域防災

の拠点であるといったところでございます。 

 一方で、防災道の駅は、地域の防災拠点とし

てだけではなくて、地域住民及び観光客を対象

とした防災啓発の場でもあり、展示・体験コー

ナーを設置して、地震や台風、水害などに関す

る情報や対策を学べるプログラムを提供してい

るといった事例もございます。 

 さらに、観光振興にも大きく寄与する重要な

施設であると考えており、多くの旅行者、市民

が訪れる道の駅は、その立地のよさから、地域

のハブとしての役割を担い、観光資源や地元の

特産品などの魅力を紹介できる場としての機能

も有していると考えているところでございます。 

 議員が御指摘されました、現在でも、もう大

隅唯一になってしまいましたけれども、防災道

の駅を活用した観光振興につなげる取組につき

ましては、先進地の事例など調査研究等も行い、

令和７年度に策定いたします垂水市観光振興計

画策定業務において、防災道の駅たるみずはま

びらがどのように活用できるのかを検討してま

いりたいと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  しっかり取り組んでいただ

いて、ぜひ観光に生かしていただきたいという

ふうに思います。 

 次、３番目です。契約保証金に関する不明金

です。 

 経緯を伺いました、改めて。何遍も伺ってい

るんですけれども、一応、総括の意味もありま

した。ありがとうございます。 

 それでは、時効後のことについてお尋ねしま

す。 

 令和６年第３回定例会での一般質問で、篠原

議員、北方議員も質問されました。特に、北方

議員は時効後のことを質問されました。そのと

きの答弁では、４件全ての時効が成立したら、

市顧問弁護士に相談して対応すると再三答弁さ

れています。弁護士に相談されたと思いますが、

その内容についてお答えをください。 

○総務課長（園田 保）  時効後の対応につい

てお答えいたします。 

 先日の新原議員の質問で御答弁させていただ

いておりますが、時効後の対応といたしまして、

本市としましては、時効成立後の直近となる本

議会において、歳計外現金の不足分を補填する

ための補正予算案を提出させていただいたもの

でございます。 

 市民の皆様につきましては、これも繰り返し

になりますけど、令和４年11月の広報たるみず

において、「不明金の概要とこれまでの経緯」

と題してお知らせをさせていただいております

が、今回、警察の捜査でも解決せず、本事案の

刑事事件時効を迎えたことを踏まえ、改めまし

て市民の皆様に対して、広報たるみずを通じて

説明したいと思います。 

 弁護士のほうに相談いたしましたところは、

職員の処分に関するところ等でございます。今

回の件に関しましては、当事者が見つからなか

った、判明しなかったということでございます

ので、処分する方が見つからなかったという形
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になります。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  処分する人が見つからなか

った、迷宮入りしてしまったということですよ

ね。市長は、約285万円分の自ら給料の30％減

給されました。令和４年11月の広報誌で市長は、

事実が解明された時点で、私の責任を含め、関

係者の対応を改めてお示しさせていただきたい

と思いますとも述べられています。 

 事実解明に至らなかった、迷宮入りしてしま

った今、改めてどのようにお考えか、市長にお

尋ねします。 

 さらに、この問題の最後に、再発防止につい

てのお尋ねをします。この内容については、全

協でも何回か説明がありました。再度、事件後、

どのように変わったのか、また新しいルールに

のっとりきちんと運用ができているのか伺いま

す。 

○市長（尾脇雅弥）  一連の事件発生から昨日

までの経緯はお話をさせていただいたとおりで

ございます。大変遺憾でありますし、私として

個人的に見合う責任の取り方ということでこれ

まできたということでございます。 

 昨日の新原議員の御質問に答えたとおりの心

境でありますので、再発防止を含めて、今後し

っかりやっていくということだというふうに思

います。 

○会計課長（坂口美保）  不明金の再発防止策

につきましてお答えいたします。 

 本事案発覚後に、市議会において契約保証金

検査特別委員会が設置され、その後、契約保証

金紛失における提言をいただきました。その内

容について真摯に受け止め、公金の適正管理の

さらなる徹底を図るために、垂水市公金管理適

正化基本方針の見直しを行ったところでござい

ます。 

 この基本方針に基づき、実効性を確保するた

め、各所属において個別業務ごとの所属別公金

管理マニュアルを作成し、各課においては、こ

れに基づき適正な公金管理に努めているところ

でございます。 

 公金の適正管理を徹底するためには、全職員

が基本方針の内容を理解し着実に実行していく

ことが不可欠であるため、職員向けに基本方針

の周知、職員説明会を実施し、公金取扱いの意

識の向上に取り組んでいるところでございます。 

 また、新規採用職員を対象とした職員研修の

研修資料として、この公金管理適正化基本方針

を使用して、意識啓発を行っているところでご

ざいます。 

 この公金管理適正化基本方針には、公金管理

に携わる職員等は、市民の財産である税金で行

政運営は賄われており、日々の業務を公金で実

施していることをしっかりと認識し、平素から

業務遂行の基本である法令の遵守と規律の保持

に努め、公金等に関する意識の徹底を図り、適

正な執行を確実に実行しなければならないと明

記されており、二度とこのようなことが起きる

ことがないように、しっかりと公金管理適正化

基本方針の遵守に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  今、ちょっと具体性に欠け

ていて、分かりにくい御説明だったように思い

ます。 

 具体的に前と今で何を変えたのか、２つぐら

い、具体的にあればお示しください。 

○会計課長（坂口美保）  相互チェックの体制

の強化ということで、特に現金の取扱いには必

ず複数人でチェックを行う、また年度ごとに所

属別のマニュアルの見直しを毎年必要に応じて

行う、あと、現金取扱いにおけるチェック項目

というのを活用しまして、適正な公金管理の扱

いができているかの確認作業を定期的に行うな

どの見直しを行いました。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  聞いたところによりますと、
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印鑑の中に名前が入った。前だったら、具体的

な、誰が対応したかというのが分からなかった

というのを踏まえて、名前が入ったというふう

に伺ったんですけども、それは本当ですか。 

○会計課長（坂口美保）  会計課内の収納印は、

名前を入れて収納するように改めました。 

○髙橋理枝子議員  ありがとうございます。し

っかり今対策されているようです。今後、絶対

にあってはならないこのような事件です。全課

を挙げてしっかり取り組んでいただきたいとい

うふうに思います。一番いいのは、もう現金を

扱わないということだと思うんですけれども、

それも含めて、しっかり取り組んでいただきた

いというふうに思います。 

 次が子供の危機管理についてなんですけれど

も、各課に伺いました。 

 学校や保育現場とは限りません。何か重大な

事案が起きたときの対応はどうなりますか。 

○保健課長（永田正一）  重大な事案が起きた

ときの対応についてお答えいたします。 

 基本的には、施設内で生じた事故等に係る緊

急対応は、現場である施設のほうでそれぞれ対

応マニュアル等に基づき必要な対応及び再発防

止策を講じていただくこととなります。 

 その中で、市としての対応についてでござい

ますが、各施設で緊急事案が発生した際は、市

のほうへも報告がされることとなっており、基

本的には国の定めるガイドラインに沿った対応

を行うこととしております。 

 本市の具体的な対応手順としましては、まず、

事案が発生し連絡があった際には迅速に現場に

職員を派遣し、速やかに状況を確認することと

しております。その後、関係機関や関係者へ速

やかに連絡を行い、また施設側がガイドライン

に沿った緊急対応を行っているか確認しながら、

施設の運営に支障が生じるかどうかを見極め、

施設の運営に支障が生じる場合は施設の運営の

休止やほかの施設への受入れ要請を行うなど、

施設側の支援を行うこととしております。 

 加えて、施設側に関係者への説明、配慮を行

うように要請するとともに、事案の対応後には

職員配置基準、施設基準など国の定める基準に

沿った運営が行われていたか確認を行うことと

し、運営が不適切な場合には指導及び改善計画

の策定を求め、その内容を精査するとともに、

策定後は改善計画が的確に履行されているか検

証を行い、再発防止に努めるものとしておりま

す。 

 基本的な対応は以上のとおりでございますが、

緊急事案はそれぞれ状況が異なりますので、そ

の時々に応じた最善の対応ができるよう努めて

まいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○学校教育課長（川﨑史明）  学校において事

案が発生したときの対応につきましてお答えい

たします。 

 危機的な事態が発生した場合、子供たちのス

トレスが高まり、心のケアが必要となりますの

で、相談体制を構築していくことが肝要である

と考えております。 

 各学校におきましては、児童生徒だけでなく、

保護者も含めて、安心して相談できるよう担任

や養護教諭が窓口となり相談しやすい雰囲気づ

くりをするなど、学校長の指導の下、丁寧な対

応に努めているところでございます。 

 また、教育委員会といたしましては、必要な

場合にはスクールカウンセラーの迅速な派遣や

関係機関との連携など、より専門的な支援体制

を整えているところでございます。 

 今後も、万が一の事態が発生した際には、個

人情報に十分に配慮しながら、子供の心のケア

を最優先に取り組み、安心して学校生活を送る

ことができるよう、相談体制の一層の構築に努

めてまいります。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  いろいろ立派な対策のお話
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がありました。 

 市長にも聞いていただきたいのですが、大切

なことは、学校、保育現場に限らず、どこのど

の場所、事業所で起こるか分かりませんが、何

かあったときは解決に向けて連携して粘り強く

全力で事に当たることだと思います。 

 現状、まだまだ子供を守る、保護者を守ると

いう立場として足りないのではないかと思うこ

とがあります。現在進行形で苦しんでいる親子

がいるとすれば、その方々の話を聞き、寄り添

い、要望を受け入れ、関係機関と連携・協力し

て、問題解決に向けて誠意を持って対応するべ

きだと思います。体制をしっかり強化して取り

組んでいただきたいと強く要望いたしますが、

子供の危機管理対応についての市長の見解を伺

って、この問題は終わります。 

○市長（尾脇雅弥）  子供の危機管理というこ

とで、いろんなケースがあります。ですので、

基本的には、今、担当課長を中心に答弁したと

おりでありますけれども、いろんな事案が発生

したときに、何より大事なのは子供の気持ち、

保護者の気持ち。同じ事案が発生しても、いろ

んな立場がございますので、情報公開してほし

いという方もいらっしゃれば、そうでないとい

う方もいらっしゃって、総合的にやっぱり判断

をしなきゃいけない。大事なことは、子供の事

案が発生した以降の心のケアを中心として、ど

うあるべきかということだと思いますので、こ

れまでも幾つか過去において、本市に限らずい

ろんな事案があったと思いますが、その際には、

議員の皆様、対象者の皆様にはお話をしながら、

対策を協議してきたということでございます。 

 いろいろ直接的あるいは間接的に関わるケー

スもございますので、その辺はしっかりと、課

題が出てきたときには、今後、大きな目標であ

ります子供の心のケアをどうしていくのかとい

うのを中心に対応していくということは連携が

必要だろうと思いますので、しっかり対応して

いきたいと思います。 

○髙橋理枝子議員  ありがとうございました。 

 次に参ります。 

 同じような地下壕を有する千葉県館山市や熊

本県球磨郡の錦町は、地下壕をツアー見学でき

るほか、特に錦町は、「山の中の海軍の町にし

き ひみつ基地ミュージアム」として観光化し

て、平和教育旅行などに利用できる施設の整備

をしています。 

 その館山市の赤山地下壕、熊本錦町の地下壕

をしのぐ規模の垂水海軍航空隊の浜平特殊地下

壕は、垂水の未来への可能性を秘めた宝だと思

います。ぜひ、大切に扱っていただきたいと思

います。 

 教育長に見解を伺います。 

○教育長（明石浩久）  浜平特殊地下壕につき

まして、議員からもありましたとおり、令和５

年度に測量調査等を行っておりまして、その結

果、地下壕の総延長が約1.75キロメートルであ

ること、その規模は全国でも有数のものである

ことなどが確認されております。 

 今後の取扱いにつきましては、地権者の意向

を踏まえるとともに、文化財保護審議会などに

おいて検討が必要であると考えているところで

ございます。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  浜平特殊地下壕は、道の駅

たるみずはまびらの道路向かいにあるという立

地で、観光に大変有利だと思います。 

 これから調査を進めていくと驚くような事実

が判明するかもしれません。市にはぜひ調査に

関する財源の確保のお願いと、くれぐれも大切

に扱っていただき、水産商工観光課には未来の

垂水の観光の目玉となり得る資源として注目し

ていただきたいと思います。 

 この問題を終わります。 

 次に、女性活躍推進についてです。 

 女性に特化した広聴の場はないと理解しまし
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た。 

 たるトークはいい取組だと思います。でも、

メンバーを募ってたるトークに申し込む、女性

はなかなかハードルが高いと思います。 

 では、次に提案ですけれども、ざっくばらん

に聞くのもいいんですが、女性の声を聞く一例

として、大崎町が町女性活躍推進会議を2024年

に設置され、１回目の町政提案が１月にされま

した。このように町を挙げてしっかりと町政に

反映させる姿勢がすばらしいと思いました。 

 何がいいかと申しますと、しっかりと考える

ことで、結果的に政治に興味を持つことにつな

がるからです。委員として関わった方々は、提

案が町政に生かされるのか、議会に注目すると

思います。しっかりとした会議が立ち上がるこ

とで、市の活性化につながると思います。私も

協力を惜しみません。 

 令和３年度に策定された第２次垂水市男女共

同参画基本計画の６ページ、施策の方向にも

「政策・方針決定過程への女性の参画拡大」と

盛り込まれています。ぜひ、男女共同参画基本

計画の見直しの時期にも来ていることですし、

女性活躍を推進するためにも、このような会議

形式のステージを用意していただきたいと思い

ます。この件について、見解を伺います。 

○企画政策課長（堀留 豊）  女性活躍推進会

議の設置についてお答えいたします。 

 まず、女性活躍推進会議についてでございま

すが、女性活躍推進法第27条において、女性の

職業生活における活躍の推進に関する取組が効

果的かつ円滑に実施されるようにするため、関

係機関により構成される協議会を国及び地方公

共団体は組織することができるとされています。 

 議員御指摘のとおり、大崎町は女性活躍推進

会議を令和６年度に設置しており、そのほか、

鹿児島県内においても、鹿児島県、薩摩川内市、

志布志市、姶良市で女性活躍推進協議会が設置

され、委員の皆様方が相互の情報共有を図りな

がら、女性の活躍推進に関して連携して取り組

まれているようでございます。 

 本市では今年度、第２次垂水市男女共同参画

基本計画の中間見直しを行うこととしておりま

す。この中間見直しの中で、女性の活躍推進に

関しましても、男女共同参画推進会議での御意

見も参考にしながら、見直し後の基本計画に位

置づけていけるよう取り組んでまいりたいと考

えているところでございます。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  ぜひ、令和８年度、９年度

に、よい中間報告ができることを期待します。 

 次に、書かない窓口についてです。 

 御説明ありがとうございました。垂水で取り

組まれていることについては分かりました。 

 試行的導入ということで、７月までに機械導

入で、実証実験が10月までに行われるというふ

うに伺いました。マイナンバーカードや免許証、

在留カードなどを使うということだったと思い

ます。 

 試行的導入によって、これから課題も見えて

くると思います。少しずつ、導入してみて改善

重ねながら、職員の負担軽減と市民満足度が上

がるように努力していただきたいと思いますが、

今後の方向性についてお尋ねします。 

○企画政策課長（堀留 豊）  書かない窓口の

今後の方向性についてお答えいたします。 

 本年度、書かない窓口の試行的運用を開始し

ますので、ＤＸ推進に係る専門的な調査研究を

担っているＤＸ検討部会において導入効果を検

証し、その結果を踏まえて、対象手続の拡充や

運用体制の改善、新たな形態のシステム導入等

を検討し、さらなる住民サービスの向上や職員

の業務効率化を図ります。 

 また、令和７年度末を期限とした自治体情報

システムの標準化への移行を踏まえ、将来的に

はロボットによってパソコン上の定型業務を自

動化するＲＰＡを導入し、窓口での手続時間短
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縮や職員の負担軽減に取り組んでいきたいと考

えております。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  最終型がロボット導入とい

うことで、どの先かというのはいろいろ考え、

想像したら楽しくなるんですけれども。 

 以上７項目、今日質問させていただきました。

特に子供の問題、しっかり取り組んでいただき

たいと思います。 

 以上で質問を終わります。 

○議長（北方貞明）  ここで暫時休憩いたしま

す。次は１時30分から再開いたします。 

午後０時12分休憩 

 

午後１時30分再開 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、10番、感王寺耕造議員の質問を許可い

たします。 

   ［感王寺耕造議員登壇］ 

○感王寺耕造議員  皆さん、お疲れさまです。

一般質問、最後の登壇となりました。１時間み

っちりとやりますので、御協力よろしくお願い

いたします。 

 まず１点目、桜島火山活動対策についてでご

ざいます。 

 総務課長に伺います。 

 １点目、５月12日より、桜島の火山活動が活

発化しております。姶良カルデラ下のマグマは、

大正噴火時期に匹敵する備蓄量となっていると

言われております。現状と今後の課題について

お示しください。 

 ２点目、令和７年３月、県は桜島火山避難計

画を策定しました。しかし、基本指針が示され

ているに過ぎません。今後、実効性のある避難

計画を４市協議体とも協議しながら取りまとめ

ていかなければなりませんが、タイムスケジ

ュールと現時点での課題、問題点はないのか伺

います。 

 ３点目、火山防災教育についてであります。

市民に対し、桜島の活動の歴史や今後の防災教

育を進めることが重要であると考えますが、本

市の今後の対応について答弁ください。 

 ２点目、カスタマーハラスメント、パワーハ

ラスメントについて伺います。 

 １点目、庁舎内・教育委員会管轄でカスハラ、

パワハラの事案はないのか。 

 ２点目、カスハラ、パワハラについての研修

と防止策はどうなっているのか、総務課長、ま

た教育総務課長、学校教育課長、社会教育課長

に伺います。 

 ３点目、公益通報制度についてであります。 

 本市でも、公益通報者の部分についてはきち

っと制度をつくっておりますが、通報があった

場合の対応の整備はきちっとできているのか、

総務課長に伺います。 

 ４点目、有害鳥獣について、農林課長に伺い

ます。 

 １点目、鹿屋市は捕獲アプリの導入を行って

おりますが、ＡＩを活用した被害軽減の取組は

ないのか伺います。 

 ２点目、イノシシ捕獲後、高齢化により止め

刺しが困難であり、電気止め刺し機への補助要

望の声を猟友会の皆さんからお聞きしますが、

きちんと対応すべきではないかと考えますが、

答弁ください。 

 ５点目、耕作放棄地周辺環境の整備について

であります。 

 農林課長に伺います。 

 耕作放棄地が有害鳥獣のすみかとなっており

ます。地域住民で維持管理をしてまいりました

が、高齢化、マンパワーの不足により、継続が

困難になってきております。ラジコン草刈り機

器購入への補助金、またレンタルに対する助成

金等の考えはないのか、答弁ください。 

 ６点目、出産のできる産婦人科不足について
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伺います。 

 鹿児島市いまきいれ総合病院が、出産対応を

８月以降休止すると発表されました。市民が安

心して出産できる環境整備が必要と考えますが、

対応について担当課長に伺います。 

 以上、多岐にわたりますので、簡潔明瞭な答

弁を求めまして、１回目の質問を終わります。 

○総務課長（園田 保）  それでは、まず桜島

の現状と今後の動向につきましてお答えいたし

ます。 

 鹿児島地方気象台によると、桜島は、先ほど

感王寺議員も申されましたように、５月12日午

後８時頃から徐々に山体膨張が確認されはじめ、

５月15日に多量の噴煙を伴った噴火・爆発が観

測され、その後、19日までの５日間では計206

回の火山性地震と46回の爆発を観測しておりま

す。 

 山体膨張につきましては、爆発により一時的

な収縮が見られましたが、その後も再び山体膨

張が観測されているところでございます。 

 令和７年５月30日午後４時時点の福岡管区気

象台及び鹿児島地方気象台の発表では、噴火活

動は続いており、南岳山頂火口では29日午後３

時39分に爆発が発生し、噴煙は火口縁上1,500

メートルまで上がり、雲に入りました。弾道を

描いて飛散する大きな噴石は７合目まで達しま

した。火山性地震は少ない状態で経過しており

ますが、28日、現地調査では、火山ガスの放出

量が１日当たり3,500トンと非常に多い状態で

ございます。島内に設置してある傾斜計及び伸

縮計による観測では、引き続き山体が膨張した

状態が維持されておりますが、さらなる膨張を

示す特段の変化は認められておりません。桜島

では、姶良カルデラの地下深部にマグマが長期

にわたり蓄積した状態であり、火山ガスの放出

量もおおむね多い状態であることから、今後も

噴火活動が継続すると考えられております。今

後の火山情報に注意してくださいと締めくくら

れております。 

 本市としましては、鹿児島地方気象台が発信

する情報を注視しながら、京都大学火山活動研

究センターをはじめとする関係機関と緊密な連

携に努め、また有事の際の広報活動や速やかな

避難行動につながるよう、定期的な防災訓練に

より防災意識の高揚を図ってまいりたいと考え

ております。 

 続きまして、桜島火山避難計画における現時

点での課題、問題点につきましてお答えいたし

ます。 

 桜島火山避難計画は、令和７年３月に桜島火

山防災協議会で策定されたものの、内容は基本

指針の提示にとどまっており、今後、実効性の

ある避難計画を各市が策定し、桜島火山防災協

議会で取りまとめていくこととなります。 

 タイムスケジュールについては、避難計画策

定に関する具体的なスケジュールを協議会では

現時点で明確に示されておりません。しかしな

がら、垂水市としましては、できるだけ早く計

画案を取りまとめたいと考えております。 

 現時点での課題、問題点はないのかにつきま

しては、第１点目が、避難ルートに関する課題

として、広域避難が必要となった場合、道路の

渋滞や避難手段の確保が課題となります。特に

高齢者や障害者の避難支援体制の強化が求めら

れます。 

 第２点目は、避難情報の伝達に関する課題と

して、噴火警戒レベルの変更時に住民への迅速

な情報伝達が課題となります。 

 第３点目は、避難所の確保と受入れ体制に関

する課題として、広域避難先の自治体との調整

が必要になってくることです。 

 これらの課題については、桜島火山防災協議

会で今後検討していくこととなります。 

 以上でございます。 

 続きまして、火山防災教育の今後の対応につ

いてお答えいたします。 
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 防災教育とは、究極的に命を守ることを学ぶ

ことですが、そのためには災害発生の原理を知

ることと、社会と地域の実態を知ること、備え

方を学ぶこと、災害発生時の対処の仕方を学ぶ

こと、そしてそれを実践することが必要となり

ます。 

 本市では、桜島の爆発的噴火及び噴火に伴う

地震、津波、降灰等による災害発生に際して、

災害対策基本法及び垂水市地域防災計画に基づ

いて、防災関係機関が相互に緊密な連携を保ち

ながら各種の災害応急対策が迅速かつ適切に行

われるように防災体制の実効性について検証及

び確認を行うとともに、市民の防災意識の高揚

と知識の向上を図ることを目的として垂水市桜

島火山爆発総合防災訓練を実施しております。 

 垂水市桜島火山爆発総合防災訓練について、

令和４年度は垂水中央運動公園の野球場をメイ

ン会場として自衛隊及び市消防による合同救出

訓練などが実施され、垂水市文化会館では、京

都大学名誉教授の井口正人氏を講師に迎え、

「桜島の噴火警戒レベル５を考える」をテーマ

とし、桜島の歴史などについて講演していただ

きました。 

 令和５年度は牛根地区において実施し、令和

６年度は境地区にて実施しており、令和７年度

は松ヶ崎地区公民館で令和８年１月12日に開催

する計画としております。 

 訓練は、地区防災計画及び個別避難計画の検

証をテーマに、桜島の大規模噴火や地震等によ

る災害発生に際し災害応急対策の確認と課題の

抽出を図るとともに、防災体制の実効性につい

ての検証・確認を行い、桜島の噴火の歴史の学

習なども含め、市民の防災意識の高揚と知識の

向上を目的とした図上訓練を実施しております。 

 また、松ヶ崎小学校、牛根小学校、協和小学

校の３校は文部科学省の学校安全総合支援事業

のモデル校に指定されており、令和５年度から

桜島をテーマに授業を行っております。これら

の授業では、県防災アドバイザー派遣制度や京

都大学防災研究所火山防災研究センターの協力

の下、火山爆発総合防災訓練や防災講話の開催

をするなど、防災教育を充実させております。 

 今年度の計画では、３校合同での出前授業や

防災施設参観などを行い、11月26日に松ヶ崎小

学校において、これまでの取組について研究成

果の発表を行う予定でおります。 

 また、先ほどお答えしましたが、桜島火山避

難計画が策定され、本市においても避難計画を

作成する予定でございます。こうした取組を通

じて、今後も市民の皆様方の自分自身の命を守

るために防災訓練を実施し、防災教育にも努め

ていきたいと考えております。 

 多くの市民の皆様が参加できるよう、周知・

広報や開催方法の見直し等を行い、より多くの

市民の皆様に御参加いただけるよう努めてまい

りたいと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

 続きまして、庁舎内・教育委員会所管でのカ

スハラ、パワハラの事案はないのかにつきまし

てお答えいたします。 

 議員御質問につきましては、令和６年第２回

定例会の一般質問において、庁舎内のカスハラ

事案が出ているのかという御質問がありました

が、この御質問以降を含め、これまでのところ、

庁舎内における職員に対するカスハラ事案は確

認されておりません。 

 また、庁舎内におけるパワハラの事案につき

ましては、堀内議員の御質問でもお答えいたし

ましたとおり、パワハラではないかという数件

の職員からの相談は受けており、その際は相談

者の悩みを十分確認した上で客観的な視点でパ

ワハラの類型に該当するかどうかの確認を行い、

相談者が望む場合は中立・公平公正な立場で相

手方や関係職員から事実確認を行い、相談事案

の早期解決に向けて慎重な対応を行っていると

ころでございます。 
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 結果といたしましては、現在のところ、パワ

ハラの認定に至るまでの事案はございません。 

 総務課としましては、職員研修においても、

言葉遣いや態度等の見直し、適切な言動に心が

けるよう指導を行ってきたところでございます。 

 以上でございます。 

○教育総務課長（小池康之）  教育委員会管轄、

教育総務課についてお答えいたします。 

 教育委員会におきましては、職員との定期的

な面談の実施や相談窓口の設置など職員が相談

しやすい環境づくりに努めており、教育総務課

におきましては、カスハラ、パワハラに該当す

る事案は現在のところ確認されておりません。 

 以上でございます。 

○学校教育課長（川﨑史明）  学校教育課につ

きましてお答えいたします。 

 学校教育課におきましても、職員との定期的

な面談や相談しやすい関係づくりに努めており、

学校教育課におけるハラスメントに該当する事

案は現在のところ確認されておりません。 

 以上でございます。 

○社会教育課長（大迫隆男）  社会教育課の事

案につきましてお答えいたします。 

 社会教育課におきましても、定期的な面談の

実施や相談しやすい環境づくりに努めておりま

す。また、所管する社会教育施設につきまして

は、来館や訪問の機会を捉えて、状況把握に努

めております。 

 現在のところ、社会教育課、社会教育施設と

もに、ハラスメントに該当する事案は確認され

ておりません。 

 以上でございます。 

○総務課長（園田 保）  カスハラ、パワハラ

についての研修等予防対策はどうなっているか

ということにつきましてお答えいたします。 

 全ての職員が安心して個々の能力を十分に発

揮できる職場となるよう、パワハラやセクハラ

などハラスメント行為が起こらない、風通しの

よい組織づくりを推進するため、各種ハラスメ

ントに関する正しい知識の習得及びハラスメン

トの防止の意識啓発を目的として、令和３年度

から、職員全員、または職位ごとのハラスメン

ト研修を実施しております。 

 また、近年では、自治体職員へのカスハラが

都市部、地方にかかわらず増加傾向にあり、職

員に大きなストレスを与え、業務効率の低下に

つながることがあることは認識しているところ

でございます。 

 そこで、クレーム対応研修の一つとして、今

年度はカスハラに焦点を当てた研修を計画して

いるところでございます。 

 以上でございます。 

○教育総務課長（小池康之）  教育総務課につ

いてお答えいたします。 

 教育総務課におきましては、カスハラ、パワ

ハラについての研修など防止対策につきまして

は、市総務課が実施する研修等に全ての職員、

会計年度任用職員を計画的に受講させ、正しい

知識の習得及び意識啓発を図っております。 

 以上でございます。 

○学校教育課長（川﨑史明）  学校教育課の研

修等防止対策につきましてお答えいたします。 

 教育総務課の答弁にもございましたように、

学校教育課といたしましても、市職員の研修会

に参加し、研修を深めております。 

 また、各学校へのハラスメント防止に向けた

指導につきましては、毎年、年度初めに学校職

員の服務規律の厳正確保についての通知を発出

し、校長を通じて全職員への指導を行っており

ます。特に、通知文の中の職場におけるハラス

メントの防止等については、確実にかつ重点的

に指導するよう依頼しているところでございま

す。 

 なお、市管理職研修会の折には時期に応じた

服務指導を計画的に行っており、５月下旬に実

施しました校長研修会では、厚生労働省の資料
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を基にパワーハラスメントやセクシャルハラス

メント防止に向けた指導を行うとともに、各学

校における研修の充実や相談窓口の周知等につ

いても指導を行ったところでございます。 

 以上でございます。 

○社会教育課長（大迫隆男）  研修等防止対策

につきましてお答えいたします。 

 社会教育課におきましても、市総務課が実施

する研修等に参加し、カスハラ、パワハラにつ

きまして正しい知識の理解と対応策の習得に努

めております。また、当課の職務は市民の皆様

と直接接する機会が多いことから、明るく丁寧

な対応を心がけております。 

 不当な要求や悪質な迷惑行為等が確認された

場合は、複数で組織的に対応することや状況に

よっては外部機関との連携が必要なことなど、

窓口対応の在り方について共通理解を図り、適

切に対応しているところでございます。 

 以上でございます。 

○総務課長（園田 保）  続きまして、公益通

報制度について、通報があった場合の対応は整

備できているのかにつきましてお答えいたしま

す。 

 公益通報者保護制度とは、企業などの事業所

による一定の違法行為を、公務員も対象となる

労働者などが、不正の目的ではなく、組織内の

通報窓口、権限を有する行政機関や報道機関な

どに通報することをいうものでございます。 

 本市における公益通報保護法による内部通報

制度は、組織にとって自浄作用を発揮させるき

っかけにつながるものと重視しており、本市と

しては、職員や委託業者からの法令違反行為に

関する通報を適切に取り扱った上で通報者を保

護することを目的として、令和６年12月に垂水

市職員等からの公益通報に関する要綱を制定い

たしました。 

 この要綱では、何よりも通報者の保護を最優

先とし、通報内容が慎重に取り扱われる体制整

備を整えているところでございます。この通報

窓口は総務課に設置しており、実際に通報があ

った際、担当職員が通報者のプライバシーと個

人情報を適切に管理しながら通報に関する調査

を実施し、通報内容に該当する違反行為等が実

際にあった場合には、必要に応じて是正措置が

行われるよう要求するなどを整備しております。 

 本制度につきましては、公益通報までの流れ

を理解してもらうために、対応フロー図を作成

の上、今年１月に庁内掲示板にて職員へ周知を

行ったところでございます。 

 なお、窓口の設置から現在まで通報を受けて

おりませんが、引き続き職員研修を通じて本制

度に係る理解と意識の向上を図り、制度が適切

に機能するよう取り組んでまいります。 

 以上でございます。 

○農林課長（森 秀和）  ＡＩを活用した被害

軽減の取組の考えにつきましてお答えいたしま

す。 

 現在、農業分野においても、業務効率化、

データ分析、コミュニケーションの強化、情報

管理など、様々なメリットをもたらすＡＩやＩ

ＣＴ技術の導入が進められております。 

 有害鳥獣対策において、全国的に猟友会会員

の減少や高齢化、過疎化による頭数の増加、分

布の拡大による被害の深刻化が問題となってお

り、農作物などの被害軽減のため、ＡＩ・ＩＣ

Ｔ技術を活用したイノシシや猿の出没箇所や捕

獲情報の共有、まとめて捕獲できる鳥獣自動捕

獲システムなどの導入が進められております。 

 今後、ＡＩ・ＩＣＴ技術を活用した有害鳥獣

対策につきましては、本市の課題や効果につい

て、先進地などの事例を県や関係機関の協力を

いただきながら調査研究してまいりたいと考え

ております。 

 続きまして、補助要望の声を聞くが、きちん

と対応すべきではないかにつきましてお答えい

たします。 
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 野生鳥獣は生存本能が強く、特にイノシシは

予想外の動きを取ることもあります。例えば、

くくりわなにおいて、イノシシの足をくくって

いるワイヤーが動いた拍子に外れ、けがをする

事例も報告されております。 

 電気止め刺し機は、出血を伴わないため、捕

獲者や動物への負担が少なく、安全に適切に使

用すれば、効率的な止め刺し方法となっており

ます。垂水市猟友会会員の中には、けが防止の

ため、個人で電気止め刺し機を購入されている

方もいらっしゃるとお聞きしておりますので、

有害鳥獣捕獲に従事されている垂水市猟友会と

協議して対応してまいりたいと考えております。 

 続きまして、ラジコン草刈り機購入への補助

金、レンタルに対する助成金などの考えはにつ

きましてお答えいたします。 

 農林課では、荒廃農地再生促進事業による荒

廃農地の抑制や、農村の多面的機能の維持管理

のための多面的機能支払交付金や中山間地域等

直接支払交付金を活用し、地域活動や営農活動

を支援しながら、農道、林道、農業用施設の維

持管理に努めているところでございます。 

 中山間地域の担い手の減少傾向は平野部より

一層顕著でございますが、皆様の除草作業や側

溝の土砂除去などの中山間地域の維持・保全に

大きく貢献していただいており、本市としても

感謝の念でいっぱいでございます。 

 ラジコン草刈り機の購入への補助金、レンタ

ルに対する助成金等への補助の考えでございま

すが、地理的条件により必要とする機械や操作

性などの検証を、機械メーカーなどの御協力を

いただき、各集落協定や営農組織などを対象に

した研修会を計画しているところでございます。 

 以上でございます。 

○保健課長（永田正一）  市民が出産できる環

境整備についての質問にお答えいたします。 

 鹿児島県内で分娩を取り扱う医療機関を鹿屋

保健所に確認しましたところ、現在37施設とな

っており、このうち大隅管内では４施設となっ

ております。平成26年４月現在では県内で44施

設となっておりますことから、10年間で７施設

が減少している状況でございます。 

 この状況に加えまして、議員からもありまし

たとおり、いまきいれ総合病院が今年８月から

の分娩を休止し、外来診療のみとすることの発

表があり、産科の医療体制の確保・維持が大き

な課題となっております。 

 その背景としまして、急速な少子化による出

生数の減少や産科医及び助産師等の人材不足、

また採算性等の問題が挙げられているところで

あり、産科の医療体制確保は鹿児島県だけでな

く、全国的な社会問題となっているところでご

ざいます。 

 大隅管内４市５町で構成する保健医療推進協

議会におきましても産科医確保の問題は喫緊の

課題としており、産科医確保対策として、分娩

を取り扱う民間の医療機関が新たに産科医を確

保した場合、３年間の補助を行う制度がござい

ますが、平成28年度から平成30年度に１件実績

があった以降は、全く実績がない状況となって

おります。 

 また、産科医の派遣について、同協議会から

鹿児島大学にも要望を行っておりますが、難し

い状況が続いているところでございます。 

 この産科医不足に加え、開業医の高齢化等の

課題もございますので、近い将来、大隅管内の

産科医療機関の維持が困難な状況になることが

危惧されているところでございます。 

 そのような中で、本市の状況としましては、

公益財団法人慈愛会様の御理解と御協力をいた

だき、令和５年12月18日に産婦人科医療体制確

保事業に関する協定を締結し、令和６年５月７

日に慈愛会垂水サテライトクリニックを開設し

ていただくことができました。これまで女性が

妊婦健診等を受診する際は市外の産科医まで行

く必要があり、身体的・経済的・時間的な負担
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を抱えておりましたが、サテライトクリニック

ができたことで、市外まで行かなくても、地元

の身近なところで安心して受診できる体制が整

ったところでございます。 

 このサテライトクリニックにつきましては、

分娩を取り扱う医療機関ではございませんが、

週２日の外来診療としており、妊娠の診断から

34週までの妊婦健診を受けることが可能な上、

クリニックを利用される方が希望される分娩予

定施設との連携や、また緊急を要する事態が発

生した場合などは、運営母体である今村総合病

院と連携し、迅速な対応ができるようになって

おります。 

 最近の状況としましては、徐々に産科の利用

者も出てきている状況で、安心して利用してい

ただいているところでございます。 

 産科医の確保が社会全体として、より厳しく

なっていく状況でございますが、市としまして

も、議員が言われますとおり、市民の皆様が安

心して妊娠期を過ごし、出産できる体制づくり、

環境づくりのために今後どのようなことが必要

なのか、市民の皆様の意見を聞きながら、積極

的に取り組んでまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○感王寺耕造議員  各課長、懇切丁寧に説明い

ただきまして、ありがとうございました。あと

もう30分ないですけども、再質問していきます。 

 まず、桜島の問題です。 

 現状については、議員の皆さんも、市民の皆

さんもいろんな情報を得て分かるとは思うんで

す。今後とも、気象庁の部分もそうですし、ま

た京都大学、その他いろんな情報を収集して広

く市民の皆様に知らしめていただきたいと、そ

ういう努力を怠らないでいただきたいと思って

います。 

 ２点目につきましてですけども、まだこれか

ら４市協議会を通じて、より実効性のある中身

の避難計画を立てていただかなきゃいけないん

ですけども、その中でも特に避難ルート、道路

の部分、あと避難行動要支援者の取扱い、これ

が一番大きい問題だと思います。大規模災害の

場合も、桜島の場合も一緒ですけども、病院だ

とか老健施設に入所なさっているとか、そうい

った方々をどうやって避難誘導していくのかと

いう部分も大事ですので、この部分を引き続き

努力していただきたい。避難所の確保について

もそうだと思います。 

 大体そういうことなんですが、市長に１点目、

２点目の部分で質問しますけども、全国で111、

活動火山がございます。そのうち11件は鹿児島

にあるんです。そのうち、気象庁が常時観測し

ているのはたった５個なんです。半分にも満た

ない。あとはもう観測していないんです。 

 市長、私が何を言わんとしているのは、鹿児

島市さん、今度、京都大学の井口教授招聘され

て、国内でも初めてですよね、これ、つくられ

たの。桜島火山防災研究所を市役所内に設置さ

れたということでね。私、個人的には、これ、

県が真っ先にやるべきことだったと思っており

ます。大変残念なんです。こんな有能な人材の

方を鹿児島市だけで。文句言っているわけじゃ

ないですよ。県が率先してやっていただいて、

観測していないところもあるわけですから、そ

ういう市民の情報の少ない方々にも情報を流し

ていくという部分の努力が県が足りなかったん

だなと思っております。この部分については、

知り合いの県議を通じて、また要望、私もして

まいりますけども。 

 これは何を言わんとしていると、今度６人体

制です。井口教授は火山の専門家です。あと、

火山防災等避難、交通工学の研究者６名を通じ

てやるとおっしゃっているんです。これはすご

いことなんです。 

 新聞報道を見てみますと、まず長期計画で、

大規模噴火でも犠牲者ゼロを実現する防災対策

の構築ということをおっしゃっています。中期
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計画で、第１期目６年間かけて、噴火発生直前

に何をやるかというと、桜島火山対策、火山灰

の堆積量の予測システムを開発するんだという

ことなんです。これは気象庁の部分でデータは

ありますから、２週間後まで風向きがずっと決

まっているみたいです。大正噴火の部分の堆積

量です。爆発の堆積量も決まっていると。そこ

の部分をコンピューターで解析するシステムを

つくれば、今日はこういう方向の風が吹いてい

るからこういう形で避難ルートを決めようとい

う部分で、きちっと特定できるというんです。

そういうふうにきちっとやろうということをお

っしゃっております。それと、地震などの発生

の把握、この部分もある程度できるんだという

ことをおっしゃっているんです。 

 第２期目は何をやられるかと、噴火後、土石

流発生予測、降灰除去の手順の最適化など、第

４期目が長期避難について、噴火活動の長期化

判断、経済損失の事前予測です。第５期が復

旧・復興です。集団移転をすると。大体まとま

った地域の人を集団移転したほうがいいんじゃ

ないかと。それと、噴火終息後の桜島の利用計

画などということで、災害前から災害後、移住

計画が終わるまで一連の計画を立てていらっし

ゃるということです。市長、御承知のとおりで

す。 

 私が何を言わんとしているのは、降灰の降る

システム、この把握とか、こういった情報を、

できれば鹿児島市さんから頂けないかという虫

のいい話を思っているんですが、鹿児島市さん

の予算でやられたことで、垂水市民のためにと

いう部分、無理強いはできないんですけども。 

 私が、今、もろもろ申しましたけども、市長、

何とかかけ合っていただいて、情報を共有させ

ていただきたいということを市長のほうから発

信できないかと思っていますが、大事な問題で

すので、市長、お願いします。 

○市長（尾脇雅弥）  桜島に関しては、井口先

生は長い間、専門家として分析をされておられ

ました。感王寺さんがおっしゃるように、ほか

にも活火山がありますので、私も県が率先して

やるべきだと本当は思っております。しかし、

鹿児島市さんがということでございましたので。 

 県の計画のときも、私も参加をしておりまし

たけれども、あくまでも基本的なことであって、

あとは類する４市、鹿児島、霧島、姶良、垂水

がそれぞれの個別計画、それをリンクするとい

うようなお話だったような気がします。 

 垂水市としてはこれまで大分そういう意識が

あって、これまでの中ではいろいろ準備ができ

ていると思いますが、今回、鹿児島市さんが井

口先生の情報と連携してということでこれ以上

ない仕組みをつくっておられますから、湾奥４

市という会議もございまして、湾奥４市の会議

の中では、桜島、錦江湾を生かした観光とか、

あるいは桜島爆発の防災上の対策ということも、

もう25回目数えますけれども、毎回毎回協議を

してきておりますから、そこはその会議の中で

も共有はしておりますし、当然のこととして、

鹿児島市さんにきっちり御相談をすることです

けれども、垂水市とかほかの皆さんはどうなっ

てもいいということではないと思いますから、

情報はしっかり共有して、避難の方法で逆に、

情報いただく場合もありますけど、我々がお手

伝いすることもあると思うんです。基本的には

島民、当初の計画ではフェリーに乗ってって話

でしたけれども、大爆発の前後というのは震度

７ぐらいの地震が起きるってことを考えますと、

なかなかその計画は難しいだろうと。あるいは、

家畜に関しては陸路、220号で姶良に運ぶとい

うことなのですが、なかなか現実的ではありま

せんので、状況次第で、事前にある程度情報が

分かるというのが前提ですけれども、垂水に来

ていただいたりとか、いろんな形で協力・連携

をしなきゃいけないという環境にありますので、

感王寺議員がおっしゃるように、情報を一番持
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っている鹿児島市と連携をして、鹿児島市だけ

じゃなくて、誰一人災害で亡くならないという

ことをしっかりと頑張っていきたいというふう

に思います。 

○感王寺耕造議員  前向きな答弁、ありがとう

ございました。 

 もうちょっと言いますと、南日本の取材に答

えて、井口元教授じゃないですね。防災管理監

ですかね。この方、何とおっしゃっているかと、

桜島は鹿児島の真ん中にあり、風向き次第では

県内のどこかは大量降灰になると。どこも無傷

というのはあり得ない。オール鹿児島で取り組

むべき課題だと。鹿児島市で研究が進むという

ことは、他の地域の危機感を高める効果がある

はずだとおっしゃっていただいています。 

 市長、前向きな答弁をいただきました。湾奥

会議も含めていろんな場で、情報発信というか、

情報収集の部分も努力を怠らないでいただきた

いと思っておりますので、鹿児島市さんへの対

応をよろしくお願いします。県へも当然ですけ

ども。 

 あと、３点目ですね、この問題ね。活動火山

の教育ということで、私、何でこういうことを

申しましたかといいますと、東北震災のときも

話題になったんですけども、東北の地はずっと

昔から震災の地でありました。地震の地です。

そこの部分で、言葉があります。「てんでん

こ」という言葉です。じいちゃん、ばあちゃん

だろうが、親だろうが、子だろうが、孫だろう

が、地震が来たら、津波のおそれがあるから、

もう親、子、関係ないんだよって。自分たちで

自分の身は守らないとって。裏山に逃げろとい

う部分の徹底した教育というか、そういった伝

聞というか、言い伝えがありました。その部分

をきちっと学習していた人たちは、小学生でも

助かった子がいるんです。こういったことが教

育というか、歴史を捉まえて、それでまたさら

に学習していくという。新しい情報の下に、大

事だと思っているんです。 

 市長もこれに参加されているんですけど、

「桜島大正噴火100周年記念誌」という本があ

るんです。これ、伊藤知事のとき、森博幸さん

が鹿児島市長のときです。この本、今、総務課

のほうに２冊保管してありますけども、私も目

を通させていただきました。尾脇市長も、その

とき実行委員で記念誌づくりに携わっていただ

いていますけども。やっぱりここを見てみると、

どういう形で避難が行われたか、御遺体がどう

やって流れてきたか、海潟の方々が避難者をど

うやって助けていったかという歴史も書いてあ

ります。事実が書いてあります。 

 また、大正噴火が起こった後、ものすごい大

雨が降ったと。１週間、２週間と降ったと。そ

のとき、土石流の被害があったんだってことも

書いてあります。あと、海潟地区、協和地区の

田んぼの復旧に幾らかかったかという部分も書

いてあるんです。 

 そういった貴重な歴史、せっかく100年の部

分あるんですから、予算は伴いますけども今ま

でも一生懸命、市長、やっていただいていると

思っているんです。現場での防災訓練、災害も

含めて、桜島も含めて。机上訓練もそうですけ

ども。でも、こういった座学の部分も、大きな

資料が残っておりますので、予算つけてやって

いただくように要望いたします。これはもう要

望にとどめます。 

 あと、２番目、カスタマーハラスメント、パ

ワーハラスメントについてということで、ちょ

っと私の質問が悪かったんですけど、これは当

然セクシャルハラスメントも含まれますよね。 

 ということで、教育委員会３課、また市長部

局の総務課長、全くないという話です。ええ、

本当かよという部分で私は思っているんですけ

ども。 

 まず、カスタマーハラスメントについてです

けども、総務課長の部分でもちょっと話があり
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ました。これは総務省が調査しているんですよ、

はっきり言って。自治体職員を対象とした職場

でのハラスメントに関する実態調査をやってい

ます。住民や業者などから理不尽な要求を受け

るカスタマーハラスメントがなかったかという

部分について、自治体職員の35％が経験してい

ると言っているんです。年代別に見ると、30代

が44.6％です。これは最も多いそうです。20代

以下が40.0％、40代が37.4％です。だから、実

際上、起こっているんですね、自治体職員、全

国の部分。抽出の部分もありますけど。何を言

おうが、ずっと、ないないって言っているんだ

けど、本当にないのかよという部分で私は考え

るわけです。 

 御承知のとおりですね、カスハラ対策が義務

化になりましたから、この部分をきちっとやら

なきゃいけないということで、うちも職員のハ

ラスメントの防止等に関する規定という部分が

きちっとつくってありますけども。これは、ご

めんなさい。カスタマーハラスメントじゃなか

ったね。これはただのハラスメントのですね。 

 だから、この部分で、カスタマーハラスメン

トについて、実際のところ、私、庁舎内、１階

の部分、特に徴収の部分で力入れていたときが

ありましたよね。あのときの職員の方と市民の

方がネゴシエートしていた部分を思い出すんで

す。だから、そういった部分に鑑みていきます

と、きちっと対応を取るべきではないかと考え

るんですが。総務課長、お願いします。 

○総務課長（園田 保）  カスハラに関する条

例につきましてお答えいたします。 

 近年、全国的にもカスハラの問題が重要視さ

れているところなんですけれども、今後、本市

におきましても、適切な対応が求められる状況

になってくるものと考えております。 

 全国の自治体では、東京都をはじめ、北海道

や群馬県、三重県桑名市などがカスハラに関す

る条例を制定されており、誰もが安心して働く

ことができる就業環境の整備、事業者の安定し

た事業活動の継続、顧客等の豊かな生活の確保

に寄与することなどを目的とされているところ

でございます。 

 本市としましては、まず正当な要求と不当な

要求を区別し、どのように対処すべきか研修し

ていくことに重きを置き、カスハラに関する条

例等の制定につきましては、鹿児島県や近隣自

治体の取組状況について情報収集を進めるとと

もに、先日６月４日に参議院本会議で可決成立

されました改正労働施策総合推進法により、全

企業及び自治体にカスハラ対策が義務づけられ

ましたので、今後示される見込みである国の具

体的な方針を精査しながら、どのように取り組

んでいくべきか検討してまいります。 

 以上でございます。 

○感王寺耕造議員  今、カスハラの部分では、

総務課長おっしゃったように、改正労働施策総

合推進法、４日成立しました。カスハラの関連

の問題については2026年中の施行を目指すとい

うことですんで、対応方ですね、次の質問にあ

りますようにカスハラ条例の制定とか、その点

についてもきちっと精査してつくっていただき

たいと思っています。 

 あと、パワハラの問題についてです。皆さん、

ない、ない、ないということで終わりました。

昨日の堀内議員の質問の中で、総務課長がおっ

しゃった部分が、複数の職員から相談があった

という話でした。それで、調査したけども、認

定には至らなかったということがありました。 

 私、質問、それを聞いていてちょっと疑問に

思ったんですが、あれ、どういうことなのかな

と思ったんですけど、例えば複数の人が、私、

パワハラ受けていますと、どうにかしてくださ

いよと。また、パワハラをあの人受けているみ

たいですけどという部分も、伝聞というか、そ

ういうような内部情報があったと。そうします

と、パワハラをした人の部分については、パワ
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ハラした人は複数相談があったわけですね。同

時期かどうか分かんないけど。それで、パワハ

ラをしたという人については１名だったんです

か。それとも、パワハラをしたほうも個別、

別々の部分の案件だったのかな。その辺がちょ

っと分からなかったので答弁ください。 

○総務課長（園田 保）  まず確認なんですけ

ど、私が昨日答弁をしたのは、複数ではなく、

数件相談があったようでございますというふう

に答弁したと思います。 

 内容につきましては、総務課では本当に様々

な相談ごとが職員から届いておりまして、それ

に対して、ちょっと私の情報がないんですけど、

第三者から通報というか、相談があったという

のは、私のところには情報は今のところありま

せん。 

 ただ、いろんな相談の中で、パワハラが認定

されていれば、パワハラという相談があったと

いうことを１件と言えるんですけれども、いろ

んな相談がある中での一つで、パワハラではな

いかという相談であっても、パワハラの相談と

して件数としては上がっていないものですから、

パワハラではないかという相談という統計は取

っていないところで、今のところ、そこの件数

というのは上がっていないです。 

○感王寺耕造議員  質問替えます。 

 平成30年３月１日施行の部分、垂水市職員の

ハンスメントの防止等に関する規定という部分

があります。手元に置いて見てみたんですけど

も、いろいろ問題があるんじゃないかなという

部分で感じております、中身が。 

 相談窓口は総務課ということで、これはほか

の事例を見て、市の事例を見るとそうなんです

よね。それでまた総務課長が中心になって、苦

情相談窓口の職員という部分を、相談があった

ら総務課長が任命するわけね。これは、総務課

の人事行政係長か総務課人事行政係の職員とい

うことね。この人が対象じゃなかったら、この

人を割り振るわな。それで、また、この部分で

まとまらなかったと。苦情相談を受けて、まと

まらなかったら総務課長にフィードバックされ

て、まとまらんですよと。また、あったのか、

なかった分からんですがよと、濃厚な部分もあ

りますよねとなった場合は、総務課長が副市長

に打診します。副市長がハラスメント処理委員

会の委員長になるんだよね、多分ね。総務課長

も入って、市長が推薦する管理職が２名です。

あと、職労の部分、推薦するのは２名というこ

とで。 

 私は何を言わんとしていると、この中身が、

副市長は特別職だけど、ほかの部分、みんな職

員なのよね。職員だから、なかなか相談しにく

いのかなという部分もあるんです。外部相談委

員の部分もここに２名ぐらい、行政経験に長け

た人、長じた人、また、法に長じた人、こうい

った方々も入れるべきじゃないかなと思うのね。

そうすることによって、相談のしやすい雰囲気

がつくれるんじゃないかと思っています。 

 それで、この部分については、条例の中身も

そうですけども、もうちょっと選定してですね。

やはり相談するほうは必死だと思うんですよ、

パワハラを受けるのは直属の多分上司でしょう

からね。直属の上司だから、それを本人が言う

というのは、これ、大変なあれですよ。だって、

パワハラしたほうは分かっているわけだから。

あいつ、ちょっとパワハラしたかもなって、反

省しているけども、したかもなというおそれが、

本人も分かっているわけだ、パワハラって。誰

をパワハラしているのか。それを、やっぱり直

属の部下が言うというのはよっぽどのことなん

です。だから、相談しやすい窓口を僕はつくっ

てくれと言っているんです。 

 堀内議員の中で、直近の部分、何人でしたか。

中途退職が直近５年間で市長部局で20人ですか。

消防が６人ね。これは、まあ、いろいろあった。

あと、現在、令和７年５月で休職している人が、
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これが病気療養も含めて６人ということなんで

す。極めて大きな人材的ロスですよ、皆様優秀

な方々なんですから。 

 もし万が一これ、辞めた人がパワハラで辞

めたってことを私言っているわけじゃないです

からね。特定しているわけじゃないですから。

パワハラしたほうも特定しているわけじゃない

ですからね、これはね。特定していないんだよ。

ただ、もし万が一、パワハラ、セクハラが原因

で辞めたら、これは、大変なことでしょうがよ、

総務課長。教育委員会もそうですよ。 

 だから、より相談しやすい窓口、受けたほう

に立ったシステムをつくってくださいという部

分を私は思うんですが。これは、大事な問題で

すから、市長、お願いします。 

○市長（尾脇雅弥）  おっしゃるとおりだと思

います。辞める方のいろんな理由はあると思い

ますし、ルールに従って調査した結果、現状は

そういうことなのですけれども、パワハラ、セ

クハラを受けたとする人がいるとすれば、そこ

が相談しやすい仕組みづくりというのは大事な

ことですから、御提案いただいたことを参考に

しながら、どうあるべきか、外部も含めて、今

後、体制というのは検討していくべきだという

ふうに思っております。 

○感王寺耕造議員  次に移ります。 

 時間ないですけども、公益通報の部分です。 

 公益通報の問題ですけども、兵庫県知事の問

題、直近ではうちの鹿児島県警の問題等、全国

で大きく報道されています。大変な問題だと思

うんです。 

 うちも公益通報の部分についてはきちっとつ

くってあるんですね、総務課長ね、つくってい

ただいている。ただ、ちょっと気になった部分

がありまして。 

 熊本市もつくっているんですが、これは通報

窓口のほかに外部相談委員という部分も設けて

います。あと、熊本市の場合、通報者の責務と

いう部分があるんです。結局は、事実に基づい

た部分であること、誹謗中傷ではないこと、他

人を貶めないことという部分もあります。これ、

大事な問題なんです。そしてまた、通報者につ

いては、具体的かつきちっとした中身で文章と

して示しなさいって、通報しなさいって部分が

あるんです。 

 できたばかりで、できたというか、また公益

通報についても、法改正がありました。この部

分をきちっと捉まえて、総務課長が一番の肝心

の要でございますので、その分についてきちっ

と精査して、時流に合ったというか、法にきち

っとのっとった公益通報の在り方です。やっぱ

り通報者の部分も責務があるわけですから。通

報した部分の保護は大前提の問題ですけど。そ

んな部分をきちっと精査して取り組んでいただ

ければと思っております。 

 ３分前となりましたが、昨日、今日と大変な

大雨が続きました。これ以上大雨が続かないよ

うに、穀雨という言葉がありますけども、恵み

の雨、穀物が育つような適度な雨が降ることを

祈りまして、災害がないことを祈りまして、今

回の私の一般質問を終わります。最後まであり

がとうございました。 

○議長（北方貞明）  以上で、一般質問を終わ

ります。 

 本日の日程は、以上で全部終了いたしました。 

   △日程報告 

○議長（北方貞明）  明12日から19日までは議

事の都合により休会といたします。 

 次の本会議は６月20日の午前10時から開きま

す。 

   △散  会 

○議長（北方貞明）  本日は、これにて散会い

たします。 

     午後２時29分散会 
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令和７年６月20日午前10時開議 

 

 

   △開  議 

○議長（北方貞明）  おはようございます。定

刻、定足数に達しておりますので、ただいまか

ら休会明けの本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程をお目通しください。 

   △諸般の報告 

○議長（北方貞明）  日程第１、諸般の報告を

行います。 

 この際、議長の報告を行います。 

 地方自治法第243条の３第２項の規定により、

垂水市土地開発公社、令和６年度の決算及び令

和７年度の事業計画に係る書類の提出がありま

したので、お目通し願います。 

   △議案第35号～議案第40号・陳情第13号

～陳情第15号一括上程 

○議長（北方貞明）  次に、日程第２、議案第

35号から日程第７、議案第40号までの議案６件

及び日程第８、陳情第13号から日程第10、陳情

第15号までの陳情３件を一括議題といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第35号 垂水市税条例の一部を改正する条

例 案 

議案第36号 垂水市特定教育・保育施設及び特

定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例及び垂水市家庭的保育事業等

の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例 案 

議案第37号 令和７年度垂水市一般会計補正予

算（第１号） 案 

議案第38号 令和７年度垂水市国民健康保険特

別会計補正予算（第１号） 案 

議案第39号 垂水市報酬及び費用弁償条例の一

部を改正する条例 案 

議案第40号 令和７年度垂水市一般会計補正予

算（第２号） 案 

陳情第13号 「カリキュラム・オーバーロー

ド」の改善を求める意見書採択の陳情に

ついて 

陳情第14号 ゆたかな学びの実現・教職員定数

改善、義務教育費国庫負担制度の負担率

の引上げをはかるための、2026年度政府

予算に係る意見書採択の陳情について 

陳情第15号 健康増進等に係る環境整備（垂水

新港緑地帯）に係る陳情について 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（北方貞明）  ここで、各委員長の審査

報告を求めます。 

 最初に、産業厚生委員長、前田隆議員。 

   ［産業厚生委員長前田 隆議員登壇］ 

○産業厚生委員長（前田 隆）  おはようござ

います。 

 ５月28日及び６月10日の本会議において、産

業厚生常任委員会付託となりました案件につい

て、６月12日に委員会を開き、審査いたしまし

たので、その結果を報告いたします。 

 当日は、付託案件の審査に先立ち、中央地区

冠水対策事業（下宮地区）と県営漁港整備事業

（牛根麓事業）の現地視察を実施いたしました。 

 まず、中央地区冠水対策事業では、下宮地区

を視察いたしました。海岸公園内へ浸透貯留ま

すを設置し、併せて周辺に比較的大きな側溝を

敷設し、浸透貯留ますが一定の水位に達すると、

以前整備した都市下水路まで水を導く計画とな

っており、冠水被害を少なからず軽減すること

ができると担当課より説明がありました。 

 委員からは、浸透貯水ますはどれぐらいため

ることができるのかと質問があり、小学校の

プール程度の水を貯留することができると回答

がありました。 

 次に、県営漁港整備事業では、現在整備が進

んでいる牛根麓漁港を視察し、現在の整備状況

や今年度の予算額について担当課より説明があ
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りました。 

 委員からは、完成はいつごろになるのかと質

問があり、現在のところ令和９年度完成を目標

としているが、建築資材の高騰や地盤の硬さな

どの影響で遅延する可能性もある。国・県と連

携し、早期工事完了に努めてまいりたいと回答

がありました。 

 現地視察終了後、委員会を開き、付託案件を

審査いたしましたので、その結果を報告いたし

ます。 

 議案第36号垂水市特定教育・保育施設及び特

定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例及び垂水市家庭的保育事業等の設備及び運

営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例案について申し上げます。 

 審査の過程において、地域によっては既存の

保育園等が規模を小さくして家庭的保育事業に

変更することもあり得るのかと質疑があり、家

庭的保育事業をしたいというのであれば申請を

していただき、安全基準が確保されているか確

認し、認可という流れになるとの回答がありま

した。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 議案第37号令和７年度垂水市一般会計補正予

算（第１号）案について申し上げます。 

 まず、福祉課の所管費目では、審査の過程に

おいて訪問給食事業の委託料増額理由について

質疑があり、最低賃金の上昇やガソリン代の高

騰などにより総合的に判断して増額となったと

回答がありました。 

 次に、保健課の所管費目では、審査の過程に

おいて新しく購入する予定の遊具について質疑

があり、スロープやトンネル、橋など複合的な

機能を持ち合わせた色もカラフルな小さい子供

向けの遊具を選定していると回答がありました。 

 次に、農林課の所管費目では、審査の過程に

おいて購入する４トンダンプについて質疑があ

り、新車、中古、リースといった選択肢がある

が、納期や費用を考慮して中古を検討している

と回答がありました。 

 次に、水産商工観光課の所管費目では、審査

の過程において、以前から冬期における森の駅

の稼働率が課題となっていたが、現在稼働率は

上がっているのか質疑があり、現在の指定管理

者は積極的に冬でも様々なイベントを開催し、

市と連携しながら冬の誘客にも努めていると回

答がありました。 

 次に、土木課の所管費目では、審査の過程に

おいて道路維持費における工事請負費の内訳に

ついて質疑があり、浜平大都線舗装工事や上野

中央線舗装工事など７路線の整備費用について

回答がありました。 

 全ての所管費目について審査を終え、本案の

採決を諮ったところ、原案のとおり可決されま

した。 

 次に、議案第40号令和７年度垂水市一般会計

補正予算（第２号）案について申し上げます。 

 福祉課、水産商工観光課、いずれの所管費目

においても特段質疑はありませんでした。 

 全ての所管費目について審査を終え、本案の

採決を諮ったところ、原案のとおり可決されま

した。 

 最後に、陳情第15号健康増進等に係る環境整

備（垂水新港緑地帯）に係る陳情について審査

を行い、意見が交わされました。 

 審査の後、本陳情の取扱いについて採決を諮

ったところ、採択となりました。 

 以上で報告を終わります。 

○議長（北方貞明）  次に、総務文教委員長、

川畑三郎議員。 

   ［総務文教委員長川畑三郎議員登壇］ 

○総務文教委員長（川畑三郎）  去る５月28日

及び６月10日の本会議において、総務文教常任

委員会に付託となりました案件について、６月

13日に委員会を開き、審査いたしましたので、
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その結果を報告いたします。 

 当日は、付託案件の審査に先立ち、テニス

コート管理棟改修工事、桜島火山爆発観測施設

整備事業の現地視察を実施しました。 

 テニスコート管理棟改修工事では、直近のテ

ニスコートの利用状況を説明した後、トイレや

更衣室など改修した箇所を実際に視察いたしま

した。 

 委員から、男子更衣室のマークについて質問

があり、利用者の視点に配慮したユニバーサル

デザインを採用しているとの回答がありました。 

 桜島火山爆発観測施設整備事業については、

国立研究開発法人防災科学技術研究所の職員か

ら高峠火山観測施設の詳細について説明があり

ました。 

 委員から高峠に設置した理由について質問が

あり、海から離れており電波が届くなど条件に

合った場所が高峠であった。桜島にも同様の施

設を２か所設置中であるが、大量の火山灰の影

響などで観測が困難な場合を想定して、この位

置を選定したとの回答がありました。 

 現地視察終了後、委員会を開き、付託案件を

審査いたしましたので、その結果を報告いたし

ます。 

 最初に、議案第35号垂水市税条例の一部を改

正する条例案について申し上げます。 

 審査の過程において市民への周知方法につい

て質疑があり、公示送達についてはインターネ

ット、特定親族特別控除についてはインターネ

ットに加えて市報の掲載にて周知を検討してい

ると回答がありました。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 次に、議案第39号垂水市報酬及び費用弁償条

例の一部を改正する条例案について申し上げま

す。 

 審査の過程において、特段質疑はありません

でした。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 次に、議案第37号令和７年度垂水市一般会計

補正予算（第１号）案中の総務課の所管費目に

ついて、特段質疑はありませんでした。 

 次に、企画政策課の所管費目では、空き家リ

フォーム促進事業補助金の増額理由について質

疑があり、令和４年度、５年度は３件の交付で

あったが、令和６年度は上限額を75万円に引き

上げたことに伴い、７件となっている。交付実

績が増えていることを考慮し、増額したと回答

がありました。 

 次に、税務課の所管費目では、委託業者につ

いて質疑が交わされました。 

 次に、市民課の所管費目では、特段質疑はあ

りませんでした。 

 次に、消防本部の所管費目では、発電機の点

検体制について質疑が交わされました。 

 次に、教育総務課の所管費目では、委員から

学校の在り方検討委員会に子供たちの意見をど

う反映させるかと質疑があり、子供、保護者、

地域住民の三者の合意形成が大事となるため、

学校を通じて子供たちの意見を反映することが

できるよう進めていくと回答がありました。 

 次に、学校教育課及び社会教育課の所管費目

では、特段質疑はありませんでした。 

 次に、地方債・歳入全款の審査に入り、財政

課の所管費目では特段質疑はありませんでした。 

 全ての所管費目について審査を終え、本案の

採決を諮ったところ、原案のとおり可決されま

した。 

 次に、議案第40号令和７年度垂水市一般会計

補正予算（第２号）案中の財政課の所管費目に

ついて、特段質疑はありませんでした。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 次に、議案第38号令和７年度垂水市国民健康

保険特別会計補正予算（第１号）案では、国民
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健康保険被保険者証の更新時の周知について質

疑が交わされました。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 次に、陳情第13号「カリキュラム・オーバー

ロード」の改善を求める意見書採択の陳情の取

扱いについて採決を諮ったところ、採択となり、

関係機関へ意見書を提出することが決定されま

した。 

 次に、陳情第14号ゆたかな学びの実現・教職

員定数改善、義務教育費国庫負担制度の負担率

の引上げをはかるための、2026年度政府予算に

係る意見書採択の陳情の取扱いについて採決を

諮ったところ、採択となり、関係機関へ意見書

を提出することが決定されました。 

 以上で報告を終わります。 

○議長（北方貞明）  これから質疑を行います。

質疑はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。ここで、髙橋議員

から討論の通告がありますので、発言を許可い

たします。 

   ［髙橋理枝子議員登壇］ 

○髙橋理枝子議員  おはようございます。私は、

議案第37号令和７年度垂水市一般会計補正予算

（第１号）案の総務費、一般管理費の補痾金、

契約保証不明金の時効成立による雑部金の補痾

とされる285万4,000円について反対の立場で討

論させていただきます。 

 令和５年第２回定例会では、垂水市長の給与

に関する条例の一部を改正する条例案、いわゆ

る市長の給料を減額するということにより一定

の責任を果たすという意味での条例改正、こち

らにも反対の立場で討論させていただきました。 

 それから２年、事件は解決しないまま時効を

迎えました。果たして事案の解決に全力を尽く

した結果なのか、私は疑問に思っております。 

 ただ、市長の285万円に見合った金額の給料

減額は補痾ではないので穴の開いた部分を埋め

るにはこういう方法しかないというのは、ある

程度理解できます。 

 しかし、この問題を迷宮入りさせてしまった

責任は、市民にはないにもかかわらず市の大切

な財政から補痾せざるを得ない状況に納得でき

ません。 

 したがって、この１点のみではありますが、

この予算が含まれる第37号議案については反対

いたします。 

○議長（北方貞明）  ほかに討論はありません

か。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  討論なしと認めます。こ

れで討論を終わります。 

 最初に、議案からお諮りいたします。議案第

35号から議案第40号までの議案６件については、

各委員長の報告のとおり決することに御異議あ

りませんか。 

   ［「異議あり」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  御異議がありますので、

議案第37号を除き各議案を各委員長の報告のと

おり決することに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、議案第37号を除き各議案は各委員長の報

告のとおり決定いたしました。 

 次に、議案第37号は起立により採決いたしま

す。なお、起立されない方は否とみなします。

委員長の報告は可決であります。委員長の報告

のとおり決することに賛成の方は起立をお願い

いたします。 

   ［賛成者起立］ 

○議長（北方貞明）  起立多数です。よって、

議案第37号は委員長の報告のとおり決定いたし

ました。 
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 次に、陳情をお諮りいたします。陳情第13号

から陳情第15号までの陳情３件を委員長の報告

のとおり決することに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、陳情第13号から陳情第15号までの陳情３

件は採択することに決定いたしました。 

   △意見書案第７号・意見書案第８号一括

上程 

○議長（北方貞明）  日程第11、意見書案第７

号及び日程第12、意見書案第８号の意見書案２

件を一括議題といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

 案文は配付済みですので、朗読を省略いたし

ます。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

意見書案第７号 「カリキュラム・オーバー

ロード」の改善を求める意見書 案 

意見書案第８号 ゆたかな学びの実現・教職員

定数改善、義務教育費国庫負担制度の負

担率の引上げをはかるための、2026年度

政府予算に係る意見書 案 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（北方貞明）  お諮りいたします。ただ

いまの意見書案については、提出者の説明及び

委員会付託を省略いたしたいと思いますが、こ

れに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、そのように決定いたしました。 

 これから質疑を行います。質疑はありません

か。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 お諮りいたします。意見書案第７号及び意見

書案第８号の意見書案２件を原案のとおり決す

ることに異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、意見書案第７号及び意見書案第８号の意

見書案２件は原案のとおり可決されました。 

   △議案第41号～議案第43号一括上程 

○議長（北方貞明）  日程第13、議案第41号か

ら日程第15、議案第43号までの議案３件を一括

議題といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第41号 令和６年度垂水市水道事業会計剰

余金の処分及び決算の認定について 

議案第42号 令和６年度垂水市病院事業会計決

算の認定について 

議案第43号 令和６年度垂水市漁業集落排水処

理施設事業会計決算の認定について 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

   △公営企業決算特別委員会設置、付託、

閉会中の継続審査 

○議長（北方貞明）  これらの決算については、

６人の委員をもって構成する公営企業決算特別

委員会を設置し、これを付託の上、閉会中の継

続審査とすることにしたいと思います。これに

御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、これらの決算については６人の委員をも

って構成する公営企業決算特別委員会を設置し、

これに付託の上、閉会中の継続審査とすること

に決定いたしました。 

 お諮りいたします。ただいま設置されました

公営企業決算特別委員会委員の選任については、

委員会条例第８条第１項の規定により、川畑三

郎議員、池山節夫議員、篠原 則議員、池田み

すず議員、新原勇議員、髙橋理枝子議員、以上

６名を指名したいと思います。これに御異議あ

りませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 
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○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、ただいま指名しました６人を公営企業決

算特別委員会委員に選任することに決定いたし

ました。 

   △垂水市議会議員定数等調査特別委員会

の設置について 

○議長（北方貞明）  次に、日程第16、垂水市

議会議員定数等調査特別委員会の設置について

を議題といたします。 

 お諮りいたします。最初に、議会で働く議員

の数やその役割を適切に調査し、現状の議員数

が市民からの意見を十分に反映できている議会

となっているか。また、活発な議会運営のため

に何が必要かを調査、研究するため、議長を除

く議員全員で構成する垂水市議会議員定数等調

査特別委員会を設置し、これに付託の上、調査

が終了するまで閉会中の継続調査とすることに

したいと思います。これに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、目的達成まで議長を除く議員全員で構成

する垂水市議会議員定数等調査特別委員会を設

置することに決定いたしました。 

 お諮りいたします。ただいま設置されました

垂水市議会議員定数等調査特別委員会の委員の

選任については、委員会条例第８条第１項の規

定により、川畑三郎議員、池山節夫議員、持留

良一議員、感王寺耕造議員、篠原 則議員、川

越信男議員、堀内貴志議員、梅木勇議員、池田

みすず議員、新原勇議員、前田隆議員、宮迫隆

憲議員、髙橋理枝子議員、以上の13名を指名し

たいと思います。これに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、ただいま指名いたしました13人を垂水市

議会議員定数等調査特別委員会委員に選任する

ことに決定いたしました。 

 ただいま選任いたしました垂水市議会議員定

数等調査特別委員会委員の方々は、次の休憩時

間に委員会を開き、正副委員長の互選を行い、

その結果を報告願います。 

 ここで暫時休憩いたします。 

     午前10時29分休憩 

 

     午前10時30分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 垂水市議会議員定数等調査特別委員会におけ

る正副委員長の互選の結果について報告があり

ましたので、お知らせいたします。 

 垂水市議会議員定数等調査特別委員会委員長、

梅木勇議員、副委員長、川畑三郎議員、以上で

ございます。 

   △議会運営委員会の閉会中の所掌事務調

査の件について 

○議長（北方貞明）  次に、日程第17、議会運

営委員会の閉会中の所掌事務調査の件について

を議題といたします。 

 議会運営委員長から、会議規則第103条の規

定により閉会中の継続調査の申出があります。 

 お諮りいたします。委員長からの申出のとお

り、閉会中の継続調査とすることに御異議あり

ませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、委員長からの申出のとおり、閉会中の調

査とすることに決定いたしました。 

   △各常任委員会の閉会中の所管事務調査

の件について 

○議長（北方貞明）  次に、日程第18、各常任

委員会の閉会中の所管事務調査の件についてを

議題といたします。 

 各常任委員長から、所管事務のうち会議規則

第103条の規定により閉会中の継続調査の申出

があります。 

 お諮りいたします。各委員長からの申出のと
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おり、閉会中の継続調査とすることに御異議あ

りませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、各委員長からの申出のとおり閉会中の調

査とすることに決定いたしました。 

 以上で、本日の日程は全部終了いたしました。 

 これで、本定例会に付議された議案は全部議

了いたしました。 

   △閉  会 

○議長（北方貞明）  これをもちまして、令和

７年第２回垂水市議会定例会を閉会いたします。 

     午前10時33分閉会 
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